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昨年度のＳＵＢＡＲＵグループによるCSRの取り組みをまとめ、年次ごとに報告いたします。

報告サイクルについて

▲

▲

アニュアルレポート
コンテンツ

CSR WEBサイト
コンテンツ

ＳＵＢＡＲＵグループにとってのCSRの取り組みの重要度

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
関
心
度

報告メディアの考え方

CSRレポートライブラリー＞

ＳＵＢＡＲＵアニュアルレポート＞

株 式 会 社 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ  C S R レ ポ ー ト は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
グループの取り組みをより多くのステークホルダーの皆様
に ご 理 解 い た だ け る よ う 、 2 0 1 3 年 版 よ り C S R の 取 り 組 み
情 報 の 一 部 を ア ニ ュ ア ル レ ポ ー ト に も 掲 載 し て い ま す 。
ま た 、 環 境 負 荷 に 資 す る 取 り 組 み と し て 掲 載 メ デ ィ ア を
W E B サ イ ト に 移 行 し ま し た 。 な お 、 W E B サ イ ト の 情 報 を
PDF版として、ライブラリーにも掲載しています。目的に
応じてご利用ください。

報告メディアについて

本 レ ポ ー ト は 、 株 式 会 社 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と 国 内 ・ 海 外 グ ル ー プ 会 社 の C S R （ 企 業 の 社 会 的 責 任 ） の
取 り 組 み を ご 紹 介 し 、 お 客 様 ・ 株 主 の 皆 様 、 お 取 引 先 様 ・ 地 域 社 会 ・ 従 業 員 な ど の ス テ ー ク ホ ル ダ ー と
コミュニケーションを図り、取り組み内容のさらなる向上を目指すことを目的としています。

「 特 集 」 で は 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 に 特 に お 伝 え し た い 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 取 り 組 み を 掲 載
しています。「ＳＵＢＡＲＵグループのCSR」のパートでは、CSR重点6領域（「人を中心とした自動車
文 化 」 「 共 感 ・ 共 生 」 「 安 心 」 「 ダ イ バ ー シ テ ィ 」 「 環 境 」 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 」 ） を 軸 と し た C S R の
取り組みについて報告しています。

編 集 方 針

編集方針

https://www.subaru.co.jp/ir/library/annual-reports.html
https://www.subaru.co.jp/csr/report/
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・前回発行　2017年10月
・今回発行　2018年10月
・次回発行予定　2019年8月

発行時期

本報告には、ＳＵＢＡＲＵグループの将来の見通し、計画、予測などさまざまな情報が含まれていますが、
こ れ ら は 過 去 の 事 実 や 現 在 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ い た も の で あ り 、 将 来 の 経 済 の 動 向 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
グループを取り巻く事業環境などの要因により、大きく異なるものとなる可能性があります。ご了承いた
だきますようお願いいたします。

見通しに関する特記事項

・ISO26000
・GRIサステナビリティ・レポーティング・スタンダード
・環境省「環境報告ガイドライン（2012年版）」

参考としたガイドライン

・ 掲載されている情報の対象期間は、原則として2017年4月から2018年3月までですが、一部対象期間外
の情報も含まれることがあります。

・本レポートにおける所属、役職等は、すべて取材当時のものです。

対象期間

株式会社ＳＵＢＡＲＵを中心に、国内や海外のグループ会社について報告をしています。

対象組織

報 告 対 象
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株 式 会 社 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 皆 様 か ら の ご 意 見 を い た
だ き 、 C S R の 取 り 組 み や レ ポ ー ト 内 容 の 充 実 を は か
る と と も に 、 社 会 や ス テ ー ク ホ ル ダ ー と の コ ミ ュ ニ
ケ ー シ ョ ン を 深 め て ま い り ま す 。 本 レ ポ ー ト や 取 り
組 み に つ い て 、 ご 意 見 、 ご 感 想 を お 寄 せ く だ さ い ま
すよう、お願いいたします。

株式会社ＳＵＢＡＲＵ ＣＳＲレポートアンケート

アンケートへご協力のお願い

株式会社ＳＵＢＡＲＵ
CSR環境部

本サイトに関するご意見・ご感想はこちら

お問い合わせ先

株式会社ＳＵＢＡＲＵトップページ
企業情報（会社概要）
株主・投資家の皆様へ
87期　有価証券報告書
87期　事業報告書（ファイナンシャルレポート）

そ の 他 の 情 報

ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

https://www.subaru.co.jp/
https://www.subaru.co.jp/outline/
https://www.subaru.co.jp/ir/
https://www.subaru.co.jp/ir/library/securities-reports.html
https://www.subaru.co.jp/ir/library/business-reports.html
https://www.subaru.co.jp/faq/others/agree/
https://www.subaru.co.jp/faq/csr/
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※売上高～当期純利益の数値は2017年度の実績です。

2,204億円（連結）
1,535億円（単独）

当期純利益

3,799億円（連結） 
2,660億円（単独）

経常利益

3,794億円（連結）
2,560億円（単独）

営業利益

34,052億円（連結）
20,878億円（単独）

売上高

東京都渋谷区恵比寿1-20-8　エビススバルビル
代表電話番号　03-6447-8000

本社

33,544名（連結）
14,879名（単独）

従業員数

1,538 億円資本金

1953年7月15日創立

株式会社ＳＵＢＡＲＵ
（英訳名：SUBARU CORPORATION）

社名

会 社 概 要 （ 2 0 1 8 年 3 月 3 1 日 現 在 ）

会社概要
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※グラフの数値は四捨五入のため、比率の総和が合わない場合があります。

（年度）

36,000

24,000

12,000

0

（人） 連結単独

2017

14,879

33,544

2016

14,708

32,599

2015

14,234

31,151

2014

13,883

29,774

2013

13,034

28,545

従業員数の推移

（年度）

1,000

750

500

250

0

（千台） 海外国内

2017

1,067

2016

1,065

2015

958

2014

911

2013

825

販売台数推移

（年度）

36,000

24,000

12,000

0

（億円） 海外国内

2017

34,052

2016

33,260

2015

32,323

2014

28,779

2013

24,081

売上高推移

自動車部門
32,349億円(95%)

航空宇宙カンパニー
1,422億円（4.2％）

その他
282億円（0.8％）

2017年度
売上高

34,052億円

2017年度売上部門比率
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国内グループ会社等について、詳しくはこちらをご覧ください。

輸送機工業株式会社

群馬製作所 

株式会社イチタン

東京事務所

株式会社スバルロジスティクス

桐生工業株式会社

宇都宮製作所　半田工場・
半田西工場

本社

宇都宮製作所 ※

富士機械株式会社

●本社　◆ＳＵＢＡＲＵ事務所・製作所　■グループ会社

富士機械株式会社

桐生工業株式会社
株式会社イチタン

宇都宮製作所※
株式会社スバルロジスティクス

群馬製作所

本社

東京事務所

輸送機工業株式会社

宇都宮製作所　半田工場・半田西工場 

ＳＵＢＡＲＵおよび国内グループ会社

主 な 活 動 拠 点

http://www.fuji-machinery.co.jp/
http://www.kiryu-kougyo.co.jp/
http://www.ichitan.co.jp/
http://www.subaru-logistics.co.jp/
http://www.yusoki.co.jp/
https://www.subaru.co.jp/outline/office.html?id=relate
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※本レポートでは、航空宇宙カンパニーの生産拠点を「宇都宮製作所」と表記している場合があります。

海外グループ会社について、詳しくはこちらをご覧ください。

SIA：Subaru of  Indiana Automotive,Inc.

SRD：Subaru Research & Development,Inc.  

SOA：Subaru of  America,Inc.

SCI：Subaru Canada,Inc.

●本社　◆ＳＵＢＡＲＵ事務所・製作所　■グループ会社

SIA：Subaru of Indiana Automotive,Inc.

SOA：Subaru of America,Inc

SRD：Subaru Research & Development,Inc. 

SCI：Subaru Canada,Inc.

海外グループ会社

https://www.subaru.ca/WebPage.aspx?WebSiteID=282
https://www.subaru.com/
http://www.subaru-sia.com/
https://www.subaru.co.jp/outline/office.html?id=northAmerica
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当 社 群 馬 製 作 所 に お い て 、 完 成 検 査 員 の 資 格 を 有 し て い な い 者 が 完 成 検 査 を 行 っ て い る な ど の 不 適 切 な
運用、完成検査工程に属する燃費・排出ガスの抜き取り検査工程およびその他の完成検査業務で、不適切
な 行 為 が 行 わ れ て い た こ と が 判 明 し ま し た 。 お 客 様 を は じ め 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 に 、 大 変 な
ご心配とご迷惑をおかけしておりますこと、心よりお詫び申し上げます。
社外専門家チームによる調査報告書では、一連の不適切行為が長期、多種、広範にわたっていた背景は、
「企業風土」という体質的問題や、従業員のコンプライアンス意識の問題だけに起因するものではなく、
経 営 陣 の 完 成 検 査 業 務 に 対 す る 認 識 お よ び 関 与 が 不 十 分 で あ っ た こ と を 指 摘 さ れ て お り 、 経 営 の 責 任 を
極めて重く受け止めています。私以下、現経営陣が果たすべき責任は、再発防止策を確実に実行し、その
成果を挙げていくことであり、自らが陣頭指揮を執って、皆様からの信頼を一歩ずつ回復していきます。

完 成 検 査 に 係 る 不 適 切 事 案 に つ い て

2018年6月をもちまして代表取締役社長に就任いたしました。
自 動 車 業 界 が 1 0 0 年 に 一 度 の 大 変 革 期 に あ る こ の タ イ ミ ン グ で 、 経 営 の バ ト ン を 引 き 継 ぐ こ と に 重 責 を
感じています。当社の不変の経営理念である「お客様第一を基軸に『存在感と魅力ある企業』を目指す」
のもと、この大きな事業環境の変化を見極め、スピード感をもって対応していきます。

社 長 就 任 に あ た っ て

中村 知美

代表取締役社長 CEO

「安心と愉しさ」を提供し続けるために、
すべてのステークホルダーから信頼・
共感される存在となる

トップメッセージ

トップメッセージ
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CSRの取り組みについては、ＳＵＢＡＲＵグループが真の
グローバル企業として社会から信頼され、またＳＵＢＡＲＵ
グループで働くすべての人が誇りを持てる企業にするために、
新 中 期 経 営 ビ ジ ョ ン 「 S T E P 」 に 合 わ せ て 、 従 来 の C S R の
取り組みを見直し、「CSR重点6領域」を定めました。
「 C S R 重 点 6 領 域 」 は 、 事 業 の 強 み を 活 か し て 社 会 に 貢 献
するとともに、社会からの要請に応えていくという両方の
側面から選定したもので、「人を中心とした自動車文化」
「 共 感 ・ 共 生 」 「 安 心 」 「 ダ イ バ ー シ テ ィ 」 「 環 境 」
「コンプライアンス」としています。

私たちは、「クルマは単なる移動手段ではない」と考えて
い ま す 。 「 人 を 中 心 と し た 自 動 車 文 化 」 で は 、 「 安 心 と
愉しさ」といった人の「感性」を大切にし、クルマは人の
心や人生を豊かにするパートナーとなる商品やサービスを
付加価値としてお客様に届け、持続可能なモビリティ文化
を醸成することを目指します。
ま た 、 私 た ち は 常 に お 客 様 や 社 会 の 声 に 真 摯 に 向 き 合 う
ことを基本としています。

ＳＵＢＡＲＵグループ CSR重点6領域

C S R 重 点 6 領 域 を 選 定

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 2 0 1 8 年 7 月 に 2 0 2 5 年 ま で の 新 中 期 経 営 ビ ジ ョ ン 「 S T E P 」 を 発 表 し ま し た 。 新 た な
ビ ジ ョ ン 策 定 に 至 っ た 背 景 に は 、 自 動 車 業 界 の 大 変 革 期 と い わ れ る 中 で 、 外 部 環 境 の 変 化 を 見 据 え た
経 営 の 方 向 性 を 示 す 必 要 が あ っ た こ と 、 近 年 の 急 成 長 に 伴 う 歪 み 、 ほ こ ろ び や 課 題 が 明 確 に な っ て き た
こ と が あ り ま す 。 一 刻 も 早 く 真 の 実 力 を 養 成 し 、 信 頼 を 取 り 戻 す 、 「 お 客 様 に 『 安 心 と 愉 し さ 』 を 提 供
す る 」 と い う ブ ラ ン ド の 方 向 軸 は 動 か さ ず 、 多 様 化 す る 社 会 ニ ー ズ に 貢 献 し 、 企 業 と し て の 責 任 を 果 た
し て い き ま す 。 そ し て 、 お 客 様 に 共 感 さ れ 、 信 頼 し て い た だ け る 存 在 を 目 指 す と い う 強 い 意 志 の も と 、
全社一丸となって取り組みを進めていきます。具体的な取り組みについては、最優先項目としてＳＵＢＡＲＵ
が 取 り 組 ま な け れ ば な ら な い 課 題 と し て 「 組 織 風 土 改 革 」 を 掲 げ ま し た 。 ス ロ ー ガ ン に は 、 決 意 と 覚 悟
を表す意図で「Change the Culture」という強い言葉を用いています。ＳＵＢＡＲＵが過去から培って
きた良いDNAは守りつつ、時代や世の中の変化に対して敏感に、スピード感をもって、柔軟に対応できる
会 社 を 目 指 し 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス 、 ガ バ ナ ン ス 、 マ ネ ジ メ ン ト の 強 化 を 加 速 し て い き ま す 。 同 時 に 、
企 業 風 土 と 人 材 ・ 組 織 の 変 革 、 C S R の 取 り 組 み 見 直 し 、 事 業 活 動 全 般 に お け る シ ス テ ム 化 の 推 進 な ど に
取り組みます。

新 中 期 経 営 ビ ジ ョ ン 「 S T E P 」 策 定

社
会
か
ら
の
要
請

S
U
B
A
R
U

固
有
の
対
応
領
域

人を中心とした
自動車文化

共感・共生

安心

ダイバーシティ

環境

コンプライアンス
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代 表 取 締 役 社 長  C E O

「 ダ イ バ ー シ テ ィ 」 に お い て は 、 多 様 な 市 場 価 値 を 尊 重 し 、 お 客 様 の 選 択 肢 を 増 や し て い く こ と が 、
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 持 続 可 能 性 に も つ な が る と 考 え て い ま す 。 そ の た め に は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で 働 く
すべての人々の視点にも多様性が必要です。事業の強みを活かして社会課題を解決する「商品のダイバー
シ テ ィ 」 と 社 会 か ら の 要 請 に 応 え る 「 従 業 員 の ダ イ バ ー シ テ ィ 」 両 方 に 取 り 組 む こ と が 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
独自のダイバーシティだと考えています。

「 環 境 」 に つ い て は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 自 動 車 と 航 空 宇 宙 事 業 を 柱 と す る 私 た ち の 事 業 フ ィ ー ル ド を
「大地と空と自然」としています。「大地と空と自然」を将来世代に伝承するためにも、企業活動全体で
環境に配慮していかなければなりません。
環境方針において、気候変動を最も重要な取り組みと位置付けており、気温上昇を2℃未満に抑えるため
にもＳＵＢＡＲＵグループが直接排出するCO2を、2030年度には30％削減（2016年度比・総量ベース）
するという目標を掲げ、気候変動問題の解決に取り組んでいきます。

最後に、「コンプライアンス」ですが、すべての業務においてコンプライアンスを重視する意識を醸成し、
自らの企業体質を根幹から変革していくことが必要であると強く認識しています。
この度の不適切事案を踏まえ、ＳＵＢＡＲＵでは、コンプライアンスの実践を経営の最重要課題の一つと
位置付け、さまざまな取り組みを実施しています。
経 営 ト ッ プ が 先 頭 に 立 ち 、 す べ て の 役 員 や 従 業 員 が 一 丸 と な っ て コ ン プ ラ イ ア ン ス に 取 り 組 む こ と で 、
コンプライアンス重視・優先の考え方がＳＵＢＡＲＵグループで働くすべての人々に浸透し、実行されて
いる企業を目指します。
そして、一刻も早くステークホルダーの皆様からの信頼を回復し、「モノをつくる会社から笑顔をつくる
会社」になることをお約束いたします。

※ Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 乗 車 中 の 死 亡 事 故 お よ び Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と の 衝 突 に よ る 歩 行 者 ・ 自 転 車 等 の 死 亡 事 故 を ゼ ロ

「 共 感 ・ 共 生 」 で は 、 人 と 人 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 通 じ て 事 業 活 動 を す る こ と で 、 お 客 様 や 地 域
社 会 に 信 頼 さ れ 、 共 感 し て い た だ け る 存 在 に な り 、 共 生 で き る 企 業 に な り た い と 考 え て い ま す 。

そ し て 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の こ だ わ り と も い え る 「 安 心 」 で す 。 ク ル マ に 求 め ら れ る 安 心 感 を 実 現 す る と
同 時 に 、 お 客 様 、 地 域 社 会 、 従 業 員 を は じ め 、 す べ て の ス テ ー ク ホ ル ダ ー に 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ な ら 安 心 」
と い う 「 最 高 の 安 心 」 を 感 じ て い た だ け る 存 在 に な る こ と を 目 指 し ま す 。 特 に 「 『 人 の 命 を 守 る 』
こ と に こ だ わ り 、 2 0 3 0 年 に 死 亡 交 通 事 故 ゼ ロ ※」 を 目 標 に 掲 げ て 取 り 組 ん で い き ま す 。
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完成検査及び燃費・排出ガス測定に関する
不適切事案について

https://www.subaru.co.jp/press/file/uploads/news/2018_0928_02.pdf

2018年9月28日…完成検査における不適切な取扱いに関する徹底調査の結果について③

https://www.subaru.co.jp/press/file/uploads/news/2018_0427_4.pdf

2018年4月27日…完成検査時の燃費・排出ガス測定に関する調査報告について（測定値
の不正な書換え）

②

https://www.subaru.co.jp/press/file/uploads/news/2017_1219_01.pdf

2 0 1 7 年 1 2 月 1 9 日 … 完 成 検 査 に 係 る 不 適 切 事 項 に 関 す る 実 態 調 査 に つ い て （ 登 用 前
検 査 員 に よ る 完 成 検 査 行 為 等 ）

①

一連の不適切事案について、ＳＵＢＡＲＵがこれまでに公表した調査報告書は以下の通り
です。
詳しくは、それぞれのプレスリリースおよび報告書をご覧ください。

https://www.subaru.co.jp/press/file/uploads/news/2017_1219_01.pdf
https://www.subaru.co.jp/press/file/uploads/news/2018_0427_4.pdf
https://www.subaru.co.jp/press/file/uploads/news/2018_0928_02.pdf
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取締役会長 吉永泰之

2 0 1 8 年 6 月 の 株 主 総 会 を も ち ま し て 、 社 長 お よ び C E O を 退 任
しました。
2011年6月の社長就任時よりずっと思っていることは、自動車
業 界 で の 世 界 シ ェ ア が わ ず か 1 ％ で あ る 当 社 は 、 規 模 の 小 さ い
会社の戦い方をしないと、厳しい競争環境の中で生き残れない
ということです。持続的に成長していくための唯一の道は、お
客様に魅力的だと感じていただける「付加価値」を付け、徹底
した「差別化」を図ることだと考えました。
フルラインアップを揃えて全市場でビジネスを展開するのでは
なく、ＳＵＢＡＲＵの強みを発揮できる分野や市場に特化し、
限られた経営資源を注力しました。結果として、北米を中心と
する多くのお客様からお求めいただき、世界販売台数、業績は
大幅に成長し、企業価値を上昇させることができました。

社長在任期間の総括

「真に正しい会社」へ生まれ変わるために企業風土の改革を、覚悟を持って推進します。

会長メッセージ

完 成 検 査 お よ び 燃 費 ・ 排 出 ガ ス 測 定 に 関 わ る 不 適 切 事 案 を 重 く 受 け 止 め 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は
「 正 し い 会 社 を つ く る 活 動 」 を 推 進 し 、 組 織 風 土 の 一 新 に よ っ て お 客 様 か ら の 信 頼 回 復 に
努 め て い ま す 。
2018年7月に発表した新中期経営ビジョン「STEP」では、”Change the Culture”をスローガンに
組織風土改革を重点テーマとし、「正しい会社をつくる活動を加速させること」と「風土改革に
向けた持続的な取り組み」を掲げています。今回の不適切事案を製造現場に限った問題とするので
はなく、全社的な組織風土の課題として捉え、全社一丸となって真摯に活動に取り組んでいます。

「 正 し い 会 社 を つ く る 活 動 」 を 全 社 で 推 進

特集：「真に正しい会社」になるために
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お 客 様 ・ 社 会 ・ 社 員 か ら 信 頼 さ れ る 「 真 に 正 し い 会 社 」 の 実 現 を 目 指 し ま す 。 実 現 に は 「 事 業 ・ 業 務 ・
行 動 が 正 し く 行 わ れ て い る こ と 」 「 会 社 と し て の 活 動 が 、 社 会 か ら 認 め ら れ 、 支 持 さ れ る こ と 」 「 社 員
全員が、誇りを持って働き、成長できること」の3つが不可欠だと考えています。そして活動を通じて、
一人ひとりが元気で闊達な何でも言える組織風土への変革を果たします。
2 0 1 8 年 4 月 に 新 設 さ れ た 、 正 し い 会 社 推 進 部 お よ び コ ン プ ラ イ ア ン ス 室 が 中 心 に な り 、 現 在 全 社 的 な
活 動 を具体的に推進しています。

目 指 す 姿

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ に お け る 持 続 的 な 企 業 価 値 向 上 は 、 付 加 価 値 を 上 げ る こ と に あ る と 考 え
て い ま す 。 そ れ は Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と い う ブ ラ ン ド の 魅 力 を い か に 高 め て い く か と い う こ と で す 。
近 年 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の ブ ラ ン ド 力 は 大 き く 向 上 し ま し た 。 し か し 、 真 に 実 力 を つ け 、 さ ら に
皆 様 に 信 頼 さ れ る ブ ラ ン ド へ と 進 化 す る た め に は 一 層 の 努 力 が 必 要 で す 。 新 経 営 体 制 の も と 、
こ れ か ら 「 足 元 を 固 め る 」 地 道 な 活 動 を 全 社 一 丸 と な っ て 取 り 組 ん で ま い り ま す 。 今 後 と も
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ へのご支援をどうぞよろしくお願い申し上げます。

完成検査及び燃費・排出ガス測定に関する不適切事案について

持続的な企業価値向上に向けて

当社群馬製作所の完成検査工程における一連の不適切事案により、お客様をはじめ、ステークホルダー
の皆様に、大変なご心配とご迷惑をおかけしておりますこと、心よりお詫び申し上げます。
一連の不適切行為の一因である「企業風土」の改革を推し進める組織として、「正しい会社推進部」
お よ び 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 室 」 を 2 0 1 8 年 4 月 に 新 設 し ま し た 。 「 正 し い 会 社 推 進 部 」 で は 、
お 客 様 や 社 会 に 信 頼 さ れ る 「 真 に 正 し い 会 社 」 と な る た め の 全 社 的 な 活 動 を 企 画 ・ 推 進 し 、
今 回 の 事 案 に 対 す る 再 発 防 止 策 の 遂 行 、 本 質 的 な 課 題 解 決 に 向 け 、 徹 底 的 に 取 り 組 み ま す 。
また「コンプライアンス室」では、全社的な法令順守への取り組みのさらなる強化および全社員
のコンプライアンス意識の改革に繋がる活動を企画・推進していきます。

真に正しい会社へ

そ の 一 方 で 、 今 回 の 不 適 切 事 案 の ほ か 品 質 課 題 の 増 加 な ど 、
急激な成長に当社の実力が追いつかなかったと感じています。
今 後 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 経 営 実 務 は 全 て 中 村 社 長 に 任 せ 、 私 は
企業風土改革、コンプライアンスに専念します。

https://www.subaru.co.jp/csr/kensa.html
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航空宇宙カンパニー部品用品本部

商品企画本部調達本部

正 し い 会 社 を つ く る 活 動 の ス タ ー ト と し て 、 社 内 の 全 て の 膿 を 出 し 切 り 、 過 ち を 二 度 と 繰 り
返さない会社となるべく、全社一斉の「自分の仕事総点検」活動を実施しました。全社員が一旦
立ち止まり、自らの職場や業務におかしな点はないかを確認し、職場で改善策を話し合った上で、
具 体 的 な 改 善 に 向 け て 取 り 組 ん で い ま す 。 ま た 、 職 場 で の 解 決 が 困 難 な 課 題 や 全 社 的 な 課 題
な ど に ついては、経営陣を交えて議論し、改善を進めています。

全社一斉の「自分の仕事総点検」1

活 動 内 容

写真：正しい会社通信(表紙Vol.1～5) 

全 従 業 員 に 向 け た 活 動 に 対 す る 啓 発 と 理 解 促 進 、 全 社 の 情 報 共 有 、 活 動 の 見 え る 化 と 活 性 化 を
目的とし、社内報「秀峰」の別冊として「正しい会社通信」を毎月発行しています。職場では、
読 み 合 わ せ の 機 会 を も う け る な ど 、 自 部 門 の 取 り 組 み 改 善 に 活 用 し て い ま す 。

「正しい会社通信」の定期発行2
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コ ン プ ラ イ ア ン ス の 意 識 醸 成 と 理 解 促 進 を 図 る べ く 、 全 従 業 員 が し っ か り と 理 解 で き る 内 容 に
落 と し 込 ん だ 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス マ ニ ュ ア ル ・ エ ッ セ ン シ ャ ル 版 」 を 発 行 。 グ ル ー プ 会 社 を
含 む 全 従 業 員 へ 配 布 を し て い ま す 。

「コンプライアンスマニュアル・エッセンシャル版」の発行5

さらなるコンプライアンスに関する知識・意識強化に向け、2018年度は従前の研修に加えて、
グループ会社を含めた管理者を対象とした「規範意識強化教育」を実施しました。また、中間層を
対象とした研修では、役員自らが講師となり、コンプライアンスの重要性を語りました。

コンプライアンス教育の強化4

ＳＵＢＡＲＵでは「より働きやすく、働きがいのある会社の実現」に向け、全正規従業員を対象
とした「従業員意識調査」を実施しています。2018年度は、正しい会社をつくる活動を通じた
職 場 風 土 の 変 化 や コ ン プ ラ イ ア ン ス に 関 す る 知 識 ・ 意 識 の 定 着 状 況 な ど を 確 認 す る 質 問 項 目 を
設け、全 社 活 動 の P D C A を 回 し て い ま す 。

従業員意識調査の活用3

一 人 ひ と り が 元 気 で 闊 達 な 何 で も 言 え る 組 織 風 土 づ く り を 推 進 し て い く 一 方 で 、 上 司 に 伝 え る
こ と が 難 し い 場 合 な ど に 声 を 上 げ ら れ る 仕 組 み と し て 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ ホ ッ ト ラ イ ン の
さらなる活用に取り組んでいます。
働く皆がより活用しやすい仕組みとすべく、2018年9月より外部窓口の名称を「コンプライアンス
従業員相談窓口」へと変更しました。携帯カードおよび掲示ポスターを一新し、社内イントラネット
の画面上に掲載するなど、全従業員への再周知を図っていく予定です。

な お 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス に 関 わ る 体 制 ・ 活 動 全 般 に つ き ま し て は 、 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 」 の
ページもご参照ください。

コンプライアンス・ホットラインのさらなる活用6

https://www.subaru.co.jp/csr/compliance.html
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 人 々 の 多 様 な 価 値 観 を 尊 重 し 、 多 様 な 市 場 価 値 に 対 応 し た 個 性 的 な 商 品 を
提 供 し て い く こ と で 、 お 客 様 の 選 択 肢 を 増 や す こ と に 貢 献 し て き ま し た 。 私 た ち は 、 ク ル マ を 単 な る
移 動 手 段 で は な く 、 人 の 想 い を 受 け 止 め 、 そ れ に 応 え る 「 人 生 を 豊 か に す る パ ー ト ナ ー 」 で あ る と 考 え
ま す 。 「 モ ノ を つ く る 会 社 か ら 笑 顔 を つ く る 会 社 へ 」 ― Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は こ れ か ら も お 客 様
一 人 ひ と り の 「 安 心 と 愉 し さ 」 と い っ た 人 の ｢ 感 性 ｣ を 大 切 に し 、 人 生 に お け る ラ イ フ ス タ イ ル や ラ イ フ
ステージの変化とクルマを結び、人が主役の自動車文化の発展と普及を担っていきます。

CSR重点6領域選定プロセス

重 要 と し た 理 由

「クルマは単なる移動手段ではない。」と考えます。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 「 安 心 と 愉 し さ 」 と い っ た 人 の 「 感 性 」 を 大 切 に し 、 人 の 心 や 人 生 を 豊 か に す る
パ ー ト ナ ー と な る 商 品 や サ ー ビ ス を 付 加 価 値 と し て お 客 様 に 届 け 、 持 続 可 能 な モ ビ リ テ ィ 文 化 を 醸 成 し
ます。

基 本 的 な 考 え 方

人を中心とした自動車文化
ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域：
人を中心とした自動車文化

https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr.html?id=a042
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 企 業 活 動 を 行 っ て い く う え で 重 要 と な る ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 一 つ が 、 お 客 様 と 地 域
社 会 で あ る と 考 え て い ま す 。 「 お 客 様 第 一 」 は も ち ろ ん の こ と 、 事 業 を 展 開 す る 地 域 社 会 に お い て も 、
多くの人々にＳＵＢＡＲＵは支えられてきました。ＳＵＢＡＲＵは、日頃のコミュニケーションを通じて、
お 客 様 に は 商 品 や サ ー ビ ス に 対 し 、 ま た 地 域 社 会 に は 地 域 に お け る 企 業 活 動 に 対 し 、 信 頼 さ れ 共 感 し て
いただくことで、共感・共生のコミュニティを形成し、企業としての持続的成長を図っていきます。

CSR重点6領域選定プロセス

重 要 と 考 え る 理 由

人と人とのコミュニケーションの輪を広げ、一人ひとりのお客様および社会の声に真摯に向き合うことで、
信頼・共感され、共生できる企業になります。

基 本 的 な 考 え 方

共感・共生
ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域：共感・共生

https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr.html?id=a042
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※ＳＵＢＡＲＵ乗車中の死亡事故およびＳＵＢＡＲＵとの衝突による歩行者・自転車等の死亡事故をゼロに

ＳＵＢＡＲＵは、クルマに求められる安心感を、クルマづくりやサービスを通して実現します。
お客様が安心して長く使い続けていただける「品質」No.1を目指し、品質に関わる全プロセスを不断に
見直していきます。そして、「人の命を守る」ことにこだわり、2030年に死亡交通事故ゼロ※を目指して
取 り 組 み ま す 。 他 方 で 、 地 域 で 操 業 す る 製 造 業 と し て 地 域 社 会 に も Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ な ら 安 心 と 思 っ て
いただくこと、またＳＵＢＡＲＵグループで働くすべての人々が安心して働け、かつ、安全な職場環境を
つ く る こ と も 不 可 欠 で す 。 さ ら に は 、 交 通 事 故 な ど ク ル マ に 関 わ る 社 会 課 題 の 解 決 に も 貢 献 し て い き
ます。ＳＵＢＡＲＵは、お客様・地域社会・従業員をはじめとするすべてのステークホルダーにとって、
「最高の安心」を感じていただける企業となることを目指していきます。

CSR重点6領域選定プロセス

重 要 と 考 え る 理 由

すべてのステークホルダーが「最高の安心」を感じていただける存在となります。

基 本 的 な 考 え 方

安心
ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域：安心

https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr.html?id=a042
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CSR重点6領域選定プロセス

今 日 、 社 会 的 要 請 と し て 、 従 業 員 の ダ イ バ ー シ テ ィ や 多 様 な 働 き 方 が 広 く 企 業 に 求 め ら れ て い ま す 。
一 方 で 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 今 後 と も 多 様 な 市 場 価 値 を 尊 重 し 、 お 客 様 の 選 択 肢 を 増 や す こ と に 貢 献 す る
商 品 を 提 供 す る こ と が 、 企 業 の 持 続 的 成 長 に も つ な が る と 考 え て い ま す 。 そ の た め に は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
グ ル ー プ で 働 く 人 々 の 視 点 に も 多 様 性 が 求 め ら れ ま す 。 こ の よ う に 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ に と っ て の ダ イ バ ー
シティは、「商品のダイバーシティ」と「従業員のダイバーシティ」という、二つの重要な意味を持って
い ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 「 商 品 の ダ イ バ ー シ テ ィ 」 を 追 求 す る と 同 時 に 、 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で
働くすべての人々のダイバーシティ」を推進していきます。

重 要 と 考 え る 理 由

多 様 な 市 場 価 値 を 尊 重 し た 商 品 の 提 供 と 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で 働 くすべて の 人 々 の 多 様 な 価 値 観 の
尊 重 と 反 映 が Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の ダ イ バ ー シ テ ィ と 考 え 、 推 進 し ま す 。

基 本 的 な 考 え 方

ダイバーシティ
ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域：
ダイバーシティ

https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr.html?id=a042
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ＳＵＢＡＲＵは、2017年度に環境方針を改定しました。その中で「大地と空と自然」をＳＵＢＡＲＵの
フ ィ ー ル ド と 定 め 、 自 然 と の 共 生 を 目 指 す 取 り 組 み へ の 注 力 を 掲 げ ま し た 。 こ れ は 、 自 動 車 と 航 空 宇 宙
事業を柱とするＳＵＢＡＲＵの事業フィールドである「大地と空と自然」を大切に守っていきたいという
想いを込めたものです。豊かな｢大地と空と自然｣が広がる地球環境があってこそ、社会とＳＵＢＡＲＵの
持続性が可能になるという考えのもと、オールＳＵＢＡＲＵで地球環境保護に取り組んでいきます。

CSR重点6領域選定プロセス

重 要 と 考 え る 理 由

ＳＵＢＡＲＵのフィールドである「大地と空と自然」を将来世代へ伝承するため、企業活動全体で環境に
配慮していきます。

基 本 的 な 考 え 方

環境
ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域：環境

継続的なCSRの取り組み：環境

https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr.html?id=a042
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/
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CSR重点6領域選定プロセス

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 業 務 遂 行 に お い て 社 会 規 範 へ の 意 識 が 欠 如 し て い た こ と や 社 内 ル ー ル の 不 備 、 ま た
業 務 遂 行 に 関 連 す る 法 令 の 理 解 が 乏 し か っ た こ と な ど へ の 反 省 か ら 、 意 識 改 革 の 必 要 性 を 痛 感 し 、
徹 底 し た 組 織 風 土 改 革 を 推 し 進 め て い ま す 。 お 客 様 を は じ め と す るすべて の ス テ ー ク ホ ル ダ ー か ら 信 頼
され、共感される存在となることを目指し、ＳＵＢＡＲＵグループ一丸となってコンプライアンス重視、
優 先 の 取 り 組 み を 進 め て い き ま す 。

重 要 と 考 え る 理 由

法令や社会規範を守って業務が遂行できている、そしてコンプライアンス重視・優先の考え方がＳＵＢＡＲＵ
グループで働くすべての人々に浸透し、実行されている企業になります。

基 本 的 な 考 え 方

コンプライアンス
ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域：
コンプライアンス

マネジメント：コンプライアンス

https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr.html?id=a042
https://www.subaru.co.jp/csr/compliance.html
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サステナブルな
社会の実現

社会貢献

航空
宇宙

自動車

事業

安心と愉しさ人を中心とした
自動車文化

共感・共生

安心

ダイバーシティ

環境

コンプライアンス

提供価値ＳＵＢＡＲＵグループの
CSR重点６領域

“お客様第一”
を基軸に

「存在感と魅力ある」
企業を目指す

経営理念

ＳＵＢＡＲＵ

地 球 温 暖 化 や 人 権 問 題 、 少 子 高 齢 化 な ど 、 国 内 外 に は さ ま ざ ま な 社 会 課 題 が 山 積 し て お り 、
そ れ ら の 解 決 へ 向 け た 企 業 へ の 期 待 は ま す ま す 高 ま っ て い ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 事 業
領 域 に お い て も 、 環 境 負 荷 の 削 減 や 交 通 事 故 防 止 、 交 通 渋 滞 の 緩 和 な ど 、 多 様 な 社 会 課 題 へ の
取り組みが求められています。

そ の た め 私 た ち は 、 安 全 ・ 環 境 性 能 お よ び 品 質 に 優 れ た 商 品 の 開 発 ・ 生 産 ・ 販 売 は も ち ろ ん 、
企業市民として社会からの要請に応えるためのCSRに取り組み、社会課題に向き合っています。
自動車業界が100年に一度の変革期を迎え、社会環境が刻々と変わりゆく中、私たちが事業を通じて
社会に貢献し、ステークホルダーの期待・要請に応えていくためには、グループ・グローバルで
C S R の 取 り 組 み を 推 進 し 、 浸 透 さ せ る こ と が 必 要 で あ る と 考 え ま す 。 そ の た め 、 こ れ ま で の
CSR活動8項目を見直し、新たにCSR重点6領域を定めました。
C S R 重 点 6 領 域 の 考 え 方 を 取 り 入 れ 、 事 業 を 行 う こ と で 、 企 業 と し て の 社 会 的 責 任 を 果 た し 、
こ れ か ら も お 客 様 を は じ め と す る ス テ ー ク ホ ル ダ ー に 「 安 心 と 愉 し さ 」 を 提 供 し て い き ま す 。
そ し て 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 真 の グ ロ ー バ ル 企 業 と し て 社 会 か ら 信 頼 さ れ る 企 業 と な り 、
より豊かで持続可能な社会づくりに貢献していきます。

CSRの考え方

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 事 業 を 通 じ て 社 会 に 貢 献 し 、
持 続 可 能 な 社 会 の 実 現 を 目 指 し て C S R に 取 り 組 ん で い ま す 。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の C S R

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR
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当 社 は 企 業 理 念 に 基 づ い た 事 業 活 動 の 実 践 に 向 け て 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス を 順 守 し 、 社 会 的 責 任 を 果 た し
な が ら 行 動 し て い く た め の 企 業 行 動 規 範 を 定 め て い ま す 。 従 業 員 一 人 ひ と り が お 互 い を 尊 重 し な が ら 、
こ の 企 業 行 動 規 範 を 尊 び 同 じ 価 値 観 で 行 動 す る こ と を 通 じ て 、 豊 か な 社 会 づ く り に 貢 献 し 、 全 て の
ステークホルダーに信頼される企業となるべく努力を続けていきます。

企 業 行 動 規 範

1. 私たちは常に先進の技術の創造に努め、お客様に喜ばれる高品質で個性のある商品を提供します。
2. 私たちは常に人・社会・環境の調和を目指し、豊かな社会づくりに貢献します。
3.私たちは常に未来をみつめ国際的な視野に立ち、進取の気性に富んだ活力ある企業を目指します。

企 業 理 念

“お客様第一”を基軸に「存在感と魅力ある企業」を目指す。

経 営 理 念

私たちは、環境と安全に十分配慮して行動するとともに、創造的な商品とサービスを開発、
提供します。
私たちは、一人ひとりの人権と個性を尊重します。
私たちは、社会との調和を図り、豊かな社会づくりに貢献します。
私たちは、社会的規範を順守し、公明かつ公正に行動します。
私たちは、国際的な視野に立ち、国際社会との調和を図るよう努めます。

1 .

2 .
3 .
4 .
5 .

企業行動規範
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2009年6月改定

私たちは、企業行動規範に基づき、法令、人権、国際行動規範、ステークホルダーの権利およびモラルを
尊重します。
私たちは、企業市民として、現代社会が抱える世の中の社会問題の改善に向けて取り組みます。

1.

2.  

C S R 方 針

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域の経営への反映

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 新 中 期 経 営 ビ ジ ョ ン 「 S T E P 」 に 合 わ せ 、 C S R の 取 り 組 み に つ い て も 従 来 の
「 C S R 活 動 8 項 目 」 を 見 直 し 、 「 C S R 重 点 6 領 域 」 ― 「 人 を 中 心 と し た 自 動 車 文 化 」 「 共 感 ・ 共 生 」
「安心」「ダイバーシティ」「環境」「コンプライアンス」―を定めました。
重点領域の選定に当たっては、まずCSR重点項目として社会的要請の高い41項目を抽出した上で、北米や
国内の有識者・投資家へのアンケートを実施しました。最終的に「事業の強みを活かして社会に貢献する
領 域 」 と 「 社 会 の 要 請 に 応 え る 領 域 」 の 2 つ の 視 点 か ら 考 え ま し た 。 そ の 結 果 、 事 業 の 強 み を 活 か し て
社会に貢献する領域として、「人を中心とした自動車文化」「共感・共生」「安心」「ダイバーシティ」の
4つを、社会の要請に応える領域として、「安心」「ダイバーシティ」「環境」「コンプライアンス」の
4つを選定しました。「安心」と「ダイバーシティ」が重複していますが、「安心」については、社会の
要請とＳＵＢＡＲＵグループの事業の強みが合致している領域であり、「ダイバーシティ」については、
社会から求められるダイバーシティだけでなく、お客様に提供する商品のダイバーシティを含めた広義の
ものと捉えたためです。
さ ら に 、 信 頼 回 復 の た め に 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー へ の 情 報 公 開 や 対 話 、 ま た 経 営 へ の 反 映 な ど が 不 可 欠 で
あることから、6つの重点領域（6M、M=マテリアリティ）に、ステークホルダーへの「情報公開・対話、
および経営への反映」(1E、E=エンゲージメント）を加えた「6M+1E」で取り組みを進めていきます。

C S R 重 点 6 領 域 策 定 プ ロ セ ス

▲

▲情報公開・対話
▲経営への反映 ステークホルダー

CSR重点６領域

ＳＵＢＡＲＵグループ

取締役会

経営会議

ＳＵＢＡＲＵ

社
会
か
ら
の
要
請

S
U
B
A
R
U

固
有
の
対
応
領
域

コンプライアンス

環境

ダイバーシティ

安心

共感・共生

人を中心とした
自動車文化
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の C S R の 取 り 組 み は 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 と の 関 わ り に 重 点 を 置 く と 共 に 、
ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 へ の 情 報 公 開 や 対 話 、 ま た 経 営 へ の 反 映 が 必 要 不 可 欠 で あ る と 考 え ま す 。
経 営 理 念 に あ る 「 存 在 感 と 魅 力 あ る 企 業 」 を 実 現 す る た め に 、 今 後 と も ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 か ら
信頼される企業を目指して、継続的に社会の発展へ貢献すると共に、企業価値の向上を図っていきます。

ＳＵＢＡＲＵグループとステークホルダーとの関係

ダイバーシティ

環境

コンプライアンス

安心

共感・共生

人を中心とした
自動車文化

ＳＵＢＡＲＵ
グループ

メディア

金融機関

行政

NGO・NPO

従業員 お取引先様

株主・
投資家様

  地域社会

お客様

  教育・
研究機関

ＳＵＢＡＲＵグループのステークホルダーと
CSR重点６領域の関係性

ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 と の 関 わ り

グループ会社各部門各委員会

事務局：CSR環境部

CSR委員会

経営会議

取締役会

CSR推進体制

CSRの取り組みを議論する場として「CSR委員会」を設け、各委員会、各部門のPDCAの状況を確認します。
CSR委員会は、委員長を取締役会長とし、全役員がメンバーとして加わり、事業を社会的側面から考察し、
取り組みの強化を図っていきます。

C S R 推 進 体 制
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※ Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 乗 車 中 の 死 亡 事 故 お よ び Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と の 衝 突 に
よ る 歩 行 者 ・ 自 転 車 な ど の 死 亡 事 故 を ゼ ロ に

2030年に向けた持続可能な未来を実現するための開発目標
SDGs（Sustainable Development Goals）への対応に
つ い て は Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ と し て 重 要 性 を 認 識 し て
い ま す 。 特 に 気 候 変 動 へ の 対 応 に つ い て は 2 0 3 0 年 度 に
ＳＵＢＡＲＵグループが直接排出するCO2（スコープ1,2）
の30％削減（2016年度比・総量ベース）、交通事故による
死 傷 者 低 減 に つ い て は 、 2 0 3 0 年 に 死 亡 交 通 事 故 ゼ ロ ※ を
目標に掲げ、持続可能な社会づくりに貢献していきます。

S D G ｓ へ の 取 り 組 み

ＳＵＢＡＲＵグループのステークホルダーとのコミュニケーション方法



28 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

2 0 1 8 年 6 月 の 改 訂 前 の コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス ・ コ ー ド に 基 づ い た 記 載 と な っ て い す 。 改 訂 コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス ・
コードの内容を踏まえた更新は、2018年12月末までに行う予定です。

※

コーポレートガバナンスガイドライン・コーポレートガバナンス報告書

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ に お け る コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス に 関 す る 基 本 的 な 考 え 方 、 枠 組 み お よ び 運 営 方 針 を
明 ら か に す る こ と を 目 的 と し て 、 「 コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス ガ イ ド ラ イ ン 」 を 制 定 し て い ま す 。
「 コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス ガ イ ド ラ イ ン 」 お よ び 「 コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス 報 告 書 」 は こ ち ら を ご 覧
く だ さ い 。

1. 私たちは常に先進の技術の創造に努め、お客様に喜ばれる高品質で個性のある商品を提供します。
2. 私たちは常に人・社会・環境の調和を目指し、豊かな社会づくりに貢献します。
3. 私たちは常に未来をみつめ国際的な視野に立ち、進取の気性に富んだ活力ある企業を目指します。

企業理念

ＳＵＢＡＲＵは企業理念に基づき「存在感と魅力ある企業」を目指し、「お客様第一」を基軸に
持 続 的 な 成 長 と 中 長 期 的 な 企 業 価 値 の 向 上 を 図 る こ と に よ り 、 全 て の ス テ ー ク ホ ル ダ ー か ら
満 足 と 信 頼 を 得 る べ く 、 コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス の 強 化 を 経 営 の 最 重 要 課 題 の 一 つ と し て
取り組みます。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 経 営 の 意 思 決 定 ・ 監 督 機 能 と 業 務 執 行 機 能 を 明 確 に し 、 意 思 決 定 の 迅 速 化 を
図り、効率的な経営を目指します。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 社 外 役 員 に よ る モ ニ タ リ ン グ お よ び 助 言 を 通 じ 、 適 切 な 経 営 の 意 思 決 定 ・
監督と業務執行を確保すると共に、コンプライアンスやリスク管理体制の向上を図ります。
ＳＵＢＡＲＵは経営の透明性を高めるために、適切かつ適時な開示を実施します。

・

・

・

・

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレートガバナンス

https://www.subaru.co.jp/outline/governance.html
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取 締 役 会 は 、 取 締 役 ・ 監 査 役 候 補 者 の 指 名 お よ び 執 行 役 員 の 選 任 を 行 う に あ た り 、 当 社 の 企 業 理 念 ・
実 効 的 な コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス お よ び 持 続 的 な 成 長 と 中 長 期 的 な 企 業 価 値 の 向 上 を 実 現 し 、 当 社 の
取 締 役 ・ 監 査 役 お よ び 執 行 役 員 と し て 相 応 し い 豊 富 な 経 験 と 高 い 能 力 ・ 見 識 、 高 度 な 専 門 性 を 有 す る
人 物 を 指 名 し ま す 。
取 締 役 会 は 、 取 締 役 会 全 体 の 多 様 性 等 に 配 慮 す る と 共 に 、 独 立 し た 立 場 か ら 経 営 の 監 視 ・ 監 査 機 能 を
担 い 経 営 の 透 明 性 と 株 主 価 値 の 向 上 を 図 る 観 点 か ら 、 複 数 の 独 立 し た 社 外 取 締 役 を 選 任 し ま す 。

経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名に関する方針

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 企 業 統 治 体 制 と し て 監 査 役 会 設 置 会 社 を 選 択 し 、 取 締 役 会 お よ び 監 査 役 会 に お い て 、
重要な業務執行の決定や監督・監査を行っています。
取 締 役 会 は 、 取 締 役 お よ び 監 査 役 候 補 者 の 指 名 を 行 う に 当 た り 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 企 業 理 念 、 実 効 的 な
コーポレートガバナンス、持続的な成長および中長期的な企業価値の向上を実現するため、ＳＵＢＡＲＵの
取締役・監査役としてふさわしい豊富な経験と高い能力・見識、高度な専門性を有する人物を指名します。

取 締 役 会 は 、 取 締 役 会 全 体 の 多 様 性 な ど に 配 慮 す る と 共 に 、 独 立 し た 立 場 か ら 経 営 の 監 視 ・ 監 督 機 能 を
担 い 経 営 の 透 明 性 と 株 主 価 値 の 向 上 を 図 る 観 点 か ら 、 複 数 の 独 立 し た 社 外 取 締 役 を 指 名 し て い ま す 。
また社内取締役については、ＳＵＢＡＲＵの企業理念や経営戦略から導いた役員に求める要件に照らし、
その経験・見識・専門性などを総合的に評価・判断して指名しています。

取締役の人数は、社内・社外を合わせて15名以内と定款で定めています。
2017年度の取締役会は取締役8名で構成され、2名を独立性の高い社外取締役とすることでガバナンスの
一層の強化を図っています。また、議長は代表取締役社長が務めており、執行役員は兼任しておりません。

監 査 役 会 は 監 査 役 4 名 に よ り 構 成 さ れ 、 2 名 を 独 立 し た 社 外 監 査 役 と す る こ と で 経 営 の 監 視 を 客 観 的 に
行っています。

業 務 執 行 体 制 に つ い て は 、 取 締 役 会 の 事 前 審 議 機 関 と し て 経 営 会 議 を 設 置 し 、 全 社 的 経 営 戦 略 お よ び
重 要 な 業 務 執 行 の 審 議 を 行 っ て い ま す 。 ま た 、 執 行 役 員 制 度 を 採 用 し 、 事 業 部 門 の 意 思 決 定 機 関 と し て
執 行 会 議 を 設 置 す る こ と に 加 え 、 航 空 宇 宙 事 業 部 門 を 社 内 カ ン パ ニ ー 制 と す る こ と に よ り 、 責 任 の
明 確 化 と 執行の迅速化を図っています。

会 社 の 機 関 の 内 容
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社外役員の選任理由と主な活動状況（2017年度）

取締役・監査役候補の指名は、役員人事の決定における公正性・透明性を確保するため、役員指名会議に
おいて審議し、委員の全員一致により承認した指名案を取締役会へ答申し、取締役会の決議をもって決定
し ま す 。 個 々 の 指 名 ・ 選 任 に つ い て 、 経 歴 お よ び 兼 職 の 状 況 な ら び に 見 識 お よ び Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ に お い て
期待される役割等について説明を行います。監査役候補者の指名を行うにあたっては、監査役会の同意を
得ています。
役 員 指 名 会 議 は 、 代 表 取 締 役 、 秘 書 室 担 当 取 締 役 、 社 外 取 締 役 に よ り 構 成 さ れ 、 議 長 は 代 表 取 締 役 会 長
（会長に欠員または事故が生じたときは代表取締役社長）が務めます。
2 0 1 7 年 度 は 2 回 開 催 さ れ 、 主 に 役 員 体 制 ・ 人 事 お よ び そ の 役 割 分 担 、 重 要 な 子 会 社 の 代 表 人 事 な ど の
答申を行いました。

役員指名会議
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取締役に支給する１年間の報酬等の総額は、2016年6月28日開催の第85期定時株主総会において12億円
以内（うち社外取締役分2億円以内）と決議されており、その枠内で取締役会の委任に基づき役員報酬会議が
決定します。
役 員 報 酬 会 議 は 、 代 表 取 締 役 、 秘 書 室 担 当 取 締 役 、 社 外 取 締 役 に よ り 構 成 さ れ 、 議 長 は 代 表 取 締 役 会 長
（会長に欠員または事故が生じたときは代表取締役社長）が務めます。
役員報酬会議は、適切な比較対象となる他社の報酬水準、ＳＵＢＡＲＵにおける従業員の報酬、社会情勢、
執行役員の考課などを考慮し報酬を決定します。

役員報酬会議

「コーポレートガバナンスガイドライン（添付資料：社外役員の独立性判断基準）」および「コーポレートガバナンス
報告書」については、ＳＵＢＡＲＵウェブサイトのコーポレートガバナンスページをご覧ください。

※

一連の不適切事案については、「完成検査及び燃費・排出ガス測定に関する不適切事案について」をご覧ください。※3

2018年3月31日現在※2

証券取引所が定める一般株主と利益相反が生じる恐れのない社外取締役および社外監査役※1

https://www.subaru.co.jp/csr/kensa.html
https://www.subaru.co.jp/outline/governance.html
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※上表には、当事業年度の末日までに選任した取締役2名を対象に含んでいます。
当事業年度末においては、取締役8名（うち社外取締役2名）、監査役は4名（うち社外監査役2名）であります。

取締役および監査役の種類別報酬等の総額

ROE：Return on Equity（自己資本当期純利益率）※

な お 、 社 外 取 締 役 に は 、 独 立 し た 立 場 か ら 経 営 の 監 視 ・ 監 督 機 能 を 担 う 役 割 を 考 慮 し 、 ② お よ び ③ の
支 給 は 行 っ て お り ま せ ん 。
監査役に支給する1年間の報酬等の総額は、2006年6月27日開催の第75期定時株主総会において、1億円
以 内 と す る 決 議 が さ れ て い ま す 。 そ の 枠 内 で 、 監 査 役 の 協 議 に よ り 、 監 査 役 の 基 本 報 酬 と し て 、 職 位 を
基礎とし経営環境等を勘案し決定される金額を支給することとしています。

2 0 1 7 年 度 は 2 回 開 催 さ れ 、 報 酬 体 系 に つ い て 議 論 を 行 う と 共 に 、 考 課 に 基 づ い た 取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を
除 く ） お よ び 執 行 役 員 の 業 績 連 動 報 酬 、 譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 に 係 る 個 人 別 金 銭 報 酬 債 権 額 等 を 決 定 し ま
した。

取締役の報酬等は、以下に掲げる項目の観点から決定します。
・その役割と責務にふさわしい水準とし、適切、公正かつバランスの取れたものとする。
・企業業績と企業価値の持続的な向上に対する動機付けや優秀な人材の確保に配慮した体系とする。
具 体 的 な 報 酬 等 の 構 成 は 、 以 下 の 通 り と し ま す 。 な お 総 額 お よ び 各 項 目 の 水 準 は 、 外 部 専 門 機 関 な ど の
調 査 デ ー タ を 活 用 し 、 職 責 や 社 内 社 外 の 別 に 応 じ て 設 定 し ま す 。 ま た 、 長 期 イ ン セ ン テ ィ ブ に 関 す る
金銭報酬の総額は年額2億円を上限としております。
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取 締 役 お よ び 監 査 役 に 対 し 、 そ の 職 責 を 十 分 に 果 た す た め 、 経 営 を 監 督 す る 上 で 必 要 と な る 事 業 活 動 に
関する情報や知識を継続的に提供するよう、勉強会を実施しています。また、社外役員に対し、ＳＵＢＡＲＵの
経 営 理 念 、 企 業 文 化 、 経 営 環 境 等 に つ い て 継 続 的 に 情 報 提 供 を 行 う た め 、 執 行 部 門 か ら の 業 務 報 告 や
工 場 視 察 等 の 機 会 を 設 け る と 共 に 、 役 員 相 互 で の 情 報 共 有 、 意 見 交 換 を 充 実 さ せ る た め の 環 境 を 整 備
し て います。

※各期の新任役員については、就任後に開催された取締役会を対象に出席率を算出しています。

取締役会の参加率（直近5年の推移）

利益相反取引が行われる恐れがあるときは事前に取締役会において承認を得ています。
年に一度、4月の取締役会で過年度の各取締役の兼職状況の報告を行っています（不正な取引や、職務に
支障を及ぼす兼務のないことの報告）。

・
・

取締役会のメンバーによる利益相反の防止

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 政 策 保 有 株 式 と し て 保 有 す る 上 場 株 式 の う ち 主 要 な も の に つ い て は 、 中 長 期 的 な 企 業
価 値 向 上 ・ 事 業 戦 略 上 の 重 要 性 ・ 取 引 先 と の 事 業 上 の 関 係 等 を 総 合 的 に 勘 案 し 、 リ ス ク リ タ ー ン も
踏まえた経済合理性を評価した上で、取締役会において保有が中長期的に当社の経営に資するかどうかを
検 証 し ま す 。 2 0 1 8 年 3 月 末 現 在 、 投 資 株 式 の う ち 保 有 目 的 が純投 資 目 的 以 外 で あ る も の の 銘 柄 数 お よ び
賃借対照表上計上額の合計額は、49銘柄・9,371百万円になります。

純投資目的以外の目的で保有する株式の銘柄数および賃借対照表計上額の合計額

政策保有株式に関する方針
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取 締 役 会 は 、 「 コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス ガ イ ド ラ イ ン 」 に の っ と り 、 取 締 役 会 の 実 効 性 に つ い て 分 析 ・
評価し、洗い出された課題に対する改善策を検討・実施しています。当期は完成検査に係る不適切事案の
発生を受け、取締役会の監督機能の実効性をより詳細に評価する観点から、質問事項を見直した上で実施
しました。その結果を以下のとおり報告します。

実施要領時期：2018年3月
回答者：全取締役および全監査役（社外役員含む計12名）
方法：第三者機関作成のアンケートによる自己評価方式
①第三者機関が全取締役および監査役に対し、無記名式による自己評価アンケートを実施
②第三者機関がアンケートを集計・分析
③第三者機関より受領した報告書を取締役会で検証・議論

質問事項
1）取締役会の運営体制
2）取締役会の監督機能
3）株主との対話

評価結果
・

・

・

今後の取り組み
・

・

取 締 役 会 は 、 今 後 も 継 続 し て 取 締 役 会 の 実 効 性 評 価 を 行 う こ と で 、 取 締 役 会 の 機 能 向 上 、 コ ー ポ レ ー ト
ガバナンスの強化を図り、企業価値の継続的な向上を推進してまいります。

取締役会としては、中長期的な経営戦略に関する議論を行うと共に、これまで以上にリスク把握・管理
体 制 の 強 化 に 焦 点 を あ て 、 不 適 切 事 案 の 再 発 防 止 策 の 徹 底 的 な 遂 行 に 向 け て 取 り 組 ん で い く こ と を
確 認 い た し ま し た 。
なお、2018年4月1日付で、ＳＵＢＡＲＵの抱える法令順守や企業風土改革の課題への取り組み強化を
目的として、「正しい会社推進部」および「コンプライアンス室」の新設などを行い、取締役会としても、
これらの組織を中心としたグループ全体の活動を注視し、ステークホルダーからの信頼回復に取り組んで
いくことを確認いたしました。

昨年度までの評価の結果と同様、議長のリーダーシップやメンバー間の相互理解のもと、取締役会での
自由闊達な議論が、全社的な観点で行われていることが確認されました。
取締役会の規模や社外取締役の比率、役員指名会議・役員報酬会議の構成役員の妥当性、株主・投資家
からの意見の共有などに関しても適切であるとの共通認識が確認されました。
今 後 の 改 善 ・ 機 能 向 上 が 見 込 ま れ る 点 と し て は 、 取 締 役 会 の リ ス ク 把 握 ・ 管 理 体 制 の 一 層 の 強 化 、
中 長 期 的 な 経 営 戦 略 に つ い て の 議 論 の 充 実 な ど が 確 認 さ れ ま し た 。

取 締 役 会 の 実 効 性 評 価 結 果 の 概 要
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質問項目

取締役会の監督機能・株主との対話

4.0

3.0

2.0

1.0

意思決定
プロセス

取締役会に
対する支援体制

取締役会の
運営

取締役会での
関与の状況

取締役会の
構成

4.0

3.0

2.0

1.0

取締役会における
議論の状況

取締役会の
リスク管理体制

役員の指名
・報酬関連

株主との対話

取締役会の
監督機能

取締役会の運営体制

アンケート回答集計結果



コーポレートガバナンス
企画委員会

社会貢献委員会

環境委員会

中央安全衛生委員会

品質改善委員会

コンプライアンス委員会

CSR委員会

各種委員会社長

経営会議
内部監査部門

※当社の役員指名会議ならびに役員報酬会議は、
代表取締役、秘書室担当取締役、社外取締役で
構成されています。

役員報酬会議※

役員指名会議※

選解任

社外取締役：2名

取締役：6名

取締役会：8名
監査

社外監査役：2名

監査役：2名

監査役会：4名

社外役員
情報交換

報告

連携

連携

会
計
監
査
人

付議・報告意思決定

選解任選解任選解任

株主総会

報告

など

業
務
執
行
機
能

計画提言報告等

方針提示
計画等承認

指示・監督監査

報告

報告

会計
監査

連携

執行会議

執行会議

グループ会社

航空宇宙カンパニー

スバル自動車部門

本社共通部門 重要案件の
付議・報告

意
思
決
定
・
監
督
機
能

執
行
役
員

コーポレートガバナンス体制
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PDF/1,101kB第87期 有価証券報告書及び内部統制報告書

金 融 商 品 取 引 法 に 基 づ く 「 内 部 統 制 報 告 制 度 」 に 関 し て 、 財 務 報 告 に 係 る 内 部 統 制 の 評 価 は 、 連 結 会 計
年 度 の 末 日 を 基 準 日 と し て 行 わ れ て お り 、 評 価 に 当 た っ て は 、 一 般 に 公 正 妥 当 と 認 め ら れ る 財 務 報 告 に
係る内部統制の評価に関する基準に準拠しています。

2018年3月31日現在の財務報告に係る内部統制の整備状況について、適正に整備され、有効に機能して
いることをCEO（最高経営責任者）、CFO（最高財務責任者）が評価・確認し、その旨の内部統制報告書を
会計監査人の監査を得て発行しました。

財 務 報 告 に 係 る 内 部 統 制 の 評 価

PDF/766kB社外取締役メッセージ

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 内 部 監 査 の 組 織 と し て 監 査 部 を 設 置 し て お り 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ お よ び 国 内 外 の グ ル ー プ
会社の業務執行について業務監査を実施しています。監査部は、年度はじめに、グループ全体の内部統制
状 況 を 考 慮 し た 年 度 の 業 務 監 査 計 画 を 作 成 し 計 画 的 に 実 施 し て お り ま す 。 業 務 監 査 の 結 果 に つ い て は 、
監査報告書を作成し、取締役、監査役、関係者に配布すると共に、四半期ごとに経営会議で報告しています。
ＳＵＢＡＲＵの監査役は、監査役会が定めた監査方針および監査計画に基づき、取締役会への出席のほか、
そ の 他 重 要 な 会 議 体 へ の 出 席 、 事 業 所 調 査 、 子 会 社 調 査 、 監 査 部 か ら の 聴 取 等 を 実 施 し 、 取 締 役 等 の
職務執行を監査しています。
ＳＵＢＡＲＵの監査部と監査役は、毎月の監査部からの業務監査報告会の実施や、四半期ごとに内部統制に
対 す る 意 見 交 換 を 行 う こ と で 連 携 を 深 め て 監 査 機 能 強 化 を 図 っ て お り ま す 。 ま た 、 監 査 部 と 監 査 役 は 、
四半期ごとに会計監査人と情報共有を行うことで監査機能の強化に努めております。

内 部 監 査 お よ び 監 査 役 監 査 の 状 況

ＳＵＢＡＲＵは、会社法および会社法施行規則に基づき、取締役の職務の執行が法令および定款に適合する
ことを確保するための体制、その他株式会社の業務ならびに当該株式会社およびその子会社から成る企業
集団の適正を確保するために必要なものとして、法務省令で定める体制の整備についての基本方針を取締役会に
おいて決議しています。なお、この基本方針については、随時見直しを図り、整備・運用を行っています。

内 部 統 制 シ ス テ ム の 整 備

https://www.subaru.co.jp/csr/pdf/governance_message.pdf
https://www.subaru.co.jp/ir/library/pdf/ms/ms_87.pdf
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「企業行動規範」で示した基本指針を、全ての
役 員 お よ び 従 業 員 が 日 常 の 事 業 活 動 の 中 で
実 践 す る た め の 行 動 の 基 準 を 具 体 的 に 定 め た
も の で す 。

行動ガイドラインとは？

ＳＵＢＡＲＵの「企業理念」を踏まえ、お客様
・お取引先様・株主様・社会などの各ステーク
ホルダー（利害関係者）に対して、全ての役員
お よ び 従 業 員 が 遵 守 す べ き 基 本 指 針 に つ い て
定めたものです。

企業行動規範とは？

コンプライアンスマニ
ュアル

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は コ ン プ ラ イ ア ン ス 重 視 の 企 業 活 動 を 実 践 す る た め の 遵 守 基 準 と
して、「企業行動規範」と「行動ガイドライン」を定めています。2017年度に、
グ ル ー プ コ ン プ ラ イ ア ン ス の 一 層 の 推 進 を 図 る べ く 「 行 動 ガ イ ド ラ イ ン 」 の
内 容 を 改 訂 し 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 全 従 業 員 が 共 通 し て 所 持 し て い る
「 コ ン プ ラ イ ア ン ス マ ニ ュ ア ル 」 で 詳 細 に 解 説 し 、 日 常 の 行 動 の 中 で の 徹 底 を
図 っ て い ま す 。

企 業 行 動 規 範 と 行 動 ガ イ ド ラ イ ン

2 0 1 7 年 度 に 判 明 し た Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ に お け る 完 成 検 査 業 務 に 関 す る 一 連 の 不 適 切 事 案 が 発 生 し た 原 因 ・
背 景 を 踏 ま え 、 真 に 「 正 し い 会 社 」 に 生 ま れ 変 わ る た め に 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は コ ン プ ラ イ ア ン ス の 実 践 を
経営の最重要課題の一つと位置付けています。そして、全社的なコンプライアンスの徹底がＳＵＢＡＲＵ
の経営の基盤を成すことを強く認識し、企業活動上求められるあらゆる法令･社内諸規程等の遵守はもと
よ り 、 社 会 一 般 の 倫 理 、 常 識 お よ び 規 範 に 則 し た 公 明 か つ 公 正 な 企 業 活 動 を 徹 底 し て 遂 行 す る こ と を
従業員一人ひとりに浸透させ、お客様・関係者をはじめとするＳＵＢＡＲＵを取り巻くステークホルダー
の 皆 様 からの信頼回復に努めてまいります。

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針

コンプライアンス
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コ ン プ ラ イ ア ン ス を 推 進 す る 全 社 的 な 委 員 会 組 織 と し て 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 」 を 設 置 し 、 重 要 な
コンプライアンス事項に関する審議・協議・決定、情報交換などを行っています。また、各部門はそれぞれ
コ ン プ ラ イ ア ン ス 推 進 の た め の 実 践 計 画 （ コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ プ ロ グ ラ ム ） を 毎 年 度 策 定 し 、 継 続 的 ・
計画的な自主活動を進めています。なお、ＳＵＢＡＲＵにおける完成検査業務に関する一連の不適切事案の
判 明 を契機として、2 0 1 8 年度からは取締役会長である吉永泰之（※6月22日までは代表取締役社長）が
コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 長 に 就 任 し 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス に 関 す る 取 り 組 み を 抜 本 的 に 見 直 し 、 実 行 し て
います。

コ ン プ ラ イ ア ン ス 体 制 ・ 組 織 と 運 営

ＳＵＢＡＲＵはコンプライアンスに関する体制・組織および運営方法を定めた基本規程として、2001年に
「コンプライアンス規程」を取締役会の承認を経て制定しました。2017年度は、制定以降の運用状況の
確認・見直し、規程と実態との乖離の確認などを行い、それらを反映する形で、コンプライアンス委員会の
審議、取締役会の承認を経て、同規程の改訂を行いました。

コ ン プ ラ イ ア ン ス 規 程

私 た ち は 、 環 境 と 安 全 に 十 分 配 慮 し て 行 動 す る と と も に 、 創 造 的 な 商 品 と サ ー ビ ス を 開 発 、
提供します。
私たちは、一人ひとりの人権と個性を尊重します。
私たちは、社会との調和を図り、豊かな社会づくりに貢献します。
私たちは、社会的規範を遵守し、公明かつ公正に行動します。
私たちは、国際的な視野に立ち、国際社会との調和を図るよう努めます。

1. 

2.  
3.  
4.  
5.  

企業行動規範
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不祥事に係る協議・報告
順守状況等報告協議連携

＜事務局（コンプライアンス主管部）＞
コンプライアンス室

重要事項の報告等運営事務等

協議連携

協議連携

内部監査の実施

監査部 •
内部監査

設置

取締役会

コンプライアンス特別委員（社外弁護士）

コンプライアンス委員

コンプライアンス委員長

コンプライアンス委員会

極めて重要度、緊急度の高い
コンプライアンス案件報告内部監査結果報告

監査役

グループ会社

各本部・部門・カンパニー

＜コンプライアンス企画部会＞
コンプライアンス担当者

コンプライアンス責任者

審議・決定事項の報告

2017年度に判明したＳＵＢＡＲＵにおける完成検査業務に関する一連の不適切事案に対する深い反省に
基づき、同じ過ちを繰り返さないために、ＳＵＢＡＲＵは2018年度より、全社的な法令遵守・コンプライ
ア ン ス 重 視 の 取 り 組 み 強 化 の 一 環 と し て 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 室 」 を 独 立 し た 組 織 と し て 新 設 し ま し た 。
コ ン プ ラ イ ア ン ス 室 は 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 の 事 務 局 と し て 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の コ ン プ ラ イ
アンス推進の実働組織として、主に以下の業務を行っています。

・
・

ＳＵＢＡＲＵグループ全体のコンプライアンス推進活動の企画・立案・実践
コンプライアンス研修・教育・社内啓発活動の実施および風通しの良い職場の基礎となるＳＵＢＡＲＵ
グループの内部通報制度（「コンプライアンス・ホットライン」の運営）

コンプライアンス室の設置
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コンプライアンス・ホットラインの相談内容の内訳

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ な ど で 働 く 従 業 員 や 派 遣 社 員 は 、 グ ル ー プ 内 の コ ン プ ラ イ ア ン ス に 関 す る 問 題 を
発 見 し た 場 合 、 上 司 を 通 じ て 解 決 す る 方 法 の 他 に 、 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ ホ ッ ト ラ イ ン 」 を 利 用 し て
「ホットライン・デスク」に相談することができます。

「 ホ ッ ト ラ イ ン ・ デ ス ク 」 は 、 当 社 内 に 設 置 さ れ て お り 、 規 則 に 基 づ い て 任 命 さ れ た 従 業 員 が 、 郵 送 ・
電話・Eメールによる通報を直接受け付け、事実調査や対応に当たります。通報者の所属・氏名は、通報者の
同意がない限り厳格に秘匿され、通報したことにより不利益を受けることがないよう十分配慮されます。
2 0 0 8 年 4 月 か ら 、 こ の 制 度 に 社 外 窓 口 と し て 外 部 専 門 事 業 者 に よ る 通 報 受 付 窓 口 を 追 加 し 、 受 付 時 間 の
拡大と通報者の氏名・所属の秘匿性強化を図るなど、さらに使いやすい制度とするよう努めています。
2 0 1 7 年 度 に 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ ホ ッ ト ラ イ ン 」 に 寄 せ ら れ た 相 談 件 数 は 1 6 3 件 で 、 そ の 内 訳 は 表 の
通 り で す 。 こ れ ら の 相 談 に 対 し て は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 法 務 部 長 （ ※ 2 0 1 8 年 度 か ら は 所 管 変 更 に よ り
コンプライアンス室長）を中心に事実関係を調査の上、迅速な問題解決に努めています。また、適宜経営層
やコンプライアンス委員会に報告し、再発防止に向けた取り組みも行っています。

なお、同制度の周知を図るため、制度の仕組みや相談窓口の連絡先について記載したカードをＳＵＢＡＲＵ
グ ル ー プ の 従 業 員 な ど に 配 布 す る 他 、 各 職 場 に は ポ ス タ ー を 掲 示 し て い ま す 。 外 部 専 門 事 業 者 に よ る
窓口機能については、ポスターに説明を織り込む他、社内イントラネットの画面上に掲載しています。

コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ ホ ッ ト ラ イ ン 制 度
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コ ン プ ラ イ ア ン ス の 徹 底 に は 、 グ ル ー プ 全 体 で 歩 調 を 合 わ せ て 取 り 組 む こ と が 必 要 で あ る と い う 考 え の
も と 、 全 グ ル ー プ 会 社 の 従 業 員 を 対 象 と す る コ ン プ ラ イ ア ン ス 研 修 ・ 実 務 法 務 研 修 を 実 施 し て い ま す 。
この研修はＳＵＢＡＲＵの法務部、コンプライアンス室（2018年4月新設）や人事・教育部門が主催して
います。また、各部門・グループ会社においては、実務計画（コンプライアンス・プログラム）に独自の
教 育 計 画 を 盛 り 込 み 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 法 務 部 員 な ど を 講 師 と す る 業 務 上 重 要 な 法 令 の 勉 強 会 や コ ン プ ラ イ
アンス啓発研修を実施することで補完しています。
2017年度は、法務部が主催・関与したこれらの研修に、約4,500人が参加しました。

コンプライアンス研修

コ ン プ ラ イ ア ン ス 活 動 実 績

コンプライアンス・ホットライン
カード

相
談
者

▲

▲

報告

相談

▲

▲

報告

相談 専門の相談員
（産業カウンセラー）
が対応します。

外部窓口
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通
報
対
象

コンプライアンス・ホットライン（相談・解決の流れ）
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ＳＵＢＡＲＵは腐敗防止に向けた贈賄防止ガイドライン（日本語・英語）を作成し、国内外の関係会社を
含 め グ ル ー プ 全 体 に 展 開 し て い ま す 。 贈 収 賄 防 止 や 公 正 な 取 引 の 徹 底 に つ い て は 、 国 内 外 の グ ル ー プ
会社向けコンプライアンスマニュアルに記載しています。

また、中国特有の社会事情を考慮した中国版贈賄防止ガイドライン（中文訳付）を制定し、中国子会社に
展開し、当該各社で規程化しています。

贈 収 賄 防 止 の 取 り 組 み

コンプライアンスマニュアル
エッセンシャル版

コンプライアンス研修の様子（本社）

ま た コ ン プ ラ イ ア ン ス の 日 々 実 践 を 推 進 す る た め 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の み
ならず、国内ＳＵＢＡＲＵ販売特約店他、グループ会社に特化したものも
含め、さまざまな支援ツールを作成・提供しています。加えて、緊急度の
高い情報については「コンプライアンス情報」をタイムリーに配信し、
グループ全体の注意喚起に取り組んでいます。2018年度は、ＳＵＢＡＲＵ
お よ び グ ル ー プ 会 社 管 理 者 を 対 象 に 「 規 範 意 識 強 化 教 育 」 を 実 施 し 、
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ に お け る 完 成 検 査 業 務 に 関 す る 一 連 の 不 適 切 事 案 お よ び
そ の 原 因 背 景 を 共 有 し 、 各 部 門 に お い て 同 種 同 様 の 不 適 切 事 案 を 発 生
させない取り組みの促進を実施しており、今後、法令法規リスクの高い
部 署 か ら 優 先 し 、 業 務 規 定 を 再 整 備 す る と と も に 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス
研修の受講対象者を拡大して継続的に本教育を実施していく計画です。
ま た 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス マ ニ ュ ア ル の エ ッ セ ン シ ャ ル 版 を 全 従 業 員 へ
配布しました。
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で は 、 事 業 活 動 に 伴 う リ ス ク を 把 握 し 、 的 確 に 対 応 す る こ と で そ の 影 響 を 最 小 化
できると考え、重要なリスクを抽出・特定し、その対策を検討しています。
事 業 の 状 況 、 経 理 の 状 況 な ど に 関 す る 事 項 の う ち 、 投 資 者 の 判 断 に 重 要 な 影 響 を 及 ぼ す 可 能 性 の あ る
事 項 は 、 以下のとおりです。
なお、以下はＳＵＢＡＲＵグループに関する全てのリスクを列挙したものではありません。

①経済の動向
②為替の変動
③特定事業への依存
④市場評価の変動
⑤特定原材料および部品の購入
⑥知的財産の保護
⑦製品の欠陥
⑧退職給付債務
⑨環境に関する法的規制
⑩災害・戦争・テロ・ストライキなどの影響
⑪国際的な事業活動
⑫情報セキュリティの影響
⑬コンプライアンス、レピュテーション

事 業 活 動 に 伴 う リ ス ク

リスクマネジメント
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企業の事業活動に何らかの負（マイナス）の影響を与える不確定要素の
こ と を リ ス ク と 捉 え ま す が 、 こ の リ ス ク に は さ ま ざ ま な 領 域 の も の が
あ り ま す 。 そ の 中 で も 、 と り わ け 経 営 に 重 大 な 影 響 を 及 ぼ す も の で 、
かつ通常の意思決定ルートでは対処困難なほど「緊急性」を求められる
ものが「クライシスリスク」です。ＳＵＢＡＲＵでは、このクライシス
リスクをさらに自然災害、事故、内部人的要因、外部人的要因、社会的
要 因 （ 国 内 ・ 海 外 ） 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス リ ス ク に 分 類 し 、 お の お の の
緊急事態発生時に対応したマニュアルを作成しています。そして、この
マニュアルをもとに、リスク発生認知後の情報の伝達経路や対策本部の
設置など、最適な方法による対応を図っています。

ＳＵＢＡＲＵの緊急事態対応基本
マ ニ ュ ア ル と 危 機 管 理 （ 防 災 ）
ガイドライン

ク ラ イ シ ス リ ス ク

ＳＵＢＡＲＵでは、各事業の横断的機能を担う経営企画部を中心とした全社共通部門が各部門・カンパニーと
密接に連携して、リスク管理の強化を図っています。
さらに、監査部が各部門およびグループ会社の業務執行について計画的に監査を実施しています。加えて、
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 内 部 統 制 シ ス テ ム の 整 備 に 資 す る た め 、 リ ス ク 管 理 の 最 も 基 礎 的 な 部 分 に 位 置 付 け
ら れ る コ ン プ ラ イ ア ン ス の 体 制 ・ 組 織 を 整 え 、 運 用 し て い ま す 。 全 社 的 な コ ン プ ラ イ ア ン ス の 実 践 を
推 進 す る た め 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 を 設 置 し 、 重 要 な コ ン プ ラ イ ア ン ス 事 項 に 関 す る 審 議 ・ 協 議 、
決 定 、 情 報 交 換 ・ 連 絡 を 行 っ て い ま す 。 部 門 ・ カ ン パ ニ ー ご と で は コ ン プ ラ イ ア ン ス 責 任 者 お よ び
コ ン プ ラ イ ア ン ス 担 当 者 を 配 置 し 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス を 現 場 単 位 で き め 細 か く 実 践 す る 体 制 を 組 織 し 、
さ ら に 、 日 頃 か ら 役 員 と 従 業 員 を 対 象 と し た 教 育 ・ 研 修 を 計 画 的 に 実 施 し て お り 、 社 内 刊 行 物 な ど を
通じて随時、コンプライアンス啓発を行っています。また、ＳＵＢＡＲＵグループのコンプライアンスの
実 践 を 推 進 す る た め に 、 グ ル ー プ 会 社 に 対 し 教 育 ・ 研 修 の 実 施 や 社 内 刊 行 物 に よ る 情 報 提 供 を 行 う と
と も に 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 内 部 通 報 制 度 （ コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ ホ ッ ト ラ イ ン ） へ の 参 加 に よ り 、 実 効 性 を
高めています。

ま た 、 2 0 1 8 年 4 月 1 日 付 で 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 抱 え る 法 令 順 守 や 企 業 風 土 改 革 の 課 題 へ の 取 り 組 み 強 化 を
目的として、「正しい会社推進部」および「コンプライアンス室」の新設などを行っています。

リ ス ク 管 理 体 制 の 整 備 の 状 況
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の C S R を 推 進 す る う え で デ ジ タ ル デ ー タ の 活 用 は 、 持 続 的 発 展 に 必 要 不 可 欠 と
な っ て お り 、 そ の 活 用 領 域 も 従 来 の 情 報 シ ス テ ム の み な ら ず 、 設 備 、 製 品 、 提 供 す る 各 種 サ ー ビ ス な ど
多岐にわたっています。

こ れ ら 領 域 で の デ ジ タ ル デ ー タ を 安 全 に 取 り 扱 う こ と は 社 会 的 責 任 で あ る と 認 識 し 、 お 客 様 な ら び に
社 会 へ の 信 頼 に 応 え る た め サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ 基 本 方 針 を 定 め 、 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 保 護 活 動 に 取 り
組んでいます。

情 報 セ キ ュ リ テ ィ 保 護 へ の 取 り 組 み

生命・身体の安全を最優先とする。
ステークホルダー（利害関係者）の利益の喪失、および会社の価値の喪失を最小限とする。
緊急事態においても、常に誠実、公正、透明を基本とする。

1.
2.
3.

緊急事態対応の基本方針

さ ま ざ ま な 緊 急 事 態 の 発 生 時 に も 、 お 客 様 へ の サ ー ビ ス の 低 下 や マ ー ケ ッ ト シ ェ ア の 縮 小 、 企 業 価 値 の
喪 失 を 最 小 限 に 抑 え る こ と を 目 的 に 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 事 業 継 続 や 早 期 復 旧 を 的 確 か つ 迅 速 に 行 う た め の
B C P ※ を 各 事 業 所 単 位 で 策 定 し て い ま す 。 2 0 1 6 年 度 は 大 規 模 地 震 を 想 定 し た 本 社 と 事 業 所 連 携 で 緊 急
対 策 本 部 の 初 動 訓 練 を 実 施 し 、 2 0 1 7 年 度 に は 緊 急 対 応 時 の 初 動 対 応 に つ い て マ ニ ュ ア ル 類 の 再 整 備 を
行 い ま し た 。 今 後 も 訓 練 な ど を 継 続 的 に 実 施 し 、 B C P の 確 認 や 見 直 し を 行 う こ と で 、 緊 急 事 態 の 発 生 に
よ り 当 社 の 事 業 リ ソ ー ス （ 人 的 ・ 物 的 ・ 金 的 ） が 損 傷 を 受 け た 場 合 に は 、 残 存 す る 能 力 を 最 大 限 に 活 用
し て 、 優 先 さ れ る 事 業 の 中 断 を 最 小 限 に と ど め 、 発 生 前 の 操 業 状 態 へ の 早 急 な 復 旧 を 図 り ま す 。 ま た 、
緊急事態対応の基本方針を定め、事業継続の推進に取り組んでいます。

※BCP：Business Continuity Plan（事業継続計画）

各事業単位でのBCPを策定
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2 0 1 8 年 6 月 制 定

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 法 令 、 規 制 、 規 範 お よ び お 客 様 と の 契 約 上 の セ キ ュ リ テ ィ 要 求
事項を遵守します。
ＳＵＢＡＲＵグループは、サイバーセキュリティに対する管理体制、社内規程を整備し運用を
行います。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 情 報 資 産 に 応 じ た 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 対 策 を 講 じ 予 防 お よ び 低 滅 に
努 め る と と も に 、 万 一 、 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 事 故 が 発 生 し た 際 に も 、 迅 速 か つ 適 切 に 対 応 し 、
再発防止に努めます。
ＳＵＢＡＲＵグループは、情報セキュリティを確保するため、役員および従業員の教育・訓練と
意識向上に努めます。
ＳＵＢＡＲＵグループは、以上の活動を継続的に見直し、改善に努めます。

1 .

2 .

3 .

4 .

5 .

【取り組み】

本 基 本 方 針 の 適 用 対 象 者 は 、 当 社 な ら び に Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 役 員 、 従 業 員 、 協 力 会 社
社 員 等 の 全 員 と し ま す 。

【適用範囲】

株 式 会 社 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ お よ び グ ル ー プ 会 社 各 社 （ 以 下 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ と 称 す ） は 、
事業活動を行う上で、想定しうる製品、提供サービス、情報資産を脅威から守り、お客様ならびに
社会への信頼に応えるためサイバーセキュリティ基本方針を定めます。

【目的】

サイバーセキュリティ基本方針
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2017年4月制定

オールＳＵＢＡＲＵで売り上げを生み出す知的財産を創出し、効果的な知的財産権を配置する
他者の知的財産権を尊重し、商品開発においてクリアランス確保を徹底する
知的財産ポートフォリオを適切に管理し、ブランドを保護・強化する

1.
2.
3.

知的財産に関する基本方針

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 自 社 の 強 み と 弱 み を 把 握 し 、 量 産 ニ ッ チ で 自 社 の 強 み を 生 か す こ と に 集 中 す る こ と を
知財活動のビジョンとして掲げています。こうした考えのもと、以下の3点を基本方針として事業収益に
貢献する知的財産活動を推進しています。

知 的 財 産 保 護 へ の 取 り 組 み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 個 人 情 報 保 護 法 施 行 に 合 わ せ て 社 内 体 制 や
規 程 類 を 整 備 し 、 プ ラ イ バ シ ー ポ リ シ ー を 公 表 す る な ど の 取 り 組 み を
行 っ て き ま し た 。

特 に 国 内 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 販 売 特 約 店 で は 、 お 客 様 の 個 人 情 報 を 直 接 か つ
大 量 に 取 り 扱 う こ と か ら 、 関 係 会 社 を 含 め た 全 国 4 4 の 販 売 特 約 店 そ れ
ぞ れ に 体 制 の 整 備 を 徹 底 し て い ま す 。 ま た 、 全 販 売 特 約 店 共 通 の
「ＳＵＢＡＲＵ特約店スタッフのための個人情報保護ハンドブック」を
作 成 ・ 展 開 し 、 従 業 員 一 人 ひ と り が 個 人 情 報 保 護 に つ い て 正 し く 理 解
す る よ う 努 め て い ま す 。

ま た 、 2 0 1 7 年 5 月 の 改 正 個 人 情 報 保 護 法 の 施 行 に 合 わ せ て 、 規 程 類 の
再整備、個人情報保護に関する意思決定方法を見直し、運用を変更しま
した。その後も個人情報保護のための仕組み、ツールの作成、見直しを
進めています。

こ れ に 加 え 欧 州 拠 点 で は 、 2 0 1 8 年 5 月 の 欧 州 一 般 デ ー タ 保 護 規 則
（ G D P R ） の 施 行 に 伴 い 、 体 制 の 構 築 、 規 程 類 の 整 備 、 プ ラ イ バ シ ー
ポ リ シ ー な ど の 見 直 し を 進 め て い ま す 。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 特 約 店 ス タ ッ フ の
ための個人情報保護ハンドブック 

個 人 情 報 保 護 へ の 取 り 組 み



各部門推進組織
（研究・開発・製造）

知財戦略の合意
知財戦略会議

経営層 発明発掘・
出願権利化

渉外・契約
支援

他者特許へ
の対応 企画・管理

知的財産部
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また、商品化権を活用したチャリティーバザーの収益金を慈善団体へ継続的に寄付しています。

1.
2.

3.

開発業務に携わる従業員を対象とし、入社年次・職位に応じた階層別教育の実施
各 部門における発明創出・特許出願活動を推進する組織として特許推進員会を設置し、当該委員会を
通じた啓発活動の実施
開発部署における他者の知的財産権の調査・クリアランス確保のためのレビューを推進

知的財産部では、知的財産全般の管理を行うと共に順法行動の定着に向けた啓発活動を定期的に実施しています。

知的財産管理の啓発活動

知的財産推進体制

※Non Practicing Entity：他者が開発した技術の特許を集めて自らは使わず、関連する技術を実施する第三者への権利
行使により利益（特許使用料や和解金等）を得ようとする組織や団体。

なお、近年増加傾向にあるNPE※による特許訴訟を抑制することを目的に、2016年3月にLicense on Transfer 
Networkへ加入しました。

開 発 ・ 創 作 の 成 果 （ 技 術 、 マ ー ク 、 ネ ー ミ ン グ 、 デ ザ イ ン な ど ） を 知 的 財 産 と し て 取 得 ・ 管 理 す る
ことにより、技術・ブランドを保護する
事業に支障を及ぼす問題の有無を網羅的に調査し、予防・解決する
ネット販売の監視・税関での水際対策などによる模倣品の取り締まり
技術契約における知財のオーナーシップや利活用権の確保

1.

2.
3.
4.

知 的 財 産 部 で は Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 知 的 財 産 権 を 侵 害 さ れ な い よ う 保 護 し 、 最 大 限 に 活 用 を 行 っ て
います。また他者の知的財産権を侵害しないよう社内の諸活動を推進しています。

知的財産保護とリスクマネジメント
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34,725件（2017年4月～2018年3月）

お客様からのお問い合わせ件数

・リコールに関するお問合せ／ご相談

受付時間    9:00～17:00（平日/土日祝日）

ＳＵＢＡＲＵリコールお問合せダイヤルでは
下記の内容を承っております。

内容確認のために録音させていただいております。
予めご了承ください。

0120-412215
ＳＵＢＡＲＵリコールお問い合わせダイヤル

エアバッグのリコール問題をはじめ、各種リコール案件に対するお問い合わせ専用窓口として従来のフリー
ダイヤルとは別に、新たに「ＳＵＢＡＲＵリコールお問い合わせダイヤル」を2016年11月より設置して
います。

「 安 心 と 愉 し さ 」 を ご 提 供 す る た め 「 正 確 ・ 迅 速 ・ 適 切 ・ 公 正 ・ 公 平 ・ 親 切 」 を 行 動 の 基 本 と し て 、
お客様に対応しています。また、お客様からいただいた貴重なご意見、ご要望、ご指摘などは、関連する
部署にフィードバックし、品質・商品改善や提案、アフターサービスの改善に役立てています。

「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ リ コ ー ル お 問 い 合 わ せ ダ イ ヤ ル 」 の 設 置

ＳＵＢＡＲＵグループでは「お客様第一」を基軸として全ての事業活動に取り組んでいます。新中期経営
ビジョン「STEP」の実現に向けて、「安心と愉しさ」でお客様に選ばれ続けるブランドになるために、
販売特約店を中心にグループ全体でCS活動の推進に取り組んでいます。

C S 活 動 の 考 え 方

お客様
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ま た 、 当 社 群 馬 製 作 所 で の 完 成 検 査 に お け る 不 適 切 事 案 な ど に 際 し て は 、 一 人 で も 多 く の お 客 様 の 声
を 真 摯 に 受 け 止 め る べ く 、 お 客 様 相 談 窓 口 の オ ペ レ ー タ ー を 増 員 し ま し た 。

ご相談件数の内訳

ご質問・
お問い合わせ
20,893件（54％）

ご指摘
7,142件（18％）

カタログ請求
1,080件（3％）

転居に伴うお問い合わせ
3,059件（8％）

ご提案
1,117件（3％）

その他
5,566件（14％）

合計
38,857件

（年度）

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（件）

2017

38,857

2016

37,502

2015

35,941

2014

34,992

2013

37,580

お客様からのご相談件数推移

※ 平 日 の 1 2 : 0 0 ～ 1 3 : 0 0 お よ び 土 日 祝 は 、 ① ② の
イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン サ ー ビ ス の み と な り ま す 。

9:00～17:00（平日）
9:00～12:00、13:00～17:00（土日祝）

受付時間

①ご意見／ご感想
②ご案内（カタログ、販売店、転居お手続きほか）
③お問い合わせ／ご相談

ＳＵＢＡＲＵお客様センターでは下記の内容
を承っております。

内容確認のために録音させていただいております。
予めご了承ください。

0120-052215
ＳＵＢＡＲＵコール

お 客 様 か ら の お 問 い 合 わ せ や ご 相 談 、 ご 要 望 、 ご 指 摘 を お 聞 き す る 窓 口 と し て 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ お 客 様
セ ン タ ー 」 を 設 置 し て い ま す 。 「 安 心 と 愉 し さ 」 を ご 提 供 す る た め 「 正 確 ・ 迅 速 ・ 適 切 ・ 公 正 ・ 公 平 ・
親 切 」 を 行 動 の 基 本 と し て 、 お 客 様 に 対 応 し て い ま す 。 ま た 、 お 客 様 か ら い た だ い た 貴 重 な ご 意 見 、
ご 要 望 、 ご 指 摘 な ど は 、 関 連 す る 部 署 に フ ィ ー ド バ ッ ク し 、 品 質 ・ 商 品 改 善 や 提 案 、 販 売 ・ ア フ タ ー
サービスの改善に役立てています。

「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ お 客 様 セ ン タ ー 」 の 設 置
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全 て の 調 査 に お い て 必 達 目 標 を 超 え る 結 果 と な り ま し た が 、 全 て の お 客 様 に 「 次 も Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 」 と
思 っ て い た だ け る よ う 、 自 動 車 部 門 全 体 で 継 続 し て さ ら な る 改 善 活 動 に 取 り 組 ん で い き ま す 。

＜2017年度実績に対する評価＞

※1 カッコ内は取り組み目標
※2 取り組み目標の考え方：前年のスバルチームの平均値に基づいて設定

・【新車】購入後1年目のお客様への調査結果：176.1P（176P）
・【新車】購入後3年目＋5年目のお客様への調査結果：171.2P（171P）
・【中古車】購入後1年目のお客様への調査結果：170.8P（170P）

＜2017年度 総合ロイヤリティポイント＞

・2017年度　107,350件／年
・2016年度　98,127件／年
・2015年度　95,324件／年

＜有効回答数＞

2017年度実績

「 安 心 と 愉 し さ 」 の ご 提 供 に よ り 、 お 客 様 か ら 選 ば れ る ブ ラ ン ド と な る た め に 、 ＳＵＢＡＲＵで は 販 売
特約店でお車をご購入されたお客様を対象とする「ＳＵＢＡＲＵお客様アンケート」を実施しています。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、  調 査 結 果 か ら お 客 様 の ご 意 見 ・ ご 要 望 を 真 摯 に 受 け 止 め 、 各 販 売 特 約 店 で 改 善 を
続 け て い ま す 。
2017年度より、スバルの店舗での対応結果に対する満足度（満点100P）と信頼度（満点100P）を合わせた
総合ロイヤリティポイント（満点200P）にて、お客様のスバルに対するロイヤリティを高める取り組みの
効果測定を実施しています。

ＳＵＢＡＲＵお客様アンケートにおける2017年度からの変更点

お 客 様 満 足 度 調 査 の 実 施
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「 カ ス タ マ ー サ ー ビ ス を 通 じ て お 客 様 に “ 次 も Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ ” と 言 っ て 頂 く 」 を ビ ジ ョ ン と し て 、 ス バ ル
アカデミー ※は、お客様へ「安心と愉しさ」をご提供できる特約店の人材育成に取り組んでいます。

国 内 向 け 研 修 に お い て は 、 販 売 と サ ー ビ ス の 環 境 変 化 に 対 応 し た 研 修 の 企 画 ・ 提 供 を し て い ま す 。 海 外
のサービススタッフにおいては、地域ごとのニーズに応じたカリキュラムに取り組んでいます。

「 安 心 と 愉 し さ 」 の 提 供 に 向 け た 販 売 特 約 店 人 材 の 育 成

Wi-Fi環境のインフラ整備を行い、ＳＵＢＡＲＵ販売特約店全店舗に「ＳＵＢＡＲＵ Wi-Fi」を導入
待 ち 時 間 を 快 適 に お 過 ご し い た だ く 取 り 組 み と し て 、 一 部 店 舗 に て 「 電 子 書 籍 」 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
オリジナルアメニティグッズ」を導入

・
・

＜自動車部門＞

・店内の設備ご利用に関するご案内表示
・キッズコーナーの拡充（お子様を見守るためのカウンターの設置、遊具の種類拡充、安全性の確保）
・フリードリンク設置、ドリンクメニュー拡充
・トイレのアメニティグッズの拡充など

＜販売特約店＞

「ＳＵＢＡＲＵお客様アンケート」などでのご意見・ご要望を販売特約店や関連部門にフィードバックし、
商 品 ・ 品 質 ・ 販 売 ・ ア フ タ ー サ ー ビ ス の 向 上 に つ な げ る と い っ た 従 来 の 活 動 に 加 え 、 「 お 客 様 に シ ョ ー
ルームで快適に過ごしていただく」という活動に重点的に取り組んでいます。
活動推進に向けて、人材育成や他店舗の好事例展開といった支援を行う他、ショールームやサービス工場の
リ ニ ュ ー ア ル も 積 極 的 に 進 め る な ど 、 ソ フ ト ・ ハ ー ド の 両 側 面 か ら C S 向 上 を 推 進 し 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の
商品性にふさわしいCS活動を展開しています。

お客様のご意見ご要望を踏まえた主な改善事例
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ス バ ル ア カ デ ミ ー ： Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 国 内 外 の 販 売 特 約 店 を 対 象 に 、 人 材 育 成
を行う専任組織として「スバルアカデミー」を設置しています。
2005年に東京都八王子市に「スバル総合研修センター」を開設し、研修室、試走路、
整備実習設備を備え、宿泊施設（133室、最大165人宿泊可）が併設されています。

※

教育プログラム受講人数（出張研修含む） 

研修の企画・開発・運営・実施
海外トレーナー・国内指導推進員の育成

✔

✔

サービス技術（研修開発/技術）グループ

オンライン教育運営管理・技能習得書作成✔

サービス技術（管理/企画）グループ

国内特約店販売部門の管理者とセールスの教育
国内特約店サービス部門の管理者と
フロントスタッフ・部品スタッフの教育

✔

✔

総合営業・マネジメントグループ

研修の企画・運営
資格制度の運営
セールスコンテスト、技術コンクールの企画

✔

✔

✔

企 画 課

園 長

スバルアカデミー組織体制
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カスタマーサービス本部では、全世界の特約店（ディストリビューター）が販売店（ディーラー）を通じて
高水準で均一なアフターサービスを提供することで、お客様に安心してＳＵＢＡＲＵ車に乗っていただける
よう、教育面と体制面の強化しています。

お 客 様 の ニ ー ズ に 合 っ た サ ー ビ ス を 提 供 で き る 仕 組 み を 構 築 し 、 全 世 界 の 特 約 店 ・ 販 売 店 に お い て
「Confidence in Motion」を具現化していきます。

海 外 で の 取 り 組 み

STARS認定に向けた研修の様子

S T A R S ： O ff - J T （ 学 ぶ ） 、 O J T （ 実 践 す る ） 、 資 格 試 験 （ 挑 む ） を 繰 り 返 し 、
自 主 的 な 成 長 を 促 す 資 格 制 度

※

お 客 様 に 「 安 心 と 愉 し さ 」 を ご 提 案 し 、 サ ポ ー ト で き る ス タ ッ フ の
「 証 」 と し て 、 厳 し い 基 準 の も と 、 認 定 資 格 制 度 「 S T A R S （ S U B A R U 
STAFF'S TRAINING AND RATING SYSTEM） ※」を設けています。

セールススタッフに対しては、販売などの実績をベースに知識・技能・
対人対応スキルの試験を実施し、認定級が決まります。
2018年3月現在：セールスSTRAS1級55人、2級650人、3級1,275人

サービススタッフについては、サービス業務知識・お客様対応力・技術力
などの試験を実施し、認定級が決まります。
2018年4月現在：サービスSTARS
メカニック　S級17人、1級911人、2級1,108人、3級1,027人、4級339人
フロント　　S級9人、1級282人、2級554人

なお、セールススタッフは2020年までに1級の取得率を全体の5％、2級を
15％、3級を60％にすることを目標としています。サービススタッフは、
2 0 1 8 年 ま で に 2 級 以 上 の 取 得 者 の 割 合 を 全 体 の 6 0 ％ 以 上 に す る た め の
取り組みを進めています。

認定資格制度STARS
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主要8カ国の海外特約店を集めた
会議の様子 

カ ス タ マ ー サ ー ビ ス 本 部 は 、 お 客 様 か ら 選 ば れ 続 け る こ と を 目 指 し 、
海外特約店と連携のもと、海外特約店の技術力・お客様対応力の向上に
努めています。

近年増加しているリコール作業の実施はＳＵＢＡＲＵグループとしても
重要な課題であり、各市場の関連法規、実施状況を把握しながら、実施率の
進捗のためのサポートを行っています。
ま た 新 技 術 を 搭 載 し た 車 両 を 導 入 す る の に 必 要 な 設 備 ・ 体 制 を 、 海 外
特約店が円滑に準備できるようサポートしています。
これらの活動には緊密なコミュニケーションも必要であり、主要8カ国の
海 外 特 約 店 を 集 め た 会 議 を 日 本 で 開 催 （ 直 近 で は 2 0 1 8 年 6 月 、 2 0 1 7 年
11月）、北米、欧州、中南米、オセアニア、中国、東南アジアなど地域との
会 議 を 通 じ て 緊 密 な コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 図 り 、 課 題 解 決 の ス ピ ー ド
アップを目指しています。2017年度は地域会議を18回開催しました。

また、市場での修理に要求される高度な技術研修も米国・豪州・欧州・
チリなどで継続して展開しています。

体制面での強化

スバルアカデミーで実施したATT
の様子

2016年度からは世界5カ国にある連携校を活用する他、ＳＵＢＡＲＵの
従業員が海外特約店において受講する技術研修を増やしていく予定です。
ま た 、 年 間 1 , 0 0 0 台 以 上 販 売 し て い る 国 に は Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ が 認 定 し た
外部トレーナーを配置し、さらなるサービス向上を目指します。

「サービスアドバイザー教育プロ
グラム」資料（抜粋） 

お 客 様 に 安 心 し て い た だ け る サ ー ビ ス を 提 供 す る た め に は 、 サ ー ビ ス
スタッフの技術力向上が欠かせません。そこでＳＵＢＡＲＵは、世界各国で
サービスス タ ッ フ を 指 導 す る ト レ ー ナ ー の 養 成 と 、 高 度 化 す る ク ル マ の
技 術 に 対応できるサービススタッフの育成に向けて、技術教育カリキュラム
として「ATT（Advanced Technical  Training）」や「STT（STEP
Trainer Training）」を実施しています。さらに、技能検定試験を通じて
学びの動機付けを行うことで、技術力向上に努めています。

教育面での強化
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航空宇宙カンパニーでは、自衛隊などに納入した機体に対して定期的に
お客様を訪問する他、各種アンケート調査などを行って、お客様からの
ご要望をきめ細かく把握し、整備、運用を通じてＳＵＢＡＲＵの製品と
サービスがお客様に満足いただけるように活動しています。
アンケート調査では製品品質をはじめ、サービス対応、緊急対応、訪問対応
などの項目について、全体で昨年度より0.3ポイント高い、4.0ポイントの
評 価 （ 5 段 階 評 価 ） を 頂 き ま し た 。 今 後 も お 客 様 視 点 で の 改 善 活 動 を
継 続 してお客様満足の向上に取り組んでいきます。

また、製造に関わるＳＵＢＡＲＵの整備員が部隊を訪問し、実際に整備に
あ た る お客様とのお互いの業務理解を深め改善につなげています。

打ち合わせの様子

航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー で の 取 り 組 み
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当社の品質方針ならびにISO9001規格に基づいた品質マネジメントシステム（QMS）を構築し、円滑
かつ効果的に運用。
企画段階でお客様にご満足いただける品質目標を明確にする。
開発から販売・サービスまでの各段階における品質保証活動により、品質目標を実現する。
市場からのクレームと要望に迅速且つ的確に対処し、お客様の信頼に応える。

1. 

2.  
3.  
4.  

1994年11月制定

常にお客様の満足を第一に考え、仕事の質を高めて、トップクラスの品質の商品とサービスを提供する。

品質マネジメントシステム

品質方針

ＳＵＢＡＲＵは「お客様第一」を基軸とした品質方針を定め、安全性と愉しさ、環境性能を高度に融合し、
お客様に感動いただける高品質な商品とサービスの提供を積極的に推進しています。また、国内・海外の
関 連 会 社 で は そ れ ぞ れ の 事 業 内 容 や 地 域 性 を 踏 ま え た 品 質 方 針 を 定 め 、 そ れ に 基 づ い た 品 質 管 理 を 実 践
しています。

品 質 に 対 す る 考 え 方

品質
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 商 品 販 売 後 の 品 質 不 具 合 や お 客 様 の ご 要 望 を い ち 早 く 分 析 し 、 よ り 高 品 質 な 開 発
・ 生 産 に 結 び つ け る た め 、 品 質 保 証 本 部 を 中 心 と す る 品 質 改 善 体 制 を 確 立 し て い ま す 。 お 客 様 の 声 を
グローバルに収集し、品質に関する課題を抽出し、原因を調査すると共に対策を立案し、社内の関連部門や
お取引先様に展開しています。

2 0 1 7 年 度 は 完 成 検 査 問 題 の 再 発 防 止 を 図 る こ と を 目 的 に 、 C O P ※ 監 理 課 を 新 設 し 、 型 式 指 定 業 務 へ の
取 り 組 み を 強 化 し ま し た 。

※CONFORMITY OF PRODUCTION（生産車適合性）

品 質 改 善 に 向 け た 体 制 の 構 築

▲

▲ ▲

販売会社やＳＵＢＡＲＵお客様センターに寄せられ
た品質に関する不具合情報やご要望を収集・分析
しスピーディな品質改善を実施

販売後の情報取集・分析および品質改善

工場から出荷した後の品質管理体
制を整備すると共に販売会社での
整備・点検を実施

物流・販売
品質不具合・ばらつきの未然防止
に向けた工程管理を確立すると共
に厳密な品質検査・テストを実施

生産（量産）
図面作成段階から生産工程での
ばらつき抑止や作業標準化に配慮

設計・開発

品質マネジメントサイクル

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 品 質 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の も と 、 設 計 開 発 か ら 販 売 に 至 る 各 プ ロ セ ス で 品 質 保 証 に
取り組むと共に、より高品質な商品をつくるためのサイクルを構築しています。また、お客様のニーズに
いち早く応えるため、サイクルをスピーディーに回していくことに努めています。

品 質 マ ネ ジ メ ン ト サ イ ク ル の 運 用
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・初級品質教育　 品質保証学習（初級）
・指導者向け教育 品質保証学習（職長）
・技能職向け教育 品質保証学習（初級・職長）
・その他の従業員 各職場内での公開講座

品質保証に関する主なカリキュラム

品 質 保 証 の レ ベ ル 向 上 を 目 指 し 、 従 業 員 教 育 の 一 環 と し て 、 各 部 門 に お け る 階 層 別 品 質 保 証 教 育 を 実 施
し て い ま す 。 ま た 、 品 質 保 証 の エ キ ス パ ー ト を 育 成 す る た め の 研 修 や 、 事 業 所 ご と の 個 別 プ ロ グ ラ ム
なども実施しています。

品質保証教育の実施

お
取
引
先
様

開発部門生産部門

品質問題の原因調査／
分析／

対策の立案・展開

品質保証本部

S
U
B
A
R
U　

お
客
様
セ
ン
タ
ー

国
内
サ
ー
ビ
ス
部
門

海
外
サ
ー
ビ
ス
部
門

国
内
販
売

海
外
販
売

お
客
様

お
客
様

海外

国内

ＳＵＢＡＲＵ

▲

▲

回答

お問い合せ

▲

▲

回答

お問い合せ
▲

▲

フィードバック

報告

▲

▲

回答

お問い合せ

▲

▲

フィードバック

報告

▲
▲

▲

▲

▲

▲

▲▲

▲

フィード
バック
▲

報告

▲

▲

▲

▲

品質改善体制
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タ カ タ エ ア バ ッ グ 対 応 を モ デ ル 別 （ 3 モ デ ル ） で 届 け 出 た リ コ ー ル が 1 案 件 あ る た め 9 件 と な り ま す 。 （ 社 内 審 議 上 は
7 項 目 ）

※4

サービスキャンペーン：リコール届出や改善対策届出に該当しないような不具合で、商品性・品質の改善措置を行う
こと。

※3

改善対策：道路運送車両の保安基準に規定はされていないが、不具合が発生した場合に安全の確保および環境の保全上
看過できない状態であって、かつ、その原因が設計または製作過程にあると認められるときに、自動車メーカー等が、
必要な改善措置を行うこと。

※2

リコール：同一の型式で一定範囲の自動車等またはタイヤ、チャイルドシートについて、道路運送車両の保安基準に
適 合 し て い な い 、 ま た は 適 合 し な く な る お そ れ が あ る 状 態 で 、 そ の 原 因 が 設 計 ま た は 製 作 過 程 に あ る と 認 め ら れ る
ときに、自動車メーカー等が、保安基準に適合させるために必要な改善措置を行うこと。

※1

リコール・改善件数（国内）

ＳＵＢＡＲＵ車のリコールについて

関連情報

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 事 故 を 未 然 に 防 止 し 、 お 客 様 を 保 護 す る こ と を 目 的 に リ コ ー ル へ の 処 置 対 応 を し て
い ま す 。

商品に不具合が生じた場合には、各国の法規に基づいて適切に対応することはもちろん、迅速に会議体を
設 け て 海 外 を 含 め た 品 質 関 連 部 門 の ス タ ッ フ が 討 議 し 、 具 体 的 な 対 応 内 容 を 決 定 し ま す 。 ま た 、 対 象 と
な る お 客 様 に は 販 売 特 約 店 か ら ダ イ レ ク ト メ ー ル を 送 付 し 、 修 理 （ 無 料 ） を 受 け て い た だ く よ う 案 内
しています。

なお、2017年度において、品質や安全に関する情報提供に関して法律や自主規定に違反した事例はあり
ません。

リ コ ー ル へ の 対 応

https://www.subaru.co.jp/recall/
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品質月間講演会の様子 

航空宇宙カンパニーでは、品質改善やエラー防止に向けて、さまざまな
活 動 を 実 施 し て い ま す 。 定 期 的 に 「 品 質 会 議 」 を 開 催 し 、 顧 客 満 足 や
製 品 品 質 に つ い て 多 様 な 側 面 か ら 審 議 す る 他 、 毎 年 1 1 月 を 品 質 月 間 と
定 め 、 品 質 講 演 会 や 品 質 向 上 に 貢 献 し た 従 業 員 の 表 彰 、 全 従 業 員 へ の
啓 発 用 パンフレット配布などを実施しています。

2 0 1 7 年 度 の 品 質 講 演 会 は 「 そ の 気 に さ せ る コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 術 」 と
題し、アドット・コミュニケーション株式会社代表取締役 戸田久実様に
ご 講 演 い た だ き ま し た 。 カ ン パ ニ ー プ レ ジ デ ン ト を は じ め 従 業 員 や
お取引先様など500人以上が参加しました。また、年間を通して従業員の
自主的な創造力発揮や改善の風土醸成を狙いとする「改善提案制度」等の
各種制度を設けています。

品質改善に向けた取り組み

航空宇宙カンパニーでは、ＳＵＢＡＲＵブランドの一翼を担う決意と責任を込め、「安全と品質を第一に」を
行動指針として生産活動に取り組んでいます。

この方針のもと、最新の航空宇宙・防衛産業向けの品質マネジメントシステム規格「JIS Q 9100：2016」に
適合した品質マネジメントシステムを構築し活動しています。

また、品質に関する不適切な事象の防止のため、日本の航空宇宙・防衛業界が一体となって独自に制定して
い る 「 J I S  Q  9 1 0 0 の 補 足 事 項 」 （ S J A C  9 0 6 8 ） も 航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー の 品 質 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム に
いち早く取り入れています。

航空宇宙産業向け規格に基づいた品質マネジメントシステム

航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー で の 取 り 組 み
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1958年に発売され、高度成長期のクルマの普及拡大に重要な
役割を果たした「スバル360」。この時代から、ＳＵＢＡＲＵは、
あ ら ゆ る 方 向 か ら の 衝 突 に 対 し て 効 果 的 に 衝 撃 を 吸 収 し 、
高い強度を持つキャビンで乗員を守る「全方位安全」の思想の
もと、衝突安全ボディの開発に取り組んできました。
当 時 は 「 安 全 」 が ま だ ク ル マ の 価 値 と し て 重 要 視 さ れ て
お ら ず 、 衝 突 実 験 用 の ダ ミ ー 人 形 も あ り ま せ ん で し た が 、
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 開 発 陣 は 、 ク ル マ の ボ デ ィ 構 造 や 人 体 へ の
影 響 に つ い て 独 自 に 研 究 を 進 め 、 試 行 錯 誤 し な が ら 時 代 の
一歩先を行く優れた衝突安全性を追求してきたのです。

時代に先駆けて
「全方位安全」の思想に基づく衝突安全ボディを開発。

ドライバーを安全にSINCE 1960

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 安 全 開 発 の 根 底 に は 、 航 空 機 開 発 の D N A が 息 づ い て い ま す 。 万 が 一 墜 落 し た ら 命 に
関わる航空機の開発においては、あらゆる非常事態を想定して設計する必要があり、基本構造の中に
危険な状況に陥らないための工夫や対策が施されています。また、パイロットが全方位を直接見渡す
ことのできる良好な視界の確保も小型航空機に不可欠の安全性能の一つです。こうした安全思想は、
ク ル マ づ く り に も 受 け 継 が れ 、 「 ス バ ル 3 6 0 」 の 時 代 か ら 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の ク ル マ は い ず れ も 直 接
視界の確保をはじめとする安全性能を重視して開発されてきました。

航空機開発から継承される「安全」というDNA。

パイロットを安全にSINCE 1917

航 空 機 事 業 を ル ー ツ に 持 つ Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 ク ル マ の 最 も 重 要 な 基 本 性 能 は 「 安 全 」 に あ る と
考え、半世紀以上も前の「スバル360」の時代から現在に至るまで、“ALL-AROUND SAFETY”の思想の
もとに安全性能を最優先したクルマづくりを続けてきました。

「 安 全 」 と い う D N A

安全なクルマづくり
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2008年、ステレオカメラで常に前方を監視し、警報やプリ
クラッシュブレーキによって被害低減を図る「アイサイト」を
商品化しました。
2 0 1 7 年 に は 新 機 能 「 ツ ー リ ン グ ア シ ス ト 」 を 搭 載 し 、
「車線中央維持」の作動領域を従来の「60km/h以上」から
「0km/h以上」へと拡大すると共に、「先行車追従操舵」を
追加し、「全車速域追従機能付クルーズコントロール」と組み
合わせることで、高速道路でのアクセル、ブレーキ、ステア
リング操作を自動制御して、ドライバーをアシストします。

「アイサイト」を商品化。新機能「ツーリングアシ
スト」を搭載。

全ての人を安全にIN THE 2000s & 2010s

1989年に発売されたフラッグシップモデル「レガシィ」は、
同年1月、10万キロ連続走行の世界最速記録を更新するなど、
安定した走行性能と耐久性を実証しました。また、この頃、
ステレオカメラを駆使した運転支援システムの開発をスタート
させ、1999年にアイサイトの前身となる「ADA」を商品化
しました。

フラッグシップ「レガシィ」が登場。
運転支援システムの開発に着手。

ドライバーと同乗者を安全にIN THE 1980s & 1990s

走 る ・ 曲 が る ・ 止 ま る と い う 基 本 性 能 は 、 ク ル マ の 構 造 に
よ っ て 変 わ っ て き ま す 。 と り わ け 大 き な 影 響 を 及 ぼ す の が
重心の位置と駆動方式です。重心が低いほどコーナーを安定
し て 曲 が る こ と が で き 、 四 輪 全 て に エ ン ジ ン の 力 を 伝 え る
駆 動 方 式 の 方 が 常 に 安 定 し た 走 行 性 能 が 得 ら れ ま す 。 こ う
し た 視 点 の も と 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 1 9 6 6 年 に 「 水 平 対 向
エンジン」を縦置きにしたFF車「スバル1000」を、1972年
に は 四 輪 駆 動 車 「 レ オ ー ネ 4 W D 」 を 発 売 。 以 来 、 こ れ ら の
独自技術に一層磨きをかけながら、安全で安定した走行性能を
追求し続けています。

「水平対向エンジン」「AWD」、
走行安全性を高める独自技術を開発。

走る・曲がる・止まるを安全にSINCE 1970
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本調査はＳＵＢＡＲＵが、公益財団法人交通事故総合分析センター（ITARDA/Institute for Traffic Accident Research 
and Data Analysis）のデータを基に独自算出したもので、2010年度から2014年度に日本国内で販売したＳＵＢＡＲＵ
車のうち、アイサイト（ver.2）搭載可能モデル（アイサイト（ver.2）搭載車246,139台、非搭載車48,085台）の人身
事故件数をその発生状況ごとに分類したものです。 

※

ＳＵＢＡＲＵは、2010年度から2014年度に日本国内で販売したＳＵＢＡＲＵ車の人身事故件数について
調 査 し た 結 果 、 運 転 支 援 シ ス テ ム ア イ サ イ ト （ v e r . 2 ） 搭 載 車 は 非 搭 載 車 に 対 し 、 1 万 台 当 た り 件 数 で 、
車 両 同 士 の 追 突 事 故 で は 約 8 割 減 、 対 歩 行 者 事 故 で は 約 5 割 減 、 調 査 対 象 全 体 で は 約 6 割 減 で あ る こ と が
分かりました。※

安 全 な ク ル マ づ く り の 考 え 方

※ＳＵＢＡＲＵ乗車中の死亡事故およびＳＵＢＡＲＵ車との衝突による歩行者・自転車等の死亡事故をゼロに

「人の命を守る」ことにこだわり、2030年に死亡交通事故ゼロ ※を目指します。 ＳＵＢＡＲＵは、
自動化ありきではなく、“人が得意なタスクはそれを尊重し、人が苦手なタスクをクルマが補うことで
安全に移動する”という考えのもと、運転支援技術を磨き上げると共に、さらに衝突安全性能の向上を
図ります。
ま た 、 「 総 合 安 全 」 「 知 能 化 技 術 」 「 つ な が る 技 術 」 に よ っ て 、 安 心 ・ 安 全 を さ ら に レ ベ ル ア ッ プ
していきます。

ＳＵＢＡＲＵが見据えるこれからの「安全」。

より安全な社会の実現に向けてINTO THE FUTURE

2 0 1 6 年 よ り 導 入 を 開 始 し た 新 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム “ ス バ ル
グローバルプラットフォーム”は、「車体・シャーシーの剛 性
向上」に加え、「フレーム構造の最適化」「荷重伝達経路の
多 重 化 」 「 高 強 度 材 の 採 用 拡 大 」 な ど に よ っ て 車 体 強 度 を
飛 躍 的 に 高 め 、 衝 突 時 の エ ネ ル ギ ー 吸 収 効 率 を 従 来 に 比 べ
約40％向上させました。
2016年に市場導入したインプレッサを皮切りに、2017年に
XVにも採用し、車種拡大を図っています。
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「プリクラッシュセーフティ」とは、ドライバーの運転操作をサポートし、危険を予測することで衝突の
被害を軽減する考え方のことを指します。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 こ の 「 プ リ ク ラ ッ シ ュ セ ー フ テ ィ 」 の 考 え 方 を い ち 早 く 取 り 入 れ 、 開 発 を 進 め て
き ま し た 。 ス テ レ オ カ メ ラ を 用 い て 前 方 の 状 況 を 判 断 し 、 エ ン ジ ン ・ ト ラ ン ス ミ ッ シ ョ ン ・ ブ レ ー キ と
連携を図ることで、危険を回避するアイサイトは、先進の運転支援システムとして高い評価を得ています。
現在は最新のアイサイト（ver.3）をレヴォーグ、WRX、レガシィ、インプレッサ、XV、フォレスターに
搭載し、搭載車の拡大を図っています。

プリクラッシュセーフティの思想

ＳＵＢＡＲＵのクルマづくり > テクノロジー : SAFETY 走行安全

関連項目

シンメトリカルAWD

水平対向エンジン

「アクティブセーフティ」とは、起こりうる事故を想定し事故を未然に
防ぐという考え方のことを指します。万一の事故に遭遇した時に安全に
回 避 す る た め に は 、 さ ま ざ ま な 天 候 や 路 面 状 況 で も 普 段 と 変 わ ら な い
安定した走りができることが大切です。

ＳＵＢＡＲＵでは、「走りを極めると安全になる」という考えのもと、
「水平対向エンジン」や「シンメトリカルAWD」という優れた基本性能を
ベースに、どのような環境・天候においてもお客様が安心して運転できる
車両性能を磨いています。

ＳＵＢＡＲＵのクルマづくり>テクノロジー : SAFETY 0次安全

関連項目

ク ル マ の 安 全 技 術 は さ ま ざ ま な 面 で 進 化 を 続 け て い ま す 。 し か し 、 も っ と も 理 想 的 な の は 、 危 険 に 遭 遇
しないこと。その基本となるのは、ドライバーが正しい判断と操作を行えることにあります。

「 0 次 安 全 」 と は 、 ク ル マ の 形 や イ ン タ ー フ ェ イ ス と い っ た 初 期 的 ・ 基 本 的 な 設 計 を 工 夫 す る こ と で
安全性を高めようという考え方です。ドライバーが運転以外のことに気を遣うことなく、安心・集中して
運 転 で き る ク ル マ を 実 現 す る た め に 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 視 界 設 計 を は じ め 、 操 作 パ ネ ル や シ ー ト の
デザインなど細部にまでこだわっています。

0次安全の思想

アクティブセーフティの思想

https://www.subaru.jp/brand/technology/technology/safety_primary.html
https://www.subaru.jp/brand/technology/technology/safety_active.html
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ＳＵＢＡＲＵは、日本のJNCAP、米国のIIHS ※1、欧州のEuroNCAP ※2、豪州のANCAP ※3など国内外の
公的機関による安全性能試験・評価を受けており、その多くが最高ランクの評価を獲得しています。

2017年度は、JNCAPの予防安全性能評価において新たに評価が開始された「車線逸脱抑制装置等評価」に
お い て 、 レ ヴ ォ ー グ 、 W R X が 高 い 評 価 を 得 る と 共 に 最 高 評 価 の 「 予 防 安 全 性 能 評 価 ( A S V + + ） 」 を 獲
得 しました。
またEuroNCAPにおいては、インプレッサとXVが2017年EuroNCAPにおける最高評価「ファイブスター」
獲 得 全 車 中 で ト ッ プ と な る 「 ベ ス ト ・ イ ン ・ ク ラ ス ・ セ ー フ テ ィ 賞 」 を ス モ ー ル フ ァ ミ リ ー カ ー 部 門 に
おいて受賞しました。

2 0 1 7 年 度 に 実 施 し た 自 動 車 ア セ ス メ ン ト

ＳＵＢＡＲＵのクルマづくり>テクノロジー : SAFETY 衝突安全

※JNCAP：国土交通省と独立行政
法人自動車事故対策機構（NASVA）
が 、 自 動 車 の 安 全 性 能 を 試 験 ・
評価する自動車アセスメント
（Japan New Car Assessment
Program）。

イ ン プ レ ッ サ の J N C A P ※
オ フ セ ッ ト 前 突 試 験 画 像
提 供 ： 自 動 車 事 故 対 策 機 構

「パッシブセーフティ」とは、万一の事故において被害を最小限に抑える
衝 突 安 全 技 術 の 考 え 方 の こ と を 指 し ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 ク ル マ の
全ての要素で安全性を考慮に入れた開発を進めてきました。独自の衝突
安全ボディ「新環状力骨構造ボディ」や、乗員に衝撃を与えないための
エンジンレイアウトなど、乗員を保護することはもちろん、歩行者との
衝突も視野に入れたスバルの衝突安全性能は、日本だけでなく世界中の
衝突安全評価において高い評価を得ています。

さらに新世代プラットフォーム“スバルグローバルプラットフォーム”では
衝 突 時 の エ ネ ル ギ ー 吸 収 量 を 従 来 に 比 べ 1 . 4 倍 に 増 や す な ど 、 さ ら な る
パッシブセーフティ性能の向上を実現しています。

こ の “ ス バ ル グ ロ ー バ ル プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ” は 2 0 1 6 年 に 市 場 導 入 し た
イ ン プ レ ッ サ を 皮 切 り に 、 2 0 1 7 年 に X V に も 採 用 し 、 車 種 拡 大 を 図 っ て
います。

関連項目

パッシブセーフティの思想

ＳＵＢＡＲＵのクルマづくり>テクノロジー : SAFETY 予防安全

関連項目

I IHS：米国道路安全保険協会（The Insurance Institute for  Highway Safety）。

EuroNCAP：欧州で行われている自動車の安全情報公開プログラム（European New Car Assessment Programme）。

A N C A P ： オ ー ス ト ラ リ ア 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 交 通 関 連 当 局 な ど で 構 成 さ れ た 独 立 機 関 が 1 9 9 3 年 よ り 実 施 し て い る
安全性能評価（The Australasian New Car Assessment Program）。 

※1

※2

※3

https://www.subaru.jp/brand/technology/technology/safety_preventive.html
https://www.subaru.jp/brand/technology/technology/safety_passive.html
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※ IIHSが行う自動車の安全情報公開で、オフセット前突試験、スモールオーバーラップ前突試験（運転席側）、側突試験、
後 突 （ 鞭 打 ち ） 試 験 、 ル ー フ 強 度 試 験 の 全 て の 試 験 結 果 が G o o d 評 価 で 、 か つ 衝 突 回 避 評 価 の 試 験 結 果 が A d v a n c e d 評 価
以上、ヘッドライト評価がAcceptable以上の自動車にトップセーフティピック（TSP）賞、さらにこれらの条件に加え、
助手席側スモールオーバーラップ前突試験がAcceptable以上、ヘッドライト評価がGood以上の自動車にトップセーフティ
ピックプラス（TSP+）賞が与えられる。

2017年度の受賞実績
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私たちは、バリューチェーン全体を俯瞰出来る組織的特性を活かし、オールＳＵＢＡＲＵチームで
地球環境保護にチャレンジしていきます。

3. オールＳＵＢＡＲＵでチャレンジ

私たちは、CO2削減活動を全ての企業活動で取り組むとともに、森林保全に注力しアクティブに
自然との交流を進める活動を支援していきます。

2. 自然との共生を目指した取り組みに注力

私 た ち は 、 環 境 と 安 全 を 第 一 に 先 進 技 術 の 創 造 に 努 め 、 地 球 環 境 保 護 に 貢 献 で き る 商 品 を
開 発 し 、 提 供 し て い き ま す 。

1. 先進の技術で環境に貢献できる商品を開発、社会に提供

自動車と航空宇宙事業を柱とするＳＵＢＡＲＵの事業フィールドは、大地と空と自然です。
私 た ち は 、 こ の 大 地 と 空 と 自 然 が 広 が る 地 球 の 環 境 保 護 こ そ が 、 社 会 と 当 社 の 未 来 へ の 持 続 性 を 可 能 と
する最重要テーマとして考え、全ての企業活動において取り組んでいきます。

『大地と空と自然』がＳＵＢＡＲＵのフィールド

ＳＵＢＡＲＵの環境理念

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 環 境 方 針

環境

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=ha02
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用語集環境データ環境コミュニケー
ション

環境に配慮した調達汚染の予防生物多様性

水資源資源循環気候変動

環境に配慮した
クルマ環境マネジメントCO2削減チャレンジ

1998年4月制定
2017年4月改定

私 た ち は 環 境 に 配 慮 し 、 且 つ ラ イ フ サ イ ク ル を 考 慮 し た 商 品 の 設 計 と 研 究 開 発 に 取 り
組みます。
私たちは生物多様性など環境保護に配慮した調達を実施します。
私 た ち は エ ネ ル ギ ー の 有 効 活 用 、 廃 棄 物 の 発 生 抑 制 ・ 適 正 処 理 な ど 環 境 負 荷 の 低 減 に
努めます。 
私たちはエネルギーの有効活用、汚染予防など環境負荷の低減に努めます。
私たちは資源のリサイクル及び適正処理に取り組みます。
私 た ち は 社 会 の ニ ー ズ に 応 じ た 貢 献 や 情 報 公 開 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ チ ー ム と し て の 活 動 の
統制と強化に取り組みます。 

【商品】

【調達】
【生産】

【物流】
【販売】
【管理】

ＳＵＢＡＲＵのフィールドは、大地と空と自然です。
大地と空と自然が広がる地球環境保護を重要な企業活動と捉え、あらゆる事業活動において、気候変動への
対応、生物多様性など地球規模の環境課題に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献します。

（環境行動指針）

TOPIC
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自家消費としては国内最大級の太陽光発電設備の
導入を計画
群 馬 製 作 所 大 泉 工 場 は 、 太 陽 光 エ ネ ル ギ ー の 導 入 で 、
よ り ク リ ー ン な 工 場 を 目 指 す （ 写 真 は 大 泉 工 場 太 陽 光
発電設備完成予想図） 

栃 木 県 県 営 水 力 発 電 所 で 発 電 し た 電 力 を 導 入 し 、 電 力
料 金 の 一 部 は 同 県 の 環 境 保 全 事 業 に 活 用 （ 写 真 は
「とちぎふるさと電気」認証式） 

「とちぎふるさと電気」の導入

※同設備を設置・運用する日本ファシリティ・ソリューション株式会社調べ

ＳＵＢＡＲＵグループは、直接排出（スコープ1,2）するCO 2を、2030年度に30％削減（2016年度比・
総量ベース）する目標を新たに設定し、実行計画「環境アクションプラン」の策定に着手しました。
同 プ ラ ン の 先 行 取 り 組 み と し て 、 航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー 宇 都 宮 製 作 所 の 一 部 で は 、 全 国 初 の 地 産 消 費 型
CO2ゼロ電気「とちぎふるさと電気」を2018年4月より導入（約11,500MWh/年）し、約5,400t-CO2/年の
削減を目指しています。
また、群馬製作所大泉工場では、自家消費としては国内最大級 ※（約5,000MWh/年）の太陽光発電設備
の導入を2 0 1 9 年 度 内 に 計 画 し て い ま す 。 こ れ に よ り 、 同 工 場 の 年 間 総 排 出 量 の 約 2 ％ に 相 当 す る 、
約2,370t-CO 2/年の削減を計画しています。

ＳＵＢＡＲＵグループが直接排出するCO2の大幅削減にチャレンジします

【 T O P I C 】 C O 2 削 減 チ ャ レ ン ジ

環境：【TOPIC】CO2削減チャレンジ

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa10
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa11
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気候変動のリスクの例として同報告書によると、有効な気候変動対策を講じない場合、2080年代には、
「20世紀における100年に一度の洪水（干ばつ）」が、世界規模で発生すると指摘しており、主要販売先
である米国、日本、オセアニア地域などへの影響も例外ではありません。

ま た 、 2 1 世 紀 末 に は 、 世 界 平 均 海 面 水 位 が 最 大 で 8 2 c m 上 昇 す る と 指 摘 し て お り 、 こ の 場 合 、 世 界 中 の
沿岸大都市が影響を受け、ＳＵＢＡＲＵグループのビジネスにも何らかの影響を与える可能性があります。

引用：「地球温暖化を始めとする最近の動向」（環境省）

IPCC 報告書（SREX及びAR5 WG2 SPM）を基に作成

・疾患率、死亡率増大

人間の生命への打撃

・国のインフラや領域保全へ
  の影響

・紛争リスクの増大

・人々の流動と移住

世界の安全への打撃

・リスクにさらされる人口と
  資産の増加

・水・農業・食料安全保障・
  林業・健康・観光分野

・災害による資産損失

経済への打撃

世界レベルでのリスク増大

・熱中症、感染症などの
  増加、拡大

健康

・住宅及び商業部門の
  冷房エネルギー需要増

産業・エネルギー

・低平地の途上国や
  小島嶼国の浸水

・水管理システムへの影響

国土の保全

・保険損害の増加

金融業

  の拡大による低緯度の
  供給・雇用減

・主要作物の気温上昇に 
  よる収量減予測

・高緯度への海洋漁獲量

農林水産業

人間社会

・沿岸域の氾濫・海岸侵食

沿岸域

・湿地、森林の減少

・生物種の減少・
  絶滅リスク増大

自然生態系

・干ばつによる水不足

水資源

自然環境

温暖 化

海 面の上昇

気候の極 端
現 象増加

気候変動はグローバルリスク

気候変動が与える影響の範囲

※1　Intergovernmental  Panel  on Climate Change（IPCC）：気候変動に関する政府間パネル

気候変動（地球温暖化）が私たちの生活にどのような影響を与えるか、完全に説明することは困難です。
しかし、IPCC※1第5次評価報告書は、①地球温暖化は人為起源のCO 2排出が支配的な原因であり、②気温
上昇を2℃未満に抑えなければ私たちの生活に与える影響は計り知れないと指摘しています。

1.気候変動と社会およびＳＵＢＡＲＵグループを取り巻く状況

http://www.env.go.jp/council/01chuo/y010-24b.html
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▶
2025

2030目標
（Target）

直接排出（スコープ1,2）
CO2 30%減　

2020

2018
（年度）

技術革新、市場、規制などの
外部要因も考慮しつつ、全社
的視点から、あらゆる手段を
検討し実行

フェーズⅢ：達成期

生産活動増加に伴うCO2増加
を予測し、徹底した省エネに
加え、再生可能エネルギー・
CO2ゼロ電源等を積極導入

フェーズⅡ：実行期
次期計画「環境アクション
プラン」の策定
現行計画（第6次ボランタリー
プラン）は継続しつつ、意欲的
なCO2削減を前倒しで実施

・

・

フェーズⅠ：準備期

環境アクションプランのロードマップ

2℃シナリオ：地球温暖化を産業革命前に比べ2℃未満に抑制するため、2050年までに世界全体で約40～70%のCO2を
削減するシナリオ
Nationally  Determined Contribution（NDC）：パリ協定を批准した各国が国連に提出する国家としての目標
Science Based Target（SBT）：科学と整合した目標設定、国連などによって策定され、2025年以降5年ごとに企業
などへ期待されるCO2削減率

※1

※2
※3

こ う し た 状 況 を 踏 ま え 、 こ れ か ら の 環 境 へ の 取 り 組 み の あ り 方 に つ い て 、 環 境 委 員 会 （ 委 員 長 ： 取 締 役
専務執行役員）を中心に検討を進めてきました。
検 討 の 過 程 で は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ を 取 り 巻 く 将 来 の 環 境 か ら バ ッ ク キ ャ ス テ ィ ン グ し た 大 局 的 な
目標の設定と、その達成に向けた実行計画の進め方が議論されました。
検討の結果、大局的な目標は、環境方針が気候変動を最も重要な取り組みと位置付けていることを踏まえ、
まずは工場やオフィスなど、ＳＵＢＡＲＵグループが直接排出（スコープ1,2）するCO 2の削減から設定
することとしました。
今 回 掲 げ た 目 標 は 、 I P C C の 2 ℃ シ ナ リ オ ※ 1を 前 提 に 、 わ が 国 の N D C ※ 2お よ び S B T ※ 3 の 趣 旨 に 添 う 内 容
と し 、 今 後 の 社 会 か ら の 期 待 の 変 化 、 技 術 環 境 の 変 化 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 状 況 な ど に 応 じ
て 、 適宜適切に評価し見直していきます。
また、中長期的な実行計画として、現在の実行計画である環境ボランタリープランでは目標達成が困難と
想 定 さ れ る こ と か ら 、 オ ー ル Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で 最 大 限 の 努 力 を 促 す た め の 新 た な 実 行 計 画 と し て 、 「 環 境
アクションプラン」の策定に2018年度より着手しています。
ＳＵＢＡＲＵグループは、この取り組みの過程で得た知識・ノウハウなどを最大限活用し、間接的に排出
されるCO 2の削減対策や他の環境課題についても、検討を進めます。

2.中長期的な視点で環境への取り組みを推進します

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa10
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa11
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「とちぎふるさと電気」マーク

ＳＵＢＡＲＵグループは、気候変動への取り組みは喫緊の課題であると
考 え 、 一 層 の 省 エ ネ ル ギ ー 活 動 に 取 り 組 む 他 、 C O 2 を 極 力 排 出 し な い
自然エネルギーの導入も進めています。
例えば、航空宇宙カンパニー宇都宮製作所の一部では、地元自治体が運営
する水力発電を使った全国初の地産消費型電気メニュー「とちぎふるさと
電気」を導入しました。当社が支払う電気料金の一部は、地域の環境保護
活動にも活用されます。
ま た 、 群 馬 製 作 所 大 泉 工 場 の 当 社 遊 水 池 を 活 用 し た 自 家 消 費 と し て は
国内最大級の太陽光発電施設を設置し、自然エネルギーの活用を広げて
いきます（2019年度内を予定）。
ＳＵＢＡＲＵグループは、こうした取り組みを推進し、地域社会の低炭
素化と事業の持続性の両立を実現していきます。

3.ＳＵＢＡＲＵグループは気候変動への取り組みを積極的に進めていきます
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【4】 環境マネジメント
【3】 公害防止・有害化学物質使用削減
【2】 資源循環
【1】 地球温暖化対策

第6次環境ボランタリープラン（2017～2020年度）

【２】資源循環
2020年度までの

目標・取り組み

◆

◆

自動車リサイクル法への対応を継続

部品取り外し性・材料分離・分別性向上への取り組みを継続
◇ 新型車のリサイクル配慮設計を推進し､2020年度リサイクル実効率95％とする

◇

◇

リサイクル実効率95％以上を維持

リサイクル配慮設計の推進を継続
・ リサイクル実効率95％以上を達成

・ 電動車も含め、リサイクル配慮設計を継続し、リサイクル実効率の
達成を目指す

進推を発開術技たし慮配を性体解易◇進推の発開術技るす関に性体解易の品製PRFC◇み組り取のへ術技ルクイサリPRFC◆
・ リサイクル配慮設計を織り込んだ技術開発を

推進した
・ 易解体性を配慮した技術開発を継続推進

進推を開公のターデACLらか車ジンェチルデモルフ◇進推を開公のターデ)ACL(トンメスセアルクイサフイラ◆
◇ モデルチェンジのタイミングで速やかにデータを開示

内容の充実も図る
・ 該当車種無し ・ 新型フォレスターやハイブリッド車などを公開予定

進推証実にびらな討検のルクイサリ・理処◇化強の理処正適とルクイサリ◇立確ムーキス理処の物難困理処◆
・ 処理・リサイクルの実証を行うと共に、さらなる

処理高度化の仕組みを確立
・ リサイクル・処理高度化の推進と実証実験

続継を理管持維るよに等善改姿荷・荷上向りま留歩、と理処正適の物棄廃◇続継を理管持維の制抑量生発、理処正適の物棄廃◆
◇ 歩留り改善継続と発生数量の見通し把握と発生抑制維

持管理
・ 廃棄物の発生量実績、本年度目標の約97％に

抑制
・ 分別徹底と有償化で、廃棄物発生量の抑制を継続

◆ 国内外生産工場のゼロエミッションを継続
  （直接､間接を問わず埋め立て処分量ゼロレベル）

成達をンョシッミエロゼに共場工外内国・続継をンョシッミエロゼの場工産生外内国◇続継をンョシッミエロゼの場工産生外内国◇ ・ 国内外生産工場のゼロエミッション継続

理管を量用使水るけおに場工産生、ため含を社会プールグ外内国◇理管を量用使水るけおに場工産生外内国◆
◇ 国内外グループ会社を含めた、生産工場における水使

用量を管理
・ 国内外グループ会社を含めた、生産工場におけ

る水使用量の適正管理を実施
・ 国内外生産工場における水使用量の適切な管理を推進

2017年度

目標 年度実績

生産工場

ライフサイクルアセスメントの推進

目標・取り組み

2018年度

生産

国内販売店・解体業者

領   域 項      目

商品

リサイクル性の向上

【１】地球温暖化対策
2020年度までの

目標・取り組み

る図を善改費燃な的続継のとご良改次年びよおジンェチルデモルフ◆上向の費燃
◇

◇

環境エンジンへの刷新、カテゴリトップレベルの燃費性能の実現

水平対向直噴ダウンサイジングターボエンジンの市場導入

◇

◇

次期XVに環境エンジン・CVTを搭載し、グローバル展開
する

水平対向直噴ダウンサイジングターボエンジンの先行
開発（量産化検討）

・

・

新型XVに新型直噴エンジン、改良型CVTを搭載
し、グローバル展開を実施

水平対向直噴ダウンサイジングターボエンジン
の量産化に向け、先行開発の最終フェーズ完了

・

・

水平対向エンジンと電動技術を組み合わせた新開発のパワー
ユニット「e-BOXER」を新型フォレスターに採用。同時期に、新型
SUBARU XV（タイプ）にも「e-BOXER」搭載モデルを追加

水平対向直噴ダウンサイジングターボエンジンを量産開発に移行
する

クリーンエネルギーの利
用

◆ 電動車両の導入推進
◇

◇

2018年度にプラグインハイブリッド車を主要市場に導入

電気自動車の市場導入を目指した研究推進

◇

◇

北米向けプラグインハイブリッド車の開発を完了し、認
証および量産フェイズに移行する

電気自動車の目標性能とその達成手段を決定し、実車
確認のための台車製作に着手する

・

・

プラグインハイブリッドの開発を完了

電気自動車評価車両を製作し、システム基本
性能を確認

・

・

Crosstrek (日本名SUBARU XV）をベースとしたプラグインハイブ
リッドを、2018年内に生産開始・米国市場へ導入

昨年度の成果を受け、より電費の良い電動化システムを継続検討

道路交通改善－ＩＴ技術
（自動運転技術・予防安全
技術）

◆ 先進運転支援システム「アイサイト」の展開拡大と、自動運転技術の開発に取
り組み、事故を未然に防止する技術開発をさらに前進させ、事故による渋滞の
防止と運転支援技術での交通流改善によるCO2削減に貢献

◇

◇

◇

先進運転支援システム「アイサイト」を中心とした運転支援技術・予防安全技術の技術開発を
推進し、より多くの市場に拡大展開

2017年度に高速道路限定で同一車線をキープするトラフィック・ジャム・アシスト機能を
市場導入

2020年度に車線変更を含めた高速道路自動運転機能を市場導入

◇ トラフィック・ジャム・アシスト機能の市場導入やアイサイ
ト拡大展開、アセスメント動向先取と開発計画への反映
を中心に、高度運転支援システムの技術開発を継続的
に推進する
またSIP/ASV等の産官学の推進計画に沿った活動を継
続的に推進

・

・

アセスメントやSIP/ASV等の活動計画を先取し、
先進的な技術開発を継続的に推進

「アイサイト」展開車種のさらなる拡大や、高度運
転支援システムの具体的な技術開発を重点的に
推進

・

・

・

死亡事故ゼロを目指す開発を推進
高速道路の全車速域で運転操作をアシストする

「アイサイト・ツーリングアシスト」の拡大展開や、アセスメントを活
用した事故被害軽減技術の周知・普及拡大を中心に、高度運転支
援システムの技術開発を継続的に推進

SIP/ASVなどの産官学の推進計画に沿った活動を継続的に推進

◆ 国内生産工場からの生産額当たりCO２排出量を削減 ◇ 国内生産工場からの生産額当たりCO２排出量を2020年度までに2006年度比14％削減 ◇ 国内生産工場からの生産額当たりCO２排出量を2006年

度比11％削減
・ 国内生産工場からの生産額当たりCO2排出量を

2006年度比42.2％削減
・ 国内生産工場からの生産額当たりCO2排出量を2006年度比12％

削減

◆ 海外生産工場※からのCO２排出量の削減活動を推進 ◇ 海外生産工場におけるCO２排出量削減の中期目標を設定継続的な削減活動を推進 ◇ 排出目標：189,696t-CO2と設定 ・ 生産台数が当初計画を過達したことや新モデル
生産準備などで、192,575t-CO2となった

・ 生産効率性を高め、CO2排出量の継続的な削減を実施

◆流物売販・流物 省エネ法と同期したCO2削減への対応推進 ◇ ＣＯ2排出原単位を2006年度をベンチマークとし、毎年度1％低減

◇ CO2排出原単位を2006年度をBMとし、毎年度▲1％低

減を継続

【2017年度目標値：30.63kg/台】

・ 毎年度1％低減目標を達成

【2017年度実績：28.12kg/台】

・ 輸送効率化・輸送ルート見直しなどを推進し、毎年度1％低減

【2018年度目標値：30.32kg/台】

生産工場

※ SIA: Subaru of Indiana Automotive,Inc.

年度実績

商品

生産

領   域 項      目

自
動
車

目標・取り組み

2018年度2017年度

目標

第6次環境ボランタリープラン 【2017～2020年度】

第6次環境ボランタリープランは、目標年を2020年としＳＵＢＡＲＵの中期経営計画「際立とう2020」の
計画年度と連動させるようにし、また、世の中の環境への考えに連動するべく活動内容を深めています。

環 境 保 全 自 主 取 り 組 み 計 画

環境：環境マネジメント

ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/pdf/vision_05.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/pdf/vision_06.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/pdf/vision_07.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/pdf/vision_08.pdf
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 環 境 方 針 や 環 境 ボ ラ ン タ リ ー プ ラ ン の 目 標 を 達 成 す る た め に 、 全 社 統 合 E M S （ 環 境
マネジメントシステム）と環境委員会の2つを軸に、組織横断的に環境管理体制を構築しています。
環境担当役員が全社統合EMSの代表と環境委員会の委員長を兼務し、原則として2回定期的にレビューを
実 施 し 、 重 要 な 問 題 は 経 営 会 議 や 取 締 役 会 に 報 告 し て い ま す 。 全 体 の 進 捗 お よ び 取 り 組 み の 方 向 性 を
総合的にマネジメントすべく、活発に環境保全活動を推進しています。

組 織 体 制

【３】公害防止・有害化学物質使用削減
2020年度までの

目標・取り組み

低排出ガス化 ◆ 大気環境改善のための低排出ガス車の導入を推進
◇ 日本：WLTPにおける低排出ガス基準認定車を拡大 （SUBARU生産車）

海外：各国、各地域大気環境改善のための低排出ガス車の導入を推進
◇ リアルワールドでの排出ガス抑制のための先行開発。

WLTPベースでの排出ガス規制に向けた量産開発
・ 計画通りに国内WLTP対応に向けた排ガス量産

開発が完了
・ 微小粒子物質の排出を抑制するＧＰＦ（Ｇasoline Ｐarticulate

Ｆilter）付き車両の仕向地拡大開発を継続していく

◆ 環境負荷物質の管理拡充および、さらなる低減を推進
◇

◇

製品含有化学物質の管理強化

環境負荷のより少ない物質への代替推進

◇

◇

全品番調査体制を整え、管理精度を高める

環境負荷のより少ない物質への代替を推進

・

・

IMDS社内システムの機能を拡張し、全品番調査
可能な体制整備を実施

環境負荷のより少ない物質への代替を実施

・

・

IMDSを用いた化学物質管理の強化

環境負荷のより少ない物質への代替を推進

自
動
車

◆ 自動車生産ラインにおけるＶＯＣ(揮発性有機化合物)の排出量原単位（g/㎡）
をさらに削減

減削を位単原量出排ＣＯＶ◇るす減削を位単原量出排ＣＯＶ◇
・ 生順生産で色替え工数増を踏まえ、年度目標

50.2g/㎡に設定。シンナー回収率を上げる等削
減努力を行い、目標達成

・ 2017年度目標よりも低い原単位を設定し、環境負荷低減に努める

続継を理管計集の質物RTRP・理管･握把を質物学化定指るよに法ＲＴＲＰ◇進推を減削るならさ、に共とるす理管･握把を質物学化定指るよに法ＲＴＲＰ◇続継を減削量出排のへ境環の質物学化象対法ＲＴＲＰ◆ ・ PRTR物質集計管理を継続

◆ 環境上の構外流出事故・苦情・法基準値超過の発生ゼロを目指した活動を
推進

◇

◇

環境リスク低減活動などを通じて、環境事故･苦情･法基準値超過のゼロを目指した活動を
推進

上乗せ自主基準値を設定し、小さなリスクの撲滅活動を推進

◇ 環境リスク低減活動などを通じて、環境事故･苦情･
法基準値超過のゼロを目指した活動を推進

・ 法規制値超過1件、苦情8件、構内流出事故4件
が発生し、対策措置を実施済み

・ 環境リスク低減活動の継続実施
(啓蒙・教育・地域共生)

商品

生産

2017年度
領   域 項      目

生産工場における環境負
荷物質の管理と排出削減

環境負荷物質の使用低減

目標 年度実績

2018年度

目標・取り組み

【４】環境マネジメント
2020年度までの

目標・取り組み

続継持維を制体築構め含を様先引取お規新・続継持維を制体築構め含を様先引取お規新・続継持維を制体築構め含を様様先引取お規新◇続継持維・築構SMEてめ含を様先引取お規新◇

◇ サプライチェーン全体に対して、製品ライフサイクル全体を通した環境マネジメント強化を要請 ◇ ガイドラインを改訂発行しお取引先様に展開
・ ガイドラインの有性確認アンケートをお取引先

様より回収し理解を得た
・ ガイドラインを改訂発行、お取引先様に展開し周知

進推を減削と充拡理管の質物荷負境環るれま含にどな料材原･品部、るけおに様先引取お◇減削の質物荷負境環◆
◇ 環境負荷物質の含有調査を継続し、代替材への切り替

えによる環境負荷物質の削減を推進
・ IMDS入力依頼やはんだに含まれる鉛のフリー化

を継続推進した
・ 環境負荷物質の含有調査を継続し、代替材への切り替えによる

環境負荷物質の削減を推進

◆ サプライヤーCSRガイドラインおよびグリーン調達ガイドラインの運用
◇ ガイドラインを社会環境や当社方針の変化に応じて改訂し、お取引先様を対象に展開・

周知・順守要請を推進
◇ ガイドラインを改訂発行しお取引先様に展開

・ ＳＵＢＡＲＵお取引先様のガイドライン運用実態を
現地確認した

・ ガイドラインを改訂発行、お取引先様に展開し周知する

物流・販売
販売特約店における環境
保全活動の推進

自
動
車

◆ ＳＵＢＡＲＵ販売特約店の環境への取り組み活動に対する支援実施
◇

◇

エコアクション21※の全販売特約店認証維持を支援

エコアクション21を活用した省エネ、廃棄物削減など自主的な環境取り組み継続を支援

◇

◇

全特約店におけるEA21の中間審査、更新審査の進捗
状況を逐次確認、認証継続を支援

D-SPECSシステムの継続活用、定量管理の定着化を
支援し、特約店における削減活動を支援

・

・

全特約店のEA21継続を確認

D-SPECSの運用支援の継続と未導入特約店へ
の導入環境を整備。同システムの機能改修を進
め、業務効率化と法令順守体制の強化に努めた

・

・

各社の自主的な環境リスク低減活動を継続支援

特約店からの環境関連報告をD-SPECSシステム経由に統一を
進め、業務効率化と法令順守の強化を図る

◆

◆

◆

環境イベントへの参画､工場近隣にお住まいの方との交流､工場見学への対応
を継続

生物多様性を含めた各工場周辺地域の清掃活動や緑化活動を継続的に実施

環境団体などの活動に、支援・協力を行なう

◇

◇

◇

工場見学受け入れ、敷地開放イベントの開催、環境交流授業を実施

各工場･事業所周辺地域の清掃活動を継続的に実施

生物多様性に配慮した緑化活動を推進

◇

◇

◇

◇

◇

環境出前教室を継続

群馬ビジターセンターの見学者受け入れを継続

各事業所周辺地域の清掃活動を継続

「ＳＵＢＡＲＵの森」取り組みをスタート

地域における環境保全活動に支援・協力

・

・

・

・

環境出前教育(25回実施）、ビジターセンタ受け
入れ、清掃活動を各サイトにて継続実施した

本年度も引き続き各事業所に関わりの深い地域
で、清掃活動を継続実施

「SUBARUの森」活動を開始し、群馬・宇都宮
地区でのフィールド選定を完了

美深町と森林保全活動に関する基本協定を
締結した

・

・

・

環境出前教室および群馬ビジターセンターの見学者受け入れを
継続

地域清掃活動の継続実施

ＳＵＢＡＲＵと地域的な関わりが深い、群馬、宇都宮、美深での森林
保全活動の具体的な実行

◆ 環境報告の継続的発行､広報資料などによる環境情報の適時公開を図る
◇ 環境報告を実施

WEBホームページでは、最新情報を提供

◇

◇

環境情報の適時公開

開示内容の第三者認証の取得

・

・

CSRレポート2017を公表
ESG投資に資する外部調査への回答

環境開示基盤実証プログラム（環境省）に協力
第三者認証の取得は引き続き検討

・

・

・

情報の質的向上を検討しつつ、次年度CSRレポートを公表

ESG投資の促進に資する外部調査への積極的回答の推進

プレスリリースなどでのタイムリーな情報提供の実施

◆ CSRレポートの環境情報ページ記載内容の改善・充実を図る
（環境報告書ガイドラインへの準拠対応､グループ会社も含めた報告）

◇ CSRレポートの環境情報ページ内容の環境省環境報告ガイドライン準拠率向上と、報告内容
の向上を目指す

◇ CSRレポートの環境情報ページをより充実した内容とし
報告書の認証を受ける事前準備

・ 読み手視点で環境情報の内容や構成などを見
直した。認証は今後の検討課題とする

・ 新環境報告ガイドライン（環境省）、GRIスタンダードの情報収集と
当社の報告内容へフィードバック

◇ルーピアをみ組り取境環の社当、し画参に等展境環◆ エコプロ展などに積極的に参加し、当社の環境への取り組みを広くアピール ◇ イベントで当社の環境取り組み活動を積極的にＰＲ
・ エコプロ2017に出展し、当社の環境取り組みを

多くの方へ発信した
・ エコプロ2018への出展などを予定

◆ 社内教育システムに組み入れた環境・社会教育を継続実施

◆ 社内報や各種媒体による啓発活動を継続

◆ 講演会､職場における改善事例発表会などを継続実施

す指目を動活SMEな的理合りよ、め進を化有共のみ組仕どな育教境環や査監部内◇持維続継を証認合統10041OSI ＵＲＡＢＵＳ◆

◆

◆

環境マネジメントシステムの継続的改善を推進

関連会社・サプライヤーとの連携の強化､連結環境マネジメント体制の構築を
維持･強化

◇

◇

関連会社4社（SLCO、桐生、富士機械、産業機器）を含めたＩＳＯ１４００１統合認証化を推進
し、さらなるレベルアップを目指す

EA21バリューチェーンを関連企業、サプライヤーに展開

※エコアクション21：環境省がISO14001を参考に、中小事業者が取り組みやすいように設計された環境マネジメントシステム

◇

◇

管理

調達 グリーン調達活動

国内･海外お取引先様に対し､環境マネジメントシステム（EMS）の構築・
維持・強化を要請

◆

環境マネジメントシステムの構築

環境教育や啓発活動の推進

環境関連情報の公開

地域社会と連携した、生物多様性
を含む環境保全活動の推進

◇

◇

◇

環境教育・環境研修対象者を拡大し展開

社内報などで啓発内容を掲載

改定された環境方針を全従業員に周知

環境に関する教育・啓発・発表会などの実施をさらに推進◇

目標・取り組み

2018年度

関連会社4社（SLCO、桐生、富士機械、産業機器）を
含めた統合認証体制を継続し、改訂版での認証取得

EA21バリューチェーンをサプライヤーに説明、参加企業
を支援

ISO14001:2015版の統合認証を取得

EA21バリューチェーンにおいて、2次サプライ
ヤー20社への認証支援の実施完了

領   域 項      目
2017年度

目標 年度実績

ＳＵＢＡＲＵグループ視点での環境マネジメントシステム体制の維
持と拡充

EA21バリューチェーン認証取得企業の拡大

特に環境関連法令に関して、教育・啓発・発表会などの実施を
推進

役員向けおよび全従業員を対象とした環境関連
の研修を実施

社内報「秀峰」などで環境方針等を展開

環境カードの刷新し、全従業員へ配布した

・

・

・

・

・

・

・

・

ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018
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ＳＵＢＡＲＵは、グループ全体の環境管理体制構築にも積極的に取り組み、環境マネジメントシステムを
事業所、お取引先様、国内外の連結生産会社、国内外のＳＵＢＡＲＵ特約店において構築し、外部認証を
取得しています。

2 0 1 7 年 度 か ら 、 I S O 1 4 0 0 1 : 2 0 1 5 年 版 に 切 り 替 え 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ お よ び 国 内 連 結 生 産 ・ 物 流 会 社 8 社
（うち6社 ※印はグループ認証で取得）、北米連結生産・販売会社3社は認証を取得し、その運用を開始
し ま し た 。 2 0 1 1 年 3 月 に は 、 メ ー カ ー 系 自 動 車 販 売 店 で は 国 内 初 と な る 全 国 内 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 販 売 特 約 店
44社・全700拠点のエコアクション21の認証を取得し、環境省が推進する「エコアクション21バリュー
チェーンモデル事業」を導入しました。また、ＳＵＢＡＲＵの北米生産拠点であるSubaru of  Indiana
Automotive, Inc.（SIA）では、2012年5月にエネルギーマネジメントシステム(EnMS)の国際規格である
「ISO50001」認証を米国内の自動車生産工場として初めて取得しており、現在も積極的に活動を進めて
います。

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 構 築 状 況

☆国内関連企業部会構成会社
※グループ認証

・Subaru of Indiana Automotive, Inc. (SIA)
・Subaru of America, Inc. (SOA)
・Subaru Canada, Inc. (SCI)
・Subaru Research & Development, Inc. (SRD)

海外連結会社4社

国内ＳＵＢＡＲＵ販売特約店全44社

※富士機械株式会社
※桐生工業株式会社
※輸送機工業株式会社
※株式会社スバルロジスティクス
※エフ・エー・エス株式会社
※産業機器株式会社
株式会社イチタン
富士重工ハウス株式会社

☆
☆
☆
☆

☆
☆

国内連結生産・物流関連8社

本
社

宇
都
宮
製
作
所

東
京
事
業
所

群
馬
製
作
所

ＳＵＢＡＲＵ
全社統合EMS

販売・サービス部会

物流部会

販売・サービス／物流環境小委員会

連携

（一部 除く）

一体
運用

運用
支援

国内関連企業環境小委員会

公害防止部会

地球温暖化防止部会

ゼロエミッション部会

生産環境小委員会

環境委員会
（委員長：CSR環境部担当取締役

       専務執行役員）

CSR委員会
（委員長：取締役会長）

経営会議
（主宰：議長　代表取締役社長）

取締役会

ＳＵＢＡＲＵグループの環境管理組織体制

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=a03
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az14


78 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

※：グループ認証

ＳＵＢＡＲＵグループのEMS/EnMS構築状況

さらに、株式会社スバルロジスティクスが2015年8月に道路交通安全マネジメントシステムの国際規格で
ある「ISO39001」、2016年2月に品質マネジメントシステムの「ISO9001」を取得しました。

他にも、ＳＵＢＡＲＵグループとしてグローバルな事業活動を通じ、サプライチェーンにおけるグリーン
調達、当社9事業所の統合環境マネジメントシステムの構築と環境負荷物資削減のためのグリーン調達を
さらに推進していきます。

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az145
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az12
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REACH規則、ELV指令、日本化審法など、さまざまな化学物質が規制され、同時に自動車にはどのような
化学物質が使われているのか、情報開示や適切な管理が求められています。

ＳＵＢＡＲＵは、数万点に及ぶ自動車の構成部品の一つ一つについて、使用する化学物質の成分や使用量を
把握するため、IMDSを使ったサプライチェーン管理の強化を進めています。

化学物質管理（IMDSの運用）

気候変動

関連情報

温 室 効 果 ガ ス に つ い て 、 企 業 に 対 し て サ プ ラ イ チ ェ ー ン 全 体 の 排 出 量 を 算 出 ・ 開 示 す る こ と が 社 会 的 に
求 め ら れ て い ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 環 境 省 の 「 環 境 情 報 開 示 基 盤 整 備 に 向 け た サ プ ラ イ チ ェ ー ン
温室効果ガス排出量算定支援」事業に参加し、株式会社ＮＴＴデータ経営研究所からスコープ3算定支援を
受 け て お り 、 今 後 も 、 排 出 量 の 把 握 、 管 理 を 進 め て い き ま す 。 ス コ ー プ 1 、 ス コ ー プ 2 、 ス コ ー プ 3 の
詳細パフォーマンスについては、気候変動のページをご参照ください。

スコープ3への対応

サプライヤーCSRガイドライン
お取引先様への環境マネジメントシステムの要請

関連情報

※IPSuS:  一般社団法人持続性推進機構 エコアクション21などの事業者関連の取り
組 み と 、 サ プ ラ イ チ ェ ー ン を 活 用 し た 製 品 ・ サ ー ビ ス 関 連 の 取 り 組 み を 統 合 し 、
持 続 可 能 な 社 会 の 構 築 に 向 け た 新 た な 取 り 組 み を 自 ら 研 究 、 企 画 し 、 こ れ を 実 行
していく組織

国内ＳＵＢＡＲＵ販売特約店は2011年3月にメーカー系自動車販売店と
して初めて全特約店、全拠点で「エコアクション21」の認証を取得し、
運 用 を 促 進 し て い ま す 。 そ の 実 績 が 認 め ら れ 、 2 0 1 6 年 1 1 月 に 環 境 省
よりさらなる普及促進のための「バリューチェーンモデル事業第一号」に
認定されました。今後はエコアクションの認証機構であるInstitute for  
Promoting Sustainable Societies（IPSuS） ※から指導・支援を受け
ながら、「エコアクション21」をグループへ展開し、促進を図っていき
ます。昨年度はTier2のお取引先様20社のエコアクション21の認証登録を
支援するなど、バリューチェーン全体で取り組んでいます。

エコアクション21　バリューチェーンモデル事業導入

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/040_procurement.html?id=a05
https://www.subaru.co.jp/csr/procurement.html?id=a04
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/050_climaticvariation.html
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=a03
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az30
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az23
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az07
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=na02
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az11
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa10
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa11
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa12
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ＳＵＢＡＲＵは、事業活動における環境リスク（環境事故・汚染・法令違反など）の定期的な抽出・把握と
マネジメント推進を図ることで、未然防止と最小化に努めています。

ま た 、 環 境 リ ス ク 発 見 時 の マ ネ ジ メ ン ト フ ロ ー な ど を 標 準 化 し 、 平 常 時 に 訓 練 す る こ と で 、 緊 急 対 策 や
再発防止対策を速やかに実施し、混乱による二次リスクが生じないように努めています。

東 京 事 業 所 で は 、 ガ ソ リ ン や オ イ ル な ど が 所 内 の 路 上 で 漏 洩 し た こ と を 想 定 し 、 土 壌 や 下 水 流 入 に 伴 う
汚 染 を 最 小 限 と す る 漏 洩 緊 急 対 応 訓 練 を 、 2 0 1 7 年 1 1 月 に 実 施 し 、 1 6 5 人 が 参 加 し ま し た 。 今 後 も 事 故
未然防止の行動につながるよう、定期的な訓練を実施していきます。

環 境 リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト

International  Material  Data System

外部関連サイト

▲①調査依頼

環境負荷物質の把握・管理
③データをダウンロード

▲

②データ入力
▲

お取引先様ＳＵＢＡＲＵ

IMDSサーバー

IMDSを通じた環境負荷物質の管理システム

こ れ に よ り 、 禁 止 物 質 （ 鉛 、 水 銀 、 カ ド ミ ウ ム 、 六 価 ク ロ ム 等 ） の 未 使 用 管 理 や 新 た な 規 制 物 質 の 代 替
推進、またREACH規則などで要求される要管理物質の使用状況について速やかに情報開示できる管理体制を
構 築 し て い ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は サ プ ラ イ チ ェ ー ン 全 体 で 協 力 し て 環 境 負 荷 物 質 の 削 減 ・ 管 理 を 推 進
しています。

https://www.mdsystem.com/imdsnt/startpage/index.jsp
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再発防止処置

情報公開・届出

予防措置・展開 

恒久対策の実施・評価 

事故速報の発行と展開 

報告 

▲

初動緊急対応 
▲

最小化に努める

▲環境事故発生
または予見

環境関連事故発生時フロー

（1）ISO14001環境マネジメントシステムに基づく定期監査
（2）産業廃棄物適正処理のための委託先現地確認
（3）環境関連法規制および条例等順守状況の確認・実施

実施している環境監査
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 環 境 関 連 法 の 各 規 制 値 よ り も 2 0 % 厳 し い 値 を 自 主 基 準 値 と し て 設 定 し 、 自 主 基 準 を
含 む 基 準 値 超 過 " ゼ ロ " を 目 標 に 取 り 組 ん で い ま す 。 2 0 1 7 年 度 は 水 質 関 連 の 法 基 準 値 超 過 が 1 件 発 生 し 、
再発防止策を実施しました。

2017年度環境関連法規制等の順守状況

（年度）

15

10

5

0

（件）
各項目の年度合計構内事故構外事故苦情自主基準値超過法基準値超過

2013

2

000
1

3

2014

2

00
1

0

3

2015

2

0

4

0
1

7

2016
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ＳＵＢＡＲＵは、環境関連法規制等の順守、苦情“ゼロ”、環境事故“ゼロ”に取り組んでいます。過去5年間の
状況は以下のとおりです。

環境関連法規制等の順守状況

環 境 コ ン プ ラ イ ア ン ス

ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018
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新入社員環境保全教育 

ＳＵＢＡＲＵは、環境問題への取り組みを企業の社会的責任として捉え、
従業員に対するさまざまな環境教育を各階層・各業務に応じて実施して
います。
2 0 1 7 年 4 月 に は 、 新 入 社 員 5 7 4 人 に 対 し 、 「 新 入 社 員 環 境 保 全 教 育 」 を
実施しました。講師を務めた環境担当者が、地球環境問題やＳＵＢＡＲＵの
環境方針・環境保全活動について、一人ひとりが取り組むことの重要性に
関して事例を含めて説明しました。

環境教育

構 外 ・ 構 内 の 事 故 " ゼ ロ " を 目 標 に 取 り 組 ん で い ま す 。 構 外 事 故 は あ り ま せ ん で し た が 、 構 内 流 出 事 故 が
4件発生し、再発防止策を実施しました。

2017年度環境事故の発生状況

環 境 苦 情 " ゼ ロ " を 目 標 に 取 り 組 ん で い ま す 。 し か し な が ら 2 0 1 7 年 度 は 8 件 の 環 境 苦 情 を い た だ き 、
再 発 防 止 策 を 実 施 し ま し た 。

2017年度にいただいた環境苦情
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PRTR取扱量
3,168t

トルエン、キシレンなど

水使用量
3,106千㎥

　上水道、工業用水、
地下水

原材料
69万ｔ

鉄、アルミ、
プラスチックなど

エネルギー使用量
151千kL

　電気、天然ガスなど　

INPUT

使用済自動車
・引き取りと再資源化

▲

▲

お客様の使用
・エコドライブ支援

▲

▲

販売、修理
・EA21
・使用済バンパー、バッテリー
 タイヤ等回収とリサイクル

▲

▲

物流
・CO2削減
・梱包材削減

▲

▲

生産
・温暖化防止
・化学物質の管理
・廃棄物削減

▲
▲

研究開発
・燃費の向上
・排出ガスのクリーン化
・騒音の低減
・リサイクル設計
・クリーンエネルギー自動車

▲

▲

購買
・グリーン調達　

ＳＵＢＡＲＵの事業活動

PRTR排出量
903ｔ

トルエン、キシレンなど

廃棄物発生量   
12万ｔ
鉄くず、

廃プラスチックなど

CO 2排出量
301千ｔ-CO2

OUTPUT

・処理量 35,257kg
フロン類

・回収量 37,186kg
・再資源化率 94.0%

エアバッグ類

・回収量 26,920t
・再資源化率 97.9%

シュレッダーダスト（ASR）
使用済自動車

　

バンパー
・回収量 31,044本
・再生利用量 113t

リサイクル

自 動 車 に か か わ る Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 環 境 負 荷 全 体 像

注 ）
ＳＵＢＡＲＵの自動車製造、販売等に関わる主な環境負荷を記載しました。これとは別に、LCAやScope3の算定を行って
います。
対象範囲：東京事業所、群馬製作所
エ ネ ル ギ ー 使 用 量 、 C O 2排 出 量 ： 地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進 に 関 す る 法 律 に 基 づ く 「 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 算 定 ・ 報 告 ・ 公 表
制 度 」 に 従 い 算 定
PRTR：国内PRTR法対象化学物質

I S O 1 4 0 0 1 新 任 内 部 監 査 員 養 成
セ ミ ナ ー

また、ISO14001環境マネジメントシステムの内部監査体制および各職場の
環境保全活動の強化に向け、「ISO14001新任内部監査員養成セミナー」を
開催しました。このセミナーでは、2日間にわたり外部から講師を招き、
内部監査員としての知識を習得しました。

従 業 員 が 日 ご ろ か ら 環 境 問 題 や 環 境 効 率 を 十 分 に 意 識 し て 事 業 活 動 や
環境活動に取り組むことが重要であると考え、さらなる環境教育・啓発
を進めていきます。

ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018
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設備投資額が25百万円未満の小規模設備は、環境対応目的に限り設備投資額と維持管理費などのコストの
全額を計上しています。

またキャッシュフロー重視の観点から、投資設備の減価償却費は環境コストに計上していません。その他、
固定資産税・保険料など少額の費用は、計上を省略しています。環境設備による環境コスト、経済効果は、
設備稼働の翌年から3年間のみ計上しています。

設備投資額、環境コスト＝
｛（投資総額－省エネ目的なしの場合の投資額）/投資総額｝×（該当生産設備の設備投資額、維持管理費など）

環 境 対応に関わる設備（投資額2 5 百万円以上）の投資額・関連費（維持管理費など）および労務費は、
差 額 ま た は 按 分 集 計 を 行 っ て い ま す 。 例 え ば 、 あ る 生 産 設 備 に つ い て 、 省 エ ネ ル ギ ー に 関 す る 投 資 額 、
環境コストは以下のように算出します。

環 境 省 の ガ イ ド ラ イ ン を 参 考 に 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 環 境 保 全 活 動 組 織 に 合 わ せ た 独 自 の ガ イ ド ラ イ ン
（2005年度集計から一部算出方法を変更）を策定し、これに基づき環境コストを算出・集計しています
（グループ企業も同様に算出･集計しています）。
算 出 方 法 の 詳 細 に つ き ま し て は 、 2 0 0 6 環 境 ・ 社 会 報 告 書 別 冊 デ ー タ 編 の 9 ペ ー ジ か ら 1 3 ペ ー ジ に 掲 載
しています。

環境コスト・設備投資額の算出方法

環境コストの考え方と算出方法

環 境 会 計

環境コストは単独で362億円となり前年度より16.9億円(4.9％)、連結で380億円となり18.3億円（5.1％）
増加しました｡
これは環境コストの中で、研究開発コストの増加（単独：19.7億円）が大きく影響したことによります。
連結環境経営指標の環境コスト/売上高は1.06％となりました。

2017年度集計結果について
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2017年度の環境コストおよび効果の集計結果
（単位：百万円）

注：小数点以下第一位を四捨五入していますので、表記数字の合計が一部合わないところがあります。
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【連結集計対象企業】
国 内 関 連 会 社 6 社 ：

海外関連会社4社：

2017年度の経済効果の集計結果

輸送機工業（株）、富士機械（株）、（株）イチタン、桐生工業（株）、（株）スバルロジスティクス、
産業機器（株）
Subaru of Indiana Automotive, Inc.、Subaru of America, Inc.、Subaru Canada, Inc.、 
Subaru Research & Development,  Inc.
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軽量化と強度を両立した
「レガシィ」の軽量化ボディ 

現在発売中の「レガシィ」は、一般に使用される鋼板より高強度のハイ
テン材を部分的に採用し、軽量化と強度を両立。また、エンジンの取り
付 け を ボ デ ィ で は な く ゆ り か ご 状 の ク レ ー ド ル フ レ ー ム に 取 り 付 け る
構 造 に よ っ て 、 ボ デ ィ 補 強 部 材 の 合 理 化 も 実 施 。 細 部 に わ た る ボ デ ィ
構造の見直しによって、走りの安定感を生む剛性バランスと衝突安全性を
高めながら、軽量化ボディを実現しています。

2017年5月に発売された「SUBARU XV」は、新型直噴エンジンや改良されたCVT（Continuously Variable 
Transmission、無段変速機）を搭載したことにより、動力性能と燃費性能が向上され、運転のしやすさ
から無駄なアクセル操作が少なくなり、使用時の実用燃費が向上しました。

※スバルグローバルプラットフォーム　：ＳＵＢＡＲＵが培ってきた知見や技術力、そして未来への意志が注ぎ込まれた、
次世代のプラットフォーム。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 地 球 温 暖 化 の 要 因 と 言 わ れ る C O 2 の 排 出 量 を 削 減 す る た め に は 、 商 品 の 環 境 性 能 で あ る
燃 費 を い か に 向 上 さ せ る か が 重 要 で あ る と 考 え ま す 。 引 き 続 き ガ ソ リ ン エ ン ジ ン の 電力マ ネ ジ メ ン ト の
高 性 能 化 を は じ め 、 今 後 強 化 が 想 定 さ れ る 安 全 や 環 境 規 制 対 応 お よ び 商 品 力 向 上 に よ る 重 量 増 加 を 、
構 造 の 合 理 化 、 材 料 の 見 直 し 、 機 能 統 合 で 吸 収 し 軽 量 化 を 進 め ま す 。 さ ら に 段 階 的 に ス バ ル グ ロ ー バ ル
プラットフォーム※の性能を向上させ、順次他車種に横展開し、既存エンジン車の燃費改善も確実に進めて
いきます。

燃費性能向上への取り組み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 地 球 温 暖 化 の 要 因 と 言 わ れ る C O 2の 排 出 量 を 削 減 す る こ と が 重 要 で あ る と 考 え ま す 。
「地球環境保護」と「安心と愉しさ」の両立を目指し、クルマの原材料採掘、製造、輸送、使用、廃棄と
い う ラ イ フ サ イ ク ル を 考 慮 し た 先 進 の 技 術 で 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ ら し さ を 追 求 し た 環 境 に 配 慮 し た 商 品 を
開 発 し 、 お 客 様 の 多 様 な 用 途 に 対 応 で き る 実 用 性 の 高 い ク ル マ と し て 信 頼 さ れ 、 長 く ご 愛 用 い た だ け る
クルマを提供します。

環 境 に 配 慮 し た ク ル マ へ の 考 え 方

環境：環境に配慮したクルマ

https://www.subaru.jp/brand/technology/technology/driving_sgp.html
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ＳＵＢＡＲＵでは、自動車のLCA ※全体（原材料採掘、製造、輸送、使用、廃棄の各段階）の環境負荷低
減 活 動 を 束 ね 、 製 品 一 台 分 の 環 境 負 荷 を 明 確 化 し て 環 境 負 荷 低 減 を 図 っ て い く た め に 、 L C A を 実 施 し て
います。

車種ごとのCO2に関するライフサイクルアセスメント（LCA）

また、今後さらに厳しくなる世界各国の燃費規制や米国ZEV（Zero Emission Vehicle）規制に対応し、
米 国 市 場 に 「 ク ロ ス ト レ ッ ク 」 （ 日 本 名 S U B A R U  X V ） を ベ ー ス と し た P H E V を 年 内 に 発 売 を 予 定 し て
い ま す 。 2 0 2 1 年 を 目 指 し グ ロ ー バ ル で の E V 販 売 も 計 画 し て い ま す 。 日 本 の 2 0 2 0 年 度 燃 費 基 準 達 成 に
向けては、電動車の投入拡大や新規開発の「ダウンサイジングターボエンジン」を投入し対応していきます。

今後は、実用性とお客様の嗜好に鑑みつつ、電動車の開発とラインアップの拡充を推進し、環境対応車の
比率を順次向上し、市場ごとに充実していく予定です。

ライフサイクルアセスメント

※ LCA：ライフサイクルアセスメント（Life Cycle Assessment）は製品やサービスに対するプロセスの総合的な環境性能を
評価する環境影響評価手法のこと。

ＳＵＢＡＲＵのクルマづくり：開発ストーリー　リアトロニック編

新開発のパワーユニット
「e-BOXER」 

※1　「Advance」グレードに搭載。

※2　ＳＵＢＡＲＵらしい走りの愉しさに加え、環境にも配慮した水平対向エンジン＋電動技術の総称。

※3　リニアトロニック：縦置きチェーン式の新世代ＣＶＴ「オートマチック・トランスミッション」。

ＳＵＢＡＲＵらしい走破性や積載性を有するSUVタイプのEVやモーターを
活かしたスポーツ性能と燃費性能の向上を両立した新型電動車のライン
アップを充実していきます。
電 動 化 に つ い て は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ ら し い 個 性 的 な 電 動 車 づ く り に 独 自
技術を集中させ、基盤技術の構築や標準化領域では積極的に協調を進めて
いきます。

2 0 1 8 年 7 月 に 販 売 さ れ た 新 型 「 フ ォ レ ス タ ー 」※ 1と 2 0 1 8 年 1 0 月 に 発 売
した「SUBARU XV」※1には、水平対向エンジンと電動技術を組み合わせた
新開発のパワーユニット「e-BOXER」※2を採用しました。効率を高めた
2.0L直噴エンジンを搭載し、コンパクトで高性能なモーターとバッテリー、
燃費の向上を追求した「リニアトロニック」※3の組み合せがシーンに応じた
走行性能を発揮します。例えば「ECOクルーズコントロール」機能を使用
すると、モーターアシストと回生ブレーキを最大限活用し、より燃費に配慮
した追従走行を行うなど、新次元の走りと駆動制御を実現したＳＵＢＡＲＵ
の環境技術です。

電動車のラインアップ拡充

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/lca.html
https://www.subaru.jp/brand/technology/story/lineartronic.html
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ＳＵＢＡＲＵでは自動車の環境負荷低減にも積極的に取り組んでいます。
開発車における一般社団法人日本自動車工業会の削減目標を達成すると共に、鉛・水銀のさらなる削減や、
臭素系難燃剤などの環境負荷物質の代替を進めています。

環 境 負 荷 物 質 の 低 減

（年度）
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2005年基準排出ガス50％低減レベル2005年基準排出ガス75％低減レベル 

2017

100
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100
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100

2013

100

ガソリン乗用車の低排出ガス車比率の推移

ＳＵＢＡＲＵのNA（自然吸気）エンジン搭載モデルは全車、国土交通省「2005年基準75%低減レベル」で
あ り 、 そ の 生 産 台 数 は 、 2 0 1 2 年 度 以 降 9 0 % 台 後 半 で 推 移 し 、 当 社 が 生 産 す る 全 て の 車 両 が 低 排 出 ガ ス
認定車（2005年基準50%低減レベル以上）となっています。

低排出ガス認定車の向上と普及

排 出 ガ ス の ク リ ー ン 化
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日本自動車工業会の車室内VOC（揮発性有機化合物）低減に対する自主取り組み

※自主目標：日本自動車工業会が発表した2007年度以降の新型乗用車（国内生産、国内販売）に対する「車室内のVOC低減に
対する自主取り組み」にて、厚生労働省が定めた13物質について、室内濃度を指針値以下にするというもの。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 人 の 鼻 、 喉 な ど へ の 刺 激 の 原 因 と さ れ る ホ ル ム ア ル デ ヒ ド 、 ト ル エ ン な ど の 揮 発 性
有機化合物を低減するために、車室内の部材や接着剤の見直しに取り組んでいます。

「 レ ガ シ ィ 」 「 レ ヴ ォ ー グ 」 「 イ ン プ レ ッ サ 」 「 フ ォ レ ス タ ー 」 「 B R Z 」 は 、 厚 生 労 働 省 が 定 め た 指 定
1 3 物 質 に つ い て 、 室 内 濃 度 指 針 値 を 下 回 る レ ベ ル に 低 減 し 、 日 本 自 動 車 工 業 会 自 主 目 標 ※を 達 成 し て い
ます。今後もVOC低減を進め、さらなる車室内環境の快適化に努めていきます。

車 室 内 V O C の 低 減

日本自動車工業会における環境負荷物質削減目標と実績

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az25
http://www.jama.or.jp/eco/voc/index.html
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製品環境規制の導入・強化は経営環境における主要なリスクであると考えられます。例えば、排ガス規制、
CAFE基準（企業平均燃費基準）などの燃費性能向上の要求や、販売台数に占める電動車をはじめとした
次世代環境対応車両の販売比率に関する基準（例：ZEV規制）の導入・強化などが挙げられます。
こ れ ら の 規 制 強 化 が 進 む 日 本 、 米 国 、 欧 州 な ど に お け る 自 動 車 販 売 台 数 が 全 体 の 8 0 % 以 上 を 占 め る
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 規 制 に 対 応 で き な い 場 合 、 収 益 機 会 の 損 失 や コ ス ト 増 加 に 影 響 を 及 ぼ す 可 能 性 が
あります。
一方、ＳＵＢＡＲＵが90％を市場に投入している主要戦略車であるAWDは、2WDのFF車、FR車と比較し、
昨今の気候変動に対して、大きな機会を得ていると考えています。その大きな理由として、集中豪雨後の
悪路対応や豪雪による圧雪路面などに対し、AWD特有の走行安定性が2WDと比較し非常に良いからです。
安 全 ・ 安 心 な 走 行 が 可 能 な ク ル マ で あ る と い う 認 識 が 広 が り 、 販 売 機 会 の 増 加 に つ な が る 可 能 性 が あ り
ます。

気 候 変 動 に 関 す る リ ス ク と 機 会

環境：【TOPIC】CO 2削減チャレンジ

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 事 業 は 、 生 産 段 階 や Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 商 品 の 使 用 段 階 で 多 く の エ ネ ル ギ ー を 必 要 と し 、 現 在
その大半を化石燃料に頼っています。ＳＵＢＡＲＵの主要市場である日本、米国、カナダ、オーストラリア、
欧州、中国などの各国政府は自動車燃費規制やCO2排出規制を設けており、この影響を直接的かつ継続的に
受 け て い る と 同 様 に 、 生 産 の 過 程 で 工 場 な ど が 消 費 す る エ ネ ル ギ ー に つ い て も 省 エ ネ 法 な ど の 影 響 を
受けています。
ＳＵＢＡＲＵは2℃シナリオの実現に貢献するため、行動指針の根幹である「環境方針」を見直す契機と
して、2017年4月、約7年ぶりの改定を行いました。改定後の環境方針は、社会とＳＵＢＡＲＵの持続可能な
成長を図るため、中長期的視野で気候変動に取り組むことを宣言。この方針に基づき、2018年7月公表の
新 中 期 経 営 ビ ジ ョ ン 「 S T E P 」 や 同 年 6 月 の 事 業 報 告 で 、 中 期 的 視 野 で の 具 体 的 取 り 組 み 目 標 を 公 表 し 、
着手しています。
そ の 一 環 と し て 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ が 直 接 排 出 （ ス コ ー プ 1 , 2 ） す る C O 2 を 2 0 3 0 年 度 ま で に 総 量 ベ ー ス で
3 0 ％ 削 減 （ 2 0 1 6 年 度 比 ） を 目 指 す 旨 を 公 表 し て い ま す 。 ま た 商 品 の 電 動 化 な ど 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 商 品 の
低炭素化に向けた方向性については、新中期経営ビジョン「STEP」でも公表しています。

気 候 変 動 へ の 考 え 方

環境：気候変動

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/010_co2_challenge.html?id=scenario
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa10
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa11
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/010_co2_challenge.html
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az26
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対象範囲  （株）ＳＵＢＡＲＵ

国内グループ会社：

（年度）
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400,000

300,000

200,000

100,000
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（t-CO2）
ＳＵＢＡＲＵ国内グループ会社海外グループ会社

2017

691,590

2016

675,960

2015

657,886

2014

614,940

2013

587,686

CO2排出量

C O 2 排 出 量 （ ス コ ー プ 1 、 ス コ ー プ 2 ）

温室効果
ガス排出量
2,925
万t-CO2

サプライチェーンの
上流・下流からの排出

自社の間接排出

自社の直接排出

スコープ3

98％

スコープ2

１％

スコープ１

１％
2 0 1 7 年 度 の サ プ ラ イ チ ェ ー ン 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 は
2,925万ｔ-CO 2となりました。
ＳＵＢＡＲＵは、環境省の「環境情報開示基盤整備に向けた
サ プ ラ イ チ ェ ー ン 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 算 定 支 援 」 事 業 に
参 加 し 、 株 式 会 社 Ｎ Ｔ Ｔ デ ー タ 経 営 研 究 所 か ら ス コ ー プ 3
算 定 支 援 を 受 け ま し た 。 今 後 も 、 排 出 量 の 把 握 、 管 理 を
進めていきます。

サプライチェーン温室効果ガス排出量

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ が 関 与 す る 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量

＜集計範囲および排出係数の変更＞
本年度よりCO 2 排出量データの充実を目的に、ＳＵＢＡＲＵ販売特約店を追加しています。
同 時 に Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ お よ び 国 内 グ ル ー プ 会 社 に 通 用 す る 排 出 係 数 に つ い て 、 当 社 独 自 の 排 出 係 数 か ら 地 球 温 暖 化 対 策 の
推進に関する法律の排出係数に変更しています。
この影響については、2013年度に遡って変更後の方法で修正再表示を行っています。

輸 送 機 工 業 （ 株 ） 、 富 士 機 械 （ 株 ） 、 イ チ タ ン （ 株 ） 、 桐 生 工 業 （ 株 ） 、 （ 株 ） ス バ ル
ロジスティクス、産業機器（株）、ＳＵＢＡＲＵ販売特約店

Subaru of Indiana Automotive, Inc.、Subaru of America, Inc.、Subaru of Canada, Inc.、
Subaru Research & Development,  Inc.

海外グループ会社：

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa10
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa11
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa12
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スコープ3詳細

C O 2 排 出 量 （ ス コ ー プ 3 ）

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa12
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自動車の塗装工程では「温める」「冷やす」を繰り返す必要があり、大量のエネルギーを必要とします。
そこで群馬製作所矢島工場では、ヒートポンプを中心とした高効率の熱源システムを2018年に新たに導入し、
従来技術（個別熱源システム）に比べて、温冷熱を効率良く作りだしています。
これにより、一層の省エネとCO2排出量の削減に取り組んでいきます。

最新の省エネ設備を導入

スバル総合研修センターに設置された
コージェネレーションシステム

エネルギーのさらなる有効利用を図るため、スバル総合研修センターでは
2015年12月に、ガスコージェネレーションシステムを導入しました。

ガスコージェネレーションの燃料となる都市ガスのクリーン性や廃熱の
有効利用により、従来のシステムに比べて、CO2の排出量を約3分の1削減
する効果があります。

コージェネレーションシステム導入

省エネルギーの取り組み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 等 に 関 す る 法 律 に 基 づ き 、 中 長 期 目 標 を 掲 げ 、 定 量 的 に
照明機器をはじめとして設備・装置を省エネルギー機器へ交換を実施し、CO2削減に取り組んでいます。

生 産 に お け る 取 り 組 み

冷却塔

▲▲

▲

コンプレッサ

温水ボイラ
　立上時、

バックアップ時のみ

▲▲

▲

▲

▲

熱回収ターボ冷凍機

冷水

余った熱を排熱
（大気放熱）

余った熱を排熱
（大気放熱）

熱回収ヒートポンプ

温水

温水

温水

圧縮空気

▲

INVターボ冷凍機 ▲

▲

▲

▲

▲

冷却塔

▲
冷水

▲

今回採用したシステム
（イメージ）

圧縮空気

▲

コンプレッサ

▲

冷却塔

▲
排熱（大気放熱）

▲蒸気

（蒸気配管からの放熱ロス大）

蒸気ボイラ

▲

ターボ冷凍機

▲

冷却塔

▲
排熱（大気放熱）

個別熱源等システム
（イメージ）

圧縮
空気

温熱

冷熱

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=ka11
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 車 の 輸 送 を 随 時 見 直 し 、 最 適 な 輸 送 標 準 ル ー ト を 設 定 、
モーダルシフトの推進、輸送する完成車の車種構成の変化、車両の大型化
への柔軟な対応による積載効率向上、省エネに寄与するデジタルタコグラフ
導入など、輸送の効率化を進めることで環境負荷低減に努めています。

近年は首都圏高速道路網の整備と共に、効率的に高速道路を使用し、完成
車輸送における使用燃料（燃費向上）や排出CO2の削減を図っています。 
2017年度は、ＳＵＢＡＲＵ車1台当たりの輸送時CO2排出量は、2006年度
比毎年1％減の目標に対し8.3%減となりました。今後もさらなる削減に
向けて取り組んでいきます。

ＳＵＢＡＲＵ車の輸送における環境負荷の低減

物 流 に お け る 取 り 組 み

ＳＵＢＡＲＵ車の海外生産部品の輸出における環境負荷削減の取り組み

ラウンドユースの導入

ラ ウ ン ド ユ ー ス と は 、 輸 入 に 用 い た 後 の 空 の 海 上 コ ン テ ナ を 港 に 戻 さ ず 輸 出 に 転 用 す る も の で 、 輸 入 者
から輸出者に直接輸送したり、近隣のインランドコンテナデポを活用したりすることによって、港からの
空 コ ン テ ナ 輸 送 を 削 減 す る 仕 組 み で す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 車 の 海 外 生 産 部 品 の 輸 出 を 行 う （ 株 ） ス バ ル
ロジスティックスはこの取り組みを2017年7月より導入し、CO 2 排出量の削減に取り組んでいます。

コンテナラウンドユースの考え方

輸出者輸入者

▲

× ▲

▲

×

港から搬出する
空コンテナの削減

実入りコンテナ
＜輸出＞

▲

○

実入りコンテナ
 ＜輸入＞

港に搬入する
空コンテナの削減

▲

空コンテナ

輸入に用いた後のコンテナを輸出に転用

港

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=ma01
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=ta04
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=a09
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米国ＳＵＢＡＲＵ生産拠点であるSubaru of Indiana Automotive, Inc.（SIA） では、同社の部品輸送を
担当するベンチャーロジスティックス社と連携し、天然ガス車両の導入を進めています。
圧 縮 天 然 ガ ス （ C N G ） は 、 デ ィ ー ゼ ル 燃 料 に 比 べ て 環 境 負 荷 が 低 い 上 、 コ ス ト 効 率 ・ 信 頼 性 の 面 で も
優れていますが、天然ガスを供給するスタンドが近隣にないことが課題でした。SIAではベンチャー社に
対してCNGトラックの導入費用として2014年に100万ドル超を融資すると共に、SIAの所有地に天然ガス
スタンドを設置し、導入の促進を図りました。その結果、天然ガストラックの導入により、CO2排出量は
一 日 当 た り 1 , 0 9 7 ト ン を 削 減 （ 導 入 前 比 8 5 % の 排 出 量 に 相 当 ） 。 燃 料 費 に つ い て も 、 デ ィ ー ゼ ル 燃 料
使 用 時 に 比 べ 、 累 計 3 8 9 , 1 3 6 ド ル の 削 減 と な り ま し た 。

天然ガス車両の導入

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 部 品 供 給 の 効 率 化 を 目 的 に 、 2 0 1 3 年 1 0 月 か ら 2 0 1 6 年 1 0 月 に か け て 、 国 内 4 カ 所 に
エリア部品センターを設置しました。
これに伴い、従来国内ＳＵＢＡＲＵ販売特約店44社へ個別に輸送していた部品を、4カ所のエリアからの
輸 送 へ 見 直 し を 行 な っ た こ と で 、 2 0 1 6 年 度 に は 輸 送 時 の C O 2 排 出 量 を 2 0 1 2 年 度 比 で 6 4 . 8 ％ 削 減 す る
ことができました。

部品供給の効率化

（年度）
0

100.0

90.0

80.0

70.0

（%）

2017

88.3%

98.4%

2016201520142013

容積重量

コンテナ充填率の推移

※CKD：Complete Knock Down、完全現地組み立て

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 車 の C K D ※部 品 の 梱 包 ・ 輸 送 を 行 っ て い る 株 式 会 社 ス バ ル ロ ジ ス テ ィ ッ ク ス で は 、 梱 包 の
ス リ ム 化 や 梱 包 資 材 の 軽 量 化 な ど の 荷 姿 改 善 に よ り 、 コ ン テ ナ 内 の 無 駄 な ス ペ ー ス を 削 減 す る コ ン テ ナ
充填率改善に取り組んでいます。これらの改善により2017年度の重量充填率は98.4%に達し、容量充填率は
88.3%まで向上しました。今後もコンテナ充填率を改善し、輸送の効率化に取り組んでいき、CO2排出量の
削減につなげていきます。

コンテナ充填率の改善

ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018



98 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

環 境 へ の 影 響 を 配 慮 し た S O A 新
本社ビルとトレーニングセンター

2018年4月に竣工したSubaru of America, Inc.（SOA）の新本社ビルと
トレーニングセンターは、LEED（Leadership in Energy & Environmental
D e s i g n ） 認 証 シ ス テ ム （ 米 国 グ リ ー ン ビ ル デ ィ ン グ 協 会 ［ U S G B C : U S
Green Building Council］が運営している環境性能評価システム）に
基づき、環境への影響を配慮した設計となっています。SOAでは来年度の
LEED認証取得に向け今後活動を推進していきます。

バルコニーの庇効果による日射遮蔽

2016年4月に竣工した群馬製作所にある新西本館は、環境負荷低減のための
さ ま ざ ま な 環 境 技 術 を 採 用 し て い ま す 。 太 陽 光 発 電 パ ネ ル で 2 0 k W の
発 電 を 行 い 、 太 陽 熱 集 熱 パ ネ ル に よ り 太 陽 熱 を 厨 房 の 給 湯 に 利 用 し て
います。また、高効率LED照明には、個別アドレス式制御、撮像式人感
センサーを組み合わせた新世代照明システムを採用。空調機には、高効率
空冷ヒートポンプチラーを導入しました。

この他にも、遮熱・断熱効果の高い窓ガラスLow-E複層ガラスや、換気塔
か ら 取 り 入 れ た 外 気 を 、 地 下 免 震 層 を 経 由 さ せ て 予 冷 ・ 予 熱 を 行 っ て
各階に取り入れるクールヒートトレンチを採用。建物設計上でも、日射
遮蔽効果と憩いの空間を創出するバルコニーを設けるなど、機械のみに
頼らず省エネルギーと快適な職場環境の両方に寄与するいくつもの工夫を
施しています。

環境先進ビルの導入

オ フ ィ ス に お け る 取 り 組 み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 販 売 特 約 店 で は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 削 減 の た め 、 老 朽 化 更 新 の タ イ ミ ン グ で 、 照 明 の
LED化と 空調機の高効率タイプへの切り替えを順次行っています。

国内販売特約店における省エネルギーの取り組み

販 売 に お け る 取 り 組 み

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az29
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az29
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CO 2排出量（スコープ3）
環境負荷全体像

関連情報

（株）ＳＵＢＡＲＵは省エネ法の届出に基づいて算定しています。

海外グループ会社：

輸 送 機 工 業 （ 株 ） 、 富 士 機 械 （ 株 ） 、 イ チ タ ン （ 株 ） 、 桐 生 工 業 （ 株 ） 、 （ 株 ） ス バ ル
ロジスティクス、産業機器（株）、ＳＵＢＡＲＵ販売特約店
Subaru of Indiana Automotive, Inc.、Subaru of America, Inc.、Subaru of Canada, Inc.、
Subaru Research & Development,  Inc.

対象範囲  （株）ＳＵＢＡＲＵ

国内グループ会社：

（年度）
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（原油換算KL） ＳＵＢＡＲＵ国内グループ会社海外グループ会社

2017

265,333

2016

258,492

2015

236,701

2014

232,358

2013

224,365

2017年度のエネルギー使用量は前年に対し、6,841KL増加しました。
主 な 原 因 は 自 動 車 の 生 産 台 数 増 加 に よ る も の で す が 、 最 新 の 省 エ ネ 設 備 や 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 に
より、引き続きさらなる省エネを目指します。

エ ネ ル ギ ー 使 用 量

エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 等 に 関 す る 法 律 に 基 づ き 、 照 明 機 器 を は じ め と す る 設 備 ・ 装 置 の 交 換 や 再 生
可 能 エ ネ ル ギ ー の 利 用 な ど を 通 じ て 、 省 エ ネ ル ギ ー に 取 り 組 ん で い ま す 。

エ ネ ル ギ ー に 関 す る 基 本 的 な 考 え 方

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/020_manegement.html?id=a07
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/050_climaticvariation.html?id=a05
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1MWの太陽光発電設備 

戸 建 住 宅 1 0 0 軒 分 相 当 の 太 陽 光 発
電設備

富士機械株式会社大泉工場 

スバル研究実験センター

再生可能エネルギーの導入

2017年度に建設したスバル研究実験センター建屋および富士機械（株）
大泉工場に、太陽光発電設備を導入しました。太陽光発電などの再生可能
エ ネ ル ギ ー の 活 用 は 、 C O 2を 排 出 し な い エ ネ ル ギ ー 源 と し て 、 ま す ま す
重 要 な 選 択 肢 と な っ て い ま す 。 ま た 、 エ ネ ル ギ ー 源 多 様 化 に よ る 安 定
供給の確保としても有効的です。群馬製作所大泉工場では、国内最大級
（ 約 5 , 0 0 0 M W h / 年 ） の 太 陽 光 発 電 設 備 を 導 入 し 、 約 2 , 3 7 0 t o n - C O 2の
CO 2削減を計画しています。

東京事業所では事務本館屋上に10kw 2基を2009年12月と2014年3月に、 
5kwを2014年1月、守衛所に2kw 1基を2014年3月に、特別高圧変電所に
2.7kwを2016年に太陽光発電設備を導入し、年間33,809.7kWhを発電し、
東京事業所の電力の一部として有効活用しています。

ま た 、 2 0 1 4 年 に は 群 馬 県 桐 生 市 内 に 売 電 事 業 と し て 定 格 出 力 4 2 0 k w  
（戸建住宅 100軒分相当）の太陽光発電設備を導入し、年間427,706kWhを
発電し売電する事業を開始しました。

環境に配慮した部品センター兼トレーニングセンターの開設

2013年6月にオープンした、Subaru of  America,  Inc.のニュージャー
ジー州フローレンスの部品センター兼トレーニングセンターは、環境に
配 慮 し た 建 物 に 与 え ら れ る L E E D 認 証 を 取 得 し て い ま す 。 同 施 設 に は 、  
1 M W の 発 電 能 力 を 持 つ 太 陽 光 発 電 設 備 を 屋 上 に 設 置 し 、 従 来 に 比 べ
消費電力が約半分の新型サーバーを導入しています。
また、2017年度には照明器具をLED電球に切り替え、全体の電力消費量を
13.13％削減しました。

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入

フ ロ ー レ ン ス の 部 品 セ ン タ ー 兼
ト レ ー ニ ン グ セ ン タ ー

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az29
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詳 細 は こ ち ら を ご 覧 く だ さ い 。

「とちぎふるさと電気」の導入

東 京 事 業 所 で は 、 一 部 の 研 究 施 設 に お い て 冷 却 用 循 環 水 を 利 用 し た
エネルギー回収システムとして、循環水マイクロ水車発電（2.9kw）を
2014年1月に設置導入し、年間約13,000kWh（一般家庭約3世帯分相当）を
発電しています。これは、施設内の循環水配管に発電機と一体になった
水車を取り付け、水の落差で回転させて発電するものです。この発電で
作り出した電力は、循環水ポンプに使用しています。

循環水マイクロ水車発電の設備導入

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/010_co2_challenge.html
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 ク ル マ の 材 料 に 占 め る 割 合 の 高 い 鉄 、 ア ル ミ ニ ウ ム 、 プ ラ ス チ ッ ク な ど 新 た に 投 入
する材料に、ＳＵＢＡＲＵのクルマを生産時に発生した端材や、スクラップ、回収した使用済み製品などを
再 使 用 す る こ と で 、 天 然 資 源 消 費 量 の 削 減 、 環 境 負 荷 物 質 の 低 減 、 廃 棄 物 の 削 減 と な る ク ロ ー ズ ド ・
ループ・リサイクルに取り組んでいます。

原 材 料 の リ サ イ ク ル

ＳＵＢＡＲＵグループにとって、循環型社会の構築は、製造業を営む企業として深く関わりのある重要な
テーマと捉えています。

製 品 ラ イ フ サ イ ク ル を 考 慮 し 、 自 動 車 か ら 自 動 車 へ 可 能 な 限 り リ サ イ ク ル す る こ と 、 国 内 外 生 産 工 場 の
埋 め 立 て ゼ ロ を 継 続 す る と 共 に 、 今 後 も よ り 高 次 元 の リ サ イ ク ル を 目 標 に 循 環 型 社 会 の 構 築 を 図 っ て
いきます。

具 体 的 に は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 「 環 境 ボ ラ ン タ リ ー プ ラ ン 」 の 1 テ ー マ に 「 資 源 循 環 」 を 掲 げ 、 そ れ に
基づいた取り組み計画を着実に実行していきます。

資 源 循 環 の 考 え 方

環境：資源循環

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=ka12
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=ka12
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梱包資材の再利用

関連情報

バーゼル条約2付属文書Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳに定められた有害廃棄物の輸出入はしていません。

対象範囲：ＳＵＢＡＲＵ：群馬製作所、東京事業所、宇都宮製作所、半田工場、半田西工場
国内グループ会社：

海外グループ会社：

※売却金属くずを含みます

（年度）
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2017年度の廃棄物排出量は前年に対し、20,335トン増加しました。
主 な 原 因 は 自 動 車 生 産 台 数 の 増 加 に よ る も の で す が 、 廃 棄 物 は 貴 重 な 資 源 と し て 捉 え 、 回 収 し 極 力
再利用化や適切な廃棄物処理を行い、埋立ゼロを継続しています。

排出量

廃 棄 物

輸送機工業（株）、富士機械（株）、イチタン（株）、桐生工業（株）、（株）スバルロジス
ティクス、産業機器（株）
Subaru of Indiana Automotive, Inc.、Subaru of America, Inc.、 Subaru Canada, Inc.、
Subaru Research & Development, Inc.

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/060_recyclingsociety.html?id=a065
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解体されたクルマは破砕されます。
シュレッダーダストはリサイクルされます。

■▶
エアバッグ類は取り外して

安全に処理しリサイクルされます。

その他部品は適正処理
（リユース・リサイクル）されます。

■▶
フロン類は回収し

適正処理し無害化されます。

■▶

使わなくなったクルマは
※引取業者に引き渡します。

※自治体に登録された
新車・中古車販売店、整備事業者等

■▶■▶

ユーザーはクルマを買うとき
リサイクル料金等を支払います。

自動車リサイクルの流れ

自動車リサイクル法について

日 本 の 自 動 車 リ サ イ ク ル 法 （ 使 用 済 自 動 車 の 再 資 源 化 等 に 関 す る 法 律 ） に 基 づ き 、 自 動 車 メ ー カ ー は
自ら製造した自動車が使用済自動車となった際に、自動車破砕残さ（ASR）、エアバッグ類、フロン類を
引き取り、これを適正にリサイクルすることが義務付けられています。
ＳＵＢＡＲＵは、使用済自動車から発生するASR、エアバッグ類、フロン類の3品目の引き取り・再資源化が
確 実 か つ 円 滑 に 行 わ れ る よ う 取 り 組 み 、 高 い 水 準 の リ サ イ ク ル 率 を 安 定 的 に 維 持 す る こ と を 目 指 し て
い ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 自 動 車 メ ー カ ー 等 1 3 社 で 設 立 し た 「 A R T （ 呼 称 ： エ イ ・ ア ー ル ・ テ ィ ー ） 」 を
通じて、ASRの適正なリサイクル、円滑かつ効率的に推進しています。また、エアバッグ類・フロン類の
リサイクルに関しては、国内自動車メーカーおよび輸入業者と共同で設立した一般社団法人自動車再資源化
協力機構を通じ、適正処理を行っています。
2 0 1 7 年 度 は 「 A S R 」 の 再 資 源 化 率 が 9 7 . 9 % と な り 、 2 0 1 5 年 度 以 降 の 法 定 基 準 で あ る 7 0 % を 達 成 し て
います。
ま た エ ア バ ッ グ 類 に つ い て も 法 定 基 準 の 8 5 % を 上 回 る 9 4 % を 達 成 、 フ ロ ン 類 に つ い て も 引 き 取 っ た
全 量 を 適 正 に 処 理 し ま し た 。

関連情報

使 用 済 み 自 動 車 の 処 理

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az28
https://www.subaru.co.jp/products/recycle.html
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トランク／リヤゲートのスイッチ
オープナーにクリップ形状を採用し
、ビス締めを廃止。

【易解体構造の採用】

材質表示をバンパー裏面だけでなく表面にも採用し、材料の分別性向上を図る。
【材質表示の改善】

■オレフィン系 ■素材がオレフィン系

内装部品にリサイクル性に優れたオレフィン系樹脂を積極的に採用
。

【リサイクルし易い材質の採用】
短時間で効率よく回収できるハーネス
レイアウトや構造を採用。

【ワイヤリングハーネス類の解体性向上】

クリップ形状採用

スイッチオープナー

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 限 り あ る 資 源 を 有 効 に 活 用 し て い く た め に 、 リ サ イ ク ル を 考 慮 し た ク ル マ づ く り を
推進しています。

リサイクル配慮設計の推進
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主な廃棄物と再資源化方法

なお、外部中間処理後の埋め立ては発生していません。

集計範囲：群馬製作所、東京事業所、宇都宮製作所、半田工場、半田西工場

金属くず再資源化量
103,590t

廃棄物の社内中間処理および
外部中間処理後の再資源化量
14,544t

社内リサイクル量
4,437t

廃棄物発生量
122,571t

2017年度全事業所の廃棄物発生量と処理の概要

国内外の生産工場において、2004年度から廃棄物のゼロエミッションを継続達成しています。

工場における廃棄物削減の取り組み

生 産 に お け る 取 り 組 み

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa09


107 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 販 売 特 約 店 で は 、 環 境 保 護 の た め 、 事 業 活 動 に お い て 排 出 さ れ る 廃 棄 物 の 適 正 処 理 活 動 を
2012年4月から強化しています。

従 来 の 処 理 方 法 の 見 直 し は も と よ り 、 再 資 源 化 を 目 的 と し て 各 産 業 体 や 企 業 と の 連 携 ・ 協 力 の も と 、
ゼロエミッション活動を展開し、国内での資源循環を目指しています。活動内容は、使用済み鉛バッテリー
・ 廃オイル・使用済みタイヤ等、多岐にわたり展開中です。これらの結果、2017年度は使用済鉛バッテリー
回収数113,395個（鉛資源1,433トン）、使用済オイル5,457㎘、使用済タイヤ167,444本を回収し再資源化
しました。

ス テ ー ク ホ ル ダ ー に 一 番 近 い 販 売 特 約 店 の ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 活 動 は 、 よ り 身 近 な 環 境 保 全 活 動 で あ る と
共 に 、 企 業 責 任 の 明 確 化 と 資 源 の 再 資 源 化 に よ る 有 効 活 用 お よ び 適 正 処 理 を 推 進 し 、 商 品 に 加 え 、 安 全
・安心な環境が提供できるものと考えています。

国内販売特約店のゼロエミッション

販 売 に お け る 取 り 組 み

リアクォーターガラス用発泡材

ウォーターポンプ用真空成型トレイ

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 車 の 海 外 生 産 用 部 品 の 梱 包 ・ 輸 送 を 行 っ て い る 株 式 会 社
スバルロジスティクスでは、梱包資材の再利用化を柱に、環境負荷低減
活動に取り組んでいます。
2 0 1 7 年 度 の リ ユ ー ス 梱 包 資 材 の 取 扱 量 は 、 6 9 8 . 7 ト ン で 前 年 比 7 % 増 と
なりました。この要因は、米国にて生産される「インプレッサ」の増産に
よるものです。

今後も梱包資材の再利用化を拡大して、環境負荷低減に取り組んでいき
ます。

梱包資材の再利用

物 流 に お け る 取 り 組 み

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sa09


タイヤ オイル  バッテリーバンパー

再生重油

舗装材燃料チップ

暖房、花栽培の燃料

再生プラスチックとして
自動車部品に再利用

再生プラスチック
再生鉛

処理、再資源化
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来場された皆様にシクラメンを配布

園 芸 農 家 で 栽 培 さ れ て い る シ ク ラ
メン

ＳＵＢＡＲＵ販売特約店でオイル交換時に発生する廃油は、ＳＵＢＡＲＵが
構 築 し た ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン ス キ ー ム に よ り 、 再 生 重 油 と し て 再 資 源 化
されています。山形県の園芸農家では、この再生重油をハウス暖房用燃料
として利用し、毎年きれいなポインセチアやシクラメンを育てています。
このシクラメンをＳＵＢＡＲＵのイベントやエコプロ展に来場された皆様
に配布しました。

廃油の再資源化
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S O A が 設 置 し た グ ラ ン ド テ ィ ト ン
国立公園内のリサイクルコンテナ 

Subaru of America, Inc.（SOA）は、米国ＳＵＢＡＲＵ生産拠点である
Subaru of Indiana Automotive, Inc.（SIA）での埋め立てゼロの知見を
生 か し 、 デ ナ リ 、 グ ラ ン ド テ ィ ト ン 、 ヨ セ ミ テ の 3 つ の 国 立 公 園 か ら
排出され埋め立てられるごみの削減を目指して、2015年からお取引先様、
保全協会、国立公園局と共同事業を進めています。
国 立 公 園 内 で 発 生 し た ご み 分 別 を し や す く す る た め に 、 ス テ ッ カ ー や
ご み 箱 を 整 え た り 、 公 園 内 で 出 た 生 ご み を 有 機 肥 料 に し た り し て 埋 め
立 て る ごみを減らしています。
2017年度はSOAの従業員や地域住民など延べ5,000人以上が各種取り組みに
参 加 し ま し た 。 こ の よ う な 全 従 業 員 参 加 に よ る 集 会 や イ ベ ン ト の 開 催
などの他、ロゴを作って配ったり、調査の様子をニュースレターやボード
などに掲示してこの活動の周知を図っています。
なお、この取り組みは将来的に米国内の全国立公園で適用できる仕組みと
することを目指しています。

Subaru of America, Inc.、国立公園での埋め立てゼロに向けた共同事業

回収された旧社章はリサイクルへ

2017年4月の社名変更に伴い、各事業所で旧社章を回収しました。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 集 ま っ た 4 2 ㎏ の 旧 社 章 を 金 属 専 門 処 理 業 者 に 引 き
取ってもらい、金属資源として有効利用を計っています。

旧社章の有効再利用

ス テ ラ タ ウ ン 内 児 童 向 け ア ニ マ ル
広場

従業員向け駐車場 

ＳＵＢＡＲＵ販売特約店にて交換・回収したタイヤは破砕されゴムチップ
化 し 、 発 電 所 、 製 紙 会 社 （ パ ル プ ） 、 製 鉄 所 な ど の 燃 料 に 再 利 用 し て
います。この様なサーマルリサイクルの他に、舗装材の一部資源として
再利用しています。

これは、使用済タイヤをゴムチップ化したものをアスファルトに混ぜたり、
アスファルトの表層に敷設したりするもので、駐車場や児童向け広場、
競技場、病院・老人ホームの歩道など目的に応じてゴムチップの配合を
変えて活用することができます。廃タイヤの表面部分だけでなく、ワイヤーや
ゴム材などに分けながらタイヤを細分化しゴム部分のすべてをチップ化し
舗 装 材 と し て リ サ イ ク ル す る 取 り 組 み は 、 自 動 車 メ ー カ ー と し て 初 と
なります。

使用済タイヤの再資源化
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対象範囲：ＳＵＢＡＲＵ：群馬製作所、東京事業所、宇都宮製作所、半田工場、半田西工場
国内グループ会社：

海外グループ会社：

（年度）

（1,000m3/億円）
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4,256

水使用量（総量）

水使用の総量、原単位は、事業所ごとに水量を管理集計し、半期ごとの会議体にて報告・確認を行っています。

水 使 用 量

2017年度環境関連法規制等の順守状況

水資源は、人々の生命や生活、そして事業活動を支える貴重な資源の一つですが、気候変動による影響や
人口増加、経済発展などによる需要増加により、今後は水資源のリスクが予測されています。
ＳＵＢＡＲＵの生産過程においては水資源は不可欠であり、水資源の不足は事業に影響を及ぼす可能性が
あるため、主な生産拠点における水リスク調査を開始し、リスクは低いことを確認しています。
また、事業活動においては適切な水の確保、使用、排出を行っています。

水質管理については、水質などの法令基準に20％上乗せした自主基準を設定し、定期的に自主検査および
外 部 業 者 に よ る 検 査 を 実 施 し 、 継 続 的 に モ ニ タ リ ン グ を 行 っ て い ま す 。 2 0 1 7 年 度 の 水 質 検 査 結 果 は 、
自主管理基準を超えた数値が1件発生し、対策を直ちに実施しました。

水 資 源 へ の 考 え 方

環境：水資源

輸送機工業（株）、富士機械（株）、イチタン（株）、桐生工業（株）、（株）スバルロジス
ティクス、産業機器（株）
Subaru of Indiana Automotive, Inc.、Subaru of America, Inc.、Subaru Canada, 
Inc.、  Subaru Research & Development, Inc.

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/020_manegement.html?id=a0504
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自 動 車 製 造 拠 点 で あ る こ れ ら の 拠 点 の 水 需 給 リ ス ク は 中 程 度 で す が 、 気 候 変 動 の 影 響 を 考 慮 し て も 中 長
期 的 に 現 在 の リ ス ク 水 準 を 維 持 す る 見 通 し で す 。 下 流 域 に は 生 物 多 様 性 の 保 護 地 域 な ど は 確 認 さ れ ず 、
水質汚濁への脆弱性が低いことが確認されました。

群馬製作所・Subaru of Indiana Automotive, Inc.

ＳＵＢＡＲＵは、持続可能な水資源の利用のため、外部の専門家による取水・排水に関わるリスク調査※を
行っています。2016年度は自動車製造拠点である群馬製作所・Subaru of  Indiana Automotive,  Inc.
（SIA)で、2017年度は航空宇宙製造拠点である宇都宮製作所でも実施しました。

調 査 に お い て は 、 各 拠 点 が 位 置 す る 河 川 流 域 に お け る 水 需 給 の 見 通 し を 立 て る 他 、 水 災 発 生 の 可 能 性 、
公衆衛生・生態系への影響などを5段階で評価し、優先順位をつけて対策を行うことに役立てています。

水 リ ス ク 調 査 の 実 施

対象範囲：日本：群馬製作所、宇都宮製作所、半田工場、半田西工場、輸送機工業（株）、富士機械（株）、イチタン（株）、
　　　　　桐生工業（株）、産業機器（株）
　　　　　北米：Subaru of  Indiana Automotive,  Inc.

（単位：1,000m 3）

主な生産拠点における水源別水使用量の内訳
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▲

▲

リサイクル水（純水）

表面処理洗浄水として再利用

イオン交換塔（SA塔）

イオン交換塔（WA塔）

イオン交換塔（SC塔）

▲

活性炭塔（有機物除去）

▲

砂ろ過塔（固形物質除去）

▲

クロム系表面処理洗浄排水

排水総量の29％をリサイクル

排水処理施設に組み込まれた
イオン交換・リサイクル水製造システム

表面処理排水の再生処理（イメージ）

宇 都 宮 製 作 所 で は 、 イ オ ン 交 換 ・ リ サ イ ク ル 水 製 造 シ ス テ ム を 組 み 込 ん だ 表 面 処 理 施 設 を 導 入 し 、 排 水
を再処理してリサイクル（純水）として活用しています。2017年度は、表面処理施設で使用した水総量
146,000ｍ 3のうち、42,000ｍ 3（29％）を処理して、リサイクル水として使用しています。リサイクル
した水は、表面処理施設の洗浄水として工場内で活用しています。

水 の リ ユ ー ス

※参考データベース
(1)WRI Aqueduct water r isk atlas、WWF-DEG Water Risk Fi lter、PREVIEW Global  Risk Data Platform、Climate
Change Knowledge Portal、Integrated Biodiversity Assessment Tool、NCD-VfU-GIZ Water Scarcity Valuation
Tool  (Version 1.0)、Costing Nature /  Water World、国土数値情報“浸水想定区域データ／土砂災害危険箇所データ”
（群馬製作所・宇都宮製作所のみ）

航 空 機 製 造 拠 点 で あ る 宇 都 宮 製 作 所 の 水 需 給 リ ス ク は 中 程 度 で す が 、 将 来 の 河 川 流 量 の 増 加 と 水 需 要 の
減 少 が 予 測 さ れ 、 水 需 給 リ ス ク は 将 来 的 に 改 善 傾 向 に あ る と い う 結 果 と な り ま し た 。 水 災 に つ い て は 、
洪水浸水エリアおよび土砂災害エリアに該当しないことにより、リスクが低い結果となりました。生態系に
ついては、拠点下流10km の保護地域や希少な水生生物は確認されず、リスクが低い結果となりました。

今後はこの調査をもとに、地域の需要にあった水資源の利用および保全を検討していきます。

宇都宮製作所

生産拠点における水リユースの取り組み事例
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ス バ ル 研 究 実 験 セ ン タ ー 美 深 試 験
場と周辺の森林

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の ス バ ル 研 究 実 験 セ ン タ ー 美 深 試 験 場 敷 地 内 に 所 有 し て
い る 1 1 5 ヘ ク タ ー ル の 森 林 に お い て 、 植 林 ・ 間 伐 ・ 自 然 保 護 な ど の 整 備
・ 保全活動を2017年6月からスタートしました。併せて地元である美深町
との連携など、地域社会と連動した森林整備・保全活動の展開を検討。
2018年7月には北海道美深町と「森林保全活動等の具体化に関する協定書」を
締結し、協定書調印式を行いました。

北海道・美深試験場テストコース内の森林保全整備に着手

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 さ ま ざ ま な 企 業 活 動 の う ち 、 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 環 境 方 針 」 の 「 自 然 と の 共 生 」 を 具 体 化
した、生物多様性の保護に直結する活動「ＳＵＢＡＲＵの森」活動をスタートさせました。

「ＳＵＢＡＲＵの森」活動

国 内 に お け る 取 り 組 み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 事 業 活 動 が 生 物 多 様 性 に 影 響 を 及 ぼ す 可 能 性 が あ り 、 そ の 保 全 が 重 要 で あ る
こ と を 認 識 し 、 あ ら ゆ る 事 業 活 動 に お い て 生 物 多 様 性 を 含 む 地 球 規 模 の 環 境 課 題 に 取 り 組 む こ と を 、
環境行動指針に明文化しています。
推 進 に あ た っ て は 、 「 生 物 多 様 性 民 間 参 画 ガ イ ド ラ イ ン 」 や 「 経 団 連 生 物 多 様 性 宣 言 行 動 指 針 と そ の 手
引き」などの外部イニシアチブを参考としながら、「生物多様性民間参画パートナーシップ」への参画を
通じて、積極的な生物多様性保全のネットワーク構築を図っています。

2 0 1 4 年 度 か ら は 全 事 業 所 を 横 断 す る ワ ー キ ン グ グ ル ー プ を 発 足 し 、 事 業 活 動 と 生 物 多 様 性 の 関 係 性 の
把 握 お よ び 潜 在 リ ス ク の 洗 い 出 し を 行 い 、 優 先 し て 取 り 組 む 課 題 を 特 定 の 上 、 ロ ー ド マ ッ プ を 策 定 し 、
グループ全体で着実に対応・推進しています。

生 物 多 様 性 へ の 考 え 方

環境：生物多様性
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社会貢献

関連情報

森 林 浴 や 自 然 散 策 の 場 所 と し て 最
適な公園 

ＳＵＢＡＲＵの航空宇宙カンパニーがある栃木県宇都宮市の森林公園内に
ある市有林の一部を「ＳＵＢＡＲＵの森　宇都宮」と称し、今後宇都宮市と
連携し、森の保全整備活動を支援していきます。

栃木県宇都宮市森林公園「ＳＵＢＡＲＵの森　宇都宮」

森林環境教育の場としても活用

ＳＵＢＡＲＵの自動車生産工場がある群馬県の県立森林公園のネーミング
ラ イ ツ （ 命 名 権 ） を 取 得 し ま し た 。 こ れ に よ り 2 0 1 8 年 4 月 か ら 5 年 間
「ＳＵＢＡＲＵふれあいの森　赤城」と称し、今後、周辺の県有林の保全
整備支援や施設内での環境イベントの開催や協賛を行っていきます。

群馬県立森林公園「ＳＵＢＡＲＵふれあいの森　赤城」

「グループ森林認証」：単一の経営組織ではなく、複数の経営組織がグループを
作って認証取得するもの。
「Ｊ－クレジット制度」：森林経営や省エネ機器の導入などによる、CO2などの
温室効果ガスの排出削減量・吸収量を「クレジット」として国が認証する制度。
創 出 さ れ た ク レ ジ ッ ト は 、 低 炭 素 社 会 実 行 計 画 の 目 標 達 成 や カ ー ボ ン ・ オ フ
セットなど、さまざまな用途に活用できる。
「 松 山 湿 原 　 」 ： 北 海 道 自 然 環 境 保 全 地 域 で 、 日 本 の 重 要 湿 地 5 0 0 の 一 つ に
数えられている標高797ｍの高層湿原

※1

※2

※3

地球環境保全を目指した持続的・公益的な森林機能を発揮するため、
広域で「グループ森林認証」 ※1を取得
適 切 な 森 林 管 理 に よ る C O 2 吸 収 源 対 策 の 推 進 を 図 る た め 、 国 が 認 証
する「J-クレジット制度」 ※2を活用
森 林 保 全 、 緑 化 推 進 、 木 育 推 進 の 一 環 と し て 、 同 町 が 毎 年 開 催 す る
植樹祭への協賛
同町の自然観光資源である松山湿原 ※3の環境整備を支援
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 所 有 林 の 森 林 施 業 に 伴 い 生 じ る 未 利 用 間 伐 材 を 、 木 質
バイオマスボイラー用燃料の原料として供給

1.

2.

3.

4.
5.

【「森林保全活動等の具体化に関する協定書」の主な内容】

http://www.town.bifuka.hokkaido.jp/cms/section/soumu/i63vp600000014nj.html
https://www.subaru.co.jp/csr/contribution/?id=a03
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生物多様性に配慮した品種を積載 

ＳＵＢＡＲＵ地域交流会

太 田 市 、 大 泉 町 の 小 学 校 を 対 象 と し て 、 花 壇 コ ン ク ー ル を 実 施 し て
います。花壇づくり用に、2015年9月より生物多様性に貢献する品種の
花の苗を小学校へ無償配布しています。

2017年度は16校301人が参加、花檀づくりを通じて花を育てる楽しみや
新しい発見など心豊かな体験に役立てていただきたいと考えています。

「小学校花壇コンクール」

スバル地域交流会の会員企業を対象として、購入を希望する企業に年に
3回配布しています。2015年9月より生物多様性に貢献する花の苗に変更し、
各社にて生物多様性への配慮に貢献する緑化を推進しています。

「花配布活動」

群馬製作所では、スバル地域交流会の活動の一環として、生物多様性に
貢献する取り組みを推進しています。

生物多様性への配慮に貢献する花の苗配布

武 蔵 野 周 辺 の 自 然 豊 か な 生 物 多 様
性に配慮した緑地 

※ 「 い き も の プ ラ ス ® 」 ： 大 手 建 設 会 社 8 社 に よ り 共 同 開 発 し た 生 物 多 様 性 簡 易 評 価
ツール。

東京事業所では、北側と東側の敷地の境界部分を、生物多様性簡易評価
ツ ー ル 「 い き も の プ ラ ス ® ※ 」 に 則 し 、 武 蔵 野 周 辺 に 自 生 す る ム ラ サ キ
シキブやシラカシなど、生物多様性に配慮した植栽を行いました。この
取り組みを通じて、武蔵野の自然豊かな景観づくりにつなげています。

生物多様性に配慮した緑地への取り組み

毎 年 春 に 可 憐 な 花 を 咲
かせる石戸蒲ザクラ 

埼玉県北本市の東光寺には大正11年に国の天然記念物に指定された、日本五大桜の
一つに数えられる石戸蒲ザクラがあります。北本市にある産業機器株式会社では、
この後継樹を2003年3月に譲り受け、敷地内で大切に育てています。

希少種の保全活動

http://www.chiiki-kouryuukai.com/info/
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豊かな自然に囲まれたSIA

Subaru of Indiana Automotive, Inc.（SIA）では、工場敷地内の遊水地や
周辺緑地を、地域の野生生物が生息しやすいよう整備し、生態系の保護に
取 り 組 ん だ 結 果 、 野 生 動 物 が 生 息 す る エ リ ア と し て 2 0 0 3 年 N a t i o n a l  
Wildl i fe  Foundation（NWF）から認定を受けました。これは米国内の
自動車工場としては初めての認定となります。
野生のカナダ雁や鷺、ハクトウワシが、工場北側にあるテストコースの
周回路内側に設置した水場を、餌場や休息地として利用しており、また
レクリエーションセンター裏手の緑地には野生のシカが多く生息するなど、
豊かな自然に囲まれた工場を現在も維持しています。

Subaru of Indiana Automotive, Inc.（SIA)　事業活動と自然との共生を目指して

クブチ砂漠で森林中国、国連Save
the greenメンバーとの植林活動

SOC「31の森  星の旅」

S u b a r u  o f  C h i n a  L t d . （ S O C ） は 、 2 0 1 2 年 末 に 、 国 家 林 業 局 の 中 国
野生動物保護協会と共同で「スバル森林生態保護プロジェクト」を設立
しました。
2013年より中国野生動物保護協会と共同で、中国の31省の自然保護区に
31カ所の「ＳＵＢＡＲＵ生態保護森林」を設置しました。2017年までに、
5年連続で植林活動や希少動物の保護活動などを行う「31の森　星の旅」
イベントを開催、車両や物資の提供も定期的に行ってきました。その結果、
計30万人余りの参加をいただくと共に、全国60以上の自然保護区を巡り、
総 走 行 距 離 は 6 万 キ ロ を 超 え ま し た 。 現 在 で は 、 「 3 1 の 森 　 星 の 旅 」
イベントは、中国で広く認知されています。

中国では、2014年に政府の主導のもと「森林中国公益プラットフォーム」
（森林中国）が設立され、国家レベルで自然環境保護と森林生態保護を
推 進 し て き ま し た 。 S O C は 、 2 0 1 5 年 に 森 林 中 国 と パ ー ト ナ ー シ ッ プ を
結び、彼らの生態環境保護活動に協力してきました。その活動が評価され、
国 連 か ら 森 林 中 国 と 共 に 「 公 益 感 謝 状 」 を 授 与 さ れ 、 国 際 的 な 評 価 を
得 て い ま す 。 2 0 1 7 年 9 月 に は 、 「 国 連 砂 漠 化 対 処 会 議 」 （ U N C C D ） の
第 1 3 回 締 結 国 会 議 （ C O P 1 3 ） が 内 モ ン ゴ ル 自 治 区 オ ル ド ス 市 で 開 催
され、SOCは森林中国の招待により、この会議に参加しました。

今後も、SOCは地域の自然環境と調和した活動を行い、生物多様性保全の
取り組みを進めていきます。

中国における森林保護活動「31の森  星の旅」

海 外 に お け る 取 り 組 み

http://x.subaru-forest.cn/
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オオカバマダラ保護用飼育キット

Subaru of  America,  Inc.（SOA）は、”Subaru Loves the Earth”を
合 言 葉 に 、 2 0 1 6 年 か ら N W F と 協 力 し 、 自 然 動 植 物 の 保 護 活 動 を 行 っ て
います。2017年4月現在、全米のＳＵＢＡＲＵディーラーのうち412店が
NWFとパートナーシップを結び、地元の小学校に「公認全米自然動植物
生息地」を設立するための活動に協力しています。参加ディーラーは、
小 学 校 に N W F 指 定 の 餌 箱 、 鳥 の 巣 箱 や 水 浴 び 所 、 有 機 土 、 じ ょ う ろ 、
シャベルなどのキット一式を寄贈し、活動を支援してきました。その結果、
2 0 1 7 年 4 月 ま で に 、 4 2 1 の 「 公 認 全 米 自 然 動 植 物 生 息 地 」 が 設 立 さ れ
ました。

この活動において特に注目されるのが、オオカバマダラです。オオカバ
マダラは主に北米に生息する蝶の一種ですが、近年、生息地の消失により
大 幅 に 個 体 数 が 減 少 し て い ま す 。 N W F の 保 護 プ ロ グ ラ ム ” B u t t e r fl y
Heroes Program”に協力して、ＳＵＢＡＲＵは40万羽のオオカバマダラの
保護のために10万個の飼育キットを提供しました。

また、啓発活動の一環として、これらの活動はNWFと共同でディーラー
か ら お 客 様 へ も 伝 え ら れ 、 自 然 動 植 物 の 保 護 に 関 心 を 持 っ て い た だ く
きっかけとなっています。

アメリカにおける公認全米自然動植物生息地の設立支援活動
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対象範囲：群馬製作所、東京事業所、宇都宮製作所、半田工場、半田西工場
国内グループ会社：
輸送機工業（株）、富士機械（株）、イチタン（株）、桐生工業（株）、（株）スバルロジスティクス、産業機器（株）
注：（株）スバルロジスティックスの2013～2016年度の取扱量に修正がありました。

（年度）

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（t）
ＳＵＢＡＲＵ国内グループ会社

2017
取扱量 排出量

3,377

931

2016
取扱量 排出量

3,457

961

2015
取扱量 排出量

1,920

950

2014
取扱量 排出量

3,340

1,064

2013
取扱量 排出量

3,356

1,036

国内法PRTR対象物質取扱量、排出量

環 境 負 荷 物 質 の 低 減

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で は 、 環 境 理 念 に 「 『 大 地 と 空 と 自 然 』 が Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の フ ィ ー ル ド 」 を 掲 げ て
おり、土壌・大気をはじめとする汚染の予防は、持続可能な社会と私たちの事業継続の上で大切な責任の
一 つ と 捉 え て い ま す 。 こ れ を 踏 ま え 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 法 令 基 準 以 上 の 自 主 取 り 組 み 基 準 を 設 定 し 、
土壌・大気・騒音などについて適切に対応をしています。

汚 染 の 予 防 へ の 考 え 方

環境：汚染の予防



119 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 P C B 廃 棄 物 を 法 に の っ と り 適 正 に 保 管 し 、 定 め ら れ た 期 限 ま で に 処 分 を 完 了 す る
よ う 計 画 し て い ま す 。

PCB廃棄物の保管・管理状況

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 1 9 9 8 年 か ら 自 主 的 に 事 業 所 の 土 壌 ・ 地 下 水 調 査 を 行 い 、 必 要 に 応 じ て 浄 化 対 策 と
地下水モニタリングを行ってきました。土壌汚染対策法が施行された2003年以降は法にのっとり、届出や
調査を実施しています。

土壌・地下水汚染防止

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 自 動 車 塗 装 工 程 か ら 発 生 す る 2 0 1 7 年 度 に お け る V O C （ 揮 発 性 有 機 化 合 物 ） 排 出 量 は 、
塗 装 面 積 当 た り 4 9 . 4 g / ｍ 2と な り 、 2 0 0 0 年 度 比 4 6 . 0 ％ 低 減 と な り ま し た 。

こ れ は 、 自 動 車 塗 装 工 程 で 使 用 す る 洗 浄 用 シ ン ナ ー の 使 用 量 低 減 や 回 収 強 化 に よ る も の で す 。

対象範囲：群馬製作所、東京事業所、宇都宮製作所、半田工場、半田西工場
国内グループ会社：
輸送機工業（株）、富士機械（株）、イチタン（株）、桐生工業（株）、（株）スバルロジスティクス、産業機器（株）
海外グループ会社：Subaru of  Indiana Automotive,  Inc.

VOCの排出量
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https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=pcb
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ＳＵＢＡＲＵでは、バーゼル条約付属文書Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅷに定められた有害廃棄物の重大な漏出、輸送は
ありません。

有害廃棄物の輸送

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 重 大 な 漏 出 事 故 が 発 生 し た 場 合 は 、 関 係 法 令 に の っ と り 迅 速 か つ 適 切 に 対 応 し て
い ま す 。 2 0 1 7 年 度 の 発 生 件 数 は 0 件 で し た 。

重大な漏出
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コ ン プ ラ イ ア ン ス ＆ グ リ ー ン 調 達
私 た ち は 、 人 ・ 社 会 ・ 環 境 の 調 和 を 目 指 し た 調 達 活 動 を 行 い 、 法 令 ・ 社 会 規 範 の 順 守 と 環 境 保 全 に
配 慮 し た 取 引 に 努 め ま す 。
ベ ス ト パ ー ト ナ ー シ ッ プ の 構 築
私たちは、信義誠実の原則に従った相互信頼の取引関係を基本として、お取引先様と「WIN-WIN」の
関 係 を 築 い て い き ま す 。
フ ェ ア で オ ー プ ン な 調 達 先 の 選 定
お 取 引 先 様 の 選 定 に あ た っ て は 、 国 内 外 全 て の 企 業 に 広 く 門 戸 を 開 き 、 常 に 公 平 ・ 公 正 を 期 す と
と も に 、 品 質 ・ コ ス ト ・ 納 入 ・ 技 術 開 発 ・ マ ネ ジ メ ン ト ・ 環 境 （ Q C D D M E ） の 6 つ の 視 点 か ら 最 も
優 れ た 物 品 ・ サ ー ビ ス の 調 達 に 努 め ま す 。

1 .

2 .

3 .

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 以 下 の 基 本 的 な 考 え の も と 調 達 活 動 を 推 進 し て い ま す 。

調達基本方針

調 達 基 本 方 針

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 事 業 活 動 の 中 で 環 境 課 題 の 改 善 に 取 り 組 む こ と は 企 業 に 課 せ ら れ た 喫 緊 の
社 会 的 課 題 、 果 た す べ き 責 任 と 認 識 し 、 持 続 可 能 な 社 会 の 実 現 を 目 指 し て い ま す 。 調 達 に 関 し て は 、
環境方針に「私たちは生物多様性など環境保護に配慮した調達を実施します。」を掲げ、環境に配慮した
事業活動を行っているお取引先様からの部品・材料・サービスの調達を推進しています。

環 境 に 配 慮 し た 調 達 へ の 考 え 方

環境：環境に配慮した調達
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ＳＵＢＡＲＵでは、REACH規則やELV指令をはじめとする各国の環境負荷物質関連法規に対応しています。
部材に含まれる化学物質については、適宜お取引先様に使用状況調査を行い、継続して含有物質の管理を
行 っ て い ま す 。 ま た 、 法 令 や 規 制 、 業 界 規 範 等 の 自 主 規 制 な ど で 禁 止 さ れ て い る 物 質 に つ い て は 、
順次代替材に切り替え、環境負荷物質の削減に取り組んでいます。

部品に含まれる環境負荷物質の管理および削減

PDF/459KBＳＵＢＡＲＵグリーン調達ガイドライン

関連情報

こ の ガ イ ド ラ イ ン の 順 守 を お 取 引 先 様 の 選 定 条 件 の ひ と つ と し て い る 他 、 新 規 お 取 引 先 様 に は 、
I S O 1 4 0 0 1 の 取 得 を 推 奨 し て い ま す 。 現 在 、 T i e r 1 の お 取 引 様 は 全 て I S O 1 4 0 0 1 認 証 を 取 得 済 み で す 。
ISO14001の取得が困難な場合、環境ガイドラインの自主診断報告書の提出により順守状況を確認させて
い た だ く と 共 に 、 エ コ ア ク シ ョ ン 2 1 取 得 の 支 援 を 実 施 し て い ま す 。

・環境関連法規の順守
・環境マネジメントシステムの構築
・環境責任者登録票の提出
・お取引先様自体の環境パフォーマンスの向上
・部品・材料・サービスに関する環境負荷物質の管理
・物流における環境負荷物質の削減

ＳＵＢＡＲＵでは、お取引先様に対して、環境への取り組みについてお願いしたい事項を、「ＳＵＢＡＲＵ
グリーン調達ガイドライン」にまとめています。ガイドラインでは主に、以下の6項目についてのご協力を
お願いしています。

ＳＵＢＡＲＵでの取り組み

グ リ ー ン 調 達

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az13
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az27
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=a03
https://www.subaru.co.jp/csr/pdf/gre2.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az23
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=az07
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ＳＵＢＡＲＵでは、グリーン調達ガイドラインにのっとりお取引先様にISO14001の外部認証取得を基本
とした環境マネジメントシステムの構築を依頼しています。ISO14001の取得が困難なお取引先様に対し
て は 、 エ コ ア ク シ ョ ン 2 1 の 取 得 ま た は Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 自 主 診 断 に 合 格 す る こ と を お 願 い し て い ま す 。
当 社 の 自 主 診 断 に 合 格 し た お 取 引 先 様 に 対 し て は 、 必 要 に 応 じ て お 問 い 合 わ せ や 監 査 を 行 う と 共 に 、
環境マネジメントシステムの外部認証の早期取得に向け、継続的な努力を求めていきます。

お取引先様への環境マネジメントシステムの要請

ＳＵＢＡＲＵでは、生物資源の牛革や植物由来原料の使用状況を調査し、調達過程において環境に悪影響を
与えていないことを確認しています。また、紙については本社で使用するコピー用紙を新たな樹木を原料と
しない古紙パルプ100％配合の再生コピー用紙に切り替えており、他の事業所でも順次切り替えを予定して
います。

生物多様性に配慮した調達
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群馬製作所では、日頃から工場や寮・社宅に隣接している地域住民の皆様とコミュニケーションを行って
い ま す 。 各 工 場 か ら 毎 月 行 政 区 の 代 表 の 方 を 訪 問 し 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ イ ベ ン ト を 案 内 し な が ら 、 地 域 で の
出来事や各工場へのご要望を伺うなどの情報交換を実施しています。

また年1回、実際に工場を視察する機会を設け、群馬製作所の現況や環境の取り組みについて説明を行う
ことで、ＳＵＢＡＲＵの環境活動への理解を深めていただいています。

地域の皆様とのコミュニケーション

カ ー ボ ン オ フ セ ッ
ト証明書

「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 森 」 活 動 を 開 始 し た
美深町の白樺で制作

2017年12月、国内最大級の環境展示会が開催され、
ＳＵＢＡＲＵは北海道・美深試験場テストコース内の
白 樺 林 で 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 森 」 を イ メ ー ジ し た
ブースを出展し、ＳＵＢＡＲＵグループの環境への
取り組みを多くの方へ発信しました。開催3日間で
6,000人以上の方々にＳＵＢＡＲＵブースへお越し
いただきました。また、被災地復興支援J－クレジット
への参加を通じて、出展に伴い発生するCO2排出量
12.0t-CO 2をカーボンオフセットし、CO 2の削減に
取り組みました。

「エコプロ2017～環境とエネルギーの未来展～」に出展

ＳＵＢＡＲＵは、ステークホルダーの皆様との関わりを大切に考え、安心し、信頼していただける企業と
なるべく、CSRレポートやホームページなどの各種媒体を通じて、環境保全活動事例、環境データなどを
分かり易く幅広く社会に向けて発信しています。

環 境 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

環境：環境コミュニケーション



125 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

リ サ イ ク ル 活 動 を 紹 介 す る S I A の
ブース

2017年4月、小学生から高校生100人が参加し、エコサイエンスフェアが
開催されました。協賛しているSubaru of  Indiana Automotive,  Inc.
（ S I A ） は 、 自 社 で 取 り 組 ん で い る リ サ イ ク ル 活 動 を 紹 介 す る ブ ー ス の
出展とエコサイエンスに関するプロジェクトへの取り組みに優れた学校に、
3 , 0 0 0 ド ル の 寄 付 を 行 い ま し た 。 S I A は 引 き 続 き こ の イ ベ ン ト を 支 援
していきます。

インディアナ州立博物館のエコサイエンスフェアへの協賛

クルマのリサイクルを学ぶコーナー

群馬製作所では、小学生の社会見学を目的とした工場見学を受け入れて
い ま す 。 2 0 1 7 年 度 は 、 一 般 の 方 々 を 含 め 9 1 , 6 9 4 人 の お 客 様 に お 越 し い
ただきました。また、ＳＵＢＡＲＵビジターセンターでは、壁面のパネルの
中に実際にリサイクルされるもの、リサイクルの結果出来上がったものを
展示し、クルマのリサイクルについて学んでいただいています。

群馬製作所の工場見学

群馬製作所では、臭気や騒音などは計測機器による測定と人の感覚とでは大きく異なるという経験則から、
日々事業所周辺の巡回を実施しています。また、別途相談窓口を設け対話集会を行ったり、工場見学会を
開 催 し た り す る こ と で 、 近 隣 に お 住 ま い の 皆 様 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 密 に と り 、 い た だ い た 貴 重 な
ご意見をもとに、生産設備の改善などを適宜実施しています。

事業所周辺を巡回して臭気などを監視
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矢島工場

本工場

群馬製作所

自動車部門

大 気 （ 大 気 汚 染 防 止 法 、 県 条 例 ）

※データは各工場および事業場における主要な規制対象物質・施設などの測定値です。

ＳＵＢＡＲＵでは法規制だけでなく、大気・水質・騒音・振動の法令基準に20％上乗せした自主基準値を
設定し管理しています。

2 0 1 7 年 度 工 場 ・ 事 業 所 の 環 境 デ ー タ 　 実 績 ※

環境：環境データ
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半田工場

該当する設備はありません。

南工場、南第2工場

本工場

宇都宮製作所

航空宇宙カンパニー

該当する設備はありません。

東京事業所

該当する設備はありません。

太田北工場

大泉工場
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［排水は公共河川排出、排水口２カ所（新２号水路、５号水路）で測定、全りん・全窒素は日間平均]

本工場

群馬製作所

自動車部門

水 質 （ 水 質 汚 濁 防 止 法 ・ 下 水 道 法 、 県 ・ 市 条 例 ）

半田西工場
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大泉工場

［排水は公共河川排出、全りん・全窒素は日間平均］

［排水は公共河川排出、全りん・全窒素は日間平均]

矢島工場
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※水質汚濁防止法および三鷹市下水道条例
[排水は公共用下水道排出、単位はpH除きmg／L]

東京事業所

［排水は公共河川排出、全りん・全窒素は日間平均］

太田北工場
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[排水は公共河川排出]

[排水は公共用下水道排出]

本工場

宇都宮製作所

航空宇宙カンパニー
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[排水は公共河川排出]

南工場

[排水は公共用下水道排出]

南工場
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[排水は公共河川排出]

南第2工場

[排水は公共用下水道排出]

南第2工場
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半田西工場

半田工場
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半田西工場

半田工場

宇都宮製作所

航空宇宙カンパニー

※群馬県条例、太田・大泉公害防止協定

群馬製作所

自動車部門

騒 音 （ 騒 音 規 制 法 、 県 条 例 、 協 定 ）
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半田工場、半田西工場

宇都宮製作所

航空宇宙カンパニー

群馬製作所

自動車部門

振 動 （ 振 動 規 制 法 、 県 条 例 、 協 定 ）
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[単位：kg/年、ダイオキシン類のみ mg-TEQ/年]

群馬製作所（本工場、矢島工場、大泉工場、スバル研究実験センター（佐野））

自動車部門

国 内 法 P R T R  対 象 化 学 物 質 の 取 扱 量 、 排 出 量 な ど

[臭気指数]

群馬製作所

自動車部門

臭 気 （ 悪 臭 防 止 法 ）
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東京事業所
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[単位：kg/年]

宇都宮製作所

航空宇宙カンパニー
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地 表 面 か ら 宇 宙 へ の 放 射 熱 を 吸 収 す る 効 果 が あ る 地 球 温 暖 化 を 引 き
起 こ す ガ ス の 総 称 。 二 酸 化 炭 素 、 メ タ ン 、 フ ロ ン 類 な ど 。【Greenhouse Gas（GHG）】

温室効果ガス

二重結合を1箇もったオレフィンを原料とする鎖状炭化水素の総称で、
ポリエチレン樹脂やポリプロピレン樹脂がある。【Olefin Resin】

オレフィン系樹脂

生 物 に と っ て 有 害 な 紫 外 線 の 多 く を 吸 収 す る 化 学 作 用 の 強 い 気 体 。
成層圏（約10～50km上空）には、大気中のオゾンの約90％が集まって
オゾン層を形成している。

【Ozone Layer】

オゾン層

電気、ガス、燃料等のさまざまな単位の違うエネルギーの使用量を原油
換算して合算したもの。【Energy Consumption】

エネルギー使用量

不要なアイドリングをやめる、急発進や急加速をやめるなど、環境負荷
を減らすための運転の工夫。【Energy Saving Driving】

エコドライブ

燃費性能と排ガス性能が優れた自動車。エコカー減税対象車は、税制面
で優遇される。【Fuel Efficient Vehicle】

エコカー

環境省が策定した中小企業向けの環境保全活動推進プログラム。ガイド
ラインに基づいて、環境経営システム、環境への取り組み、環境報告の
3つの要素に取り組む環境マネジメントシステム。

【Eco Action 21】

エコアクション21

海上コンテナ物流の陸上部分の輸送体系を見直し、荷主の物流コストの
低減や物流の効率化を図るため、内陸部（インランド）にあるコンテナ
貨物の集貨拠点。

インランドコンテナデポ

炭素または炭素化合物が不十分な酸素供給の下に燃焼するか，または炭
酸ガスが赤熱した炭素と接触するときに生じる無色、無臭、可燃性の気
体。大気汚染原因物質の一つ。

【Carbon Monoxide（CO）】

一酸化炭素 

燃料などに含まれている硫黄分が、燃焼により空気中の酸素と結合して
発生。大気汚染原因物質の一因。【Sulfur Oxides（SOx）】

硫黄酸化物

あ 行

環境：環境用語集
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環 境 負 荷 低 減 に 寄 与 す る 製 品 ・ サ ー ビ ス を 購 入 す る こ と 。 グ リ ー ン
購 入 は 、 市 場 を 通 じ て 企 業 の 環 境 経 営 ・ 商 品 開 発 を 促 進 す る 。【Green Purchase】

グリーン購入

国土交通省主導の建築総合性能評価システム。
【Comprehensive Assessment 
System for Built  Environmental  
Efficiency（CASBEE）】

キャスビー

常温常圧で容易に空気中へ揮発する有機化合物の総称で、主に人口合成
さ れ た 物 質 。 塗 料 等 に 溶 剤 と し て 含 ま れ る ト ル エ ン ・ キ シ レ ン な ど
約200種類ある。光化学オキシダントや浮遊粒子状物質発生原因の一つ。

【Volati le  Organic Compounds
（VOC）】

揮発性有機化合物

企業や団体が、地球温暖化対策や廃棄物の削減などの環境保全活動に
取り組むため、自主的に策定する行動計画の総称。【Voluntary Plan for  the 

Environment】

環境ボランタリープラン

地球環境や人体に影響を及ぼす可能性のある物質の総称。
【Environmental  Pollutants 
Substances】

環境負荷物質

製 品 の 製 造 、 使 用 、 廃 棄 な ど 製 品 ラ イ フ サ イ ク ル 全 体 を 通 じ て の 環
境 負 荷 低 減 を 目 的 と し た 設 計 手 法 の こ と 。【Environmental  Management 

System】

環境マネジメントシステム（EMS）

事業活動における環境保全のためのコストとその活動で得られた財務面
・ 環 境 面 で の 効 果 を 認 識 し 、 可 能 な 限 り 定 量 的 に 測 定 し 、 伝 達 す る
仕 組 み 。

【Environmental  Accounting】

環境会計

商 品 の 生 産 か ら 廃 棄 ま で の 全 過 程 で 排 出 さ れ る 温 室 効 果 ガ ス を C O 2に
換算して商品に表示すること。【Carbon Footprint】

カーボンフットプリント

日 常 活 動 や 企 業 活 動 な ど で 排 出 す る C O 2な ど の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 に
ついて、省エネ・植林事業への投資など別の活動により、排出される
温室効果ガスを埋め合わせること。

【Carbon Offsetting】

カーボン・オフセット

環境関連の法規に対応するため、自動車に使用する部品の材料を管理
する自動車業界で運営する物質情報システム。【International  Material  Data

System】

化学物質管理（IMDS）

か 行
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廃自動車を破砕し、鉄や非金属などを回収した後に残るプラスチック、
ガラス、ゴムなどの破片の混合物。【Shredder Dust】

シュレッダーダスト

使用済み自動車からエアバッグ類やフロン類、ドア、エンジンなどの
部品を取り外し、破砕し有用金属を回収した後に残ったもの。【Automotive Shredder Residue】

自動車破砕残さ

使用済み自動車のリサイクル・適正処理推進のために、2002年7月制定、
2005年1月施行。自動車製造業者を中心とした関係者に適切な役割分担
を義務づけている。

【Automotive Recycling Law】

自動車リサイクル法

事業活動に伴って発生する廃棄物のうち、法令に定められる20種類の
もの。排出事業者に処理の責任を義務づけている。【Industrial  Waste】

産業廃棄物

エネルギー源として永続的に利用することができると認められるもの。
太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存
する熱、バイオマスが規定されている。資源が枯渇せず繰り返し使え、
発電時や熱利用時に地球温暖化の原因となる二酸化炭素をほとんど排出
しない優れたエネルギー。

【Renewable energy】

再生可能エネルギー

さ 行

発電時の排熱を利用して、 電力と熱を併給し、エネルギーの効率的利
用をはかるシステム。【Cogeneration System】

コージェネレーションシステム

生 産 時 に 発 生 し た 廃 棄 物 、 ス ク ラ ッ プ や 、 回 収 し た 自 社 の 使 用 済 み
製 品 を 、 同 じ 品 質 の 部 品 の 材 料 と し て 再 生 し 、 再 び 同 種 製 品 に 採 用
す る 手 法 の こ と 。

【Green Purchase】

クローズド・ループ・リサイクル

排 出 ガ ス 性 能 お よ び 燃 費 性 能 に 優 れ た 低 公 害 車 に 対 し て 自 動 車 税 の
税率を軽減する一方、新車新規登録から一定年数以上を経過した自動車
に対しては税率を重課する制度。

【Green Tax Plan】

グリーン税制
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炭素と水素からなる有機化合物の総称。炭酸水素系物質は光化学スモ
ッグの原因物質のひとつであり，種類によっては有害性や悪臭の問題
がある。

【Hydrocarbon】

炭化水素

大気中の微粒子や気体成分の中で、人の健康や環境に悪影響をもたら
すもの。【Air Pollution】

大気汚染

た 行

産業から排出される廃棄物や副産物を他の産業の資源として活用し、
結 果 的 に 廃 棄 物 を 生 み 出 さ な い シ ス テ ム 。 国 連 大 学 （ U N U ） が 1 9 9 4
年に提唱した概念。

【Zero Emission】

ゼロエミッション

高 度 道 路 交 通 シ ス テ ム の 一 部 で 、 先 進 技 術 を 利 用 し て ド ラ イ バ ー の
安 全 運 転 を 支 援 す る シ ス テ ム を 搭 載 し た 自 動 車 。【Advanced Safety Vehicle

（ASV）】

先進安全自動車

地球上の生物の多様さとその生息環境の多様さをいう。生態系は多様
な生物が生息するほど健全であり、安定しているといえる。【Biodiversity】

生物多様性

スコープ1,2以外の間接排出で、原料調達、輸送、商品使用、廃棄過程
の他、従業員の通勤、出張などにより排出される温室効果ガス。

スコープ3

他 社 か ら 供 給 さ れ た 電 気 ・ 熱 ・ 蒸 気 の 使 用 に 伴 い 間 接 的 に 排 出 す る
温 室 効 果 ガ ス 。

スコープ2

企業の自社施設から直接排出される温室効果ガス。スコープ1

範囲のこと。環境報告書のなかでは、主に温室効果ガスなどの算定や
報告の際に対象となる範囲を企業が直接排出するスコープ１、購入電力
な ど 企 業 が 所 有 ・ 支 配 す る 施 設 で 消 費 す る エ ネ ル ギ ー の 製 造 工 程 の
排出から出すのがスコープ２、バリューチェーンも含む排出がスコープ
３としてあらわす。

【Scope】

スコープ
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一定の有害廃棄物の国境を越える移動の規制について国際的な枠組み
および手続きを規定した条約。有害な廃棄物を先進国が発展途上国に
投棄し、環境汚染を引き起こすことを防ぐ目的で採択された。1992年
5月発効。

【Basel  Convention on the 
Control  of  Transboundary 
Movements of  Hazardous Wastes 
and Their  Disposal】

バーゼル条約

は 行

「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（化審法）は、人の
健康を損なうおそれ又は動植物の生息・生育に支障を及ぼすおそれが
ある化学物質による環境の汚染を防止することを目的とする法律。

日本化審法

温室効果ガスの一つ、二酸化炭素は大気中の濃度が高く、排出量が多い
ため、地球温暖化への影響が最も大きい。【Carbon Dioxide】

二酸化炭素（CO2）

な 行

自動車の走行時間や走行速度などの運行記録を自動的に記録し、メモリ
ーカード等に保存するシステム。業務として自動車を運行する業種にお
ける運行管理システムとして導入が進められつつある。
急加速・急減速、アイドリングの無駄、危険運転などを明確に「見える
化」することができるため、安全運転意識の向上、燃料使用量の削減を
図ることができる。

（デジタル式運行記録計）

デジタルタコグラフ

空気中の窒素と酸素が高温の燃焼により結合して生成するほか、燃料中
の窒素が燃焼により酸化されて生成。大気汚染原因物質の一つ。【Nitrogen Oxides（NOx）】

窒素酸化物

化 石 燃 料 の 使 用 で 温 室 効 果 ガ ス の 濃 度 が 上 が り 、 赤 外 線 を 吸 収 し 、
地 球 の 気 温 が 上 昇 す る こ と 。【Global  Warming】

地球温暖化
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一 般 的 な 有 害 の 定 義 は さ ま ざ ま で あ る が 、 こ こ で は バ ー ゼ ル 条 約 に
お い て 輸 出 入 等 の 規 制 の 対 象 と な る 有 害 廃 棄 物 等 の こ と 。【Hazardous waste】

有害廃棄物

や 行

貨物輸送をトラック輸送から環境負荷の小さな鉄道輸送や船舶輸送に
切り替えること。【Modal Shifts】

モーダルシフト

ま 行

環境中で難分解性で、生物に蓄積しやすく毒性がある物質であることが
明からかとなり、1973年に製造・輸入や新たな使用が禁止された。【Poly Chlorinated Biphenyl

（PCB）】

ポリ塩化ビフェニル

フロンガスには複数の種類があり、オゾン層を破壊する特定フロン、
オゾン層破壊性の小さい代替フロンがある。フロンガスは、オゾン層
を破壊するだけでなく、温室効果ガスのひとつとして地球温暖化にも
影響する。

【Fluoro Carbon】

フロンガス

原材料から廃棄・リサイクルまでの企業活動のこと。
【Value Chain】

バリューチェーン

動植物に由来する有機資源を利用して生み出された燃料の総称。液体
燃料やガス燃料として加工され、従来の化石燃料を代替する用途での
利用が進められている。

【Biofuel】

バイオ燃料
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自 動 車 破 砕 残 さ リ サ イ ク ル 促 進 チ ー ム 。 自 動 車 メ ー カ ー 1 3 社 が 2 0 0 3
年12月に結成。リサイクルが義務付けられている特定再資源化物品の
うち、シュレッダーダスト（自動車破砕残さ）について、そのリサイ
クルを適正、円滑かつ効率的に実施するための企画を行うチーム。

（Automobile shredder residue
Recycling promotion Team）

ART

A - Z  数 字

電源供給や信号通信に用いられる複数の電線を束にして集合部品とし
たもので、自動車の車内配線等に用いられる。【Wire Harness】

ワイヤリングハーネス

わ 行

希少性が高く、産業に必要な非鉄金属で、日本では31種類が指定されて
いる。自動車やIT製品の製造に不可欠な素材。【Rare Metal】

レアメタル

環境中にある、さまざまな種類や性状、大きさをもつ粒の総称。PMの
うち大気中に浮遊するものが浮遊粒子状物質（SPM）で、粒径10ミク
ロン以下のものについて環境基準が定められている。また、粒径2.5μm
以下の微小粒子物質であるPM2.5は気管支炎やぜんそくなど呼吸器疾患
の原因とされ、2009年に環境基準が定められた。

【Particulate Matter（PM）】

粒子状物質

製品やサービスなどが環境に与える影響を、原料採取から設計、生産、
流通、消費、廃棄に至るまでの各段階における資源・エネルギーの消費
と環境負荷を定量的に分析し、総合評価することにより、環境負荷の
低減および環境改善を図る手法。

【Life Cycle Assessment（LCA）】

ライフサイクルアセスメント

ら 行
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化学物質管理
（International  Material  Data
System）

IMDS

炭化水素
（Hydrocarbon）

HC

電気・電子製品の廃棄物
（Electronic waste）

E-waste

環境マネジメントシステム
（Environmental  Management 
System）

EMS

廃自動車指令。2000年に発効されたヨーロッパ連合（EU）が定めたEU
における使用済自動車の環境負荷を下げるための指令。有害物質の使用
禁止、使用済み自動車やその部品の再利用・リサイクルで廃棄物の削減
を促進することを目的としている。

（End-of  Life Vehicles Directive）

ELV指令

二酸化炭素CO2

一酸化炭素
（Monoxide）

CO

数多くの機関投資家（運用資産100兆米ドル）が連携し運営する国際的
な非営利団体。
世界の先進企業に環境戦略や温室効果ガスの排出量の情報開示を求めて
質問状を送り、その回答を分析・評価して、投資家に開示している。

（Carbon Disclosure Project）

CDP

企業平均燃費のことで、米国は自動車製造会社ごとに企業平均の燃費を
算定し、その燃費が基準値を下回らないように義務付けられている。（Corporate Average Fuel  

Economy）

CAFE

生 物 化 学 的 酸 素 要 求 量 。 水 中 の 有 機 系 汚 濁 物 質 を 分 解 す る た め に 、
微生物が必要とする酸素の量で、値が大きいほど水質汚濁が著しい。（Biochemical Oxygen Demand）

BOD

自動車破砕残さ
（Automotive Shredder Residue）

ASR

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=asr
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=co
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=co2
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=ems
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=hc
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=imds
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窒素酸化物NOx

N/Aとは自然吸気の略で、ターボチャージャーやスーパーチャージャー
などによる過給を行わず吸気するエンジンのこと。（Natural  Aspirated Engine）

N/A エンジン

個別の化学物質について、安全性や毒性に関するデータ、取り扱い方、
救急措置などの情報を記載したもの。（Material  Safety Data Sheet）

MSDS

LEED（Leadership in Energy & Environmental Design）は、米国グ
リーンビルディング協会（USGBC：US Green Building Council）が開
発・運営する、環境に配慮した建物に与えられる認証制度。建築全体の
企画・設計から建築施工、運営、メンテナンスにおける省エネルギーや環
境負荷を評価することにより、建物の環境性能を客観的に示すことがで
きることから、米国を中心にLEED認証の取得が拡大している。

LEED認証

ライフサイクルアセスメント
（Life Cycle Assessment）

LCA

道路交通事故による死亡者や重症者を削減するために、事故のリスク
源を適切に管理し、そのリスクを効果的・効率的に低減させることを
求める、道路交通安全マネジメントシステムの国際規格。

ISO39001

事業者がエネルギー使用に関して、方針・目的・目標を設定、計画を
立 て 、 手 順 を 決 め て 管 理 す る 活 動 を 体 系 的 に 実 施 で き る よ う に し た
仕組みを確立する際に必要な要求事項を定め、全ての組織に適用できる
世界標準の規格。

ISO50001

国 際 標 準 化 機 構 （ I S O ） が 1 9 9 6 年 9 月 に 制 定 し た 環 境 管 理 シ ス テ ム
（ E M S ） の 国 際 規 格 。 I S O 1 4 0 0 1 は 環 境 に 配 慮 し 、 環 境 負 荷 を 継 続 的
に減らすシステムを構築した組織に認証を与えるというマネジメント
システム規格。

ISO14001

国際標準化機構（ISO）が1987年に発効させた国際統一規格としての
品 質 マ ネ ジ メ ン ト 規 格 。 I S O 9 0 0 0 シ リ ー ズ の う ち 、 I S O 9 0 0 1 （ 品 質
マネジメントシステム規格）が認証登録制度となっている。品質の向上
を図るためには品質マネジメントシステムを組み込み、体系的に品質
管理を進めることが必要であるとの考え方にもとづく。

ISO9001

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=lca
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=nox
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排出ガスを一切出さない電気自動車や燃料電池車を一定比率以上にする
米国カリフォルニア州の規制。2017年7月現在、カリフォルニア州内での
販売台数が一定以上の自動車メーカーは、販売台数の一定の比率をこの
規制に対応させることが求められている。

（Zero Emission Vehicle
Regulation）

ZEV規制

揮発性有機化合物
ホルムアルデヒドやトルエンなどの常温で揮発しやすい有機化合物。
人の鼻や喉などへの刺激の原因とされる。

（Volati le  Organic Compounds）

VOC

自 動 車 メ ー カ ー に 部 品 を 供 給 す る 企 業 （ T i e r 1 ： 一 次 請 け ） に 部 品 を
供給する二次請けの企業。

Tier2

自動車メーカーに直接部品を供給する企業。一次請け。その企業にその
部品を構成する部品を供給する企業はTier2。

Tier1

硫黄酸化物SOx

欧州の化学物質規制。すべての化学物質を対象に、人・環境へのリスク
に応じた管理・制限を求めるもの。（Registration,  Evaluation,  

Authorization and Restriction of  
Chemicals）

REACH

工 場 ・ 事 業 場 か ら 大 気 や 河 川 、 海 な ど に 排 出 し た り 、 廃 棄 物 と し て
処分場に移動したりした有害化学物質の量を企業が行政に報告、行政が
データを公表することで、有害化学物質の排出量削減を目指す制度。

（Pollutant Release and
Transfer  Register）

PRTR

産 業 廃 棄 物 の う ち 、 マ テ リ ア ル リ サ イ ク ル が 困 難 な 古 紙 及 び プ ラ ス
チ ッ ク を 原 料 と し た 廃 棄 物 固 形 化 燃 料 。（Refuse Paper & Plastic  Fuel）

RPF

ポリ塩化ビフェニル
（Poly Chlorinated Biphenyl）

PCB

製品やサービスを提供する先のブランド名で、製品を生産すること、
またはそのような企業のこと。
OEMメーカーから製品の供給を受けたメーカーは、自社ブランドでその
製品を販売する。

（Original  Equipment 
Manufacturer）

OEM

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=pcb
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=sox
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/130_words.html?id=voc
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人事データ

「労使協議会」開催などを通じて労使がコミュニケー
シ ョ ン を 取 り な が ら 、 相 互 理 解 ・ 相 互 信 頼 の 関 係 を
築いています。

労使コミュニケーション
「安全衛生はすべての業務に優先す
る」ことを基本理念に、災害・事故
ゼロに向けた体制や仕組みを構築し
ています。

労働安全衛生

一 人 ひ と り の 人 権 と 個 性 を 尊 重 し 、 性 別 、 L G B T 、
年 齢 、 出 身 地 、 国 籍 、 人 種 、 民 族 、 信 条 、 宗 教 、
社会的身分、身体的障害、疾病等を理由として不当に
差 別 し な い こ と を 明 示 し て い ま す 。

人権尊重
従業員の個性や価値観はもとより性別
・国籍・文化・ライフスタイルなどの
多様性を尊重し、働きやすい職場環境
の整備に努めています。

ダイバーシティ

従 業 員 一 人 ひ と り が 個 々 の 能 力 を
存分に発揮できるよう、仕事と家庭の
両立支援をはじめ、各種制度の拡充に
努めています。

ワークライフバランス
従業員一人ひとりの成長を支援する
ために、教育プログラムを取り揃え
ると共に、グローバル人材育成にも
力を入れています。

人材育成

従 業 員

従業員
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ＳＵＢＡＲＵでは、職能資格制度に定められている各階層の役割を確実に果たせるよう、全階層の昇格者
および一部の中途入社の従業員を対象とした「新任研修」を実施しています。階層ごとに求められる役割
に応じた課題解決のスキルや知識を体系的に学び、実践・振り返りを通じて成長できるプログラムを実施
しており、2017年度は約1,800人が受講・修了しました。
階 層 別 以 外 に も 、 従 業 員 自 ら が 高 い 意 欲 を 持 っ て 成 長 し て い く こ と を 支 援 す る た め 、 個 人 ご と の 課 題 や
業務ニーズなどに応じた幅広い能力開発ができるよう教育プログラムを実施しています。職能別プログラム
で は 、 ビ ジ ネ ス ス キ ル の 習 得 ・ 向 上 を 目 指 し た 「 プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ・ プ ロ グ ラ ム 」 を 実 施 す る 他 、
ビ ジ ネ ス ス ク ー ル へ の 通 学 を 支 援 し て い ま す 。 ま た 、 グ ロ ー バ ル 人 材 育 成 で は 語 学 力 向 上 を 中 心 と し た
各種プログラムを実施し、グローバルに活躍できる人材の育成を図っています。

教 育 体 系 の 整 備

人事制度の運用を通じて仕事の成果と能力の発揮度合いを客観的に評価すると共に、成長に向けて必要な
課題を上司と部下が共有しています。ＳＵＢＡＲＵの全従業員は、目標管理制度のもと、年3回（目標設定
・中 間 確認・成果確認）、上司と面談しています。なお、男女を問わず適正な処遇を実施し、性別による
基本給与の差はありません。

公 正 な 評 価 と 能 力 開 発 支 援

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 人 材 育 成 を 重 要 な 課 題 の ひ と つ と 位 置 付 け て お り 、 職 能 資 格 制 度 、 人 事 考 課 制 度 、
目 標 管 理 制 度 、 人 事 ロ ー テ ー シ ョ ン 、 教 育 体 系 で 構 成 さ れ る 「 人 事 制 度 」 を 人 材 育 成 の た め の ツ ー ル と
位置付け、活用しています。
また、国内・海外のグループ会社ではそれぞれの事業内容や地域性を踏まえた取り組みを推進しています。

人 材 育 成 の 考 え 方

従業員：人材育成
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STSでの基本技能教育の様子

ＳＵＢＡＲＵは、将来を担う若い技能者を対象とする「スバルテクニカル
スクール（STS）」を2006年に開校し、各階層に応じた安全で質の高い
技術・作業の伝承によって、高品質な製品の提供に取り組んでいます。

新卒から20歳代半ばまでの従業員を受講生とし、それぞれの技能レベルに
合った教育を提供しています。2017年度は624人が受講・修了し、累計
での修了生は4,296人となりました。

技 能 伝 承 に 向 け た 取 り 組 み

内定者教育

新入社員研修

各事業所
プログラム自己啓発

支援グローバル人材育成職能別プログラム階層別プログラム

一般

管理職

職能資格
全社共通プログラム

各
種
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
公
的
資
格
取
得
支
援
な
ど

通
信
教
育
・
オ
ン
ラ
イ
ン
英
会
話

各自のレベル・
目標に応じた
プログラムが

選択可能

教育プログラム例
ロジカルシンキング

リーダーシップ
プレゼンテーション

財務会計 など

ビジネススクール
通学支援

プロフェッショナル・
プログラム

職
制
キ
ャ
リ
ア

プ
ラ
ン
研
修

昇格時
新任研修

教育体系図
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技術統括本部 試作部 
試作第一課
大野 諒雅

私 が 技 能 五 輪 大 会 に 挑 戦 し た い と 思 っ た き っ か け は 、 高 校 時 代 の 先 輩
が Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で 技 能 五 輪 選 手 と し て 活 躍 し て い る 姿 を 見 て 憧 れ た こ
と で す 。 今 回 、 金 賞 と い う 結 果 を 出 せ た こ と で 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 技 量
を 世 の 中 に ア ピ ー ル で き た と 嬉 し く 思 っ て い ま す 。 講 師 や 指 導 員 の 方
に は 、 技 術 面 は も ち ろ ん で す が 、 そ れ 以 上 に 人 と し て 、 社 会 人 と し て
の 行 動 や 発 言 、 立 ち 居 振 る 舞 い の 指 導 を 受 け ま し た の で 、 今 後 も 大 切
にしていきたいと考えています。
技 能 五 輪 大 会 へ の 挑 戦 は 「 心 ・ 技 術 ・ 身 体 」 が 必 要 で す 。 つ ら い 部 分
も あ り ま す が 、 乗 り 越 え た 先 に 新 し い 自 分 に 出 会 え る と 思 い ま す 。 何
よ り 、 モ ノ づ く り の 世 界 は 無 限 の 可 能 性 を 秘 め 、 発 想 一 つ で 何 で も つ
く る こ と が で き ま す 。 技 能 や 知 識 の 習 得 も 大 切 で す が 、 モ ノ づ く り の
愉しさを知ることが原点だと思います。

受賞者のコメント

青 年 技 能 者 の 技 術 レ ベ ル の 日 本 一 を 競 う 技 能 競 技 大 会 で 、 次 世 代 を 担 う 青 年 技 能 者 に
努力目標を与えると共に、大会開催地域の若者に優れた技能を身近に触れる機会を提供
するなど、技能の重要性をアピールし、技能尊重の機運を高めることを目的としています。
全 国 か ら 1 , 3 0 0 人 以 上 の 優 秀 な 技 能 者 が 出 場 し 、 技 能 五 輪 大 会 優 勝 者 は 、 国 際 大 会
（2年に一度、奇数年に開催）に日本代表として参加します。

「技能五輪全国大会」とは？

第55回技能五輪全国大会
「自動車板金」職種 ＳＵＢＡＲＵ 初の金賞を受賞

TOPICS

製造本部 第三製造部 製作課
上野 央貴

講師の方々は、未熟な私たちに根気よく熱心に教えていただき、
職場ですぐに生かせる知識や技能を学ぶ事ができました。スバル
テクニカルスクールで学んだ知識、技能をムダにすることなく、
伝統あるＳＵＢＡＲＵの従業員として恥じぬようさらに精進し、
お客様に安心して乗っていただけるクルマづくりを目指します。

「お客様第一」の実現に向けて修了者の声
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ＳＵＢＡＲＵは、1998年度よりフレックス勤務を導入しています。2016年度からは、フレックスタイム
勤 務 のコアタイムを4 時間から2 時間に短縮し、より業務の特性や繁閑に合わせた働き方ができるように
し ま し た 。 従 業 員 一 人 ひ と り が 業 務 時 間 を コ ン ト ロ ー ル し 、 業 務 負 荷 が 低 い 時 期 に は 早 く 帰 れ る な ど 、
労働時間短縮やプライベートの充実にも寄与しています。

フレックスタイム勤務

ＳＵＢＡＲＵは、これまで設定していた定時間日（ノー残業デイ）に加え、2015年度から全事業所で、
管 理 職 を 含 め て 全 員 が 定 時 退 社 を す る 「 ウ ル ト ラ 定 時 間 日 」 を 新 た に 設 定 し ま し た 。 従 来 に 比 べ 、
よ り 効 率 的 に 業 務 計 画 を 立 て 実 行 す る こ と が 求 め ら れ る よ う に な り ま し た 。 こ う し た 取 り 組 み の 結 果 、
定時間日の退社状況が改善するなど、従業員の労働時間に対する意識が向上しています。

ノー残業デイ

長 時 間 労 働 削 減 に 向 け た 取 り 組 み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 多 様 な 従 業 員 一 人 ひ と り が 個 々 の 能 力 を 存 分 に 発 揮 で き る 環 境 整 備 が 重 要 と
考 え て い ま す 。

従業員の多様性を尊重し、仕事と生活の調和（ワークライフバランス）を実現するため、働き方の多様化
を進めると共に、制度の拡充に取り組んでいきます。国内・海外の関係会社では、それぞれの事業内容や
地域性を踏まえたワークライフバランス支援の取り組みを進めています。

ワ ー ク ラ イ フ バ ラ ン ス の 考 え 方

従業員：ワークライフバランス
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介護休業取得者数（ＳＵＢＡＲＵ単独）

ＳＵＢＡＲＵでは、仕事と介護を両立させるために準備しておくべきことをまとめた冊子「介護サポート
ハンドブック」を作成、配布し、社内外の各種制度や相談窓口を周知しています。
ま た 、 カ フ ェ テ リ ア プ ラ ン に 介 護 サ ー ビ ス メ ニ ュ ー を 用 意 し 、 従 業 員 の 負 担 が 軽 減 さ れ る よ う に 配 慮
しています。

仕 事 と 介 護 の 両 立 支 援

有給休暇取得率（ＳＵＢＡＲＵ単独）

2017年度より、開発部門を中心に、22時に執務フロアを施錠して退社を徹底する取り組みを開始しました。
残業時間の上限を明確にすることで、長時間労働の削減に効果が出ています。2018年度からは対象職場を
拡大し、引き続き取り組んでいます。

22時退社の徹底
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育児休業取得者数（ＳＵＢＡＲＵ単独）

小 学 校4年生就学の始期まで利用可能で、フレックスタイム（コアタイム2時間）との併用も可能として
います。

育児の短時間勤務制度

ＳＵＢＡＲＵは、従業員の子どもが2歳の誕生日を迎えた最初の4月末まで延長できるものと定めています。

育児休業制度

ＳＵＢＡＲＵは、仕事と育児の両立に向けて法定以上の制度を整え、現在は、仕事と育児を両立しながら
キャリアアップを目指せる支援へと、ステップアップを図っています。
こ れ ら の 制 度 内 容 を 階 層 別 研 修 に お い て 講 義 す る 他 、 「 産 休 ・ 育 児 ハ ン ド ブ ッ ク 」 を イ ン ト ラ ネ ッ ト に
掲載するなどして、各種制度の周知や利用促進を働きかけています。

仕 事 と 育 児 の 両 立 支 援
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くるみんマーク

また、次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づき、自主行動計画を策定、
実 践 し て い ま す 。 行 動 計 画 書 に お い て 計 画 を 達 成 し た 結 果 、 3 度 の 厚 生 労 働 大 臣
認定（くるみんマーク）を取得しました。

今 後 、 2 0 2 1 年 の 「 プ ラ チ ナ く る み ん マ ー ク 」 の 認 定 を 目 指 し て 取 り 組 み を 進 め
ます。
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シニア・関連企業統括グループ女性活躍・多様性推進グループ

ダイバーシティ推進室

人事部

体制図（チャート）

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ に お け る ダ イ バ ー シ テ ィ を 一 層 積 極 的 に 推 進 し て い く た め 、 2 0 1 5 年 1 月 、 ダ イ バ ー シ テ ィ
推 進 室 を 設 置 し ま し た 。 ダ イ バ ー シ テ ィ 推 進 室 で は 、 「 女 性 活 躍 推 進 」 「 障 が い 者 雇 用 」 「 外 国 人 採 用
の 企 画 推 進 」 「 高 齢 者 雇 用 推 進 」 を 重 点 テ ー マ に 掲 げ 、 中 で も 女 性 活 躍 の 推 進 を 最 重 要 課 題 と し て 取 り
組みを進めています。

ダイバーシティ推進室の設置

ダ イ バ ー シ テ ィ 推 進 体 制

ＳＵＢＡＲＵグループでは、ＳＵＢＡＲＵ独自の価値創造を実現し続けるため、さまざまな個性や価値観
を持つ従業員が個々の能力を十分に発揮できるよう、性別・国籍・文化・ライフスタイルなどの多様性を
尊重し、働きやすい職場環境の整備に努めています。また、国内・海外の関係会社では、ダイバーシティに
関してそれぞれの事業内容や地域性を踏まえた取り組みを進めています。

ダ イ バ ー シ テ ィ の 考 え 方

従業員：ダイバーシティ
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職場内にある自動扉のスイッチや
作業台は、車いすの従業員に合わ
せた高さに設定

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 障 が い を 持 つ 従 業 員 が 、 働 く こ と を 通 じ て 輝 く こ と が
できる社内環境の実現に努めています。障がいを持つ従業員や、障がい
者のご家族から寄せられる意見を生かし、働きやすい職場づくりに取り
組んでいます。

2018年4月現在、Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ では製造業務を中心に269人の障がいを
持つ従業員が活躍しており、障がい者雇用率は2.28％でした。

企 業 の 社 会 的 責 任 と し て 障 が い 者 雇 用 に お け る 法 定 雇 用 率 を 守 り 、 
2019年4月1日時点での障がい者雇用率2.3％を目標として、安定・継続的
な雇用を推進していきます。

具体的な取り組みとしては、「女性のキャリア形成支援」として、女性管理職および管理職候補を対象と
す る メ ン タ ー 制 度 に 加 え 、 次 世 代 の 女 性 管 理 職 候 補 者 を 計 画 的 に 育 成 す る 「 女 性 チ ー ム リ ー ダ ー 層 に
向 け た キ ャ リ ア ア ッ プ 研 修 」 を 実 施 し て い ま す 。

今後も、こうした取り組みを継続的に推進するとともに、さらなる質の向上を図っていきます。

障がいを持つ従業員への取り組み

ＳＵＢＡＲＵでは「女性活躍推進法」に基づき、女性の活躍推進に向けた行動計画を策定しています。
行動計画では「発揮能力による実力値での登用を前提として、2020年度までに女性管理職数を、登用目標を
定めた2014年時点の5倍（4人→20人）以上とする」ことを目標に掲げ、取り組んでいます。

女性管理職数（ＳＵＢＡＲＵ単独）
2014年：4人
2018年：13人（4月時点）

女性のキャリア形成支援

女性活躍推進

ダ イ バ ー シ テ ィ 推 進 の 取 り 組 み
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2 0 1 4 年 度 に 特 例 子 会 社 の 認 定 を 取 得 し た ス バ ル ブ ル ー ム （ 株 ） は 、
2017年度も障がい者採用活動を積極的に実施しており、2018年4月時点
で64人の従業員と15人の指導員が、ＳＵＢＡＲＵの社員寮、および工場
での清掃業務を行っています。

2 0 1 7 年 度 も 障 が い 者 の 雇 用 だ け に と ど ま ら ず 、 近 隣 地 域 か ら の 視 察 ・
見学などを積極的に受け入れました。また、障がい者雇用促進に積極的
・ 協 力 企 業 と し て 、 群 馬 県 の 障 害 者 就 労 支 援 部 署 が 主 催 す る 「 障 害 者
就労サポーター企業」への登録を2016年度より行い、2017年度には、
特例子会社を立ち上げる近隣企業の支援も実施しました。
今 後 も 障 が い 者 雇 用 に 係 る 企 業 間 の ネ ッ ト ワ ー ク を 広 げ る こ と で 、
ノ ウ ハ ウ の 共 有 や 企 業 間 の 交 流 を 深 め 、 企 業 運 営 の さ ら な る 反 映 を
目 指 し ま す 。

多 く の 仲 間 が 働 く 職 場 と な り 、 こ れ か ら は 定 着 へ の 取 り 組 み も さ ら に
強 化 し て い き ま す 。 サ ポ ー ト 体 制 の 強 化 や 作 業 指 導 だ け で は な く 、
安 全 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス と い っ た 基 本 的 な 教 育 を 行 う と 共 に 、 仕 事 の
成 果 を 出 し て 働 く 喜 び を 実 感 で き る 体 制 を 築 い て い き ま す 。 ま た 、
入 社 後 に は 従 業 員 と 技 能 確 認 や 面 談 を 重 ね 、 モ チ ベ ー シ ョ ン 向 上 に
つ な げ て い ま す 。 さ ら に 休 日 を 利 用 し た イ ベ ン ト も 定 期 的 に 実 施 す る
こ と で 、 仕 事 を 通 じ て 出 会 え た 仲 間 と 同 じ 時 を 過 ご し 、 各 事 業 所 間 の
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 取 る 場 を 設 け て い ま す 。 2 0 1 8 年 度 も 従 業 員 一 人
ひとりが個性という名を咲かせる（ブルーム）会社を目指して、定着、
雇用、地域貢献に取り組んでいきます。

群 馬 県 主 催 の 「 障 害 者
就 労 サ ポ ー タ ー 企 業 」
登録証

特例子会社スバルブルーム株式会社TOPICS
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60歳以上の勤務経験者

ポルトガル語のマニュアル

ＳＵＢＡＲＵは、新卒・キャリアいずれも国籍を問わず採用活動を実施
し て お り 、 外 国 籍 の 正 規 従 業 員 お よ び 期 間 従 業 員 を 雇 用 し て い ま す 。
また、日本人の従業員を対象にした語学研修や海外派遣研修を整備する
な ど 、 外 国 人 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 力 や 異 文 化 へ の 理 解 力 を 高 め る
ための取り組みをしています。国際的な人材交流を通じて、社内活性化や
人材の安定確保にもつながっています。

なお、海外の事業所・関係会社においては、それぞれ独自に人材を採用
しており、各拠点の方針や事業に適した人材の確保に努めています。

外国人技能実習生につきましては、外国人技能実習制度に基づいた適切な
運 営 を 行 っ て い ま す 。 安 全 や 品 質 に 関 す る 教 育 を 基 本 と し な が ら 、
帰国後に現地での活躍につなげる取り組みとしています。

60歳定年後の再雇用の取り組み

グローバル人材育成の取り組み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 6 0 歳 定 年 後 の 就 労 問 題 の 解 決 お よ び 人 材
の 活 用 を 図 る た め 、 2 0 0 3 年 に 定 年 後 再 雇 用 制 度 で あ る
「 シ ニ ア パ ー ト ナ ー 制 度 、 シ ニ ア ス タ ッ フ 制 度 」 を 導 入
しました。また、2013年4月からの「高年齢者雇用安定法」
の 改 正 に 対 応 す る と 共 に 、 定 年 退 職 者 が 持 つ ノ ウ ハ ウ ・
技 能 な ど を さ ら に 積 極 的 に 活 用 し て い く た め に 当 制 度 を
見直し、定年後も引き続き就労希望する従業員に対して、
原則社内およびＳＵＢＡＲＵグループ会社で就労すること
が できる制度としました。

今後も、定年を迎える従業員が持つ経験や能力を、後進の
指導育成や技能の伝承に生かし、60歳定年後の再雇用促進
に取り組んでいきます。

な お 、 2 0 1 7 年 度 の 6 0 歳 以 上 勤 務 経 験 者 は 、 3 7 6 人 で す 。
ＳＵＢＡＲＵは、2013年4月の「高年齢者雇用安定法」の
改 正 以 降 、 再 雇 用 を 希 望 す る 従 業 員 全 員 を 再 雇 用 し て い
ま す 。

再雇用率（ＳＵＢＡＲＵ単独）
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車いすの方も使用しやすいトイレ
（群馬製作所・新西本館）

車 い す の 方 も 通 門 で き る 入 出 門
ゲ ート（群馬製作所・新西本館）

※ 快 適 職 場 指 針 ： 労 働 安 全 衛 生 法 に お け る 「 事 業 者 が 講 ず べ き 快 適 な 職 場 環 境 の
形 成 の た め の 措 置 に 関 す る 指 針 」 。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 快 適 職 場 指 針 ※の 実 現 に 向 け 、 作 業 環 境 、 作 業 方 法 、
環 境 設 備 な ど の 各 項 目 に つ い て 、 組 織 的 ・ 計 画 的 に 改 善 活 動 を 行 っ て
い ま す 。 ま た 、 よ り 働 き や す い 職 場 を つ く る た め 、 休 憩 所 、 ト イ レ 、
喫 煙 所 、 食 堂 な ど の バ リ ア フ リ ー 化 を 進 め 、 施 設 の ユ ニ バ ー サ ル 化 を
行うことで、誰もが働きやすい職場づくりを目指しています。

2016年4月に完成した新西本館（群馬県太田市）においては、本社（東京都
渋谷区）同様、入出門ゲートやトイレなどの各種施設において、ユニバー
サル対応を実現しています。

ユニバーサル化への取り組み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 期 間 従 業 員 を 対 象 に 正 規 従 業 員 へ 登 用 す る 制 度 が あ り ま す 。 2 0 1 1 年 度 か ら 2 0 1 7 年
度末の7年間で906人の期間従業員が正規登用となりました。本人の希望、職場推薦などを総合的に判断
して受験機会を提供し、期間従業員の意欲、活力向上につなげています。

期間従業員正規登用数

期 間 従 業 員 の 正 規 登 用 制 度



163 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

各 種 ハ ラ ス メ ン ト の 防 止 に 向 け た 規 程 や ガ イ ド ラ イ ン を ま と め て い ま す 。 パ ワ ー ハ ラ ス メ ン ト に 関 し て
は 、 防 止 に 向 け た 「 パ ワ ハ ラ 解 説 集 」 を 作 成 し 、 全 従 業 員 （ 非 正 規 従 業 員 を 除 く ） に 配 布 す る と 共に、
イ ン ト ラ ネ ッ ト に 掲 載 し て い ま す 。 こ の 他 パ ワ ー ハ ラ ス メ ン ト の な い 職 場 に し て い く た め の 注 意 点 を
まとめた「パワハラ防止ハンドブック」を全ての管理監督者に配布しています。

ハ ラ ス メ ン ト が 発 生 し て し ま っ た 場 合 の 相 談 受 付 窓 口 と し て は 、 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ ホ ッ ト ラ イ ン 」
に 加 え 、 本 社 お よ び 各 事 業 所 に 「 ハ ラ ス メ ン ト 相 談 窓 口 」 を 設 け て い ま す 。 相 談 者 自 身 が 連 絡 し や す い
窓口を選べる体制とすることで、気軽な相談を促し、早期の問題察知と解決を図っています。

行動ガイドライン
労使コミュニケーション

関連情報

良好な労使関係の構築に向けて

ハラスメントの防止

ＳＵＢＡＲＵの「行動ガイドライン」では、「性別、LGBT、年齢、出身地、国籍、人種、民族、信条、
宗 教 、 社 会 的 身 分 、 身 体 的 障 害 、 疾 病 等 を 理 由 と し て 不 当 に 差 別 し な い 」 こ と を 明 示 し て い ま す 。

こ う し た 人 権 尊 重 に 対 す る 意 識 向 上 を 図 る た め 、 2 0 1 5 年 度 か ら は 、 新 入 社 員 研 修 お よ び 管 理 者 研 修 に
お い て 、 ダ イ バ ー シ テ ィ の 必 要 性 や Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 取 り 組 み に つ い て 講 義 し て い ま す 。 2 0 1 7 年 度 は 、
14回の研修を 開 催 し 5 1 4 人 の 従 業 員 が 受 講 し ま し た 。

人権啓発活動

人 権 尊 重 の 取 り 組 み

ＳＵＢＡＲＵは企業行動規範に「私たちは、一人ひとりの人権と個性を尊重します。」と掲げています。
こ れ は 、 従 業 員 が 個 々 の 能 力 を 十 分 に 発 揮 で き る よ う に す る た め 、 性 別 や 性 的 指 向 （ L G B T ） 、 年 齢 、
国 籍 、 文 化 ･ ラ イ フ ス タ イ ル な ど の 多 様 性 を 尊 重 し 、 安 全 で 働 き や す い 職 場 環 境 の 整 備 に 努 め る こ と を
基 本 的 な 考 え 方 と し て い る た め で す 。

人 権 尊 重 の 考 え 方

従業員：人権尊重

https://www.subaru.co.jp/csr/compliance.html?id=a02
https://www.subaru.co.jp/csr/employees/communication.html
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従業員の災害防止、疾病予防、労働環境向上を目的に、会社と労働組合がそれぞれ選任した同数（各8人）
の委員で構成されるＳＵＢＡＲＵ中央安全衛生委員会を設置しています。なお、委員長1人は会社から、
副委員長1人は労働組合から選任しています。

中 央 安 全 衛 生 委 員 会 で は 、 労 働 安 全 衛 生 に 関 す る 基 本 方 針 を は じ め 、 労 働 災 害 や 職 業 性 疾 病 発 生 原 因 の
調 査 な ら び に そ の 対 策 、 労 働 環 境 の 向 上 、 安 全 衛 生 教 育 、 交 通 安 全 、 防 火 な ど を テ ー マ と し て 、 協 議 を
重ねています。

さらに、各事業所には事業所安全衛生委員会を置き、中央安全衛生委員会で出された方針および各事業所
安 全 衛 生 の 基 本 的 な 事 項 や 新 規 課 題 な ど を 議 論 し て い ま す 。 ま た 、 下 部 組 織 と し て 、 必 要 に 応 じ て 工 場
安全衛生委員会、部安全衛生委員会、課安全衛生委員会を設置しています。

安 全 衛 生 管 理 体 制

群馬製作所　矢島工場 

ＳＵＢＡＲＵは企業理念に基づき安全衛生を重要な経営課題と位置付け、
「安全衛生はすべての業務に優先する」ことを安全衛生基本理念として
います。全ての管理者と従業員はこの安全衛生基本理念のもと、職場の
安全と衛生を確保すると共に、より快適に働くことのできる職場環境の
改善に努めています。

国内・海外のグループ会社ではそれぞれの事業内容や地域性、各地の法
令などを踏まえた安全衛生方針を定め、それに基づいた取り組みを推進
しています。

安 全 衛 生 の 考 え 方

従業員：労働安全衛生
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東 京 事 業 所 で 行 わ れ た 2 0 1 8 年 度
安全衛生キックオフ大会の様子

毎 年 4 月 、 各 事 業 所 で 安 全 衛 生 キ ッ ク オ フ 大 会 を 開 催 し 、 従 業 員 が 災 害
・ 事 故 防 止 へ の 意 識 を 常 に 維 持 し な が ら 日 々 の 作 業 に あ た る こ と が
で き る よ う 、 活 動 目 標 ・ 計 画 を 周 知 し 、 そ の 達 成 に 向 け た 取 り 組 み を
進めています。

安全衛生キックオフ大会

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 毎 年 の 年 度 初 め に 、 各 事 業 所 で 一 斉 に 「 安 全 衛 生 キ ッ ク オ フ 大 会 」 を 行 っ て い ま す 。
これは「労働災害防止、交通安全」と「健康管理」に対する意識向上を図るため、事業所トップから年度
方 針 や 安 全 衛 生 活 動 に 取 り 組 む ポ イ ン ト な ど を 各 職 場 の 管 理 監 督 者 に 通 達 し 、 年 間 の 災 害 ・ 事 故 ゼ ロ に
向けて、気持ちを一つにして活動に取り組んでもらうことを目的に行っています。

安 全 衛 生 活 動

航空宇宙カンパニー
安全衛生委員会

群馬製作所
安全衛生委員会

東京事業所
安全衛生委員会

本社
安全衛生委員会

全社安全衛生事務局

経営会議

中央安全衛生委員会

代表取締役社長

安全衛生組織図
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各 事 業 所 で は ミ ス や ヒ ュ ー マ ン エ ラ ー を 防 止 す る た め に 、 構 内 の 横 断 歩 道 を は じ め と し た 指 差 し 呼 称 の
実 践 を 推 進 し て い ま す 。 全 従 業 員 が 指 で 左 右 、 前 方 を 指 し て 確 認 す る こ と で 、 安 全 行 動 へ の 意 識 レ ベ ル
と安全確認の精度向上を目指しています。

2. 指差し呼称の推進活動
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労働災害発生状況と災害度数率（ＳＵＢＡＲＵ単独）

ＳＵＢＡＲＵの全従業員は安全意識の高揚を図るため、「私は、行動を起こす前に
必ず安全を確認します」の内容を記載した「安全宣言バッジ」を着用しています。

1. 安全宣言バッジの着用

労働災害防止活動

2017年度労働災害発生件数は14件（内、休業災害1件）と過去最少の災害件数でした。また、災害頻度を
表すＳＵＢＡＲＵの災害全度数率は、0.37でした。

労働災害について
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 産 業 医 、 臨 床 心 理 士 、 健 康 支 援 室 に 所 属 す る 安 全 衛 生 ス タ ッ フ （ 保 健 師 、 看 護 師 ） が
連携しながらメンタルヘルス対策を行っています。事業所ごとに「一般従業員向け」および「管理者向け」
メンタルヘルス講習会などを実施しており、社内用の「管理監督者向けメンタルヘルス対応マニュアル」
の 発 行 、 さ ら に 休 職 者 の ス ム ー ズ な 職 場 復 帰 を 目 的 と し た 「 復 職 プ ロ グ ラ ム 制 度 （ 試 し 出 勤 、 慣 ら し
勤務）」を導入するなど、従業員が安心して働ける職場環境づくりに取り組んでいます。
ま た 、 2 0 1 6 年 度 か ら 実 施 し て い る 「 ス ト レ ス チ ェ ッ ク 」 の 結 果 を も と に 、 リ ス ク の 高 い 職 場 を 事 業 所
ご と に 抽 出 し 、 各 事 業 所 の 保 健 師 が 職 場 と 意 見 交 換 す る 改 善 活 動 を 始 め ま し た 。 今 後 、 良 い 活 動 を 積 み
上げることでＳＵＢＡＲＵのメンタルヘルスへの取り組みを確立していきます。

5. メンタルヘルスへの取り組み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 従 業 員 の 健 康 づ く り の 取 り 組 み を 積 極 的 に 推 進 し て い ま す 。 単 に 健 康 障 害 を 防 止 す る
という観点だけでなく、継続的かつ計画的に、心身両面にわたる健康の保持・増進に取り組んでいます。

2018年度から保健師、看護師を中心とした「健康増進分科会」を新たに設置し、従業員の健康について
議論し、実際の活動に反映させています。

4. 健康づくりの取り組み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 従 業 員 の 業 務 ・ 通 勤 ・ 私 用 全 て の 交 通 事 故 を 防 止 す る た め 、 自 動 車 通 勤 が 多 い 自 動 車
部 門 、 航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー の 全 従 業 員 を 対 象 に 、 心 理 学 を 応 用 し た 「 運 転 適 性 検 査 」 と 、 「 ド ラ イ ブ
レコーダー」を用いて、自身の運転のクセなどを把握する取り組みを継続して行っています。

3. 交通安全支援活動
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群馬製作所  人事部  保健師

宮内 優

企 業 に と っ て 従 業 員 は 最 大 の 財 産 で あ り 、 「 健 康 で い き い き
働 け る 」 こ と は 企 業 の 成 長 、 発 展 に つ な が り ま す 。 従 業 員 一 人
ひ と り が 「 元 気 に 出 社 し て 、 元 気 に 退 社 」 で き る よ う に 、 健 康
づくりを支援しています。

まず、重要なのは「心のケア」です。メンタルヘルス対策では、
研 修 会 を 通 し て 従 業 員 本 人 、 そ の 周 囲 が ス ト レ ス に 早 く 気 が
付 け る よ う な 体 制 づ く り や 職 場 改 善 活 動 な ど 「 働 き や す い 職 場
づくり」を目指しています。

次 に 、 「 身 体 の ケ ア 」 で す 。Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で 最 も 従 業 員 が 多 い
群 馬 製 作 所 で は 、 春 と 夏 に 行 っ て い た 健 康 診 断 を 従 業 員 の
「 誕 生 月 」 に 変 更 し ま し た 。 そ の こ と で 本 人 が 健 康 に つ い て
考 え る き っ か け づ く り と 、 二 次 健 診 や 保 健 指 導 を タ イ ム リ ー に
つ な げ る こ と に な り 、 健 康 意 識 の 向 上 や 生 活 改 善 を 図 る こ と が
できました。

従 業 員 が 生 涯 現 役 で 健 康 に 働 く た め に 、 い つ も 気 軽 に 相 談 で き
る存在になれるように心掛けていきます。

従業員がいつでも気軽に相談できる存在でありたい！保健師の声
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 従 業 員 は Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 労 働 組 合 に 加 入 し て い ま す 。 組 合 員 数 は 、 全 従 業 員 1 5 , 5 6 1 人 中
1 3 , 8 2 7 人 で す 。 （ 2 0 1 7 年 1 0 月 1 日 時 点 ） 。 ま た 、 国 内 の 販 売 会 社 や 関 係 会 社 に も 労 働 組 合 が 存 在 し て
おり、それらを合わせたＳＵＢＡＲＵ関連労働組合連合会（ＳＵＢＡＲＵ労連）の組合員数は、25,487人
です（2017年10月1日時点）。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と 労 働 組 合 は 、 円 滑 な 企 業 運 営 と 相 互 の 意 思 疎 通 を 図 る た め 、 「 労 使 協 議 会 」 を 毎 月 1 回
以上開催し、経営方針や業績の概要、生産、販売に関する事項、労働諸条件、働き方の課題などについて
協議しています。従業員に著しい影響を与える業務変更についても、十分に協議した上で、労使で従業員
に対し事前に周知することとしています。

近 年 の 労 使 関 係 は 、 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 密 に 取 り な が ら 相 互 理 解 ・ 相 互 信 頼 の 関 係 を 築 い て お り 、
良好な状況を維持しています。

良 好 な 労 使 関 係 の 構 築 に 向 け て

従業員：労使コミュニケーション
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（単独）

（連結）

従 業 員 デ ー タ

従業員：人事データ



171 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 従 来 よ り 、 自 動 車 部 門 ・ 航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー ・ 産 業 機 器 本 部 の 調 達 部 門 で 構 成 す る
「購買環境委員会」が、調達に関わる環境課題への対応を中心に活動を行ってきました。2011年度からは、
対象をＳＵＢＡＲＵ CSRの取り組みにも拡大し、名称を「調達委員会」と改名して活動を推進しています。

調 達 委 員 会 の 活 動 方 針 は 「 適 正 な 調 達 を 行 う と 共 に 、 お 取 引 先 様 に お け る C S R の 推 進 を 促 す 」 と し 、
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と お 取 引 先 様 と の 適 正 取 引 推 進 や 、 サ プ ラ イ チ ェ ー ン の 皆 様 と の 連 携 に よ る C S R 調 達 を
行 っ て い ま す 。

適 正 取 引 お よ び C S R 調 達 に 向 け た 推 進 体 制

フェアでオープンな調達先の選定
お取引先様の選定にあたっては、国内外全ての企業に広く門戸を開き、常に公平・公正を期すとともに、
品質・コスト・納入・技術開発・マネジメント・環境（QCDDME）の6つの視点から最も優れた物品
・サービスの調達に努めます。

3.

ベストパートナーシップの構築
私 た ち は 、 信 義 誠 実 の 原 則 に 従 っ た 相 互 信 頼 の 取 引 関 係 を 基 本 と し て 、 お 取 引 先 様 と 「 W I N - W I N 」
の関係を築いていきます。

2.

コンプライアンス＆グリーン調達
私 た ち は 、 人 ・ 社 会 ・ 環 境 の 調 和 を 目 指 し た 調 達 活 動 を 行 い 、 法 令 ・ 社 会 規 範 の 順 守 と 環 境 保 全 に
配 慮 し た 取 引 に 努 め ま す 。

1.

ＳＵＢＡＲＵは以下の基本的な考えのもと調達活動を推進しています。

調達基本方針

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 企 業 理 念 の 実 現 の た め 、 高 品 質 で 環 境 に や さ し く コ ス ト パ フ ォ ー マ ン ス に
優 れ た 部 品 や 原 材 料 、 設 備 の 調 達 を 目 指 し て い ま す 。 そ の た め に は 、 お 取 引 先 様 と Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ が 対 等
な立場で相 互 に 信 頼 し 、 切 磋 琢 磨 し 、 共 存 共 栄 で き る 関 係 を つ く る こ と が 重 要 だ と 考 え て い ま す 。

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針

CSR調達
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PDF/164kB適正取引推進相談窓口について

関連項目

ＳＵＢＡＲＵは従来より、独占禁止法、下請代金支払遅延等防止法などの調達業務に関連した法令の順守
に取り組んできました。また、2007年6月に経済産業省が公表した「自動車産業適正取引ガイドライン」
の 適 正 取 引 推 進 活 動 も 行 っ て い ま す 。 そ の 一 環 と し て 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の サ プ ラ イ チ ェ ー ン の お 取 引 先 様
を対象とした相談窓口を設置しています。

また、従業員に対しても、調達担当者向け法規制の研修やイントラネットでの注意喚起を実施し、適正な
取引の徹底を図っています。

適 正 取 引 の 推 進

ＳＵＢＡＲＵグリーン調達ガイドライン

情報公開コンプライアンス環境人権・労働安全・品質

ＳＵＢＡＲＵサプライヤーCSRガイドライン

調達基本方針

▲

▲

経営への反映

対話

情報公開

ステークホルダーとの
エンゲージメント

コンプライアンス安心

環境共感・共生

ダイバーシティ人を中心とした
自動車文化

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域

https://www.subaru.co.jp/csr/pdf/supplier_01.pdf


ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

紛争鉱物：コンゴ民主共和国およびその周辺諸国において、同地域の武装勢力の活動資金元
として産出される鉱物。

※

ＳＵＢＡＲＵのCSR調達を推進し、お取引先様のCSR実践に役立てていただくための
資料として「ＳＵＢＡＲＵサプライヤーCSRガイドライン」を作成、発行してい
ます。「ＳＵＢＡＲＵサプライヤーCSRガイドライン」は、日本自動車工業会が
策定した「サプライヤーCSRガイドライン」をベースにＳＵＢＡＲＵのCSR方針を
織り込んだものです。

2013年度には、自動車部門、産業機器本部、航空宇宙カンパニーの全てのお取引先様
に 向 け た 全 社 統 一 版 ガ イ ド ラ イ ン と し て 発 行 し 、 2 0 1 5 年 度 に は 紛 争 鉱 物 ※な ど
社会問題の原因となる原材料の不使用を盛り込んだ内容に改訂しました。また、
同じく2015年度には、米国の現地生産工場であるSubaru of Indiana Automotive, 
Inc.（SIA）との共同版としてガイドラインを改訂し、調達方針の統一を確認して
います。

お 取 引 先 様 を 選 定 す る 際 に は 本 ガ イ ド ラ イ ン の 順 守 を 条 件 の 1 つ と し て お り 、
お取引先様はもとより、お取引先様の仕入れ先も含めて、CSRを展開・推進いただく
ことをお願いしています。ＳＵＢＡＲＵは今後もCSR調達の取り組みを推進して
いきます。

ＳＵＢＡＲＵサプライヤー
 CSRガイドライン 

サ プ ラ イ ヤ ー C S R ガ イ ド ラ イ ン

※EMS：Environmental  Management System
（環境マネジメントシステム）の略。

・新人受入教育：5人
・資材部EMS ※教育：121人
・実務法務教育「下請法」：81人
・購買改革の進捗状況説明：177人

航空宇宙カンパニー

・新人受入教育：5人
・転入者受入教育：33人
・適正取引ガイドライン講習会：165人

自動車部門

適正取引に関する2017年度の従業員研修実績

173
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ リ ー ン 調 達 ガ イ ド ラ イ ン お よ び グ リ ー ン 調 達 ガ イ ド ラ イ ン 航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー 版 は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
サ プ ラ イ ヤ ー C S R ガ イ ド ラ イ ン の 「 ③ 環 境 」 項 目 を 具 体 化 し た も の で す 。

※

PDF/338KB グリーン調達ガイドライン 航空宇宙カンパニー版 ※

PDF/349KBＳＵＢＡＲＵグリーン調達ガイドライン ※

PDF/835KBＳＵＢＡＲＵサプライヤーCSRガイドライン

関連情報

サプライヤー調査結果：2015年度と2017年度には、重点取引先を対象にCSR訪問面談調査を行い、外国人
労働者や技能実習生に対する人権侵害が発生していないことなどを確認しました。また、同時にCSR自主
点検結果を回収し、各社とも2017年度の結果が2015年度に比べて改善傾向であることを確認しました。

ステークホルダーへの情報
の開示

・

⑤ 情報開示

法令の順守
競争法の順守
腐敗防止
機密情報の管理・保護
輸出取引管理
知的財産の保護

・
・
・
・
・
・

④ コンプライアンス

環境マネジメント
温室効果ガスの排出削減
大気・水・土壌等の環境
汚染防止
生態系の保護
省資源・廃棄物削減
化学物質管理

・
・
・

・
・
・

③ 環境

賃金
労働時間
従業員との
対話・協議
安全・健康
な労働環境
人材育成

・
・
・

・

・

差別撤廃
人権尊重
児童労働の禁止
強制労働の禁止
社会問題の原因
となる原材料の
不使用

・
・
・
・
・

② 人権・労働

消費者・顧客ニーズに応える
商品・サービスの提供
商品・サービスに関する適切
な情報の提供
商品・サービスの安全確保
商品・サービスの品質確保

・

・

・
・

① 安全・品質

ＳＵＢＡＲＵは以下の基本的な考え方のもと調達活動を推進しています。

ＳＵＢＡＲＵサプライヤーCSRガイドライン5項目

https://www.subaru.co.jp/csr/pdf/sup2.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/pdf/gre2.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/pdf/gre4.pdf


175 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

完 成 検 査 問 題 に 端 を 発 す る 一 連 の 不 適 切 事 案 （ 詳 細 は 「 完 成 検 査 お よ び 燃 費 ・ 排 出 ガ ス 測 定 に 関 す る
不適切事案について」を参照下さい）については、2017年10月にＳＵＢＡＲＵの完成検査において不適切
な対応が行われていたことが発覚して以降、調達本部が主催するお取引先様向けの説明会や会合にお い て 、
事案発生の経緯等をご説明し、ご心配とご迷惑をおかけした事をお詫びしています。

完成検査問題へのお取引先様対応

航空宇宙カンパニーお取引先様の
「協力会」による品質向上取り組
み事例紹介 

自動車部門お取引先様の「協力会
総会」 

中長期的な経営戦略や品質・調達・生産・販売に関する方針をお取引先
様 と 共 有 す る た め 、 「 方 針 説 明 会 」 を 毎 年 春 に 実 施 し 、 お 取 引 先 様 約
4 0 0 社 ・ 7 0 0 人 に 参 加 い た だ き ま し た 。 ま た 、 お 取 引 先 様 で 構 成 さ れ る
「 協 力 会 」 と も 連 携 し 、 定 期 的 に 情 報 を 交 換 し て い ま す 。 さ ら に 毎 年
1 回 、 技 術 開 発 や 生 産 、 品 質 改 善 な ど に 関 し て 特 に 協 力 し て い た だ い た
お取引先様を表彰しています。

お 取 引 先 様 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

コンゴ民主共和国およびその周辺諸国で産出される鉱物（スズ、タンタル、タングステン、金）の一部は、
同 地 域 で 人 権 侵 害 や 環 境 破 壊 な ど を 行 う 武 装 勢 力 の 資 金 源 に な っ て い る と い わ れ て お り 、 紛 争 を 助 長
する懸念があることから「紛争鉱物」と呼ばれています。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 紛 争 鉱 物 の 調 達 ・ 使 用 に よ っ て 人 権 侵 害 や 環 境 破 壊 に 加 担 す る 意 思 は あ り
ま せ ん 。 今 後 も 調 達 活 動 に お け る 社 会 的 責 任 を 果 た す た め 、 お 客 様 や お 取 引 先 様 と 連 携 し 、 紛 争 鉱 物 を
はじめとする「社会問題の原因となる原材料の不使用」を目指し、取り組んでいきます。

2017年度は製品供給先からの依頼に基づき、供給製品の部品・材料発注先約200社を対象とした紛争鉱物
調査を実施しました。

紛 争 鉱 物 に 関 す る 基 本 方 針

https://www.subaru.co.jp/csr/kensa.html
https://www.subaru.co.jp/csr/kensa.html
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ＳＵＢＡＲＵでは、自社の技術やノウハウなどを活用した社会貢献活動
を 積 極 的 に 進 め 、 継 続 さ せ て い く た め に 2 0 1 2 年 度 に 社 会 貢 献 委 員 会 を
設置しました。

社会貢献委員会は、2017年4月の組織改正に伴い、委員長をCSR環境部
担当取締役とし、事務局をCSR環境部（新設）としました。活動のさら
なる活性化を図るため、「地域活動」「環境」「交通安全」「スポーツ
・文化」の4つを重点取り組み分野と選定しました。委員会は半年に1回
定例開催し、活動の実績や課題をとりまとめ、改善を行い活性化を図って
い ま す 。 「 モ ノ を つ く る 会 社 か ら 笑 顔 を つ く る 会 社 へ 」 の 考 え 方 に
ふさわしい社会貢献活動を展開し、企業としての社会的責任を果たして
いきます。

社 会 貢 献 委 員 会

社会貢献活動の推進体制

1. 私たちは、科学技術やのりもの文化の発展、交通安全の普及に貢献します。
2. 私たちは、モノづくりの楽しさ、大切さや尊さを知る、人づくりに貢献します。
3. 私たちは、私たちが活動する地域の発展に貢献します。
4. 私たちは、一人ひとりもよき市民として、社会に貢献することを互いに応援します。

社会貢献方針

ＳＵＢＡＲＵグループの社会貢献は、輸送機器メーカーとして果たすべきことを中心に取り組み、地域の
皆様に喜んでいただける存在となることを目指しています。また、社会貢献を企業風土として根付かせ、
真に心のこもった活動を行いたいという考えを社会貢献方針に織り込んでいます。

地域に感謝の気持ちを込めて

社 会 貢 献 の 基 本 方 針

社会貢献
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恵比寿駅周辺の清掃をする
ＳＵＢＡＲＵグループ従業員 

ＳＵＢＡＲＵグループ会社を含む恵比寿地区の従業員が、渋谷区主催の
清掃活動やＳＵＢＡＲＵ主催で恵比寿駅周辺の清掃活動を定期的に実施
しています。地道な取り組みが評価され、渋谷区から「きれいなまちづ
くり協力者」として感謝状が贈呈されました。これは地域の美化活動推
進に貢献した個人や企業を対象に授与されるものです。

恵比寿地区清掃活動への参加（本社）

地域活動

社 会 貢 献 活 動 の 取 り 組 み

▲レビュー
▲

実績・課題報告

本社委員 東京委員 群馬委員 宇都宮委員 企画部会

事務局：CSR環境部

社会貢献委員長：CSR環境部担当取締役

社会貢献委員会

CSR委員長：取締役会長

CSR委員会

社会貢献委員会 体制図
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恵 比 寿 駅 前 盆 踊 り の 様 子  

戦後間もなく渋谷の街の復興と再建の願いを込めて始まり、60年続く夏の
風物詩で、2日間で6万人の人出で賑わう大人気の盆踊りです。ＳＵＢＡＲＵ
は地域貢献の大きな行事として大会への協賛を行っています。

恵比寿盆踊り大会への協賛（本社）

復 興 支 援 販 売 会 の 様 子  

岩手県、宮城県、福島県、熊本県、大分県の団体に参加いただき、販路
拡 大 を 目 的 と し た 物 産 品 の 販 売 、 観 光 ・ 地 域 の 魅 力 を P R し て い た だ く
復興支援販売会を恵比寿地区勤務のＳＵＢＡＲＵグループ従業員とエビス
スバルビルテナント会社様を対象に開催しました。

復興支援販売会開催（本社）

清掃活動に参加したSCI従業員アースデイに参加したSCI従業員

ミシソーガ市では毎年アースデイに地元企業へ20分間の清掃活動の呼びか け を 行 っ て い ま す 。 S u b a r u
Canada, Inc.では、13年前よりこの取り組みに賛同しており、2017年度は15人の従業員が参加しました。
この他、ミシソーガ市では地元企業に美化管理をする道路を割り当て、年に3回、清掃活動を行っています。
S C I で は こ の 取 り 組 み に も 賛 同 しています。

地元自治体の清掃活動への参加（Subaru Canada, Inc.）

クリーンキャンペーン活動の様子

ＳＵＢＡＲＵは、定期的に従業員による各事業所周辺の美化・清掃活動を
行っています。2017年度は延べ350人が参加しました。
今後も地域の美化活動への取り組みを継続していきます。

クリーンキャンペーン活動の実施（宇都宮製作所）
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 従 業 員 と 地 域 住 民 と
のふれあいの様子 

地 域 自 治 会 ・ 婦 人 会 ・ 子 供 会 、 協 力 企 業 の 皆 様 な ど 約 1 , 0 0 0 人 が 参 加
す る 納 涼 盆 踊 り 大 会 が 、 盛 大 に 行 わ れ ま し た 。 盆 踊 り 大 会 は 、 1 9 8 4 年
か ら 実 施 し 2 0 1 7 年 で 3 1 回 目 を 迎 え 、 地 域 貢 献 の 大 き な 行 事 と な っ て
います。

納涼盆踊り大会への協賛（宇都宮製作所）

国 際 基 督 教 大 学 サ ン バ サ ー ク ル
パ レ ー ド の 様 子  

隣 接 す る 国 際 基 督 教 大 学 サ ン バ サ ー ク ル に よ る パ レ ー ド を 皮 切 り に 、
恒 例 の 大 抽 選 会 や お 子 様 へ の プ レ ゼ ン ト な ど お 楽 し み 企 画 を 実 施 し 、
お子様連れのお客様に好評を得るなど、今年も大勢の地域の皆様と交流を
図 る こ と が で き ま し た 。

事業所納涼祭の開催（東京事業所）

神 輿 を 担 ぐ Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 従 業 員  大 泉 町 政 6 0 周 年 を 祝 う 鏡 開 き の
様 子

第45回大泉まつりが7月の2日間行われ、大泉工場従業員約600人が初日の大人神輿渡御に参加しました。
今年は大泉町発足60周年に加え、株式会社ＳＵＢＡＲＵとして初めて参加する記念すべきお祭りであり、
ＳＵＢＡＲＵの熱気と元気を地域の方々に感じていただくことができました。

大泉まつり　大人神輿渡御に参加（群馬製作所）

企業神輿パレードの様子

お お た 夏 ま つ り が 8 月 の 2 日 間 開 催 さ れ 、 2 日 目 の 企 業 神 輿 パ レ ー ド に は
本 工 場 勤 務 者 が 北 会 場 、 矢 島 工 場 勤 務 者 が 南 会 場 に そ れ ぞ れ 分 か れ 、
約 1 , 0 0 0 人 の 従 業 員 が 参 加 し 会 場 を 練 り 歩 き ま し た 。 当 日 は 晴 天 に も
恵まれ、地域の皆様にＳＵＢＡＲＵの熱気と元気を肌で感じていただき
ました。

おおた夏まつり・企業神輿パレードに参加（群馬製作所）
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製作した模型の走行実験 模型づくりの様子 

2017年12月に、三鷹市生涯学習センターへの協力事業として、ＳＵＢＡＲＵと Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ テ ク ノ （ 株 ） と
協 力 し て 「 モ ノ づ く り 教 室 」 を 開 催 し ま した。三鷹市在住の小学4～6年生30人が参加し、模型自動車を
製作し、走らせることで楽しみながら学ぶ場となりました。

三鷹モノづくり教室開催（東京事業所）

四輪駆動と二輪駆動の違いを勉強 四輪駆動と二輪駆動の違いを走行実験 

2017年8月にポートメッセ名古屋で開催された「キッズエンジニア」へ「モノづくり教室」をＳＵＢＡＲＵ
テクノ（株）と協力し実施しました。四輪駆動と二輪駆動を簡単に切り替えることのできる模型を製作し、
完成した後の実験で、二輪駆動では全く登れないような坂道や階段を四輪駆動であれば簡単に乗り越える
仕組みをわかりやすく解説しました。当 日 は 約 1 4 0 人 の 小 学 生 に 楽 し く モ ノ づ く り の 体 験 を し て い た だ き
ま し た 。

自動車技術会主催のキッズエンジニア「モノづくり教室」開催

さまざまな車種、色のＳＵＢＡＲＵ
車が集結 

Subaru Canada, Inc.（SCI）では、2017年7月にトロントスバルクラブ
ハ イ パ ー ミ ー テ ィ ン グ を 開 催 し ま し た 。 こ の フ ァ ン の 集 い は 、 フ ァ ン
ミ ー テ ィ ン グ の 中 で も 最 も 大 き な イ ベ ン ト で 、 1 4 回 目 と な る 今 回 は
1,400人以上のオーナーが集まり、無料のバーベキューや子供向けイベントを
中心にＳＵＢＡＲＵ車のオーナーシップを共有しながらお互いの家族が
ふれあう機会としてお楽しみいただきました。また、SCIではこのイベントを
通じて寄付活動を行っており、総額10,000ドルをドナルド・マクドナルド
・ハウス・トロントへ寄付しました。

トロントスバルクラブ ファンミーティングの開催（Subaru Canada, Inc.）
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ＳＵＢＡＲＵの森 宇都宮
（栃木）

ＳＵＢＡＲＵふれあいの森 
赤城（群馬）

ＳＵＢＡＲＵの森 美深（北海道）  

「ＳＵＢＡＲＵの森」活動開始

2017年6月にＳＵＢＡＲＵ所有林を核とした、その周囲を含む広域における森林保全、生物多様性保護
な ど の 取 り 組 み を 開始しました。
北海道美深町にあるスバル研究実験センター美深試験場敷地内に所有している約100ヘクタールの森林に
ついて、植林や間伐といった保全整備を行っていきます。地元である美深町と連携する他、ＳＵＢＡＲＵと
関 係 の 深 い 地 域 で あ る 群 馬 、 宇 都 宮 と も 連動した活動を展開していきます。

環境
ビジターセンター見学の様子 スバルビジターセンター

ス バ ル ビ ジ タ ー セ ン タ ー は 2 0 0 3 年 7 月 に オ ー プ ン し 、 工 場 見 学 な ど で 矢 島 工 場 に 来 訪 さ れ る お 客 様 に
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 歴 代 の ク ル マ や 世 界 記 録 を 樹 立 し た ク ル マ 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 個 性 的 な 技 術 や 環 境 へ の
取り組みなどを展示し、紹介している施設です。2017年度は91,694人のお客様に来場いただきました。

スバルビジターセンターの詳細については、こちらをご覧ください

https://www.subaru.co.jp/csr/factory-tour/

キーホルダー製作の様子

第8回おおた・まちの先生見本市への参加（群馬製作所）

お お た ・ ま ち の 先 生 見 本 市 実 行 委 員 推 進 協 議 会 主 催 の 「 第 8 回 お お た ・
ま ち の 先 生 見 本 市 」 が 2 0 1 7 年 1 1 月 に 太 田 市 立 綿 打 小 学 校 で 開 催 さ れ 、
群 馬 製 作 所 も Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ マ ー ク の キ ー ホ ル ダ ー 製 作 ブ ー ス を 設 け 、
参 加 し ま し た 。 約 2 0 0 人 の 参 加 者 と 一 緒 に キ ー ホ ル ダ ー づ く り を 行 い 、
将 来 の モノづくりを担う子供たちに楽しく学んでいただきました。

スバルビジターセンターでの見学受け入れ

調印式の様子 

https://www.subaru.co.jp/csr/factory-tour/


182 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

植林活動の様子森 林 保 全 活 動 へ 参 加 し た S O C の
従 業 員  

半 田 市 内 の 小 学 校 で の 環 境 授 業 の
様子

航空宇宙カンパニーでは、子供たちの航空分野への興味・関心を高め、
将 来 の 職 業 選 択 の 一 助 と な る こ と を 目 的 に 、 出 前 環 境 授 業 を 2 0 0 6 年 度
より実施しています。この活動は、ＳＵＢＡＲＵの従業員が講師として
宇都宮、半田市内の小学校へ出向き、講話や実験、航空機の材料体験を
通 し て 、 地 球 温 暖 化 の 仕 組 み と 防 止 に つ い て 考 え て い く 内 容 と な っ て
います。活動を始めた2006年度から累計して宇都宮・半田地区合わせて
228校（15,641人）となっており、地域に定着した活動となっています。

出前環境授業の実施（宇都宮製作所）

中国における森林保護活動「31の森　星の旅」

Subaru of China, Ltd.（SOC）では、2013年より31カ所の自然保護区に「ＳＵＢＡＲＵ生態保護森林」を
設 置 し 、 お 客 様 を お 招 き し て 植 林 活 動 や 希 少 動 物 の 保 護 活 動 を 行 う 他 、 活 動 に 必 要 と な る 車 両 や 物 資 の
提供を継続的に行っています。

中国における森林保護活動「31の森　星の旅」（Subaru of China, Ltd.）

間伐材で製作した自転車スタンド清掃活動（富士山5合目）の様子 

2017年9月に「公益財団法人富士山をきれいにする会」が主催する富士山の5 合 目 か ら 6 合 目 ま で を 清 掃 す る
活 動 に 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 従 業 員 も 参 加 しました。同会に対しては継続的に活動資金の提供を行っており、
富士山周辺の環境美化活動に役立てていただいています。また、2017年度は、富士スバルラインを運営する
山 梨 県 道 路 公 社 富 士 山 有 料 道 路 管 理 事 務 所 に 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 森 」 活 動 の 一 つ と し て 、 北 海 道 美 深 町 の
間伐材を活用したサイクルスタンド9台を製作し、寄贈しました。

富士山周辺の環境美化活動に協力

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/090_biodiversity.html?id=a033
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ビジターセンター見学の様子 交通安全講話の様子

スバル地域交流会主催、交通安全講話と工場見学会が矢島工場で2018年2月に開催し、大泉町南地区の方
々約120人が参加しました。交通安全講 話 で は 交 通 事 故 の 9 7 ％ が 運 転 手 の 原 因 で 、 そ の 中 で も 誤 認 知 に
よ る 原因が75.5％にのぼることを説明し、再度、安全運転への意識を高めてもらう機会としました。
工場見学では、矢島工場やビジターセンター内の見学により、ＳＵＢＡＲＵのモノづくりを間近で見ていただ
きました。

交通安全講話・工場見学会開催（群馬製作所）

交通安全

群馬県知事（右）より感謝状を授与 

2 0 1 8 年 3 月 に 、 「 企 業 版 ふ る さ と 納 税 」 制 度 を 活 用 し て 多 額 の 寄 付 を
した企業として群馬県知事よりＳＵＢＡＲＵに感謝状が授与されました。
こ の 制 度 は 、 企 業 が 地 方 公 共 団 体 に よ る 地 方 創 生 プ ロ ジ ェ ク ト を 寄 付
に よ っ て 支 援 す る も の で 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 尾 瀬 の 環 境 整 備 や 自 然 環 境
教育などを内容とする群馬県のプロジェクトに対し1億円を寄付しました。

「企業版ふるさと納税」群馬県より感謝状を授与

感 謝 状 授 与 の 様 子  

栃木県と愛知県の緑化推進委員会に、航空宇宙カンパニーで働く全員で
集めた募金を寄付しました（募金累計：561万円）。2000年に始まった
この活動は18年目を迎え、2007年度には農林庁長官賞、2017年度には
3回目の緑化推進委員会理事長賞を受賞しました。

緑の募金への寄付（宇都宮製作所）
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子供向けサイト「スバルキッズ」

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 子 供 向 け サ イ ト 「 ス バ ル キ ッ ズ 」 の 運 用 を 開 始 し 、 子 供 た ち の 交 通 安 全 意 識 の 向 上 に
取 り 組 ん で い ま す 。 ま た 各 事 業 所 で は 、 従 業 員 に 対 し て も 長 期 連 休 前 を は じ め 、 折 に 触 れ て 交 通 事 故
防止の啓発を行うなど、交通社会の一員としての意識付けを積極的に行っています。

交通安全啓発活動の展開

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 従 業 員 に よ る 交 通
安 全 指 導 の 様 子

地域児童の交通安全と従業員の交通マナー向上活動として、宇都宮製作所
周辺の道路で通勤時間帯に交通安全指導を実施しました。製作所周辺は
通 学 路 が 多 い た め 、 新 入 生 が 通 い 始 め る 4 月 と 、 夏 休 み 明 け で 緊 張 が
緩む9月の2回実施しました。

交通安全指導の実施（宇都宮製作所）

交通安全チラシと反射板を配布太田警察署より感謝状授与

陸上競技部の選手が2017年9月に、太田警察署一日警察署長に任命され、「命をつなぐたすきリレー」に
参加しました。
開会式では選手が「ランニング中にも危険な場面に遭遇することがある。歩行者は夜間の反射板の着用を
してください」と呼びかけました。
交通安全チラシと反射板を住民へ配布するこの活動には、陸上競技部の選手と共に太田警察署員、ボラン
ティア参加者75人が参加しました。
イベント終了後には太田警察署より感謝状が授与されました。

陸上競技部　交通安全街頭広報活動「命をつなぐたすきリレー」に参加（群馬製作所）

https://www.subaru.co.jp/kids/
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準 優 勝 の 前 橋 選 抜 チ ー ム優勝した桐生モクセイチーム

群 馬 県 下 2 0 チ ー ム 6 年 生 の 選 抜 チ ー ム が 参 加 し ま し た 。 当 社 が 主 催 す る 「 ス バ ル 旗 争 奪 群 馬 県 学 童 軟 式
野球大会」が2017年10月から11月にかけて開催し、決勝戦では大会を勝ち上がった桐生モクセイチームと
前橋選抜チームが対戦し、両チームにはＳＵＢＡＲＵから記念のメダルが贈られました。

第15回「スバル旗争奪群馬県学童軟式野球大会」を開催

紋 別 中 学 校 陸 上 部 の 皆 さ ん と の
練 習 会  

ふれあい教室の様子

2 0 1 8 年 3 月 、 ぐ ん ま こ ど も の 国 に て 群 馬 県 児 童 健 全 育 成 事 業 団 主 催 の 「 S U B A R U ス ポ ー ツ 選 手 と の 集 い
・ ふ れ あ い 教 室 」 が 開 催 さ れ 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 陸 上 競 技 部 が 講 師 と し て 参 加 し ま し た 。 当 日 は 6 0 人 以 上 の
小 中 学 生 が 参 加 し 、 曇 り の 天 気 で 寒 さ は あ り ま し た が 、 そ れ に 負 け ず に 元 気 い っ ぱ い に 走 り ま し た 。
今年は地元だけでなく、合宿地（北海道紋別）でも指導を行いました。

宇都宮地区の少年野球教室の様子ス バ ル カ ッ プ 優 勝 チ ー ム と
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 野 球 部

2017年10月、ＳＵＢＡＲＵ硬式野球部が矢島グラウンドで野球教室を開催しました。これは、太田市内の
少年野球大会、スバルカップ優勝チーム（韮川西小ウエストジャイアンツ）への副賞として行われたもの
で す 。 当 日 は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と の 紅 白 戦 を 行 い 、 試 合 を 通 じ て 野 球 の 厳 し さ と 楽 し さ を 子 供 た ち に 伝 え
ました。ＳＵＢＡＲＵ硬式野球部は宇都宮・武蔵野地区の子供たちへも指導を行っています。

ＳＵＢＡＲＵ硬式野球部と陸上競技部の選手が講師として子供たちを指導

スポーツ・文化
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地 元 西 邑 楽 高 校 音 楽 部 ・ 吹 奏 楽 部
の演奏

スバル地域交流会主催の「第65回ふれあいコンサート」が大泉文化むら
大 ホ ー ル で 2 0 1 7 年 1 2 月 に 開 催 さ れ ま し た 。 約 6 0 0 人 の 方 々 に ご 来 場
い た だ き 、 子 供 か ら お 年 寄 り ま で 楽 し め る コ ン サ ー ト と な り ま し た 。
来場されたお客様からお持ちいただいているタオルや石鹸などの寄付品や
募金が集まり、品物・寄付金は社会福祉協議会を通じて、福祉施設などへ
寄贈しています。

第65回 ふれあいコンサートへ協力（群馬製作所）

イ エ ロ ー カ ラ ー ス テ ー シ ョ ン を
通 過 す る ラ ン ナ ー

S u b a r u  o f  I n d i a n a  A u t o m o t i v e ,  I n c . は 知 的 発 達 障 が い の あ る 人 の
自立や社会参加を目的として、日常的なスポーツプログラムや、成果の
発表の場としての競技会を提供する国際的なスポーツ組織であるスペシャル
オリンピックスインディアナと協働し、ランニング・ウォークイベントを
2 0 1 5 年 度 か ら 開 催 し て い ま す 。 2 0 1 7 年 6 月 に 行 わ れ た イ ベ ン ト で は 、
43,000ドルを超える寄付が集まりました。

ランニング・ウォークイベント「Subaru Color 5K」開催
（Subaru of Indiana Automotive,  Inc.）

SIAのテストコースを疾走

S u b a r u  o f  I n d i a n a  A u t o m o t i v e ,  I n c . （ S I A ） は 、 テ ス ト コ ー ス を
開放し、24時間サイクリングイベントを2011年度から開催しています。
参加費や個人・団体から集められた募金は、児童虐待や育児放棄の被害に
あっている子供たちの独立支援を行う組織「CASA for  Kids Fund」に
寄付しています。

ＳＵＢＡＲＵ CASA サイクリング チャレンジ開催（Subaru of Indiana Automotive, Inc.）

ＳＵＢＡＲＵは22位でゴール 地 元 群 馬 を 力 走 す る Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
の陸上選手 

2 0 1 8 年 元 旦 、 ニ ュ ー イ ヤ ー 駅 伝 が 地 元 群 馬 県 で 開 催 さ れ ま し た 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 陸 上 競 技 部 は 1 8 年 連 続
18回目の出場を果たし、全国の37チームが参加し競うなか、5時間2分55秒の22位でゴールしました。

ＳＵＢＡＲＵ陸上競技部がニューイヤー駅伝に出場
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歴史車展示イベントの様子ス バ ル 3 6 0 と ラ ビ ッ ト ス ク ー タ ー
を展示

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 技 術 的 遺 産 と し て 歴 代 車 両 の 維 持 管 理 を 行 っ て い ま す 。 そ の 歴 史 車 両 を 多 く の 方 に 見 て
いただくと共に、ＳＵＢＡＲＵの歴史に触れていただくために、各種イベントへの展示を行っています。

ＳＵＢＡＲＵ歴史車両を各種イベントで展示

デ ジ タ ル ア ー ト を 融 合 さ せ た
加 山 氏 の 作 品  

加 山 氏 の 作 品 を Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 車 へ
ラッピング

2 0 1 8 年 4 ～ 5 月 に か け て 、 エ ビ ス ス バ ル ビ ル の イ ベ ン ト ホ ー ル E B i S 3 0 3 を 会 場 と し 、 「 R e 又 造 展 」 を
開 催 し ま し た 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と ス バ ル 興 産 （ 株 ） が 協 賛 し 、 来 場 し た 約 1 7 , 0 0 0 人 の 方 々 に 文 化 ･ 芸 術 の
素晴らしさを感じていただきました。

加山又造展への協賛（本社）

つくり手の思いやスピリットを展示

第 9 4 回 企 画 展 展 示 「 昭 和 な く ら し 、 そ し て ス バ ル 。 」 が 群 馬 県 立 歴 史
博物館で2017年12月～2018年2月まで開催されました。ＳＵＢＡＲＵの
ルーツ中島飛行機資料も展示され、ＳＵＢＡＲＵのアイサイト、デザイン、
プラットホーム、エンジンの製造に携わった元従業員のインタビューでは、
つくり手の思いやモノづくりのスピリットも紹介されました。会期中は
ワークショップやイベントも開催され、ＳＵＢＡＲＵもヤスリでバリ取り
体験をするＳＵＢＡＲＵマークのキーホルダーづくりも行い、来場者に
楽しんでいただきました。

群馬県立歴史博物館 第94回企画展 「昭和なくらし、そしてスバル。」への協力（群馬製作所）
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2018年7月、ＳＵＢＡＲＵは、日本赤十字社を通じ、被災した地域への支援として義援金1,000万円の寄付を
行いました。
また、関係会社の富士重工ハウス（株）は自社製のコンテナハウス約40棟の無償提供を実施しました。

西日本豪雨災害 被災地域への支援実施

SOAの従業員が各学校に書籍を配達 書籍を受け取った子供たち 

Subaru of America, Inc.（SOA）は、Subaru Loves Learningのもとで、米国科学振興協会と提携して、
7 万 6 , 0 0 0 冊 の 科 学 書 籍 を 学 校 に 寄 贈 し ま し た 。 S O A の 従 業 員 は 、 ニ ュ ー ジ ャ ー ジ ー 州 カ ム デ ン に あ る
13の公立学校に3,000冊以上の書籍を配達しました。

米国科学振興協会と提携し、7万6,000冊の科学書籍を寄贈（Subaru of America, Inc.）

SOAのCEOが希望のメッセージを記入 ボランティアに参加するSOA従業員

Subaru of America, Inc.（SOA）では、ラブプロミスを自社の文化としており、従業員による社会への
貢献としてボランティア活動を積極的に行っています。ニュージャージー州カムデンにある住宅の建設や
改修に協力。従業員はこの活動をサポートするために、588時間以上のボランティアを行いました。

ラブプロミス活動の実施（Subaru of America,  Inc.）

表 彰 を 受 け た Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 従 業 員
（最前列）と役員

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 社 会 貢 献 方 針 に 、 従 業 員 一 人 ひ と り が 市 民 と し て 行 う
社会貢献活動を応援することを明記しています。これは、従業員が積極的に
社 会 貢 献 の 意 識 を 持 つ こ と に よ り 、 社 会 に 貢 献 す る 風 土 を 全 社 に 根 付
かせることを目的としています。
これを具現化する取り組みとして、積極的なボランティア活動を通じて
地域や社会に貢献している従業員を表彰しています。この表彰制度は2006年
に創設し、2018年6月の第13回表彰式では1人の従業員を表彰しました。

寄付・ボランティア活動
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Subaru Research & Development, Inc.はデトロイト日本商工会への寄付を通じて2010年より地元高校に
資金を提供しています。JBSDに寄付された資金は、アメリカの学生が海外に留学することを可能にする
奨学金や、日本人の外国人留学生の就学を助けるために使われます。また、インディアナ州の日本語学校
にも寄付を行い、2017年度の寄付金の総額は7,365ドルとなりました。

デトロイト日本商工会を通じた寄付（Subaru Research & Development,  Inc.）

活動に参加したSIAアソシエイツ

S u b a r u  o f  I n d i a n a  A u t o m o t i v e ,  I n c . （ S I A ） で は 、 1 9 9 8 年 よ り
従業員がアメリカの貧困対策支援を行う慈善団体ユナイテッドウェイへの
募金活動を行っています。2017年度は総額763,079ドルを寄付しました。

ユナイテッドウェイへの募金活動（Subaru of Indiana Automotive,  Inc.）
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https://www.subaru.co.jp/

株式会社ＳＵＢＡＲＵトップページ

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 経 営 戦 略 や 事 業 活 動 な ど の 企 業 情 報 を 、 適 時 、 公 正 、 適 正 に 開 示 す る こ と を 通 じ て 、
経 営 の 透 明 性 を 向 上 さ せ る と と も に 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 に Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ へ の 理 解 を 深 め て い
た だ き 、 信 頼 関 係 の 構 築 と 維 持 に 努 め ま す 。

情 報 公 開 の 考 え 方

情報公開

https://www.subaru.co.jp/
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 株 主 ・ 投 資 家 の 皆 様 に 正 し い 理 解 を 深 め て い た だ く た め 、 事 業 内 容 の 適 時 ・ 適 正 な
開 示 に 取 り 組 ん で い ま す 。 ま た 、 株 主 総 会 の 開 催 や 、 株 主 様 向 け 報 告 書 の 発 行 、 四 半 期 決 算 ご と の
マ ス コ ミ お よ び ア ナ リ ス ト 向 け 説 明 会 な ど の 各 種 情 報 に つ い て は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ ホ ー ム ペ ー ジ に 迅 速 に
公開することで、公正な情報開示に努めています。

ま た 、 ご 登 録 い た だ い た 皆 様 に 、 決 算 情 報 な ど の I R に 関 す る 新 着 情 報 を メ ー ル に て お 届 け す る I R メ ー ル
配信サービスを実施しています。このIRメール配信（無料）には現在約1,600人の方が登録されています。

I R 情 報 の 開 示

社内広報誌「秀峰」 

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 会 社 の 方 針 や 取 り 組 み な ど の 情 報 共 有 を は じ め 、 従 業 員 の モ チ ベ ー シ ョ ン 向 上 や
コミュニケーション促進を目的に、社内広報誌を毎月発行しています。1956年4月の創刊以来、通巻750号
を 超 え ま し た 。 2 0 1 4 年 2 月 に は 社 内 イ ン ト ラ ネ ッ ト で の 社 内 情 報 の 掲 載 を ス タ ー ト さ せ 、 従 業 員 に よ り
幅 広 く 、 タ イ ム リ ー な 情 報 を 提 供 し て い ま す 。 ま た 、 重 要 度 の 高 い 情 報 に つ い て は 、 よ り タ イ ム リ ー
に 伝 え 、 周知徹底を図るために、従業員一人ひとりに対して、電子メールにて情報を発信しています。

更 に 、 定 期 的 に 経 営 層 が 各 事 業 所 や 製 作 所 を 訪 れ て 従 業 員 と 直 接 対 話 し 、 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 図 る 場
を設けています。

従 業 員 へ の 情 報 発 信
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ディスクロージャー
優良企業受賞ロゴマーク

ＳＵＢＡＲＵは、公益社団法人日本証券アナリスト協会による「証券アナリスト
によるディスクロージャー優良企業選定」（2017年度）において、自動車・同部品
・タイヤ部門の対象19社の中から第1位に選定されました。ＳＵＢＡＲＵの受賞
は4年連続4回目となります。

本 選 定 は 、 企 業 情 報 開 示 の 向 上 を 目 的 に 毎 年 開 催 さ れ て お り 、 今 回 2 3 回 目 を
迎える表彰制度です。各業種の証券アナリストが、「経営陣のIR姿勢、IR部門の
機能、IRの基本スタンス」「説明会、インタビュー、説明資料等における開示」
「フェア・ディスクロージャー」「コーポレート・ガバナンスに関連する情報の
開 示 」 「 各 業 種 の 状 況 に 即 し た 自 主 的 な 情 報 開 示 」 の 5 項 目 に つ い て 評 価 し 、
優良企業を選定します。

証券アナリストによるディスクロージャー優良企業に選定

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 ト ッ プ マ ネ ジ メ ン ト に よ る I R 活 動 へ の コ ミ ッ ト メ ン ト 、 試 乗 会 ・ 工 場 見 学 会 ・ 技 術
説 明 会 な ど の 事 業 活 動 紹 介 の 取 り 組 み な ど 、 日 頃 の I R 活 動 が 社 外 か ら 評 価 を 受 け て い ま す 。

社外からの評価

ホームページ「株主・投資家の皆様へ」

株主の皆様向け報告書
「ＳＵＢＡＲＵ ＲＥＰＯＲＴ」 

http://www.subaru.co.jp/ir/

最新IR情報はこちらをご覧ください

https://www.subaru.co.jp/ir/
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質疑応答ボーイング787中央翼半田工場外観

航空宇宙カンパニー 半田工場ご視察会の模様

質疑応答生産工場ビジターセンター

群馬製作所　工場ご視察会の模様 

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 株 主 の 皆 様 に Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 生 産 活 動 の 生 き た 現 場 を ご 覧 い た だ き 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
の 企業方針や日頃の生産活動に対するご理解を深めていただくことを目的として、「株主様工場ご視察会
」を2004年より実施しています。ご視察会では、株主の皆様とＳＵＢＡＲＵとの間で直接コミュニケーショ
ンを図るため、ＳＵＢＡＲＵ役員が参加する質疑応答の時間を設けています。

な お 、 ご 視 察 会 で い た だ い た ご 意 見 ・ ご 感 想 は 、 役 員 を は じ め 社 内 関 係 者 へ 報 告 し 、 今 後 の I R 活 動 に
活 か し て い き ま す 。

「 株 主 様 工 場 ご 視 察 会 」 の 開 催
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インプレッサ スポーツ トランスケア
［ ウ イ ン グ シ ー ト （ 助 手 席 リ フ ト
タイプ］

シフォン［スロープタイプ］

トランスケアシリーズの動画はこちらをご覧ください。

福祉車両の製造販売は1980年より開始し、現在は｢トランスケアシリーズ｣
の名称でご愛顧いただいています。

ト ラ ン ス ケ ア シ リ ー ズ で は 、 普 通 車 か ら 軽 自 動 車 ま で 幅 広 い 選 択 肢 を
ご用意し、介護する方もされる方もストレスなく扱える福祉車両を開発
していくことを目指しています。

2 0 1 7 年 度 は 、 新 型 S U B A R U  X V に 従 来 型 か ら 継 続 し て 設 定 し 、 本 社
シ ョ ー ル ー ム 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ  Ｓ Ｔ Ａ Ｒ  Ｓ Ｑ Ｕ Ａ Ｒ Ｅ 」 に レ ヴ ォ ー グ の
トランスケアと共に展示し、多くのお客様に体感していただきました。

今 後 も 、 よ り 多 く の お 客 様 に Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 車 の 「 安 心 と 愉 し さ 」 を
味わっていただけるよう、各種の取り組みを推進していきます。

普 通 車 か ら 軽 自 動 車 ま で 幅 広 く ラ イ ン ナ ッ プ

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 「 ク ル マ の あ る 自 由 で 愉 し い 生 活 」 を 全 て の 人 と 分 か ち 合 う こ と を 目 指 し て 、 身 体 が
不 自 由 な 方 や ご 高 齢 の 方 に も 安 心 し て 気 持 ち 良 く お 乗 り い た だ く た め に 、 福 祉 車 両 の 開 発 ・ 普 及
に 努 め て い ま す 。

福 祉 車 両 に 対 す る 考 え 方

福祉車両への取り組み

https://www.subaru.jp/transcare/transcare/wingseat/index.html
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「トランスケアシリーズ」販売台数の推移
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自 動 車 業 界 は 今 、 未 曽 有 の 不 確 実 性 の 時 代 の 只 中 に い る と い っ て 過 言 で は あ り ま せ ん 。 諸 外 国 で の 化 石
燃料使用車の販売禁止動向は、リスクという不確実性の問題ではなく現実となってきています。こうした
中で様々な不祥事が発生しました。企業風土の刷新は一朝一夕には行えませんが、これらの重なるピンチを
チャンスに置き換える絶好の機会として課題解決に活かされることを強く祈念します。
そのために絶対的に必要なことの一つは、中長期のビジョン、ありたい姿の確立です。CSR重点6領域は、
その前提であると捉えました。更にその前提の前提としての設計思想の変更が必要のように感じられます。
日本の多くの製造業での設計思想はproduct-outが主流のように思われますが、基点を社会実装においた
outside-inへの変更です。重点6領域のSUBARU固有の対応領域はoutside-inとの親和性が高いと思われ
ますので、徹底的に実践していただきたい。SDGs≒社会課題の徹底活用も一案です。またダイバーシティ
こそ真のイノベーション＝創造的破壊・新結合の源泉です。
その意味で新中期経営ビジョン「STEP」は方向性などたいへん良いと思いますが、目標年2025年はあまり
にも短すぎると考えます。定性的表現で構わないのですが、例えば創業150周年のありたい姿、そこから
バ ッ ク キ ャ ス ト し た 2 0 4 0 年 の あ り た い 姿 な ど の 策 定 を 期 待 し た い 。 そ れ を 策 定 す る に は 若 者 、 女 性 、
外国人等も入れたダイバーシティが重要と考えます。先行き、金融安定理事会(FSB)のタスクフォースの
勧告に応えていくためにも中長期ビジョンは必須と考えます。

2018 CSRレポートを読んで

(NPO)サステナビリティ日本フォーラム代表理事
( 一 社 ) グ ロ ー バ ル ・ コ ン パ ク ト ・ ネ ッ ト ワ ー ク ・ ジ ャ パ ン 理 事 、
(NPO)日本サステナブル投資フォーラム理事・最高顧問、(一社)グリーン
ファイナンス推進機構理事、認定NPO環境経営学会会長、(一社)レジリ
エ ン ス ジ ャ パ ン 推 進 協 議 会 理 事 、 な ど 。

環境管理規格審議委員会EPE小委員会委員、環境省//情報開示基盤整備
事業WG座長・日中韓環境大臣会合(TEMM)付設日中韓環境産業円卓会合
( T R E B ) 団 長 ・ 環 境 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 大 賞 審 査 委 員 会 委 員 ・ 環 境 報 告
ガイドライン2018年版 解説書等作成に向けた検討会委員、民間事業者の
気候変動適応の促進に関する検討会委員、など。元GRIボードメンバー。
東京大学法学部卒業。

略歴

後藤 敏彦様

第 三 者 意 見

第三者意見
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カ バ ナ ン ス の 中 で リ ス ク ・ マ ネ ジ メ ン ト が 少 し 弱 い と 感 じ ま し た 。 リ ス ク ・ マ ネ ジ メ ン ト は 、 リ ス ク の

発見・評価・対策の3ステップですが、行われているリスク管理等は対策ステップであり、定期的な発見

・評価ステップがなされているかがよく見えません。

環 境 の 取 り 組 み レ ベ ル は 相 当 な も の で す が 、 事 故 件 数 等 が 増 え て い る の が 気 に な り ま す 。 「 自 分 の 仕 事

総点検」の中でしっかり点検されることを期待したい。また、環境リスク・マネジメントとEMSが一体化

しているのか、がよく見えません。

CO 2削減で2030年目標を掲げられたのは良いですが、更に進んでSBT認証やRE100への署名なども検討

されることを期待したい。海外から始めるのも一案です。

3R の取り組みはほぼ極限まで来ていますが、メインはアウトプットである廃棄物のゼロ化です。欧州の

サーキュラー・エコノミーはインプットでの資源効率性を重視しています。このキーワードを取り入れる

ことの検討も期待します。

グ リ ー ン 調 達 ガ イ ド ラ イ ン は サ プ ラ イ ヤ ー C S R ガ イ ド ラ イ ン と 一 体 化 し て C S R 調 達 ガ イ ド ラ イ ン と す る

ことを検討すべきと考えます。

A I / I O T  推 進 は 進 め ら れ て い る と 推 察 し ま す が 、 情 報 が あ り ま せ ん 、 プ ロ ア ク テ ィ ブ な 取 り 組 み と し て

抜 本 的 環 境 対 策 に も な り 得 る と 考 え ま す の で 記 載 を 期 待 し ま す 。 ま た 、 自 動 車 へ の 搭 載 は 、 将 来 は 倫 理

課題とも関連することが想定されますので「AIと倫理」委員会等の検討も必要と考えます。

人 材 、 ダ イ バ ー シ テ ィ 関 連 の 取 り 組 み も 評 価 で き ま す が 、 女 性 採 用 数 の 抜 本 的 強 化 、 ダ イ バ ー シ テ ィ ・

マネジメント能力の向上も重要ということを付言しておきます。
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株式会社ＳＵＢＡＲＵ
取締役会長　CSR委員長

吉永　泰之

弊社「CSRレポート2018」へのご意見を賜り、ありがとうございます。

当 社 は 、 今 後 重 点 的 に 取 り 組 む べ き C S R 重 点 6 領 域 を 定 め 、 C S R へ の 取 り 組 み を 強 化 し て い く
こ と を 表 明 し ま し た 。 こ の 過 程 を 通 じ て 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ が 社 会 か ら 何 を 期 待 さ れ 、 何 を 大 切 に
すべきかを改めて考える良い機会を得ました。
中期経営ビジョン「STEP」にもこの考えを反映させ、CSRの強化を通じて、高い社会的信頼が
得 ら れ る よ う 十 分 配 意 す る と と も に 、 社 会 の 豊 か さ の 向 上 に 対 し て 当 社 の 事 業 が 的 確 に 貢 献
できるよう、経営陣と従業員が一丸となって、歩みを進めていくこととしております。

今般、このＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域の選定、考え方について一定のご評価をいただき
ま し た 。 そ の 一 方 で 、 足 下 高 ま り つ つ あ る 社 会 的 課 題 を 正 面 か ら 受 け 止 め 、 様 々 な 角 度 か ら 、
目標設定やアクションに関する質的な向上を不断に図るべきとのご指摘をいただきました。
な か で も 、 ダ イ バ ー シ テ ィ に 関 す る 一 層 の 取 り 組 み の 強 化 に つ き ま し て は 、 市 場 の 多 様 性 に
よ っ て 当 社 の ビ ジ ネ ス が 成 立 し て い る 実 態 か ら す れ ば 、 ま さ に 核 心 的 な 意 味 合 い を 持 っ て い る
と自覚しており、強力に推進していきたいと考えております。
さらに、環境の取り組みに関しましても、気候変動が世界的な最重要課題のひとつであると認識
し て お り 、 既 に 着 手 を し て お り ま す 新 た な 実 行 計 画 で あ る 「 環 境 ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」 の 策 定 を
はじめとして、中長期的視野を持ちながらも適切に取り組んでいきたいと考えております。
こ れ ら を 含 め 、 ご 指 摘 い た だ い た 内 容 に つ い て は 、 様 々 な ス テ ー ク ホ ル ダ ー の ご 意 見 を 踏 ま え
つ つ 、 検 討 し た う え で 、 出 来 る と こ ろ か ら 対 応 し て 参 り た い と 考 え て お り ま す 。 同 時 に 、
ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 の ご 理 解 も 十 分 に い た だ け ま す よ う 、 引 き 続 き 、 適 時 適 切 な 情 報 開 示
にも努めてまいります。

自動車業界は、今100年に一度の大変革の時期を迎えています。今後、環境の変化や社会の期待を
敏感に捉え、CSRの取り組みを推進し、持続可能な社会に貢献するとともに、信頼される企業を
目指してまいります。

第三者意見をいただいて



199 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

a. 組織の名称

a. 組織の本社の所在地

a. 組織の事業活動に関する説明
b. 主要なブランド、製品、および
サービス。特定の市場で販売が禁止
さ れ て い る 製 品 ま た は サ ー ビ ス が
あれば、その説明を含める

a. 組織の所有形態や法人格の形態

a. 参入市場。次の事項を含む
i. 製品およびサービスを提供して
いる地理的な場所
ii. 参入業種
iii. 顧客および受益者の種類

a. 組織の規模。次の事項を含む
i. 総従業員数
ii. 総事業所数
iii. 純売上高（民間組織について）、
純収入（公的組織について）
iv. 株主資本および負債の内訳を示し
た総資本（民間組織について）
v. 提供する製品、サービスの量

a. 組織が事業を展開している国の数、
および重要な事業所を所有している
国 の 名 称 。 報 告 書 に 記 載 し て い る
項目との関連は問わない

会社概要

会社概要

会社概要

会社概要

事業所・関係
会社

会社概要

事業所・関係
会社

組織の名称

本社の所在地

活動、ブランド、
製品、サービス

所有形態および
法人格

参入市場

組織の規模

事業所の所在地

102-1

102-3

102-2

102-5

102-6

102-7

102-4

組織のプロフィール

該当箇所ISO26000報告要求事項開示事項番号

共通スタンダード

ガイドライン対照表

https://www.subaru.co.jp/outline/profile.html
https://www.subaru.co.jp/outline/profile.html
https://www.subaru.co.jp/outline/profile.html
https://www.subaru.co.jp/outline/profile.html
https://www.subaru.co.jp/outline/profile.html
https://www.subaru.co.jp/outline/office.html
https://www.subaru.co.jp/outline/office.html


a. 雇用契約（正社員と臨時雇用者）
別の、男女別総従業員数
b. 雇用契約（正社員と臨時雇用者）
別の、地域別総従業員数
c. 雇用の種類（常勤と非常勤）別の、
男女別総従業員数
d. 組織の活動の相当部分を担う者が、
従業員以外の労働者であるか否か。
該当する場合、従業員以外の労働者が
担う作業の性質および規模についての
記述
e. 開示事項 102-8-a、102-8-b、
102-8-cで報告する従業員数に著しい
変動（観光業や農業における季節変動）
f. データの編集方法についての説明
（何らかの前提があればそれも含める）

a. 組織のサプライチェーンの説明。
組織の活動、主要なブランド、製品、
およびサービスに関するサプライ
チェーンの主要要素を含める

a. 組織が予防原則や予防的アプローチ
に取り組んでいるか。またその取り
組み方

a. 外部で作成された経済、環境、社会
の憲章、原則その他のイニシアティブ
で、組織が署名または支持している
もののリスト

a. 業界団体、その他の協会、および
国内外の提言機関で組織が持っている
主な会員資格のリスト

a. 組織の規模、構造、所有形態、
またはサプライチェーンに関して
生じた重大な変化。次の事項を含む
i. 所在地または事業所に関する変化
（施設の開設や閉鎖、拡張を含む）
ii. 株式資本構造の変化、その他資本
の形成、維持、変更手続きの実施に
よる変化（民間組織の場合）
iii. サプライヤーの所在地、サプライ
チェーンの構造、またはサプライヤー
との関係の変化（選定や解消を含む）

従業員データ

自動車にかか
わるＳＵＢＡ
ＲＵの環境負
荷全体像

環境マネジメ
ント

トップメッセ
ージ
SDGｓへの取
り組み

従業員およびその
他の労働者に関
する情報

サプライチェーン

予防原則または
予防的アプローチ

外部イニシアティブ

団体の会員資格

組織およびその
サプライチェーンに
関する重大な変化

102-8

102-9

102-11

102-12

102-13

102-10
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-

6.3.10 労働における
基本的原則及び権利
6.4.1-6.4.2 労働慣行
6.4.3 雇用及び雇用
関係
6.4.4 労働条件及び
社会的保護
6.4.5 社会的対話
6.8.5 雇用創出及び
技能開発
7.8 社会的責任に関
する自主的なイニシ
アティブ

https://www.subaru.co.jp/csr/employees/human_resources.html
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/020_manegement.html?id=a07
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/020_manegement.html
https://www.subaru.co.jp/csr/message/
https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr.html?id=a08


a. 重要なインパクト、リスク、機会
の説明

a. 組織の価値観、理念、行動基準・
規範についての説明

a. 組織内外に設けられている次の制度
についての説明
i. 倫理的行為および合法行為、ならび
に組織の誠実性に関する助言を求める
制度
i i .  非 倫 理 的 行 為 ま た は 違 法 行 為 、
ならびに組織の誠実性に関する懸念
を通報する制度

a. 組織のガバナンス構造。最高ガバ
ナンス機関の委員会を含む
b. 経済、環境、社会項目に関する意思
決定に責任を負っている委員会

a. 最高ガバナンス機関から役員や他の
従業員へ、経済、環境、社会項目に
関して権限委譲を行うプロセス

a. 組織が、役員レベルの地位にある
者を経済、環境、社会項目の責任者
として任命しているか
b. その地位にある者が、最高ガバナ
ンス機関の直属となっているか

a. 組織とサステナビリティの関連性、
およびサステナビリティに取り組む
ための戦略に関する、組織の最高意
思決定者（CEO、会長またはそれに
相当する上級幹部）の声明 4.7 国際行動規範の

尊重
6.2 組織統治
7.4.2 社会的責任に
関する組織の方向性
の決定

4.4 倫理的な行動
6.6.3 汚職防止

トップメッセ
ージ

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

リスク管理体
制の整備の状
況

コーポレート
ガバナンス
体制

コーポレート
ガバナンス
体制

コーポレート
ガバナンス
体制

トップメッセ
ージ

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR
クライシスリ
スク
リスク情報

コンプライア
ンス・ホット
ライン制度

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

重要なインパクト、
リスク、機会

価値観、理念、
行動基準・規範

倫理に関する助言
および懸念のため
の制度

ガバナンス構造

権限移譲

経済、環境、社会
項目に関する役員
レベルの責任

上級意思決定者の
声明

102-15

102-16

102-17

102-18

102-19

102-20

102-14

倫理と誠実性

ガバナンス

戦略
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a.最高ガバナンス機関およびその
委員会の構成。その事項による
i. 執行権の有無
ii. 独立性
iii. ガバナンス機関における任期
iv. 構成員の他の重要な役職および
コミットメントの数、並びにコミット
メントの性質
v. ジェンダー
vi. 発言権が低い社会的グループの
メンバー
vii. 経済、環境、社会項目に関係
する能力
viii. ステークホルダーの代表

a. ステークホルダーと最高ガバナン
ス機関の間で、経済、環境、社会項
目に関して協議を行うプロセス
b.協議が権限移譲されている場合は、
誰に委任されているか、最高ガバナ
ンス機関への結果のフィードバック
をどのように行っているか

a. 利益相反の回避、対処のために最高
ガバナンス機関が行っているプロセス
b. 利益相反に関する情報をステーク
ホルダーに開示しているか。最低限、
次の事項を含む
i. 役員会メンバーへの相互就任
ii. サプライヤーおよびその他のステー
クホルダーとの株式の持ち合い

a. 最高ガバナンス機関およびその委員
会メンバーの指名と選出のプロセス
b. 最高ガバナンス機関のメンバーの
指名と選出で用いられる基準。次の
事項を含む
i. ステークホルダー（株主を含む）
が関与しているか、どのように関与
しているか
ii. 多様性が考慮されているか、どの
ように考慮されているか
iii. 独立性が考慮されているか、どの
ように考慮されているか
iv. 経済、環境、社会項目に関する
専門知識や経験が考慮されているか、
どのように考慮されているか

a. 最高ガバナンス機関の議長が組織の
執行役員を兼ねているか否か
b. 議長が執行役員を兼ねている場合、
組織の経営におけるその者の役割と、
そのような人事の理由

コーポレート
ガバナンス
体制

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

コーポレート
ガバナンス
体制

コーポレート
ガバナンス
体制

取締役会の
メンバーに
よる利益相反
の防止

最高ガバナンス
機関およびその
委員会の構成

経済、環境、社会
項目に関するステ
ークホルダーとの
協議

最高ガバナンス
機関の議長

利益相反

最高ガバナンス
機関の指名と選出

102-22

102-21

102-23

102-25

102-24
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a. 経済、環境、社会項目に関わる組織
の目的、価値観、ミッション・ステー
トメント、戦略、方針、目標の策定、
承認、更新に際して、最高ガバナンス
機関と役員が果たす役割

iii. 支配株主の存在
iv. 関連当事者の情報

a. 経済、環境、社会項目に関する最高
ガバナンス機関の集合的知見を発展、
強化するために実施した施策

a. 経済、環境、社会項目、およびその
インパクト、リスク、機会に関して
最高ガバナンス機関が行うレビュー
の頻度

a. 経済、環境、社会項目に関するリ
スクマネジメント・プロセスの有効
性のレビューにおける最高ガバナン
ス機関の役割

a. 最高ガバナンス機関の経済、環境、
社 会 項 目 の ガ バ ナ ン ス に 関 す る
パフォーマンスを評価するための
プロセス
b. 当該評価の独立性が確保されている
か否か、および評価の頻度
c. 当該評価が自己評価であるか否か
d. 最高ガバナンス機関の経済、環境、
社会項目のガバナンスに関するパフォ
ーマンス評価に対応して行った措置。
最低限、メンバーの変更や組織の
実務慣行の変化を含む

a. 経済、環境、社会項目、およびその
インパクト、リスク、機会の特定と
マネジメントにおける最高ガバナンス
機関の役割。デュー・デリジェンス
・プロセスの実施における最高ガバ
ナンス機関の役割を含む
b. 最高ガバナンス機関による経済、
環境、社会項目、およびそのインパ
クト、リスク、機会の特定とマネジ
メントをサポートするために、ステ
ークホルダーとの協議が活用されて
いるか否か

コーポレート
ガバナンスに
関する基本的
な考え方

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

コーポレート
ガバナンス報
告書

コーポレート
ガバナンス報
告書

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

-

コーポレート
ガバナンスガ
イドライン

目的、価値観、戦略
の設定における
最高ガバナンス
機関の役割

最高ガバナンス
機関の集合的知見

経済、環境、社会
項目のレビュー

経済、環境、社会
へのインパクトの
特定とマネジメント

リスクマネジメ
ント・プロセス
の有効性

最高ガバナンス
機関のパフォー
マンスの評価

102-26

102-27

102-31

102-30

102-28

102-29

コーポレート
ガバナンス報
告書

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR
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6.2 組織統治
7.4.3 組織の統治、
システム及び手順
への社会的責任の
組込み
7.7.5 パフォーマン
スの改善
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a. 最高ガバナンス機関に対して重大
な懸念事項を伝達するために設けら
れているプロセス

a. 最高ガバナンス機関に伝達された
重大な懸念事項の性質と総数
b. 重大な懸念事項への対処、解決の
ために使われたメカニズム

a. 報酬に関するステークホルダーの
意見をどのように求め、また考慮し
ているか
b. 考慮している場合、報酬方針や提
案への投票結果

a. 最高ガバナンス機関および役員に
対する報酬方針。次の種類の報酬を
含む
i. 固定報酬と変動報酬（パフォーマ
ンス連動報酬、株式連動報酬、賞与、
後配株式または権利確定株式を含む）
ii. 契約金、採用時インセンティブの
支払い
iii. 契約終了手当
iv. クローバック
v. 退職給付（最高ガバナンス機関、
役員、その他の全従業員について、
それぞれの給付制度と拠出金率の違い
から生じる差額を含む）
b. 報酬方針におけるパフォーマンス
基準と、最高ガバナンス機関および
役員の経済、環境、社会項目における
目標がどのように関係しているか

a. 報酬の決定プロセス
b. 報酬コンサルタントが報酬の決定
に関与しているか否か、また報酬コ
ンサルタントが経営陣から独立して
いるか否か
c. 報酬コンサルタントと組織との間
に存在するその他の関係

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

役員報酬会議

役員報酬会議

-

コーポレート
ガバナンス報
告書

重大な懸念事項の
伝達

伝達された重大な
懸念事項の性質と
総数

報酬に関する
ステークホルダー
の関与

報酬の決定プロセス

報酬方針

102-33

102-34

102-37

102-36

102-35

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR重点領域
の経営への
反映

a. 組織のサステナビリティ報告書の
正式なレビューや承認を行い、すべ
てのマテリアルな項目が取り上げら
れていることを確認する機能を果た
している最高位の委員会または役職

サステナビリティ
報告における最高
ガバナンス機関の
役割

102-32
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a. 団体交渉協定の対象となる全従業員
の割合

a. 組織がエンゲージメントを行う
ステークホルダーを特定および選定
する基準

a. ステークホルダー・エンゲージメ
ントにより提起された重要な項目お
よび懸念。次の事項を含む
i. 組織が重要な項目および懸念にどう
対応したか（報告を行って対応した
ものを含む）
ii. 重要な項目および懸念を提起した
ステークホルダー・グループ

a. 組織がエンゲージメントしたステー
クホルダー・グループのリスト

5.3 ステークホルダー
の特定及びステーク
ホルダーエンゲージ
メント

a. 組織のステークホルダー・エンゲ
ージメントへのアプローチ方法。種
類別、ステークホルダー・グループ
別のエンゲージメントの頻度を含む。
また、特に報告書作成プロセスの一環
として行ったエンゲージメントか否か
を示す

労使コミュニ
ケーション

ステークホル
ダーの皆様と
の関わり

ステークホル
ダーの皆様と
の関わり

ステークホル
ダーの皆様と
の関わり

ステークホル
ダーの皆様と
の関わり

団体交渉協定

ステークホルダー
の特定および選定

ステークホルダー・
エンゲージメント
へのアプローチ

提起された重要な
項目および懸念

ステークホルダー・
グループのリスト

102-41

102-42

102-43

102-44

102-40

ステークホルダー・エンゲージメント

a. 組織の重要事業所があるそれぞれの
国の最高給与所得者における年間報酬
総額の、同じ国の全従業員における
年間報酬額の中央値（最高給与所得
者を除く）に対する比率

-

-

年間報酬総額の
比率

102-38

a. 組織の重要事業所があるそれぞれ
の国の最高給与所得者における年間
報酬総額の増加率の、同じ国の全従
業員における年間報酬総額の中央値
（最高給与所得者を除く）の増加率
に対する比率

年間報酬総額比率
の増加率

102-39
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a. 過去の報告書で提供した情報を修正
再記述する場合、再記述の影響および
理由

a. マテリアルな項目および項目の該当
範囲について、過去の報告期間からの
重大な変更

a. 提供情報の報告期間 編集方針

該当せず

該当せず

情報の再記述

報告における変更

報告期間

102-48

102-49

102-50

a. 報告書の内容を確定するプロセスで
特定したマテリアルな項目のリスト

CSR重点6領域
策定プロセス

ＳＵＢＡＲＵ
グループの重
点領域：人を
中心とした自
動車文化

ＳＵＢＡＲＵ
グループの重
点領域：共感
・共生
ＳＵＢＡＲＵ
グループの重
点領域：安心

ＳＵＢＡＲＵ
グループの重
点領域：ダイ
バーシティ
ＳＵＢＡＲＵ
グループの重
点領域：環境

ＳＵＢＡＲＵ
グループの重
点領域：コン
プライアンス

マテリアルな項目
のリスト102-47

a. 組織の連結財務諸表または同等文
書の対象になっているすべての事業体
のリスト
b. 組織の連結財務諸表または同等文書
の対象になっている事業体のいずれ
かが報告書の記載から外れているか
否か

5.2 社会的責任の認識
7.3.2 組織にとっての
中核主題及び課題の
関連性及び重要性の
判断
7.3.3 組織の影響力の
範囲
7.3.4 課題に取り組む
ための優先順位の
決定

財務・業績
連結財務諸表の
対象になっている
事業体

102-45

報告実務

a. 報告書の内容および項目の該当範囲
を確定するためのプロセスの説明
b. 組織が報告書の内容を確定する際、
報告原則をどのように適用したかに
ついての説明

編集方針
報告書の内容およ
び項目の該当範囲
の確定

102-46
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a. 組織がGRIスタンダードに準拠し、
次のいずれかの選択肢を選んで報告書
を作成したことを表す主張
i. 「この報告書は、GRIスタンダード
の中核（Core）オプションに準拠して
作成されている。」
ii. 「この報告書は、GRIスタンダード
の包括（Comprehensive）オプション
に準拠して作成されている。」

7.5.3 社会的責任に
関するコミュニケー
ションの種類
7.6.2 社会的責任に
関する報告及び主張
の信頼性向上

a. 前回発行した報告書の日付（該当
する場合）

a. 報告書またはその内容に関する質問
の窓口

a. 報告サイクル

編集方針

編集方針

編集方針

本表GRIスタンダード
に準拠した報告で
あることの主張

前回発行した報告
書の日付

報告書に関する
質問の窓口

報告サイクル

102-54

a. GRIの内容索引（使用した各スタン
ダードを明記し、報告書に記載した
すべての開示事項を一覧表示する）
b. 内容索引には、各開示事項につい
て次の情報を含める
i. 開示事項の番号（GRIスタンダード
に従って開示した項目について）
ii. 報告書またはその他の公開資料の
中で、該当の情報が記載されている
ページ番号またはURL
iii. 要求される開示事項の省略が認め
られていて、開示できない場合の省
略の理由（該当する場合）

本表内容索引102-55

a. 報告書の外部保証に関する組織の
方針および現在の実務慣行の説明
b. 報告書が外部保証を受けている場合、
i. 外部保証報告書、表明、意見に言及
する。外部保証によって保証されて
いる事項、保証されていない事項、
その根拠（サステナビリティ報告書
に添付する保証報告書に記載がない
場合）。これには保証基準、保証レ
ベル、保証プロセスに存在する制約
事項も含める
ii. 組織と保証提供者の関係
iii. 最高ガバナンス機関または役員が、
組織のサステナビリティ報告書の保証
に関わっているか否か、どのように
関わっているか

-外部保証102-56

102-51

102-53

102-52
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各マテリアルな項目について次の情報
を説明しなくてなはらない。
a. 組織がその項目をどのようにマネジ
メントしているかについての説明
b. マネジメント手法の目的に関する表明
c. マネジメント手法に次の要素が含ま
れている場合、各要素についての説明
i. 方針
ii. コミットメント
iii. 目標およびターゲット
iv. 責任
v. 経営資源
vi. 苦情処理メカニズム
vii. 具体的な措置（プロセス、プロ
ジェクト、プログラム、イニシアテ
ィブなど）

マネジメント手法
とその要素

103-2

各マテリアルな項目について次の情報
を説明しなくてなはらない。
a.組織によるマネジメント手法の評価
方法。次の事項を含む
i. マネジメント手法の有効性を評価
する仕組み
ii. マネジメント手法の評価結果
iii. マネジメント手法に関して行った
調整

-マネジメント手法
の評価

103-3

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

CSR重点6領域
策定プロセス
ＳＵＢＡＲＵ
グループの重
点領域：人を
中心とした自
動車文化
ＳＵＢＡＲＵ
グループの重
点領域：共感
・共生
ＳＵＢＡＲＵ
グループの重
点領域：安心
ＳＵＢＡＲＵ
グループの重
点領域：ダイ
バーシティ
ＳＵＢＡＲＵ
グループの重
点領域：環境
ＳＵＢＡＲＵ
グループの重
点領域：コン
プライアンス

各マテリアルな項目について次の情報
を説明しなくてなはらない。
a. その項目がマテリアルである理由
の説明
b. マテリアルな項目の該当範囲。
次の記述を含む
i. どこでインパクトが生じるのか
ii. 組織のインパクトへの関与。例え
ば、組織のインパクトへの関与は直
接的か間接的か、または組織のビジ
ネス関係を通じてインパクトに関連
したかどうか
c. 該当範囲に関する具体的な制約事項

5.2 社会的責任の認識
6 社会的責任の中核
主題に関する手引き
7.3.1 デューディリ
ジェンス
7.3.2 組織にとっての
中核主題及び課題の
関連性及び重要性の
判断
7.3.3 組織の影響力の
範囲
7.3.4 課題に取り組
むための優先順位の
決定
7.7.3 社会的責任に
関する組織の進捗及
びパフォーマンスの
確認
7.7.5 パフォーマンス
の改善

マテリアルな項目
とその該当範囲の
説明

103-1

103 マネジメント手法

208 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr.html
https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr.html?id=a042
https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr/automobile_culture.html
https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr/sympathy.html
https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr/peace.html
https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr/diversity.html
https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr/environment.html
https://www.subaru.co.jp/csr/subaru_csr/compliance.html


a. 創出、分配した直接的経済価値
（発生主義ベースによる）。これには、
組織のグローバルにおける事業に
ついて、次に一覧表示する基本要素
を含める。データを現金主義で表示
する場合は、その判断理由を次の基本
要素に加えて報告する
i. 創出した直接的経済価値：収益
ii. 分配した経済価値：事業コスト、
従業員給与と諸手当、資本提供者への
支払い、政府への支払い（国別）、
コミュニティ投資
iii. 留保している経済価値：「 創出
した直接的経済価値」から「分配した
経済価値」を引いたもの
b. 影響が著しいものについて、創出・
分配経済価値を国、地域、市場レベル
に分けて報告する。また「著しい」と
判断する基準も報告する

創出、分配した
直接的経済価値

201-1 決算資料

a. 気候変動に起因してもたらされる
リスクや機会で、事業、収益、費用
に実質的な変動が生じる可能性のあ
るもの。次の事項を含む
i. リスクと機会の記述。リスクと機会
を物理的、規制関連、その他に分類
ii. リスクと機会に関連するインパクト
の記述
iii. 措置を行う前から想定されるリスク
と機会の財務上の影響
iv. リスクと機会をマネジメントする
ために用いた手法
v. リスクと機会をマネジメントする
ために行った措置のコスト

6.8.1-6.8.2 コミュ
ニティへの参画及
びコミュニティの
発展
6.8.3 コミュニティ
への参画
6.8.7 富及び所得の
創出
6.8.9 社会的投資

6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

気候変動による
財務上の影響、
その他のリスク
と機会

201-2 リスク情報

項 目 別 の ス タ ン ダ ー ド

経済

該当ページ見出し報告要求事項開示事項開示事項
番号

201：経済パフォーマンス
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a. 組織の一般財源で当該制度の債務
をまかなっている場合、その債務の
推定額
b. 年金制度の債務を支払うために別の
基金を持っている場合、次の事項
i. 年金制度の債務額のうち別途積み
立て資産でカバーされる割合の推定値
ii. 当該推定値の計算基礎
iii. 推定値の計算時期
c. 年金制度の債務を支払うために設
けられた基金が不足している場合、
雇用者が完全補償実現に向けて実施
している戦略があればそれを説明す
る。また雇用者が完全補償実現の目
標時期を設定している場合は、それ
について説明する
d. 従業員、雇用者による拠出額が給
与に占める割合
e. 退職金積立制度への参加レベル
（義務的参加か任意制度か、地域的
制度か国の制度か、経済的インパク
トがあるものか、など）

-

-

a. 組織が報告期間中に各国政府から
受け取った資金援助の総額。次の事項
を含む
i. 減税および税額控除
ii. 補助金
iii. 投資奨励金、研究開発助成金、
その他関連助成金
iv. 賞金
v. 特許権等使用料免除期間
vi. 輸出信用機関（ECA）からの資金
援助
vii. 金銭的インセンティブ
viii. その他、政府から受け取った、
または受け取る予定の財務利益
b. 201-4-aの情報の国別内訳
c. 組織の株式保有構成における政府
出資の有無、出資割合

6.8.7 富及び所得の
創出

-

確定給付型年金
制度の負担、
その他の退職金
制度

政府から受けた
資金援助

201-3

201-4

210

a. 従業員の相当部分が最低賃金を
条件に報酬を受けている場合、その
最低賃金に対する重要事業拠点新人
給与の比率（男女別）を報告する

6.3.7 差別及び社会
的弱者
6.3.10 労働における
基本的原則及び権利

202：地域経済での存在感
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a. 重要事業拠点で地域コミュニティ
から採用した上級管理職の割合
b. 「上級管理職」の定義
c. 組織の「地域・地元」の地理的定義
d. 「 重要事業拠点」の定義

a. 重要なインフラ投資や支援サービス
を展開した範囲
b. コミュニティや地域経済に与えて
いるインパクト、または与えると思わ
れるインパクト。プラスとマイナス
双方を含む（該当する場合）
c. 当該投資・サービスが商業目的の
ものか、現物支給するものか、無償
で実施するものかを報告する

b. 組織の活動に携わるその他の労働者
（従業員を除く）の相当部分が最低
賃金を条件に報酬を受けている場合、
最低賃金を上回る賃金が支払われて
いることを確認するためにどのよう
な措置を取っているかを記述する
c. 重要事業拠点を置く地域に地域最
低賃金が存在するか否か、それが変
動するものか否か（男女別）。参照
すべき最低賃金が複数ある場合は、
どの最低賃金を使用したかを報告する
d. 「 重要事業拠点」の定義

6.4.3 雇用及び雇用
関係
6.8.1-6.8.2 コミュニ
ティへの参画及びコ
ミュニティの発展
6.8.5 雇用創出及び
技能開発
6.8.7 富及び所得の
創出

6.3.9 経済的、社会
的及び文化的権利
6.8.1-6.8.2 コミュ
ニティへの参画及び
コミュニティの発展
6.8.7 富及び所得の
創出
6.8.9 社会的投資

6.4.3 雇用及び雇用
関係
6.4.4 労働条件及び
社会的保護
6.8.1-6.8.2 コミュ
ニティへの参画及
びコミュニティの
発展

トップメッセ
ージ
CSRの考え方

著しい間接的な
経済的インパクト203-2

a. 組織が与える著しい間接的な経済的
インパクト（プラスおよびマイナス）
と特定された事例
b. 外部のベンチマークおよびステーク
ホルダーの優先事項（国内および
国際的な基準、協定、政策課題など）
を考慮した場合の間接的な経済的
インパクトの「著しさ」

6.3.9 経済的、社会
的及び文化的権利
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会
的責任の推進
6.6.7 財産権の尊重
6.7.8 必要不可欠な
サービスへのアク
セス
6.8.1-6.8.2 コミュ
ニティへの参画及
びコミュニティの
発展
6.8.5 雇用創出及び
技能開発
6.8.7 富及び所得の
創出
6.8.9 社会的投資

-

-

-

地域コミュニティ
から採用した上級
管理職の割合

インフラ投資およ
び支援サービス

202-2

203-1

203：間接的な経済インパクト
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地域最低賃金に
対する標準新人
給与の比率
（男女別）
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a. 腐敗に関するリスク評価の対象と
した事業所の総数と割合
b. リスク評価により特定した腐敗関
連の著しいリスク

6.6.1-6.6.2 公正な
事業慣行
6.6.3 汚職防止

-

腐敗に関するリス
ク評価を行ってい
る事業所

地元のサプライヤ
ーへの支出の割合

205-1

204-1

205：腐敗防止

204：調達慣行

a. 重要事業拠点で使用する調達予算
のうち、当該事業所の地元にあるサ
プライヤーへの支出割合（地元で調
達した商品やサービスの割合など）。
b. 組織の「地域・地元」の地理的定義
c. 「重要事業拠点」の定義

6.4.3 雇用及び雇用
関係
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会
的責任の推進
6.8.1-6.8.2 コミュ
ニティへの参画及
びコミュニティの
発展
6.8.7 富及び所得の
創出
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a. ガバナンス機関メンバーのうち、
腐敗防止に関する組織の方針や手順
の伝達対象となった者の総数と割合
（地域別に）
b. 従業員のうち、腐敗防止に関する
組織の方針や手順の伝達対象となっ
た者の総数と割合（従業員区分別、
地域別に）
c. ビジネスパートナーのうち、腐敗
防止に関する組織の方針や手順につ
いて伝達対象となった者の総数と割
合（ビジネスパートナー種類別、地
域別に）。腐敗防止に関する組織の
方針や手順が、その他の個人または
組織に伝達されているかどうかを記
述する
d. ガバナンス機関メンバーのうち、
腐敗防止に関する研修を受講した者
の総数と割合（地域別に）
e. 従業員のうち、腐敗防止に関する
研修を受講した者の総数と割合（従
業員区分別、地域別に）

6.6.1-6.6.2 公正な
事業慣行
6.6.3 汚職防止
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会
的責任の推進

贈収賄防止の
取り組み

腐敗防止の方針や
手順に関するコミ
ュニケーションと
研修

205-2

-

https://www.subaru.co.jp/csr/compliance.html?id=a07


a. 組織の関与が明らかとなった反競
争的行為、反トラスト法違反、独占
禁止法違反により、報告期間中に法
的措置を受けた事例（終結している
もの、していないもの）の件数
b. 法的措置が終結したものについては、
結果（決定や判決を含む）の主要点

6.6.1-6.6.2 公正な
事業慣行
6.6.5 公正な競争
6.6.7 財産権の尊重

-

-

反競争的行為、
反トラスト、独
占的慣行により
受けた法的措置

206-1

a. 確定した腐敗事例の総数と性質
b. 確定した腐敗事例のうち、腐敗を
理由に従業員を解雇または懲戒処分
したものの総数
c. 確定した腐敗事例のうち、腐敗関
連の契約違反を理由にビジネスパー
トナーと契約破棄または更新拒否を
行ったものの総数
d. 報告期間中に組織または組織の従
業員に対して腐敗に関連した訴訟が
提起されている場合、その事例と結果

6.6.1-6.6.2 公正な
事業慣行
6.6.3 汚職防止

確定した腐敗事例
と実施した措置205-3

206：反競争的行為
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a. 組織が報告期間中に主要製品や
サービスの生産、梱包に使用した
原材料の重量または体積の総計。
次の分類による
i. 使用した再生不能原材料
ii. 使用した再生可能原材料

6.5.4 持続可能な資
源の利用

自動車にかか
わるＳＵＢＡ
ＲＵの環境負
荷全体像

使用原材料の重量
または体積

301-1

環境

301：原材料

ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

a. 組織の主要製品やサービスの生産に
使用したリサイクル材料の割合

a. 再生利用された製品と梱包材の割合。
製品区分別に
b. 本開示事項のデータ収集方法

6.5.4 持続可能な
資源の利用

6.5.4 持続可能な
資源の利用

自動車にかか
わるＳＵＢＡ
ＲＵの環境負
荷全体像

自動車にかか
わるＳＵＢＡ
ＲＵの環境負
荷全体像

使用したリサイクル
材料

再生利用された
製品と梱包材

301-2

301-3

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/020_manegement.html?id=a07
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/020_manegement.html?id=a07
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/020_manegement.html?id=a07


a. 組織内における非再生可能エネル
ギー源に由来する総燃料消費量（ジ
ュールまたはその倍数単位（メガ、
ギガなど）による）。使用した燃料
の種類も記載する
b. 組織内における再生可能エネルギー
源に由来する総燃料消費量（ジュール
またはその倍数単位による）。使用
した燃料の種類も記載する
c. 次の総量（ジュール、ワット時、
またはその倍数単位による）
i. 電力消費量
ii. 暖房消費量
iii. 冷房消費量
iv. 蒸気消費量
d. 次の総量（ジュール、ワット時、
またはその倍数単位による）
i. 販売した電力
ii. 販売した暖房
iii. 販売した冷房
iv. 販売した蒸気
e. 組織内のエネルギー総消費量（ジ
ュールまたはその倍数単位による）
f. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール
g. 使用した変換係数の情報源

6.5.4 持続可能な
資源の利用

自動車にかか
わるＳＵＢＡ
ＲＵの環境負
荷全体像
エネルギー
使用量

組織内のエネル
ギー消費量

302-1

302：エネルギー

214

-

-

a. 組織外のエネルギー消費量（ジュー
ルまたはその倍数単位（メガ、ギガ
など）による）
b. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール
c. 使用した変換係数の情報源

組織外のエネル
ギー消費量

302-2

a. 組織のエネルギー原単位
b. 原単位計算のため組織が分母として
選択した指標
c. 原単位に含まれるエネルギーの種類
（燃料、電力、暖房、冷房、蒸気、
またはこのすべて）
d. 原単位計算に使用したのは、組織
内のエネルギー消費量、組織外のエ
ネルギー消費量、もしくはこの両方か

6.5.4 持続可能な
資源の利用

6.5.4 持続可能な
資源の利用

エネルギー原単位302-3
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a. エネルギーの節約および効率化の
取り組みによる直接的な結果として
削減されたエネルギー消費量（ジュー
ルまたはその倍数単位（メガ、ギガ
など）による）
b. 削減されたエネルギーの種類（燃
料、電力、暖房、冷房、蒸気、また
はこのすべて）
c. 削減されたエネルギー消費量の計
算に使用した基準（基準年、基準値
など）と、その基準選定の理論的根拠
d. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

a. 販売する製品およびサービスが必要
とするエネルギーの報告期間中にお
けるエネルギー削減量（ジュールまた
はその倍数単位（メガ、ギガなど）に
よる）
b. エネルギー消費削減量の計算に使用
した基準（基準年、基準値など）、
および基準選定の理論的根拠
c. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

6.5.4 持続可能な
資源の利用
6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

6.5.4 持続可能な
資源の利用
6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

エネルギー消費量
の削減

製品およびサービス
のエネルギー必要
量の削減

302-4

302-5

エネルギー
使用量

環境に配慮
したクルマ
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a. 水源からの総取水量。次の水源別
内訳による
i. 地表水（湿地、河川、湖、海など
からの水を含む）
ii. 地下水
iii. 組織が直接貯めた雨水
iv. 他の組織からの廃水
v. 地方自治体の水道や他の公営・民
間水道施設
b. 使用した基準、方法、前提条件

a. 取水によって著しい影響を受ける
水源の数。次の種類別に
i. 水源の規模
ii. 水源が保護地域に指定されている
か（国内または国際的に）
iii. 生物多様性から見た価値（種の多
様性および固有性、保護種の数など）
iv. 地域コミュニティや先住民族に
とっての水源の価値、重要性
b. 使用した基準、方法、前提条件

6.5.4 持続可能な
資源の利用

6.5.4 持続可能な
資源の利用

主な生産拠点
における水源
別水使用量の
内訳

水リスク調査
の実施

取水によって著しい
影響を受ける水源

水源別の取水量

303-2

303-1

303：水
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a. 組織がリサイクル・リユースした
水の総量
b. リサイクル・リユースした水の総量
が、開示事項 303-1に定める総取水
量に占める割合
c. 使用した基準、方法、前提条件

a. 保護地域および保護地域ではないが
生物多様性価値の高い地域、もしく
はそれらの隣接地域に所有、賃借、
管理している事業サイトに関する次の
情報
i. 所在地
ii. 組織が所有、賃借、管理する可能性
のある地表下および地下の土地
iii. 保護地域（保護地域内部、隣接地域、
または保護地域の一部を含む地域）
または保護地域ではないが生物多様性
価値の高い地域との位置関係
iv. 事業形態（事務所、製造・生産、
採掘）
v. 事業敷地の面積（km2で表記。適切
な場合は他の単位も可）
vi. 該当する保護地域および保護地域
ではないが生物多様性価値の高い地
域の特徴（陸上、淡水域、あるいは
海洋）から見た生物多様性の価値
vii. 保護地域登録されたリスト
（IUCN保護地域管理カテゴリー、
ラムサール条約、国内法令など）の
特徴から見た生物多様性の価値

6.5.4 持続可能な
資源の利用

6.5.6 環境保護、
生物多様性、及び
自然生息地の回復

水のリユース

生物多様性

リサイクル・
リユースした水

保護地域および
保護地域ではな
いが生物多様性
価値の高い地域、
もしくはそれらの
隣接地域に所有、
貸借、管理して
いる事業サイト

303-3

304-1

304：生物多様性
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a. 生物多様性に直接的、間接的に与
える著しいインパクトの性質。次の
事項を含む
i. 生産工場、採掘坑、輸送インフラ
の建設または利用
ii. 汚染（生息地には本来存在しない
物質の導入。点源、非点源由来のい
ずれも）
iii. 侵入生物種、害虫、病原菌の導入
iv.種の減少
v. 生息地の転換
vi. 生態学的プロセスの変化（塩分濃
度、地下水位変動など）で、自然増
減の範囲を超えるもの
b. 直接的、間接的、プラス、マイナ
スの著しい影響。次の事項を含む
i. インパクトを受ける生物種

活動、製品、サ
ービスが生物多
様性に与える著
しいインパクト

304-2
6.5.6 環境保護、
生物多様性、及び
自然生息地の回復

生物多様性
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a. IUCNレッドリストならびに国内保
全種リスト対象の生物種で、組織の
事業の影響を受ける地域に生息する
種の総数。次の絶滅危惧レベル別に
i. 絶滅危惧IA類（CR）
ii. 絶滅危惧IB類（EN）
iii. 絶滅危惧II類（VU）
iv. 準絶滅危惧（NT）
v. 軽度懸念

6.5.6 環境保護、
生物多様性、及び
自然生息地の回復

事業の影響を受け
る地域に生息する
IUCNレッドリスト
ならびに国内保全
種リスト対象の生
物種

304-4 -

ii. インパクトを受ける地域の範囲
iii. インパクトを受ける期間
iv. インパクトの可逆性、不可逆性

a. すべての保護もしくは復元された
生息地の規模と所在地。外部の独立
系専門家が、その復元措置の成功を
認定しているか否か
b. 組織の監督・実施により保護もし
くは復元された場所と異なる生息地
がある場合、保護や復元を目的とす
る第三者機関とのパートナーシップ
の有無
c. 各生息地の状況（報告期間終了時
点における）
d. 使用した基準、方法、前提条件

6.5.6 環境保護、
生物多様性、及び
自然生息地の回復

生息地の保護・復元304-3 生物多様性
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a. 直接的（スコープ1）GHG排出量の
総計（CO2換算値（t-CO2）による）
b. 計算に用いたガス（CO2、CH4、
N2O、HFC、PFC、SF6、NF3、または
そのすべて）
c. 生物由来のCO2排出量（CO2換算
値（t-CO2）による）
d. 計算の基準年（該当する場合、次の
事項を含む）
i. その基準年を選択した理論的根拠
ii. 基準年における排出量
iii. 排出量に著しい変化があったため
基準年の排出量を再計算することに
なった場合は、その経緯
e. 使用した排出係数の情報源、使用
した地球温暖化係数（GWP）、GWP
情報源の出典
f. 排出量に関して選択した連結アプ
ローチ（株式持分、財務管理、もしく
は経営管理）
g. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

【TOPIC】
CO2削減チャ
レンジ

CO2排出量
 （スコープ1，2）

直接的な温室効果
ガス（GHG）排出量

305-1

305：大気への排出
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a. ロケーション基準の間接的（スコー
プ2）GHG排出量の総計（CO2換算値
（t-CO2）による）
b. 該当する場合、マーケット基準の
間接的（スコープ2）GHG排出量の
総計（CO2換算値（t-CO2）による）
c. データがある場合、総計計算に
用いたガス（CO2、CH4、N2O、HFC、
PFC、SF6、NF3、またはそのすべて）
d. 計算の基準年（該当する場合、次の
事項を含む）
i. その基準年を選択した理論的根拠
ii. 基準年における排出量
iii. 排出量に著しい変化があったため
基準年の排出量を再計算することに
なった場合は、その経緯
e. 使用した排出係数の情報源、使用
した地球温暖化係数（GWP）、GWP
情報源の出典
f. 排出量に関して選択した連結アプ
ローチ（株式持分、財務管理、経営
管理）
g. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

物流における
取り組み

CO2排出量
 （スコープ1，2）

間接的な温室効果
ガス（GHG）排出量
（スコープ2）

305-2
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a. その他の間接的（スコープ3）GHG
排出量の総計（CO2換算値（t-CO2）
による）
b. データがある場合、総計計算に用
いたガス（CO2、CH4、N2O、HFC、
PFC、SF6、NF3、またはそのすべて）
c. 生物由来のCO2排出量（CO2換算値
（t-CO2）による）
d. 計算に用いたその他の間接的（ス
コープ3）GHG排出量の区分と活動
e. 計算の基準年（該当する場合、次の
事項を含む）
i. その基準年を選択した理論的根拠
ii. 基準年における排出量
iii. 排出量に著しい変化があったため
基準年の排出量を再計算することに
なった場合は、その経緯
f. 使用した排出係数の情報源、使用
した地球温暖化係数（GWP）、GWP
情報源の出典
g. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

その他の間接的な
温室効果ガス
（GHG）排出量
（スコープ3）

305-3
6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

CO2排出量
 （スコープ3）
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a. 排出量削減の取り組みによる直接
的な結果として削減されたGHG排出
量（CO2換算値（t-CO2）による）
b. 計算に用いたガス（CO2、CH4、
N2O、HFC、PFC、SF6、NF3、または
そのすべて）
c. 基準年または基準値、およびそれを
選択した理論的根拠
d. GHG排出量が削減されたスコープ。
直接的（スコープ1）、間接的（ス
コープ2）、その他の間接的（スコ
ープ3）のいずれか
e. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

温室効果ガス
（GHG）排出量
の削減

305-5

a. 組織のGHG排出原単位
b. 原単位計算のため組織が分母として
選択した指標
c. 原単位に含まれるGHG排出の種類。
直接的（スコープ1）、間接的（ス
コープ2）、その他の間接的（スコ
ープ3）
d. 計算に用いたガス（CO2、CH4、
N2O、HFC、PFC、SF6、NF3、または
そのすべて）

6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

温室効果ガス
（GHG）排出原
単位

305-4
第6次環境ボ
ランタリープ
ラン

CO2排出量
 （スコープ1，2）
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オゾン層破壊物質
（ODS）の排出量

305-6

a. ODSの生産量、輸入量、輸出量
 （CFC-11（トリクロロフルオロメタン）
換算値による）
b. 計算に用いた物質
c. 使用した排出係数の情報源
d. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

6.5.3 汚染の予防
6.5.5 気候変動の緩
和及び気候変動へ
の適応

VOCの排出量

NOx,SOx
排出量窒素酸化物（NOx）、

硫黄酸化物（SOx）、
およびその他の
重大な大気排出物

305-7

a. 次の重大な大気排出物の量（キロ
グラムまたはその倍数単位（トンなど）
による）
i. NOx
ii. SOx
iii. 残留性有機汚染物質（POP）
iv. 揮発性有機化合物（VOC）
v. 有害大気汚染物質（HAP）
vi. 粒子状物質（PM）
vii. この他、関連規制で定めている
標準的大気排出区分
b. 使用した排出係数の情報源
c. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

6.5.5 気候変動の緩
和及び気候変動へ
の適応 大気（大気汚

染防止法、県
条例）

-

ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/pdf/vision_05.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/050_climaticvariation.html?id=a04
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/080_prevention.html?id=a02005
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/080_prevention.html?id=a02006
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/110_data.html?id=a01


排水の水質および
排出先

306-1

306：排水および廃棄物

水資源
水質（水質汚
濁防止法・
下水道法、
県・市条例）

工場における
廃棄物削減の
取り組み

種類別および処分
方法別の廃棄物

306-2

a. 有害廃棄物の総重量（次の処分方法
を用いている場合には、この処分方法
別に内訳を提示）
i. リユース
ii. リサイクル
iii. 堆肥化
iv. 回収（エネルギー回収を含む）
v. 焼却（大量燃焼）
vi. 深井戸注入
vii. 埋め立て
viii. 現場保管
ix. その他（詳細を記述）
b. 非有害廃棄物の総重量（次の処分
方法を用いている場合には、この処分
方法別に内訳を提示）
i. リユース
ii. リサイクル
iii. 堆肥化
iv. 回収（エネルギー回収を含む）
v. 焼却（大量燃焼）
vi. 深井戸注入
vii. 埋め立て
viii. 現場保管
ix. その他（詳細を記述）
c. 廃棄物処分方法の判定方法
i. 自ら処分している場合または直接
確認した場合
ii. 廃棄物処分請負業者から提供された
情報による場合
iii. 廃棄物処分請負業者からの報告が
ない場合

6.5.3 汚染の予防

a. 想定内および想定外の排水量（次の
事項による）
i. 排出先
ii. 水質（処理方法を含む）
iii. 他の組織による水の再利用の有無
b. 使用した基準、方法、前提条件

6.5.3 汚染の予防
6.5.5 気候変動の緩
和及び気候変動へ
の適応
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a. 記録した重大な漏出の総件数と
総漏出量
b. 組織の財務報告書で報告している
漏出のそれぞれにつき、次の追加情報
i. 漏出場所
ii. 漏出量

6.5.3 汚染の予防重大な漏出306-3
重大な漏出
環境コンプラ
イアンス

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/070_waterresources.html
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/110_data.html?id=a02
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/060_recyclingsociety.html?id=a0502
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/080_prevention.html?id=a02003
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/020_manegement.html?id=a05


a. 次の各事項の総重量
i. 輸送された有害廃棄物
ii. 輸入された有害廃棄物
iii. 輸出された有害廃棄物
iv. 処理された有害廃棄物
b. 国際輸送された有害廃棄物の割合
c. 使用した基準、方法、前提条件

6.5.3 汚染の予防

a. 排水や表面流水による著しい影響を
受ける水域および関連生息地。次の
事項に関する情報を付記すること
i. 水域および関連生息地の規模
ii. その水域および関連生息地が、
国内または国際的に保護地域に指定
されているか否か
iii. 生物多様性価値（保護種の数など）

6.5.3 汚染の予防
6.5.4 持続可能な資
源の利用
6.5.6 環境保護、生
物多様性、及び自然
生息地の回復

有害廃棄物の輸送

排水や表面流水に
よって影響を受け
る水域

306-4

306-5

iii. 次の分類による漏出物。油漏出物
（土壌または水面）、燃料漏出物
（土壌または水面）、廃棄物の漏出
（土壌または水面）、化学物質の漏出
（多くは土壌または水面）、その他
（詳細を記述）
c. 重大な漏出のインパクト

有害廃棄物の
輸送

水リスク調査
の実施
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a. 環境基準により選定した新規サプ
ライヤーの割合

a. 環境法規制の違反により組織が
受けた重大な罰金および罰金以外の
制裁措置。次の事項に関して
i. 重大な罰金の総額
ii. 罰金以外の制裁措置の総件数
iii. 紛争解決メカニズムに提起された
事案
b. 組織による法規制への違反が無い
場合は、その旨を簡潔に述べる

6.3.5 加担の回避
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会的
責任の推進
7.3.1 デューディリ
ジェンス

4.6 法の支配の尊重

環境関連法
規制等の順守
状況
土壌・地下水
汚染防止
PCB廃棄物の
保管・管理
状況
重大な漏出
有害廃棄物の
輸送

グリーン調達
環境基準により選
定した新規サプラ
イヤー

環境法規制の違反

308-1

307-1

308：サプライヤーの環境面のアセスメント

307：環境コンプライアンス

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/080_prevention.html?id=a02003
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/080_prevention.html?id=a02004
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/080_prevention.html?id=a02004
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/070_waterresources.html?id=a04
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/020_manegement.html?id=a0503
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/080_prevention.html?id=a02001
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/080_prevention.html?id=a02002
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/040_procurement.html?id=a04


a. 環境インパクト評価の対象とした
サプライヤーの数
b. 著しいマイナスの環境インパクト
（顕在的、潜在的）があると特定さ
れたサプライヤーの数
c. サプライチェーンで特定した著しい
マイナスの環境インパクト（顕在的、
潜在的）
d. 著しいマイナスの環境インパクト
（顕在的、潜在的）があると特定され
たサプライヤーのうち、評価の結果、
改善の実施に同意したサプライヤー
の割合
e. 著しいマイナスの環境インパクト
（顕在的、潜在的）があると特定され
たサプライヤーのうち、評価の結果、
関係を解消したサプライヤーの割合
およびその理由

6.3.5 加担の回避
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会的
責任の推進
7.3.1 デューディリ
ジェンス

環境に配慮
した調達
物流における
取り組み

サプライチェーン
におけるマイナス
の環境インパクト
と実施した措置

308-2
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a. 報告期間中における従業員の新規
雇用の総数と比率（年齢層、性別、
地域による内訳）
b. 報告期間中における従業員の離職の
総数と比率（年齢層、性別、地域に
よる内訳）

a. 組織の正社員には標準支給される
が、非正規社員には支給されない手当
（重要事業拠点別）。これらの手当
には、少なくとも次のものを含める
i. 生命保険
ii. 医療
iii. 身体障がいおよび病気補償
iv. 育児休暇
v. 定年退職金
vi. 持ち株制度
vii. その他
b. 「重要事業拠点」の定義

a. 育児休暇を取得する権利を有して
いた従業員の総数（男女別）
b. 育児休暇を取得した従業員の総数
（男女別）
c. 報告期間中に育児休暇から復職し
た従業員の総数（男女別）

6.4.3 雇用及び雇用
関係

6.4.4 労働条件及び
社会的保護
6.8.7 富及び所得の
創出

-

6.4.4 労働条件及び
社会的保護

従業員データ

育児休業取得
者数（ＳＵＢ
ＡＲＵ単独）

従業員の新規雇用
と離職

正社員には支給
され、非正規社
員には支給され
ない手当

育児休暇

401-1

401-2

401-3

社会

401：雇用

https://www.subaru.co.jp/csr/employees/human_resources.html
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/050_climaticvariation.html?id=a08
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/040_procurement.html
https://www.subaru.co.jp/csr/employees/worklife_balance.html?id=a0402


a. 従業員に著しい影響を及ぼす可能
性がある事業上の重大な変更を実施
する場合、従業員および従業員代表
に対して、通常、最低何週間前まで
に通知を行っているか
b. 団体交渉協定のある組織の場合、
通知期間や協議・交渉に関する条項
が労働協約に明記されているか否か

d. 育児休暇から復職した後、12ヶ月
経過時点で在籍している従業員の総数
（男女別）
e. 育児休暇後の従業員の復職率および
定着率（男女別）

6.4.3 雇用及び雇用
関係
6.4.5 社会対話

a. 正式な労使合同安全衛生委員会が
組織内で設置・運用されている典型
的なレベル
b. 正式な労使合同安全衛生委員会に
代表を送る労働者（業務または職場が
組織の管理下にある）の労働者全体に
対する割合

a. すべての従業員に対する業務上傷害
の種類、業務上傷害率（IR）、業務上
疾病率（ODR）、休業日数率（LDR）、
欠勤率（AR）、および業務上の死亡
者数（次の内訳による）
i. 地域
ii. 性別
b. 業務または職場が組織の管理下に
あるすべての労働者（従業員を除く）
に対する業務上傷害の種類、業務上
傷害率（IR）、および業務上の死亡
者数（次の内訳による）
i. 地域
ii. 性別
c. 災害統計の記録、報告に適用する
規則体系

6.4.6 労働における
安全衛生
6.8.8 健康

6.4.6 労働における
安全衛生 -

a. 業務または職場が組織の管理下に
ある労働者が、特定の疾病の発症率
あるいはリスクが高い業務に従事し
ているか否か

6.4.6 労働における
安全衛生
6.8.8 健康

-

労働災害に
ついて

傷害の種類、業務
上傷害・業務上疾病
・休業日数・欠勤
・および業務上の
死亡者数

正式な労使合同
安全衛生委員会
への労働者代表
の参加

疾病の発症率ある
いはリスクが高い
業務に従事してい
る労働者

403-2

403-1

403-3

403：労働安全衛生

労使コミュニ
ケーション

事業上の変更に
関する最低通知
期間

402-1

402：労使関係
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https://www.subaru.co.jp/csr/employees/communication.html
https://www.subaru.co.jp/csr/employees/safety.html?id=a0302


a. 労働組合（各地域、グローバルの
いずれか）と締結した正式協定に、
安全衛生条項が含まれているか否か
b. 含まれている場合、各協定に安全
衛生に関する様々な事項が含まれて
いる程度（割合）

a. 報告期間中に、組織の従業員が受講
した研修の平均時間（次の内訳による）
i. 性別
ii. 従業員区分

6.4.6 労働における
安全衛生

6.4.7 職場における
人材育成及び訓練

安全衛生の考
え方

60歳定年後の
再雇用の取り
組み
技能伝承に向
けた取り組み

労働組合との正式
協定に含まれてい
る安全衛生条項

従業員一人あたりの
年間平均研修期間

403-4

404-1

404：研修と教育
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-

ガバナンス機関
および従業員の
ダイバーシティ

業績とキャリア開発
に関して定期的な
レビューを受けて
いる従業員の割合

405-1

404-3

405：ダイバーシティと機会均等

公正な評価と
能力開発支援

従業員データ

従業員スキル向上
プログラムおよび
移行支援プログラム

404-2

a. 従業員のスキル向上のために実施
したプログラムの種類、対象と、提供
した支援
b. 雇用適性の維持を促進するために
提供した移行支援プログラムと、定年
退職や雇用終了に伴うキャリア終了
マネジメント

6.4.7 職場における
人材育成及び訓練
6.8.5 雇用創出及び
技能開発

a. 組織のガバナンス機関に属する個人
で、次のダイバーシティ区分に該当
する者の割合
i. 性別
ii. 年齢層： 30歳未満、30歳～50歳 、
50歳超
iii. 該当する場合には、その他のダイバ
ーシティ指標（例えばマイノリティ、
社会的弱者など）
b. 次のダイバーシティ区分の従業員
区分別の従業員の割合
i. 性別
ii. 年齢層： 30歳未満、30歳～50歳 、
50歳超
iii. 該当する場合には、その他のダイバ
ーシティ指標（例えばマイノリティ、
社会的弱者など）

6.2.3 意思決定の
プロセス及び構造
6.3.7 差別及び社会
的弱者
6.3.10 労働における
基本的原則及び権利
6.4.3 雇用及び雇用
関係

a. 報告期間中に、業績とキャリア開発
に関して定期的なレビューを受けて
いる従業員の割合（男女別、従業員
区分別に）

6.4.7 職場における
人材育成及び訓練

https://www.subaru.co.jp/csr/employees/human_resources.html
https://www.subaru.co.jp/csr/employees/safety.html?id=a01
https://www.subaru.co.jp/csr/employees/diversity.html?id=a0302
https://www.subaru.co.jp/csr/employees/human_efforts.html?id=a05
https://www.subaru.co.jp/csr/employees/human_efforts.html?id=a03


基本給と報酬総額
の男女比

405-2 公正な評価と
能力開発支援

a. 女性の基本給と報酬総額の、男性
の基本給と報酬総額に対する比率
（従業員区分別、重要事業拠点別に）
b. 「重要事業拠点」の定義

6.3.7 差別及び社会
的弱者
6.3.10 労働における
基本的原則及び権利
6.4.3 雇用及び雇用
関係
6.4.4 労働条件及び
社会的保護
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a. 労働者の結社の自由や団体交渉の
権利行使が、侵害されたり著しいリ
スクにさらされる可能性のある事業
所およびサプライヤー。次の事項に
関して
i. 事業所（製造工場など）およびサ
プライヤーの種類
ii. リスクが生じると考えられる事業
所およびサプライヤーが存在する国
または地域
b. 結社の自由や団体交渉の権利行使を
支援するため、組織が報告期間中に
実施した対策

a. 報告期間中に生じた差別事例の総
件数
b. 事例の状況と実施した措置。次の
事項を含む
i. 組織により確認された事例
ii. 実施中の救済計画
iii. 実施済みの救済計画と、定期的な
内部マネジメント・レビュー・プロ
セスにより確認された結果
iv. 措置が不要となった事例

6.3.3 デューディリ
ジェンス
6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.5 加担の回避
6.3.8 市民的及び政
治的権利
6.3.10 労働における
基本的原則及び権利
6.4.5 社会対話
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会的
責任の推進

a. 次の事例に関して著しいリスクが
あると考えられる事業所およびサプ
ライヤー
i. 児童労働
ii. 年少労働者による危険有害労働へ
の従事
b. 児童労働に関して著しいリスクが
あると考えられる事業所およびサプ
ライヤー（次の観点による）
i. 事業所（製造工場など）およびサ
プライヤーの種類

6.3.3 デューディリ
ジェンス
6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.5 加担の回避
6.3.7 差別及び社会
的弱者
6.3.10 労働における
基本的原則及び権利

6.3.6 苦情解決
6.3.7 差別及び社会
的弱者
6.3.10 労働における
基本的原則及び権利
6.4.3 雇用及び雇用
関係

-

-

サプライヤー
CSRガイドラ
イン

結社の自由や団体
交渉の権利がリス
クにさらされる可
能性のある事業所
およびサプライヤー

児童労働事例に関
して著しいリスク
がある事業所およ
びサプライヤー

差別事例と実施し
た救済措置

407-1

408-1

406-1

407：結社の自由と団体交渉

408：児童労働

406：非差別

https://www.subaru.co.jp/csr/employees/human_efforts.html?id=a03
https://www.subaru.co.jp/csr/procurement.html?id=a04


ii. リスクが生じると考えられる事業
所およびサプライヤーが存在する国
または地域
c. 児童労働の効果的な根絶のために
報告期間中に組織が実施した対策
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a. 組織の人権方針や特定の手順および
その保安業務への適用について正式な
研修を受けた保安要員の割合
b. 保安要員の提供を受けている第三者
組織に対して同様の研修要件を適用
しているか否か

a. 強制労働に関して著しいリスクが
あると考えられる事業所およびサプ
ライヤー。次の事項に関して
i. 事業所（製造工場など）およびサ
プライヤーの種類
ii. リスクが生じると考えられる事業
所およびサプライヤーが存在する国
または地域
b. あらゆる形態の強制労働を撲滅する
ために報告期間中に組織が実施した
対策

6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.5 加担の回避
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会的
責任の推進

a. 報告期間中に、先住民族の権利を
侵害したと特定された事例の総件数
b. 事例の状況と実施した措置（次の
事項を含める）
i. 組織により確認された事例
ii. 実施中の救済計画
iii. 実施済みの救済計画と、定期的な
内部マネジメント・レビュー・プロ
セスにより確認された結果
iv. 措置が不要となった事例

6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.6 苦情解決
6.3.7 差別及び社会
的弱者
6.3.8 市民的及び政
治的権利
6.6.7 財産権の尊重
6.8.3 コミュニティ
への参加

6.3.3 デューディリ
ジェンス
6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.5 加担の回避
6.3.10 労働におけ
る基本的原則及び
権利
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会
的責任の推進

-

a. 人権レビューやインパクト評価の
対象とした事業所の総数とその割合
（国別に）

6.3.3 デューディリ
ジェンス
6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.5 加担の回避

-

-

サプライヤー
CSRガイドラ
イン

人権方針や手順に
ついて研修を受け
た保安要員

人権レビューや
インパクト評価
の対象とした事
業所

先住民族の権利を
侵害した事例

強制労働事例に関
して著しいリスク
がある事業所およ
びサプライヤー

410-1

412-1

411-1

409-1

410：保安慣行

412：人権アセスメント

411：先住民の権利

409：強制労働

https://www.subaru.co.jp/csr/procurement.html?id=a04


a. 人権方針や事業所に関わる人権側
面に関する手順について、報告期間
中に従業員研修を実施した総時間数
b. 人権方針や事業所に関わる人権側
面に関する手順について、報告期間
中に従業員研修を受けた従業員の割合

6.3.3 デューディリ
ジェンス
6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.5 加担の回避

-人権方針や手順に
関する従業員研修

412-2
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a. 社会的基準により選定した新規
サプライヤーの割合

a. 地域コミュニティとのエンゲージ
メント、インパクト評価、開発プロ
グラムを実施（次のものなどを活用
して） した事業所の割合
i. 一般参加型アプローチに基づく社会
インパクト評価（ジェンダーインパ
クト評価を含む）
ii. 環境インパクト評価および継続的
モニタリング
iii. 環境および社会インパクト評価の
結果の公開
iv. 地域コミュニティのニーズに基づ
く地域コミュニティ開発プログラム
v. ステークホルダー・マッピングに
基づくステークホルダー・エンゲー
ジメント計画
vi. 広範なコミュニティ協議委員会や
社会的弱者層を包摂する各種プロセス
vii. インパクトに対処するための労使
協議会、労働安全衛生委員会、その
他従業員代表機関
viii. 正式な地域コミュニティ苦情処理
プロセス

6.3.5 加担の回避
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会的
責任の推進
7.3.1 デューディリ
ジェンス

6.3.9 経済的、社会
的及び文化的権利
6.5.1-6.5.2 環境
6.5.3 汚染の予防
6.8 コミュニティへ
の参画及びコミュ
ニティの発展

事業所周辺を
巡回して臭気
などを監視

サプライヤー
CSRガイドラ
イン

社会的基準により
選定した新規サプ
ライヤー

地域コミュニティ
とのエンゲージメ
ント、インパクト
評価、開発プログ
ラムを実施した事
業所

414-1

413-1

414：サプライヤーの社会面のアセスメント

413：地域コミュニティ

a. 地域コミュニティに対して著しい
マイナスのインパクト（顕在的、潜
在的）を及ぼす事業所。次の事項を
含む
i. 事業所の所在地
ii. 事業所が及ぼす著しいマイナスの
インパクト（顕在的、潜在的）

6.3.9 経済的、社会
的及び文化的権利
6.5.3 汚染の予防
6.8 コミュニティへ
の参画及びコミュニ
ティの発展

-

地域コミュニティ
に著しいマイナス
のインパクト（顕
在的、潜在的）を
及ぼす事業所

413-2

https://www.subaru.co.jp/csr/procurement.html?id=a04
https://www.subaru.co.jp/csr/environment/090_communication.html?id=a0102


政治献金

製品およびサービ
スのカテゴリーに
対する安全衛生
インパクトの評価

製品およびサービ
スの安全衛生イン
パクトに関する違
反事例

415-1

416-1

416-2

415：公共政策

416：顧客の安全衛生

CSR調達

リコールへの
対応
完成検査およ
び燃費・排出
ガス測定に関
わる不適切事
案に関するご
報告

品質マネジメ
ントサイクル
の運用

サプライチェーン
におけるマイナス
の社会的インパク
トと実施した措置

414-2

a. 社会的インパクト評価の対象とした
サプライヤーの数
b. 著しいマイナスの社会的インパクト
（顕在的、潜在的）があると特定した
サプライヤーの数
c. サプライチェーンで特定した著しい
マイナスの社会的インパクト（顕在
的、潜在的）
d. 著しいマイナスの社会的インパクト
（顕在的、潜在的）があると特定され
たサプライヤーのうち、評価の結果、
改善の実施に同意したサプライヤーの
割合
e. 著しいマイナスの社会的インパクト
（顕在的、潜在的）があると特定され
たサプライヤーのうち、評価の結果、
関係を解消したサプライヤーの割合お
よびその理由

6.3.5 加担の回避
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会
的責任の推進
7.3.1 デューディリ
ジェンス

a. 組織が直接、間接に行った政治献金
および現物支給の総額（国別、受領者
・受益者別）
b. 現物支給を金銭的価値に推計した
方法（該当する場合）

6.6.1-6.6.2 公正な
事業慣行
6.6.4 責任ある政治
的関与

-

a. 重要な製品およびサービスのカテ
ゴリーのうち、安全衛生インパクトの
評価を改善のために行っているものの
割合

6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.4 消費者の安全
衛生の保護
6.7.5 持続可能な消費
6.8.8 健康

a. 報告期間中に、製品やサービスに
ついて発生した安全衛生インパクトに
関する規制および自主的規範の違反
事例の総件数。次の分類による
i. 罰金または処罰の対象なった規制
違反の事例
ii.警告の対象となった規制違反の事例
iii. 自主的規範の違反事例
b. 規制および自主的規範への違反が
無い場合は、その旨を簡潔に述べる

4.6 法の支配の尊重
6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.4 消費者の安全
衛生の保護
6.7.5 持続可能な消費
6.8.8 健康
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https://www.subaru.co.jp/csr/procurement.html
https://www.subaru.co.jp/csr/quality.html?id=a02
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a. マーケティング・コミュニケーシ
ョン（広告、宣伝、スポンサー業務
など）に関する規制および自主的規
範の違反事例の総件数。次の分類に
よる
i. 罰金または処罰の対象となった規
制違反の事例
ii. 警告の対象となった規制違反の事例
iii. 自主的規範の違反事例
b. 規制および自主的規範への違反が
無い場合は、その旨を簡潔に述べる

a. 製品およびサービスの情報とラベ
リングに関して、組織が定める手順
において、次の各事項の情報が求め
られているか否か
i. 製品またはサービスの構成要素の
調達
ii. 内容物（特に環境的、社会的インパ
クトを生じさせる可能性のあるもの）
iii . 製品またはサービスの利用上の
安全性
iv. 製品の廃棄と、環境的、社会的
インパクト
v. その他（詳しく説明のこと）
b. 重要な製品およびサービスのカテ
ゴリーのうち、組織が定める手順の
対象であり、手順の遵守評価を行って
いるものの割合

4.6 法の支配の尊重
6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.3 公正なマーケ
ティング、事実に即
した偏りのない情報、
及び公正な契約慣行

6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.3 公正なマーケ
ティング、事実に即
した偏りのない情報、
及び公正な契約慣行
6.7.4 消費者の安全
衛生の保護
6.7.5 持続可能な消費
6.7.9 教育及び意識
向上

マーケティング・
コミュニケーション
に関する違反事例

製品およびサービ
スの情報とラベリ
ングに関する要求
事項

417-3

417-1

417：マーケティングとラベリング

a. 製品およびサービスの情報とラベ
リングに関する規制および自主的規
範の違反事例の総件数。次の分類に
よる
i. 罰金または処罰の対象となった規制
違反の事例
ii. 警告の対象となった規制違反の事例
iii. 自主的規範の違反事例
b. 規制および自主的規範への違反が
無い場合は、その旨を簡潔に述べる

4.6 法の支配の尊重
6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.3 公正なマーケ
ティング、事実に即
した偏りのない情報、
及び公正な契約慣行
6.7.4 消費者の安全
衛生の保護
6.7.5 持続可能な消費
6.7.9 教育及び意識
向上

-

-

-

製品およびサービ
スの情報とラベリ
ングに関する違反
事例

417-2

229 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2018



a. 社会経済分野の法規制の違反により
組織が受けた重大な罰金および罰金
以外の制裁措置。次の事項に関して
i. 重大な罰金の総額
ii. 罰金以外の制裁措置の総件数
iii. 紛争解決メカニズムに提起された
事案
b. 組織による法規制への違反が無い
場合は、その旨を簡潔に述べる
c. 相当額以上の罰金および罰金以外
の制裁措置を受けた経緯

a. 顧客プライバシーの侵害に関して
具体化した不服申立の総件数。次の
分類による
i. 外部の当事者から申立を受け、組織
が認めたもの
ii. 規制当局による申立
b. 顧客データの漏洩、窃盗、紛失の
総件数
c. 具体化した不服申立が無い場合は、
その旨を簡潔に述べる

4.6 法の支配の尊重
6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.3 公正なマーケテ
ィング、事実に即し
た偏りのない情報、
及び公正な契約慣行

6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.7 消費者データ
保護及びプライバ
シー

個人情報保護
への取り組み

リコールへの
対応
完成検査およ
び燃費・排出
ガス測定に関
わる不適切事
案に関するご
報告

社会経済分野の
法規制違反

顧客プライバシー
の侵害および顧客
データの紛失に
関して具体化した
不服申立

419-1

418-1

419：社会経済面のコンプライアンス

418：顧客のプライバシー
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